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第１章 序論

第１節 研究の背景

筆者が福祉のまちづくりの研究を始めたきっかけは、1975 年に長崎造船大学（現在、長

崎総合科学大学）に入学し、18 歳で日比野正己講師（当時）の自主ゼミに入り、福祉のま

ちづくりを学んだことである。自主ゼミの内容は、当時、障害者団体を中心に全国各地で

展開されていた障害者生活圏拡大運動（福祉のまちづくり運動）注１）から、障害者が不自由

なく生活する環境づくりがすべてのひとが暮らしやすい環境づくりにつながること、その

ために、障害者が建築物や街なかを利用できるようにするためにはどうしたら良いかとい

った物理的な環境改善について学んだ。

このゼミ活動において、大学 2 年生の時に障害者に対する訪問面接調査を行い、その時、

知り合った車いす使用者の女性から相談を受けて、筆者は 1977 年に車いすの喫茶店をゼミ

の友人と設計した。（図 1.1.1）この女性はこの喫茶店を開店したこときっかけに、そのお店

の常連さんと結婚した。注２）

また、筆者の卒業研究注３）においては、被爆者である渡辺千恵子さんの車いす住宅づくり

について、住宅内で自立したことが彼女の自信となり、被爆者運動として非核化に向けて

積極的に海外へ出かけて講演活動を行うなど、住宅環境の改善が人の社会生活まで大きく

変えていくことをまとめた。

図 1.1.1 車いす喫茶オアシス

図 1.1.2 初めてのトイレ
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その後に、1979 年に宮崎市役所に入り、障害者等ともに障害者生活圏拡大運動を続けた。

1983 年にボランティア活動において 43 年間寝たきりの脳性麻痺の女性を知り、困ってい

たトイレやスロープなどの住宅改造の設計を行った。（図 1.1.2）困っていたトイレの問題を

解決したことで、自信を得て電動車いすで外出するようになり、性格も明るくなった。建

築物のバリアフリー化によって、障害者が生きがいを見つけて、自己の生活圏を拡大して

いく姿は、上記の 2 人の女性と同じであった。注４）

また、宮崎市は、1974 年に国（厚生省）から｢身体障害者福祉モデル都市｣の指定を受

けており、公共施設を中心に福祉環境整備を進めていた。しかし、民間施設に対しては、

市の福祉部門において「身体障害者福祉の街づくりのしおり」を配布資料として、施設整

備を行なう者にバリアフリー化について協力を求めているが、市の建築部門が全く関知し

ていないために、このしおりが実際に建築予定者に届くことは少なかったとみられる。

筆者は、ボランティア活動としてはじめた障害者生活圏拡大運動において、1982 年に「「ま

ちへ出よう－宮崎車いすガイドブック 82’－」注５）に参加した。このガイドブックづくりに

おいて、宮崎市で調査を行った 489 施設のうち、51 施設に「車いす使用者用便房」が設置

されており、このうち「車いす使用者用便房」の設置数が多いのは、「公共施設・交通機関

施設」の 25 施設、次に「医療施設」の 11 施設、その次に「公園・観光地・レクレーショ

ン施設」の 7 施設であり、いずれも公共性の高い施設に多かった。そのほかの民間施設で

は「デパート・スーパー」1 施設、「小売業」1 施設、「飲食・喫茶・レストラン」０施設、

パチンコ店等の「娯楽施設」0 施設、「サービス・その他」０施設であり、ほとんど「車い

す使用者便房」は設置されていない状況である。（図 1.1.3）
したがって、1982 年当時は、建築物のバリアフリー化は、公共施設や医療施設等を中心

に進められているが、民間施設に多い物販施設や娯楽施設などの利用を考えると、障害者

の社会生活を満足させるには不十分な状況であった。

図 1.1.3 1982 年宮崎市施設用途別車いす使用者用便房設置施設数
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その後において、宮崎市は「宮崎市建築物に関する福祉環境整備指導基準」（以下、「宮

崎市要綱」という。）を 1992 年 8 月 1 日に施行し、建築指導課において、建築物の福祉環

境整備に対する行政指導が開始された｡対象施設について、建築確認申請を提出する前に市

長と協議するものとして、届出のみの行政指導が行われた。

1994 年に、津村市長が誕生し、「九州一の健康福祉都市」づくりを掲げて様々な福祉施策

に積極的に取り組んだ。「九州一」としているのは、その個々の目標達成に向けて具体的な

細かい目標設定やライバル認識が明確にできるようにとの考えからである。

2001 年には宮崎県とは別に、地方自治法に基づく「宮崎市福祉のまちづくり条例」（以下、

「宮崎市条例」という。）を施行した。これ以降は、宮崎市条例のみで福祉環境整備を行う。

筆者は、2000 年の宮崎市条例策定においては協議対象施設や整備基準等のハード面の規

定をとりまとめるための担当者となり、宮崎市条例を施行した 2001 年度からは建築物事前

協議等の担当者となった。

この宮崎市条例は、工場、共同住宅、事務所を 2000 ㎡以上としているほかは、すべてを

協議対象施設として、届出、完了届、完了検査、適合証交付の事務手続きと指導・助言や

勧告などの行政指導を定めている。

条例を施行する前の宮崎市要綱の時代と宮崎市条例に基づき車いす使用者用便房設置し

た施設数の比較をして、図 1.1.2 に表す。宮崎市要綱時代は、届出によるデータであり、宮

崎市条例については適合証交付された施設数だが、条例制定前は車いす使用者用便房を設

置した建築物は毎年 30 施設程度であったが、条例施行後は 65施設から 98 施設と増えてお

り、明らか車いす使用者用便房を設置した施設が増加している。これは、宮崎市条例の整

備基準において、車いす使用者用便房の設置基準が定められたことによると考えられる。

このことから、宮崎市においては、行政指導を行わない身体障害者福祉モデル都市時代

から、市の建築部門において届出のみの行政指導を行う宮崎市要綱時代、そして、現在、

事務手続きや行政指導の規定を定めた宮崎市条例により建築物のバリアフリー化を進めて

図 1.1.2 宮崎市条例制定前後の車いす使用者用便房設置建築物数

宮崎市要綱 宮崎市条例
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いる。したがって、自治体の行政指導の有無やその内容、そして自治体の福祉のまちづく

りに対する姿勢により建築物のバリアフリー化の進捗状況が変わるものと考えられる。

宮崎市条例によって、バリアフリー化された建築物が増えていく中、「宮崎市福祉のまち

づくり総合計画」注６）に基づいて、2005 年度から 2009 年度まで「高齢者や障害者向けの

観光や名物などの情報提供を行うことで、高齢者や障害者の観光客を増やし既存民間建築

物のバリアフリー化を推進させる。」ことを目的とした、「観光バリアフリー事業」注７）を障

害者団体などとの協働組織である「宮崎市バリアフリー検討委員会」注８）において行った。

活動は、宮崎市の観光地や商店街等の点検調査や協働する障害者団体などから多くの飲

食店や物販店を紹介してもらい、その情報をタイムリーに紹介するブログ「宮崎観光バリ

アフリータイムリーニュース」（http://miyazakikanbari.miyachan.cc）やこのブログと連

携する「宮崎観光バリアフリーホームページ」（http://www.miyazakikanbari.com/）に高

齢者や障害者が「行きたい所にどうしたら行けるか」という情報提供を行った。

この事業において、ホームページやブログ、マップによる情報提供に取り組み、取材し

た小さな飲食店で、「条例で決まっているからと店をバリアフリーにしたら、障害者の人た

ちが来るようになり、点字メニュを作りました。」と交流が生まれていたことを知る。

また、ブログに 2008 年 1 月 8 日に「関西から車いす旅人」氏から問い合わせがあり、

表 1.1.1 のように回答した。

筆者は、設計した住宅改善や宮崎の観光バリアフリーを紹介するブログでのやり取りか

ら、身体障害者が建築物のバリアフリー化によって、生活者としての自信となり、外出し

旅行を行うなどの意欲につながり人々の交流が生まれていたことを実感している。つまり

障害の過半は個人にあるのではなく、社会環境が作り出しており、その障害を取り除くこ

とによって、障害を感じることなく通常の社会生活が送れることを確信している。

建築物は、住宅や医療や就労、購買、レジャーなど、社会生活を営む上であらゆるもの

に関係している。建築物のバリアフリー化は、地方公共団体が地方自治法に基づく福祉の

まちづくり条例（以下、「自主条例」という。）やバリアフリー法に基づく条例（以下、「委

任条例という。」）に基づいて進めなければならない。しかしながら、自主条例は強制力が

ないこと、委任条例は、一部の自治体しか定めていないために、自治体により建築物のバ

リアフリー化の実効性に大きな差が生じている。

そこで、全国の自治体において建築物のバリアフリー化を推進させる方策を見出すこと

が必要と考える。
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表 1.1.1 「関西から車いす旅人」氏からの宮崎観光の問い合わせ（一部省略）

いいサイトですね。さすが全国注目の宮崎ですね。

２月にプロ野球観戦に宮崎観光計画します。大阪の車いす生活者です。

質問させてください。

１.サンマリン球場では、オープン戦をバックネットで観たいのですが可能でしょうか。

２.甲子園では、車いす対応席でしか観戦できません。

＞巨人がキャンプするサンマリンスタジアムには、バックネットうらに車いす用観客席が２箇所

（１箇所 3席）あります。球場全体では 70 席あるようです。

３.球場近くで美味しい地元の大衆食堂はありませんか。できれば車いすでいけるとこ。

＞サンマリンスタジアムのある運動公園のまわりにはバリアフリーといえる店はありませんが、

運動公園の北側入口のそばに「忠太郎茶屋」といううどん屋さんがあります。

知られていませんが、宮崎はうどん屋さんが多く、おいしい店が多いです。

忠太郎茶屋も無添加の食材を使っているそうです。出入り口は少し段差がありますが、介助者がい

れば大丈夫です。

４.車いす対応格安ホテルとかありませんか。

＞「スーパーホテル宮崎」があります。場所は県庁の近くで、繁華街にも近くとても便利なところ

です。以前２人ほど紹介しましたが、車いすルーム（ツイン）は広くて使い勝手がよかったようで

す。

５.繁華街で車いすで楽しく地元名物をつまんで飲める車いす対応のお店はご存知ないでしょう

か。トイレ問題が気になります。

＞「スーパーホテル宮崎」のすぐそばに(北側)「創作居酒屋 銀の月」があります。私たちもよ

く利用しますが、車いすトイレがあり、宮崎の名物料理が食べられ、格安な居酒屋さんです。

＞また、おいしい宮崎地鶏を食べさせてくれる店で、「スーパーホテル宮崎」から歩いて１０分

くらいのところ(繁華街)にバリアフリーの店「やまぢ」があります。車いすトイレもあります。

６.宮崎駅からの宮崎便交通事情も教えてください。レンタカー事情・ＪＲ事情など。

７.最近、飛行機で車いす対応できない航空会社あります。

＞大阪(伊丹)から宮崎までの航空会社は ANA と JAL関空からは ANAです。

そして、バリアフリーの充実した宮崎空港に隣接して、JR 宮崎空港駅があります。

駅はバリアフリーで２F の改札やホームまでエレベーターで上がれます。

乗車には、駅員がおりますのでスロープを使い乗せてくれます。

※ 宮崎の鉄道車両はほとんどバリアフリーの車両はありません。

(お礼のメール)

バリフリ事務局さま

ありがとうございました。

旅行代理店の方が書かれているのでしょうか。

車いすの仲間、旅好きな仲間にもサイト広げてます。

知的障がいの仲間や視覚障がいの仲間で、旅好きがたくさんおります。

情報があるようで無いのが現状です、本当にうれしいでした。

おおいに地元を楽しんでいる方の生きた情報がほしかったんです。

情報をもとに調べてみます。
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第２節 既往研究を踏まえて

１．身体障害者福祉モデル都市について

1970 年代の障害者生活圏拡大運動をきっかけにして、建築物に対する福祉環境整備については、

行政が主導となり進められている。本研究に関連する既往研究について、1970 年代の国が自治体に

対して身体障害者のために道路や公園、官公庁施設のバリアフリー化と啓発活動を行う環境整備のた

めの補助事業である「身体障害者福祉モデル都市」事業などに対する研究がある。

日比野（1997）１）は、1977 年の障害者・高齢者らの都市環境状況において、国が障害者

の生活圏拡大運動を背景に、1973 年度から 3 年間行った「身体障害者福祉モデル都市」注

2）について、建築物における改善の具体例や問題点を以下のようにあげている。

①スロープは 1/12 勾配が標準であり、高低差があればスロープは長くなるため、公共施

設をつくるときは、はじめから障害者の利用を考慮する必要があること。②ドアについて、

「身体障害者専用」としたり、重い片開き戸の内側に車いすを置く事例があること。③建

物内の案内について、「盲導鈴や盲人用案内板、廊下の点字ブロックや手すりの点字標示」

「車いすに対応するための受付カウンター」などが必要なこと。④公衆電話のダイヤルに

は盲人への工夫や車いすのフットレストが入るようにした電話台の設置が、エレベーター

には車いすや盲人への配慮が必要なこと。⑤公共施設の障害者の便所は、多種多様な障害

を配慮して、可動式手すりは同じ建物の２箇所目は違った取り付けをすること。⑥洗面所

の鏡は傾斜させなくても大きい鏡をつけるなど工夫する必要があること。⑦生活環境にお

いて障害物が障害者をつくる認識を持つ必要があることと述べている。

そして、これらの現状から、障害者の環境整備について、改善は研究や蓄積の少なさか

ら十分とはいえず試行錯誤的な状態にあること、改善や整備は、系統性をもって持続的に

行われる必要があること、そして、重度障害者のため整備がとくに遅れており、早急に推

し進める必要があることとしている。

また、点字ブロックの上に車を止めるなど、物的な改善だけでなく、心の段差をなくす

ために、市民への啓もうが必要なことなどの課題をあげている。

したがって、「身体障害者福祉モデル都市」の時期は、改善は道路や公園、官公庁舎の公

共施設が中心で、民間施設へのバリアフリーの整備指導はなく、また、バリアフリー化の

考えは身体障害者が中心で、整備のための技術も未熟な状況と考えられる。

２．福祉環境整備要綱について

次に1980年代から1990年代にかけて、公共施設に限らず民間施設を含めた建築物のバリアフリー

化について行政指導を行う「福祉環境整備要綱」に対する実効性に関する研究がある。

林他（1988）２）は、全国調査から人口 20 万人以上の都市で 25％以上、10万人以上 20 万
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人未満で 17％以上、5 万人以上 10 万人未満で 9％以上が福祉環境整備要綱等を制定してい

ること、この要綱は福祉サイドで作り、建築物をチェックする強制力を持たない状況から、

法的に基本的な部分についての拘束力を持った全国統一の基準と地域特性に配慮した自治

体の条例を規定していくことが建築物のバリアフリー化の実効性を確保するための課題で

あるとした。また、運用方法の問題点として、自治体の福祉サイドで要綱を作り、チェッ

クすることが行われており、建築技術的な指導がしにくい欠点があること、適用が公有施

設に限られて身近な小規模施設を対象にしていないこと、強制力がないために設計者の認

識不足を引き起こしていること、働く障害者の立場を考慮していないこと、具体的に整備

に関わる設計者や施工者の意見を聞いていないこと、個々への対応のために町全体として

の配慮が不連続になることが考えられることがあげられている。そして、今後の課題とし

て、国レベルの統一基準化、建築家の教育、点的整備から面的整備へと連続かつ均一性の

あるノン・ハンディキャップ環境の確保が必要であるとした。

寺山他（1991）３）は、国際シンボルマーク（ＩＳＡ）注６）の使用について、267 地方自治

体、35 障害者団体、499 名の障害者に対するアンケート調査を行い、地方公共団体の場合、

ＩＳＡマークはほとんどの団体で使用していること、使用している場所は、建物、駐車場、

公園、駅、タクシー、バス、電車の順であること、ＩＳＡマークの使用基準を持たない自

治体も多いが、３割が福祉環境整備要綱等の基準に基づきマークが貼付されていること、

そして、国際シンボルマークの正しい普及と啓蒙により「真にハンディキャップをもつ人

にとってアクセシブルなまち」とすることを目標に努力していかなくてはならないと述べ

ている。

寺島（1992）４）は、誰もが住みよい街づくりを進めるには、設計者等による主体的な判断で取組

む「自主的コントロール」と、行政指導により整備を進める｢公的コントロール｣があること。そして、

福祉環境整備のための公的コントロールの現状として、福祉環境整備要綱等による成果が上がってい

ない状況であることから、強制力をもつ条例として建築基準法の特殊建築物に福祉的条件付けを行う

建築基準条例とこれを補完する自主条例を制定する動きを紹介している。

髙橋（1992）５）は、福祉環境整備要綱等では、体系的な整備が進められず、身近な店舗や教育施

設、住居、交通施設の対応が遅れ、高齢者や児童等の配慮に欠けていること、要綱が自治体によって

異なること、強制力を持たないことから要綱等を遵守しない場合に問題があること、要綱等で環境整

備を行った場合の国からの財源的な援助等が得られない問題があることを上げており、強制力をもつ

条例として建築基準法に基づく建築基準条例の制定と、これをサポートし合う形で自主条例の制定を

紹介し、将来の法制化を見据えた形として奨励している。

野村（1994）６）は、福祉環境整備基準の問題点として、第 1 に、公共的建築物や面積の大きい民

間建築物に限り、スーパーマーケットや美容院などの小規模な建築物は対象に含まれていないこと。

第2に、整備基準は最低限必要なことから理想的な事項まですべて同じように記述されていること。

第3に、用途や規模に関わらずすべて同じ基準が適用されるため、小規模建築物には実現困難なこと。

第4に、整備基準は建築物の訪問者に対する考え方が中心で、雇用者の環境整備についても検討すべ
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きこと。第5に、整備基準はアクセスが中心で、利用目的や非常時の配慮をしたものでないこと。そ

のほかに、最大の問題点は、要綱であるため法的拘束力が担保されないこと。要綱による行政指導が

ほとんどの市で行われていないこと。要綱の存在が市民に知らされておらず、行政の意欲も見られな

いこと。また、新たな動きとして、神奈川県が1990年に建築基準法に基づく建築安全条例を改正し、

特殊建築物に対して「国際シンボルマーク」交付条件を目安にした制限を付加したこと。大阪府など

が地方自治法に基づいて、建築物や交通機関、道路、公園等を対象にした「福祉のまちづくり条例」

を策定したこと。国のハートビル法の策定の動きを伝え、法制化の意味は大きいとした。

以上の福祉環境整備要綱の実効性の研究において、整備基準の問題点として、対象施設

が公共的建築物や面積の大きい建築物に限られることや最低限必要なものから理想的なレ

ベルまで同様の扱いであること、用途規模に関わらずすべて同じ基準が適用されること、

建築物の訪問者に対する考え方が中心であり、利用目的や非常時の配慮をしたものでない

ことが課題としてあがる。

身体障害者福祉モデル都市事業では、整備は公共施設に限られていたが、福祉環境整備

要綱においては大規模な民間施設も対象とされ、建築確認申請前の事前協議を行うといっ

た行政指導が行われた。しかし、自治体の福祉サイドで福祉環境整備要綱が管理運営され

るために、実効性について法的拘束力のないことをどの論文も課題としており、強制力を

もつ条例として建築基準法に基づく建築基準条例の制定と、これをサポートし合う形で自

主条例の制定が、将来の法制化を見据えた形として述べられている。

３．自主条例について

また、1990年代から2000年代において、全国自治体における自主条例の成果や課題について調査

するものがある。そのいくつかを示し本研究の位置づけを行う。

三宅他（1995）７）は、４自治体（大阪府、兵庫県、山梨県、愛知県）の自主条例について、民間

事業者に対する実効性の持たせ方として、事前協議（届出）や適合証交付（申出、完了検査）におい

て行政指導を行うこと。また、違反等への対応について、いずれの自治体も罰則規定はなく、勧告と

公表による行政指導が罰則規定の代替手段として規定されていること。これらについて、今後施行す

る自治体の参考となるという条例制定の方向性を述べた。

南他（1995）８）は、自主条例の対象施設の用途・面積については、規則委任によって将来の変更

に柔軟に対応することが望ましいこと、対象施設の設定は、地域特性を十分配慮すること、また、ハ

ートビル法で対象としていない用途についても自主条例で定める自治体は多い、条例で対象とするた

めに、明確な方向性と根拠が必要であること、しかし、多くの用途、様々な基準で全国統一性のない

自主条例が多くでき、実効性に問題があると述べた。

高橋（1996）９）は、地方公共団体の福祉のまちづくりの流れとして、1990 年の神奈川県の建築安

全条例改正や1993年の大阪府の福祉のまちづくり条例施行は全国の自治体に影響を与え、ハートビ
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ル法の先駆けになったこと。また、整備基準について、行政や設計者がその根拠をわかりやすく事業

者や市民に説明し、地域社会で生かされていくよう誘導する役割があること、市民生活に関わる全て

の施設を改善することが前提であること、アクセスに関して廊下や駐車場トイレなどの必要最低限の

水準と客席や客室などの用途に応じたサービス水準の確保を目標とすること、しかし、非常時の安全

性や避難方法の確保については整備基準の導入はされていないが、誘導的基準レベルを整備すること

により、相当の対応が可能となるとしている。

野村（1997）１０）は、整備基準の基本方針として、建築物等に接近でき利用できるように利便性を

確保すること。高齢者や障害者の安全な移動確保のための早急な対応が必要であること。高齢者や障

害者が優しさを感じるデザインであること。建築物だけでなく道路との接点や地域による整備の仕様

や基準の不統一をなくすこと。後から改修することに比べて、新築の場合に配慮する方が経済的効果

も大きいという視点を持つこと。そして、今後においては、将来の社会福祉整備のビジョンに立ち、

いつまでに何をするか計画すること。他政策との連携をとり推進すること。行政内部の横の連携や当

事者の意見を設計の場面で聞くような仕組みづくりや高齢者や障害者が行政の行う施策をチェック

する仕組みが必要であること。また、自主条例においては、事業者の自主的な理解と協力を得るため

に届出の際に指導・助言を含む行政指導を的確に行うこと。そのほか、既存建築物や小規模建築物の

整備促進、住宅の整備、災害時の対応、高齢者や障害者が日常生活を営むうえでの情報収集や提供体

制の整備、そして市民や事業者、とくに行政の果たす役割が非常に重要と述べた。

羽生（1998）１１）自主条例の課題として、努力義務のため励行を求めるための方策として大阪府で

は立入検査、勧告、公表の措置を定めていること。ほとんどの自治体ではチェックリストを添付させ

ることで実効性に効果を上げていること。また、条例は相手方の任意の協力のみにより実現されるこ

が、建築確認の要件であるかのような指導は避け、法的な疑義の生じることのないように慎重な配慮

が必要なこと。また、運用上の課題として、建築基準法の検査済証は建物完成時だが、福祉のまちづ

くりは外構完成時であることやパチンコ店など１階店舗、２階以上が駐車場の場合にＥＶの設置義務

が発生するが過大な投資として事業者の理解が得にくいこと、条例の事前協議や建築基準法の第 86

条認定協議、市町村の福祉整備要請等、指導要請や手続きが多く相互の関連が理解されにくく、全体

的に簡素化する必要があること。建築基準に不慣れな市町村が事前協議し完了届が受理された場合に、

府の適合証検査の段階で混乱が起きるケースがあり、十分な説明の実施や円滑な連携を図ったうえで

細則等の見直しが必要なことをあげている。基準については、設計上において複数の解があることか

ら、仕様規定と性能規定とが混在した基準となっており、性能規定化が望まれること、個別的には、

障害者団体から視覚障害者用床材の色や材質、段差解消の基準が自治体により異なること、建築界か

ら景観との兼ね合いで色調や大きさ等の配慮、高齢者にとっては転びやすいことなどを今後の課題と

してあげている。

伊藤他（1998）１２）は、都道府県の福祉のまちづくり条例について、多様な条例の性格や特徴を把

握しておくことは、今後の福祉のまちづくりの展開を評価し、条例の内容やその活用のあり方を検討

していくうえで必要な作業であるとして、福祉のまちづくり条例の目的が物的環境の整備に限定され

たものを「ハード型」、物的環境に加えて社会環境の整備を含めているものを「ソフト型」として、
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条例の名称や目的、基本的性格から分類を行った。その結果、ハード型からソフト型に移りつつある

こと、大都市圏はハード型が多いことが判明した。

伊藤他（1998）１３）は、都道府県の自主条例の届出対象となる特定施設の範囲について、①公共施

設について面積規定を設けず、すべて対象としている自治体が多いこと。②ほとんどの特定施設を一

律100㎡以上としている愛知県、200㎡以上としている埼玉県のように小規模施設を対象とする自治

体があること。③ほとんどの特定施設を大規模な2000㎡以上に限定する茨城県があること。④事務

所・工場を対象からはずす自治体と入れている自治体があること。⑤整備箇所については、出入口、

廊下、階段、便所、駐車場、ＥＶ、敷地内通路等は全てが規定されているが、それ以外はばらつきが

あり方針の違いが見られること。⑥届出手続きはすべての都道府県で規定しているが、規定している

自治体の比率は、完了届は22/33、完了検査は19/33、勧告は29/33、公表は29/33、立入検査は24/33

であり、多様な自主条例が全国で制定されていることをあげており、今後において地域性がどのよう

に具体化するか追求することが今後の課題とした。

伊藤（2000）１４）は、福祉のまちづくり条例、情報公開条例、環境基本条例、環境アセ

スメントの４政策から、自治体が国から自律的に政策形成をはかるシステムについて解明

した。自治体には、地域が置かれた社会経済環境や政治アクターの選好や勢力に応じて、

新たな解決策を模索し、自治体相互に参照し合いながら手探りで政策決定を行う「自治型

の制作過程」が成立していること。（政策形成システム）

自治体は、国が動かない政策領域においても自治体が独自の工夫で解決策を生み出し、

相互に参照し合い、時には競争しながらそれを採用していくメカニズムがあること。自治

体の政策が採用に結びつくかは、地域における問題の深刻さや、利益集団、市民団体の働

きかけ、公選首長の信念、議会の要求や支持、政策リソースのゆとりといった内生的要因

が関係すること。

以上のことは、福祉のまちづくり条例制定時において大阪府と兵庫県の関係において、

先行する自治体を率いる政治リーダーが、世論の盛り上がりや政治状況を戦略的に利用し、

他の自治体が後続することを確認し、時には共同歩調に踏み切らせる「相互参照メカニズ

ム」が働いているとした。

国の介入があれば、地域固有の要因（自治体の潜在力）は作用せず、他の自治体に遅れ

まいと政策採用に向けて動き出し、政策が採用される可能性があること。しかし、内容は

国の基準に収束した画一的なものになる可能性があること。これは、ハートビル法による

全国の自治体による自主条例制定の広がりが考えられるとした。

また、政策の対応が遅れた自治体には、議会や市民団体、首長選挙によって、自治体間

の格差は許容しがたいレベルまで広がらないこと。しかし、なまじ国がやるはずだという

予測が、かえって自治体による自発的な政策決定を妨げることも明らかになった。やみく

もな国の介入は、自治体の政策を不必要に一定水準に収束させ、本来あるべき多様性まで

失わせることになるとしている。

そして、自治体の自立的な政策形成の潜在力を伸ばしたいと考えるなら、自治体の守備
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範囲と国の守備範囲を明確にして、特定の分野で完全に自治体の自己決定に任せる分野を

つくるような改革が考えられるとまとめている。

我謝他（2001）１５）は、条例の実効性に関する全国自治体へのアンケート調査結果から、建築確認

申請前に事前協議を行う自治体が多いこと（42/55）、事前協議の仕組みが有効にはたらくかが条例

の実効性に大きく関わること、事前協議の体制は建築指導担当課が最も多く（25/55）、次に建築指

導担当課＋福祉担当課（10/55）であり、建築物の整備に建築指導担当課の役割が大きいものの、他

のセクションと有効に機能する連携体制が求められるとしている。また、実効性を担保するための罰

則規定は、勧告、公表にとどまり、これらの適用事例はないこと、各自治体からあがった今後の課題

として、既存施設の整備や面的整備、条例の啓発、実効性の確保、民間施設の整備があるとした。

中島他（2001）１６）は、都道府県及び特定行政庁のアンケート調査から、自主条例は強制力が弱く、

対象施設の範囲も狭く限定されていること、しかし、届出に対する適合率や適合証・やさしさマーク

の交付件数、表彰の候補者については年々増加していること、自主条例担当者の意識として、県民、

事業者の意識を重要視する都道府県と都道府県の動きを重要視する特定行政庁の担当者に大きな差

異がみられること、民間の小規模建築物や既存建築物、公共交通機関の施設の整備が今後の課題とし

ている。

橋本他(2006)１７）は、高齢者や障害者に対するアンケート調査やヒアリング調査をもとに、当事者

の立場からハートビル法の内容や基準についての改善点や対処方法について研究を行う。当事者の意

見から、法による対象建築物の一定規模（2000 ㎡以上）のバリアフリー化の義務づけは不適切であ

ること。また委任条例化が進まない理由を解明し、改善策を検討すべきこと。法が聴覚障害者に対す

るバリアフリーの規定をほとんど含んでいないこと、視覚障害者誘導用ブロックの敷設計画について

視覚障害者以外の十分な配慮をすべきこと、出入口の有効幅員は電動車いす使用者や杖使用者等の利

便性を考えるとさらに広げるよう改善すべきこと、傾斜路の勾配をさらに緩やかにするよう考慮すべ

きことなどの意見をあげて、これらについて今後検討すべき課題とした。また、地方自治体の自主条

例や委任条例において、同じ項目の基準が重複することについて、それらを整理して明快な制度とす

べきことを指摘している。

金他（2008）１８）は、川崎市の 3 種類（スポーツセンター、市民会館、区役所）の公共建築物を、

視覚障害者（弱視、全盲）、移動障害者（杖、車いす）及び健常者を被験者として、川崎市福祉のま

ちづくり条例整備基準に基づき調査を行い、敷地内通路や車いす使用者用駐車場に段差があること、

点状ブロックや音声案内など基準を満たしていないこと、便所の有効幅員が基準を満たしていないこ

となどの不適合のほかに、整備基準に規定されていない案内表示の大きさや色使い、点状ブロックや

手すりの形状や設置位置の問題など、今後における公共建築物の問題点や改善点を明らかにした。

山崎他（2009）１９）は、全国自治体を調査し、すべての都道府県で自主条例が制定されたのに比べ

て、委任条例の制定は施行予定を含めて都道府県11団体及び市町村７団体と少ないことを述べてい

る。そして、バリアフリー新法施行後の状況では「自主条例」のみ施行する自治体が8割、次に福祉

のまちづくり条例の中に法の委任規定を設けた「自主・委任一体」の自治体があり、そのほかに自主

条例とは別に委任条例を施行している「自主・委任両存」の自治体の３タイプがあることを述べてい
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る。また、改正内容については、法との整合性を図るための修正、対象施設の用途や規模の拡大、整

備基準の追加の３つがあると述べた。

下郡山他（2010）２０）は、練馬区福祉のまちづくり推進条例について、法に基づく実効性を確保し

た委任条例と施設状況に応じた行政指導による自主条例の２つを併せ持つことのより、整備基準によ

る画一的な整備ではなく、すべての対象建築物は協議を踏まえて、完了検査、整備水準証の交付を行

うことにより、条例の目的、理念に対する理解を求める機会を確保し、移動等円滑化基準にはない事

項への誘導を図ることとしていること。そのほか、特別特定建築物に適合義務基準を満たすだけでな

く、望まれる整備への誘導、小規模建築物に対する対応、既存建築物に対する対応を今後のバリアフ

リー整備の課題とした。

日本福祉のまちづくり学会（2013）２１）は、今日の福祉のまちづくりは、だれもが安心して暮らせ

る社会づくりめざすが、今もなお「障害者のために既存のバリアを取り除く」狭い概念と認識されて

いる。また、なぜ福祉のまちづくりは進展しないのか、なぜ実効力を発揮できないのか、福祉のまち

づくり条例は、建築確認法令ではないという理由だけで、建築物のバリアフリーの不備を黙認し、何

も手を打たない自治体があまりにも多い。また、法による委任条例化が導入されたが、自主条例との

連動や整備基準の考え方、根拠の提示など整理する必要があること。そして、これからの課題として、

市民参加の基調が我が国の特徴であること、災害時にもへこたれないまちづくり、バリアフリーやユ

ニバーサルデザインの技術の更新、福祉のまちづくりの国際協力、障害者差別解消法に期待すること

を示すこと福祉のまちづくりを推進することを提言している。

三星他（2014）２２）は、建築物、道路、公園、観光施設、交通施設等とそれらを含めた

一体・連続的なまちづくり等における「すべての人の配慮」について、ＢＦやＵＤに関す

る法的根拠やガイドラインの解説、解説図や表、写真などを使い、基本的な内容ばかりで

なく、現状における良例や課題、課題解決の方向性を示す。それは、「だれもが利用する」

ために、１便房のみの多機能トイレから機能を分散化して便所全体でＵＤ化を図ることや

法に規定するホテルの１室のみの車いす客室から、多くの客室をＵＤ化することでより多

様な人たちの受け入れが可能となる方法を示す。また、障害当事者を含む多様な市民意見

の合意形成の方法について会議の進行役となる「ファシリテーター」の重要な役割として、

単に会議を進行するだけでなく、限られた時間内に会議の議論を促し、多様な人の意見か

ら妥協点を見出し、ＵＤの実現をめざす手法を示す。また、かつて地方自治体が先行して

要綱や条例において進めた BF の環境整備も、今では法や法に基づくガイドラインが整備さ

れ、地方自治体が法に基づいて条例を施行し道路や公園、交通施設、建築物などの地方色

のある一体的なＢＦ環境整備が可能となった。したがって、自治体の実施状況によっては

地域ごとに格差が生じる懸念があることなどを示した。今後の福祉のまちづくりの方向性

を表した。

以上の自主条例に対する既往研究をまとめると、自主条例が都道府県に施行され始めた1990年代

において、既往研究では、事前協議の対象となる協議対象施設について、小規模な施設を対象とする
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自治体や、大規模な施設のみを対象とする様々な自治体があること、また、整備基準や整備個所につ

いても自治体ごとに異なり、届出、完了届、完了検査の事務手続きや勧告、公表、立入検査の行政指

導の規定も自治体ごとにばらつきがあり、全国統一性がないとされた。

そして、2000 年代において、既往研究では、事前協議等の事務手続きや勧告、公表によ

る行政指導により行われる実効性が期待されながら、勧告や公表の適用事例はないこと、

福祉のまちづくり条例は、建築確認法令ではないという理由だけで、建築物のバリアフリ

ーの不備を黙認し、何も手を打たない自治体があまりにも多いなどの課題が上がった。

また、バリアフリー化の強制力の発揮できる委任条例化が全国の自治体において進まな

いことも既往研究において課題としてあげられている。
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第３節 バリアフリー化の実効性に繋がる研究

既往研究について、自主条例は、事前協議（届出）の対象となる協議対象施設の範囲や

整備基準の内容、整備基準の適用箇所、そして、事務手続きや行政指導の規定が自治体ご

とに様々であること。また、自治体においては、勧告や公表の適用事例はなく、行政指導

が徹底されないために、建築物のバリアフリー化についての実効性が発揮されないこと。

委任条例化が進まないことが問題とされている。

しかしながら、既往研究においては、条例の規定の何が原因で行政指導が徹底されない

のか、建築物バリアフリー化の実効性が発揮されない理由は何か、委任条例化が進まない

原因は何かなどについては述べられていない。

そこで、本研究では、これらの原因を究明するために、従来から行われてきた研究とは

異なり、バリアフリー化の適合率の高い自治体と低い自治体について、実績や行政指導の

内容から比較分析を行うことで、条例の規定や行政指導の内容などによる建築物バリアフ

リー化の実効性が発揮されない原因を究明し、全国の地方自治体が建築物のバリアフリー

化の実効性を高めるための要因について、その方策を見出すものである。
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第２章 研究の目的と方法

第１節 研究目的

本研究の目的は、全国の地方自治体が施行する自主条例や委任条例などの実効性を上げ

て、バリアフリー化される建築物を増やすための方策を見出すことである。そのために、

都道府県の自主条例や委任条例の規定から建築物のバリアフリー化の実績について分析す

る必要があり、各自治体で異なる自主条例の協議対象施設の範囲や整備基準の内容、委任

条例制定の有無などの要因を分析し、建築物のバリアフリー化の実効性を高めるための要

因とその解決手法を見出すことを目標としている。

そこで、研究目的を達成するためには、以下の課題がある。

課題１：建築物のバリアフリー化についての行政指導の変遷と既往研究の分析による本

研究の意義を明確にする必要がある。

課題２：全国の都道府県や基礎自治体の自主条例や委任条例の施行状況とこれらの条例

の規定内容などを把握し、実効性の関係について分析する必要がある。

課題３：全国自治体の自主条例に基づいて行われる福祉のまちづくり推進事業の施行内

容について把握し、実効性の関係について分析する必要がある。

課題４：建築物のバリアフリー化に影響する要因について分析するために、全国自治体

の建築物のバリアフリー化の実績と事務手続き等の条例の規定や自治体体制、

自治体の考えなどの関係について分液する必要がある。

課題５：都道府県と基礎自治体の福祉のまちづくり推進のための役割の違いから建築物

のバリアフリー化の実効性を高めるための連携について明らかにする。
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第２節 研究方法

本研究の目的であるバリアフリー化される建築物を増やすための方策を見出すために、本研究では

研究目的を踏まえた研究課題に対して、以下の研究方法を行う。

研究方法１： 1970年代の「身体障害者福祉モデル都市」時代、次に1980年代から1990年代にか

けての「福祉環境整備要綱」の時代、そして、1990年代からはじまる「自主条例」と2003

年からはじまる「委任条例」において、建築物のバリアフリー化について成果や課題に

ついてまとめて、これらの課題から本研究の位置づけを行う。

研究方法２：自主条例や委任条例の施行状況やその規定内容を調査するために、全国自

治体（都道府県、政令市、特別区、市）に対するアンケート調査や自治体のホ

ームページ調査などを行い、自治体ごとの条例規定の比較と実効性の影響につ

いて分析を行う。

①自主条例の規定内容（事務手続き、行政指導規定、協議対象施設、整備基準

等）

②委任条例の規定内容（特別特定建築物の指定、付加基準等）

研究方法３：都道府県に対するアンケート調査やヒアリング調査、都道府県のホームペ

ージ調査等から、建築物のバリアフリー化を推進するための福祉のまちづくり

推進事業の内容についての分析を行う。

  

研究方法４：アンケート調査とヒアリング調査によって、都道府県ごとの建築物のバリ

アフリー化の実績について調査し、以下の比較を行い、実効性が低い原因や実

効性を高める要因について分析を行う。

     ①事務手続き規定の違いと実効性

②事務手続きに対する行政指導内容と実効性

③自治体の体制と実効性

④自治体の適合率を高める考えと実際の実効性

研究方法５：都道府県の建築物バリアフリー化の実効性の要因分析を踏まえて、都道府

県と基礎自治体の建築物バリアフリー推進について、宮崎県と宮崎市、福岡県

と福岡市の実施内容から、建築物のバリアフリー化推進のための役割分担や連

携、バリアフリー化される建築物を増やすための方策について考察する。
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以下が、本研究のフローである。

研究方法１

既往研究の分析による本研究の意義明確化

【第１ステップ】

既往研究の分析、都道府

県の自主条例や委任条

例、福祉のまちづくり推

進事業の把握と現状分

析

研究方法２

①自治体ごとの自主条例の規定の把握と分析

②自治体ごとの委任条例の規定の把握と分析

研究方法３

③福祉のまちづくり推進事業等の内容分析

研究方法４

研究方法５

(1)バリアフリー実績と事務手続き等の関係分析

(2)バリアフリー実績と自治体の体制や考え分析

都道府県と基礎自治体の建築物バリアフ

リー化の役割分担と連携分析

【第２ステップ】

建築物バリアフリー化

の実効性を高めるため

の要因分析

【第３ステップ】

都道府県と基礎自治体による実効

性を高めるための役割分析

結論：バリアフリー化される建築物を増やすための方策を見出す。

研究目的：バリアフリー化される建築物を増やすための方策を見出す。
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第３節 論文構成について

本論文は、自治体における建築物の実効性を高める研究課題の解明のために、以下のよう

に進める。

第 1 章は、序論として、研究の背景、既往研究を踏まえて、研究の必要性について定め

る。既往研究をふまえて、福祉環境整備を担う全国の地方自治体の自主条例と委任条例の

実効性確保についての研究の必要性を表し、本研究の位置づけを明らかにする。

第２章では、研究の目的、研究方法、論文構成及び本論文において使用する用語の定義

づけを行う。

第３章では、これまでの建築物のバリアフリー化の施策の変遷を踏まえて、都道府県に

おいて建築物のバリアフリー化を推進するための施策である自主条例や委任条例の規定内

容と福祉のまちづくり推進事業の自治体ごとの現状把握を行い、これらについて実効性を

高める面から分析する。

第４章では、自治体ごとの年度ごとや用途ごとの建築物のバリアフリー化の実績をもと

に、審査体制や事務手続きの規定、事務手続きに対する行政指導の内容、現状の適合率に

対する自治体の考え、整備基準とその適用箇所数の違い、適合率の高い自治体と低い自治

体の比較などを行うことで、何が要因で建築物のバリアフリー化が低く、あるいは実効性

を高めることができるのか、建築物のバリアフリー化の実効性についての分析を行う。

第５章では、３章と４章を踏まえて、都道府県と基礎自治体の関係から建築物のバリア

フリー化の実効性を高めるための方策について考察する。宮崎県と宮崎市、福岡県と福岡

市の条例規定の違いや建築物バリアフリー化の実効性の違い、自治体の体制の違い、建築

物のバリアフリー化や福祉のまちづくり推進事業に対する自治体の考えの違いなどからバ

リアフリー化される建築物を増やすための改善策について提案をおこなう。

第６章は、結論として、自主条例及び委任条例、自治体の体制の課題から、課題解決方

法として、自主条例及び委任条例、自治体体制からバリアフリー化される建築物を増やす

ための方策について述べる。課題は、見出した結論を生かすために、想定される問題を整

理した。
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第４節 本論文で使用する用語の定義

本論文で使用する用語の定義について、以下のように扱う。

１．自治体

本研究では、地方公共団体である都道府県、市町村と特別区を含めて「自治体」と称す

る。

２．バリアフリー法

国は、1994 年に建築物のバリアフリーの基準を示した「高齢者、身体障害者等が円滑に

利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（通称「ハートビル法」）と 2000 年に施

行した「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法

律」（通称「交通バリアフリー法」）を統合して、2006 年に建築物と公共交通機関・施設お

よび広場・通路などの一体的に推進することを定めた法律「高齢者、障害者等の移動の円

滑化の促進に関する法律」を制定した。この通称「バリアフリー法」を本研究では他の法

律との区別がつきにくい以外は、「法」と略して称する。

３．自主条例

地方自治法第 14 条に基づいて、建築物に限らず公共交通機関の旅客施設及び車両、道路、

公園、路外駐車場などの物理的配慮とさらに心理的、情報面の障壁を取り除くことを目標

にした地方自治体が施行する「福祉のまちづくり条例」を本研究では「自主条例」という。

４．委任条例

2003 年４月にハートビル法が改正され、2,000 ㎡以上の特別特定建築物の建築等に対す

る利用円滑化基準への適合が義務付けられた。そして地方公共団体が条例により特定建築

物（学校等）を特別特定建築物に追加することや対象規模を 2,000 ㎡未満に設定すること、

整備基準を付加することが可能となった。この規定は、2006 年に施行された「バリアフリ

ー法」に移行した。この条例を本研究では「委任条例」という。

５．特定建築物

バリアフリー法第 2条第 16 項に定められており「特定建築物 学校、病院、劇場、観覧

場、集会場、展示場、百貨店、ホテル、事務 所、共同住宅、老人ホームその他の多数の者

が利用する政令で定める建築物又はその部分をいい、これらに附属する建築物特定施設を

含むものとする。」としている。
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６．特別特定建築物

バリアフリー法第 2条第 17 項に定められており「不特定かつ多数の者が利用し、又は主

として高齢者、障害者等が 利用する特定建築物であって、移動等円滑化が特に必要なもの

として政令で定めるものをいう。」としている。

７．実効性

本研究では、バリアフリー化される建築物を増やすための方策や実施結果を「実効性」

とする。そして実施結果については、届出数に対する届出時整備基準の整備基準適合数を

「届出時適合率」と届出数に対する完了検査合格数若しくは適合証交付数を「完了後適合

率」と定義し、その目安とする。

なお、完了後適合率について、完了検査合格数若しくは適合証交付数を根拠とするのは、

自治体によって、完了検査を規定せず、適合証交付請求に基づいて完了検査を実施する自

治体があるためであり、両方を定める自治体は、届出数に対する完了検査合格数の割合若

しくは、届出数に対する適合証交付数の割合のうち、どちらか多い数を「完了後適合率」

とする。これは、適合の最も信頼できる数値として本研究では適合証交付数を独自にカウ

ントしたためである。

届出時適合率=届出時適合数／届出数

完了後適合率=完了検査合格数若しくは適合証交付数／届出数

８．小規模施設

自主条例を定めた都道府県46自治体のうち、９自治体（埼玉県、東京都、愛知県、京都

府、大阪府、兵庫県、和歌山県、宮崎県、沖縄県）が小規模対象施設に対する整備基準を

定めており、これらの自治体が定める規模は、どの用途も「200㎡未満」とする自治体が多

いことから本研究においては、その自治体が「小規模施設」として規定するもの以外は、

どの用途においても200㎡未満を「小規模施設」として表現するものとする。

９．福祉のまちづくりの推進事業

自主条例の規定に基づき、福祉のまちづくりの推進を目的に行う事業。「福祉のまちづく

り推進協議会」や「福祉のまちづくりの推進計画」など多くの事業があり、これらの自主

条例の規定に基づく事業を総称して「福祉のまちづくり推進事業」という。
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第３章 都道府県の福祉のまちづくり推進施策の考察

本章では、これまでの建築物のバリアフリー化の施策の変遷を踏まえて、都道府県にお

いて建築物のバリアフリー化を推進するための施策である自主条例や委任条例の規定内容

と、自主条例に規定する「福祉のまちづくり推進事業」について、自治体ごとの現状把握

を行い、これらについて建築物のバリアフリー化の実効性の面から分析を行う。

第１節 調査の方法

すべての都道府県について、自主条例や委任条例の施行内容や福祉のまちづくり推進施

策等を把握することを目的として、自治体のホームページにより以下の資料の収集を行っ

た。

（１）自主条例及び規則

・条例の名称と施行日

・事務手続き及び行政指導の規定内容

・対象施設と協議対象施設の範囲

・整備基準とその適用箇所

（２）委任条例

・条例の名称と施行日

・特別特定建築物の用途及び範囲

・付加基準とその適用箇所

（３）福祉のまちづくり推進事業等

・福祉のまちづくり推進協議会の有無とその実施内容

・福祉のまちづくり推進計画の有無とその内容

・福祉のまちづくりアドバイザー制度の有無とその内容
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第２節 建築物のバリアフリー化の変遷

１．身体障害者福祉モデル都市事業

1969（昭和 44）年に、福祉のまちづくりは、宮城県仙台市の授産施設の入所者が１人の

ボランティアと「障害者も普通の人間として家庭や社会で生活できるような障害者に使い

やすい生活環境づくりが必要である」ことを話し合い、この２人を中心に障害者団体、ボ

ランティアグループ、市民団体等の協力を得て、さまざまな調査を自分たちの手で行い、

これを根拠に車いすでも利用できるトイレ、スロープ等の設置を仙台市に要請した。

その後に、1973（昭 48）年には仙台市において｢車いす市民全国集会｣が開催されるなど、

仙台市からはじまった障害者生活圏拡大運動（福祉のまちづくり運動）は、1970 年代に全

国各地で障害者団体を中心に、「車いすガイドブック」注９）や「点字ガイドブック」などが

作成されたことにより、具体的に障害者の生活に不自由な面を表して、理解者や協力者を

増やしながら自治体等に生活環境の改善整備を求める活動を行った。

これらの運動をきっかけにして、福祉環境整備については、行政が主導となり進められ

ることになる。国（厚生省）においては 1973 年度から３年間に、原則として人口２０万人

以上の都市に「身体障害者福祉モデル都市」注１０）の指定を行い、道路、交通安全施設の整

備や公共施設の構造設備の改善、障害者用公衆便所の整備など、国の制度に基づいて地方

自治体が環境整備を行うかたちですすめられた。

これは、身体障害者のための模範的な生活環境施設、設備を整備するだけでなく身体障

害者の福祉についての一般住民の理解を深め、身体障害者の生活圏の拡大を図ろうとする

ものであり、身体的な事業内容は、道路交通安全施設の整備、公共施設の構造設備、公共

施設・公園等に車いすの配備、移動浴槽車、リフト付きバス、電話相談網等の整備、身体

障害者福祉についての普及啓蒙などである。

身体障害者福祉モデル都市に指定された年度ごとに下記に示す｡

1973 年 6 都市

高崎市、仙台市、京都市、北九州市、別府市、下関市

1974 年 17 都市

いわき市、前橋市、大宮市、平塚市、新潟市、甲府市、松本市、岐阜市、静岡市、岡崎

市、四日市市、西宮市、奈良市、和歌山市、岡山市、広島市、宮崎市

1975 年 30 市

旭川市、青森市、盛岡市、秋田市、山形市、水戸市、宇都宮市、足利市、八王子市、富

山市、金沢市、福井市、長野市、豊橋市、豊田市、鳥取市、松江市、倉敷市、福山市、高

松市、高知市、唐津市、長崎市、熊本市、大分市、鹿児島市、札幌市、川崎市、横浜市、

神戸市

このうち、1974 年に指定を受けた宮崎市では、国からの補助金２千万円を活用して以
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下の整備を進めている。

①道路交通安全施設整備

歩道切り下げ、施設出入口の誘導タイル敷設、盲人用信号機設置など

②公共施設構造設備改装

市役所庁舎に自動ドア取付と身障者用トイレ設置、市民会館前歩道整備、公園出入口整

備と身体障害者用トイレ設置など

③その他の整備

  公共施設等への車いす配備、駅、公園等へ啓蒙標示版設置など

④啓発事業

宮崎市福祉事務所において、商業施設等の民間建築物に対するバリアフリー化を推進す

るために、建築物の整備について解説した「身体障害者福祉の街づくりのしおり」を作成

している。しかしながら、市役所の建築部門がこのことに関与していなかったために、民

間施設のバリアフリー化は進展していない。

また、国では、その後においても対象となる自治体を拡大して「障害者福祉都市事業」

注１１）「障害者の住みよいまちづくり事業」注１２）「住みよい福祉のまちづくり事業」注１３）

などにより生活環境整備のための事業を行っているが、これらの事業は、道路、公園、官

公庁施設などの公共施設の整備が中心である。

２．福祉環境整備要綱

民間施設の整備については、自治体の動きが先行する。1974 年に東京都町田市において、

生活環境整備のための行政上の指導要綱である「町田市の建築物等に関する福祉環境整備

要綱」が初めて制定された。

「町田市福祉環境整備要綱」が掲載された『「車いすで歩ける」まちづくり 福祉環境整備

について』（東京都町田市 昭和 50 年 3 月 1 日）において、以下のように記載されている。

町田市の福祉環境整備の基本理念は、①人間の尊厳を守ること。②人間の生活の場は本

来「家庭」および「地域」であること。③西欧先進国の歴史的事実に基づく反省により、

ハンディキャップを持つ人を隔離せず「地域社会」でみていき、いろいろな生活体験・社

会体験を健康な人間と同じように味わい、また社会参加の場をより多く確保していくこと

としている。

したがって、「身体障害者福祉モデル都市事業」をさらに前進させて制定されたのが「町

田市福祉環境整備要綱」であり、障害者を中心に福祉のまちづくりを進めることが道路も

建物もすべての人が利用でき、すべての人の社会参加につながること。そして、この要綱

に基づいて都市計画法・建築基準法・道路法・道路構造令など、まちづくりに関連する諸

法令が、今後すみやかに改正され「福祉のまちづくり」が全国各地で一層発展することを

福祉のまちづくりを推進させるために関係法令の改正と全国への広がりを、この要綱の最
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終的な目標としている。

町田市福祉環境整備要綱は、この基本理念どおりに、その後の国や自治体の福祉環境整

備に影響を与えたと考えられる。また、すべての人の社会参加をめざす要綱の目的は、ど

の自治体においても福祉のまちづくりをめざす自主条例の制定目的に通じると考えられる。

町田市福祉環境整備要綱の対象施設について、第３条においては、その適用範囲は以下の

建築物についてハンディキャップをもつ市民に配慮して設計しなければならないとしてい

る。

①劇場、映画館、銀行、公会堂その他これに類する不特定多数の市民の利用を意図した建

築物

②物品販売、飲食、娯楽業を営む店舗（店舗の混合で構成されるものを含む）で、売り場

または営業面積の合計が、1,500平方メートルをこえるもの

③学校、病院、図書館、体育館、公衆便所、庁舎、その他これらに類する公共建築物

④市民の利用を意図した会議室、ホール、展示場その他これらに類する集会室を有する建

築物で、その収容人員が30人をこえるもの

⑤その他市長が特に必要と認めた建築物

以上から、第３条において、不特定多数の利用する公共施設等については、床面積に限ら

ず対象とされており、民間施設の多い物品販売、飲食、娯楽業を営む店舗については、1,500
㎡以上の対象床面積を定めて、要綱の対象施設としている。

そして、第４条においては「ハンディキャップを持つ人のための施設整備基準」により

施設整備を行うものとすると定め、第５条では、「対象施設を建築しようとするときは建築

確認申請書等を提出する前に建築計画の図面を市長に提出して協議するものとする」と定

めているが、しかしながらその後の完了検査等の規定はない。

町田市福祉環境整備要綱の第 1 条の目的において「建築にあたってすべての市民が利用

できる構造とするよう建築主に協力を要請し、福祉環境を整備することを目的とする。」と

しており、あくまで建築主の理解をもとに整備を進めることにしており、バリアフリー化

するよう行政指導することは考えられていない。

その後の 1976 年に制定された「京都市福祉のまちづくりのための福祉環境整備要綱」に

おいては、完了検査に基づいて「国際車いすシンボルマーク交付基準」注１４）に基づくマー

クの交付が行なわれた。

これらの自治体を参考にして、福祉環境整備要綱は他の多くの自治体において制定され

た。そして、1977 年には神戸市において「神戸市民の福祉を守る条例」が制定され、初め

て地方自治法に基づいて福祉環境整備のための自主条例が制定された。これは、1993 年の

大阪府や兵庫県の自主条例化につながる。

また、1990 年にアメリカにおいて「障害をもつアメリカ人法」（通称：ＡＤＡ）注１５）が

交付されたことは、わが国の福祉のまちづくりに大きな影響を与えたと考えられ、自治体

の福祉環境整備に対する動きが活発になる。
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３．建築基準法条例

1990 年に神奈川県は、建築基準法第 40 条（地方公共団体の条例による制限の附加）に

おいて、「地方公共団体は、その地方の気候若しくは風土の特殊性又は特殊建築物の用途

若しくは規模に因り、この章の規定又はこれに基づく命令の規定のみによっては建築物の

安全、防火又は衛生の目的を充分に達し難いと認める場合においては、条例で、建築物の

敷地、構造又は建築設備に関して安全上、防火上又は衛生上必要な制限を附加することが

できる。」に基づいて、建築条例により建築基準法に規定する特殊建築物に対して「国際

シンボルマーク」の交付基準による制限を付加してバリアフリー化を義務付けする規定を

定めた。

この条例は、大阪府や京都府、埼玉県、北海道などの多くの自治体で施行された。はじ

めての法的な拘束力をもつ条例である。しかし、建築物の安全、防火又は衛生を目的とす

る規定にバリアフリーの基準を付加することの問題や建築基準法に基づく特殊建築物には

官公庁や公共交通機関の施設が該当しないなどの問題があった。

４．福祉のまちづくり条例

1993 年に、大阪府及び兵庫県が地方自治法第 14 条に基づいて、建築物に限らず公共交

通機関の旅客施設及び車両、道路、公園、路外駐車場などの物理的配慮と心理的、情報面

の障壁を取り除くことを目標にした「福祉のまちづくり条例」（「自主条例」）を施行した。

このような自治体の取り組みから、国も 1994 年に「高齢者、身体障害者等が円滑に利用

できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（通称「ハートビル法」）を施行して、建築

物のバリアフリーの基礎となる「基礎的基準」と、あるべき基準である「誘導的基準」を

示した。

国により、これらの基準が定められたことで、都道府県のすべてのみならず、政令市や

特別区、市町村（以下、「基礎自治体」という。）においても「自主条例」を施行した自治

体がある。自主条例は、福祉環境整備要綱と比較して、事務手続き（届出、完了届、完了

検査等）や行政指導（指導・助言、勧告、公表等）の規定が定められ、対象施設の拡大な

どが図られている。

５．委任条例

2003 年４月にハートビル法が改正され、2,000 ㎡以上の特別特定建築物の建築等に対す

る利用円滑化基準への適合が義務付けられた。そして地方公共団体が条例により特定建築

物（学校等）を特別特定建築物に追加することや対象規模を 2,000 ㎡未満に設定すること、

整備基準を付加することが可能となった。
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この委任規定は、ハートビル法と 2000 年に施行した「高齢者、身体障害者等の公共交通

機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（通称「交通バリアフリー法」）が統合

されて、2006 年に施行された「高齢者、障害者等の移動の円滑化の促進に関する法律」(通
称「バリアフリー法」)も同様に規定されている。

したがって、自主条例の欠点であった実効性について、委任条例を定めることで、自治

体において建築物のバリアフリー化の実効性が確保できるようになった。

以上、住民運動からはじまった福祉のまちづくりが、国や自治体の主導へと変わり、公

共施設を中心に福祉環境整備を行うための「身体障害者福祉モデル都市」等へ、そして大

規模な民間施設などを対象施設として行政指導による福祉環境整備を行う「福祉環境整備

要綱」へ、そして、事務手続きや行政指導等を規定し、対象施設の範囲を拡大した地方自

治法に基づく「福祉のまちづくり条例」へと変遷していき、そして「バリアフリー法」に

基づいて、自治体の条例によりバリアフリーを義務づけした特別特定建築物の拡大が可能

な「委任条例」化が可能となった。

バリアフリー法第５条においては、地方公共団体の役割は、法に基づいてバリアフリー

化を実現することとしている。そこで、都道府県における自主条例や委任条例の施行状況

について、以下に述べる。
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第３節 条例の施行状況

2018 年 4 月現在において、各都道府県が現在施行中の自主条例または委任条例の名称と施行日を

表3.3.1に表す。

都道府県において、1993年の大阪府を最初に、2003年の秋田県と群馬県ですべての都道府

県において自主条例が施行された。1990年代には、47都道府県のうち、42自治体が自主条

例を施行しており、条例化のスピードは速い。鳥取県は、1997年に自主条例を制定したが、

その後2008年に自主条例を廃止し、委任条例のみを定めたため、現在、自主条例を定めて

いるのは46自治体である。

また、都道府県において委任条例を定めているのは14自治体（岩手県、山形県、埼玉県、

東京都、神奈川県、石川県、長野県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、徳島県、熊本県、

大分県）である。鳥取県は委任条例のみを定めるが、そのほかの13自治体は、自主条例と

委任条例の両方を定めているため、委任条例を定めた自治体においても自主条例が活用さ

れていると考えられる。委任条例は、2004年の石川県を最初に、最近では2016年に長野県

において委任条例化が行われた。自主条例が進んだのに比べて、委任条例化のスピードは、

たいへん遅いといえる。

したがって、自主条例のみを施行するのは33自治体であり、今も7割の自治体が10年以上

にわたり、自主条例によって建築物バリアフリー化の行政指導を行っている。
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表 3.3.1 都道府県福祉のまちづくり条例の施行状況

自治体名
目条例随行目 条例名称

委任条例随

行目
条例名称

バリアフリー社告の推進に関する条例
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第４節 自主条例の規定内容

１．事務手続きと行政指導

（１）事務手続きと行政指導の流れについて

自主条例においては、「事業者は、その所有し、又は管理する施設について、自ら福祉の

まちづくりの整備に努めるよう責務を有する。」等の事業者の責務が規定されており、施設

整備のための実効性を確保するために事務手続きや行政指導の流れが定められている。

神奈川県条例を例に、事務手続きや行政指導の規定を図 3.4.1 に表す。

図 3.4.1 事務手続きと行政指導の流れ（「神奈川県」）

神奈川県は、事前協議の対象となる協議対象施設は、「建築確認申請の 30 日前」に県の

出先機関などの条例審査機関に事前協議書の提出をする。整備基準の適合の有無は申請書

の副本の返却により示される。工事が完了すれば工事完了届の提出により、完了検査を実

施し、整備基準に適合すれば、適合証交付請求書に基づき、適合証が交付される。この行

政指導については、事前協議や完了検査において、整備基準に不適合の場合は「指導又は

助言」を行い、それに従わない場合は「勧告」、勧告に従わない場合は、意見聴取の場を経

て「公表」を行う。また、工事において、事前協議と異なり整備基準に不適合の場合は「勧

告」、勧告に従わない場合は、意見聴取の場を経て「公表」を行うと規定している。

（２）自治体ごとの事務手続きと行政指導の規定状況
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①事務手続き

都道府県ごとの自主条例の事務手続きと行政指導の規定状況を表 3.4.1 表す。

事務手続きの流れについては、ほとんどの自治体では、マニュアルやホームページにお

いて、整備基準や届出等の様式を掲載し、その内容を解説しており、行政指導のために活

用している。

「事前協議」又は「届出」をすべての自治体が定めている。すべての自治体が届出書に

整備基準のチェックリストと図面の添付により、整備基準への適否のチェックが行われる。

「事前協議書」の提出日は、神奈川県などのように「建築確認申請 30 日前」とする自治

体や秋田県などのように「工事着手 30 日前」とする自治体がある。そのほかにも「工事着

手前」としている大阪府や京都府などの自治体もある。

また、「届出」としている自治体は、千葉県などのように「工事着手前」とする自治体や

東京都などのように「工事着手 30 日前」と定めた自治体がある。したがって、事前協議と

届出については、提出日が同様であり、明確な区別はなく提出時期は様々である。

そのほかに、京都府や長崎県では条例の規定は「工事着手前」としているものの、行政

指導により建築確認申請書に事前協議書の副本の添付を義務付けているため、実質、建築

確認申請前に届出審査を行う自治体もあり、届出日についての考えは自治体により異なる。

また、事前協議又は届出の「届出日」は、建築確認申請の審査期間が 35日であることを

考慮すれば、「建築確認申請 30 日前」とする自治体（神奈川県）はあるものの、「工事着手

前」「工事着手 21 日前」「工事着手 30日前」とする自治体が 39自治体あり、ほとんどが建

築確認申請と同時、あるいは建築確認申請の審査中に届出が行われると考えられる。

そのほか、届出に対する行政指導について、対象施設の新設等を行う場合の建築主等の

整備基準の適合義務は、「遵守すること」としているのは 27 自治体で、「努めること」とし

ているのは 28 自治体であり、半数は弱い表現になっている。

工事が完了すれば、直ちに「完了届」を提出し、自治体において「完了検査」を行う。「完

了届」は、32 自治体が定めており、規定していないところが 14 自治体ある。また、「完了

検査」を規定しているのは 22 自治体で、完了検査を規定していないところが 24 自治体あ

る。「適合証交付」については、43 自治体が適合証交付を規定している。

完了検査を規定していない自治体の中には、完了届に添付した写真等により整備基準の

適合状況を判断している自治体（奈良県）や建築主が自主的に「適合証交付請求」をする

ことを推奨することにより、工事完了後の状況を確認する自治体がある。

整備基準に適合すれば建築主等の申出等により「適合証」が交付される。工事完了検査

に基づいて、交付請求なしに自治体が交付する場合もあるが、建築主の自主的な申出によ

り交付される場合がほとんどである。

適合証の交付の目的は、施設が整備基準に適合していることを証する証票として、建築

物の見やすいところに掲示することで、だれもが建築物がバリアフリー化された施設であ

ることを視認できること、また適合証を交付した施設を自治体のホームページで公表し、
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表 3.4.1 自主条例の事務手続きと行政指導の規定

事務手続き 行政指導規定

① ② @ ④ ⑤ ⑥ 
事前協議等届出回

建築主等の ① ② @ @ ⑤ 

ーフ芯 事 眉 フーも 7e 適 通 整備義務 t言 勧 公 立 そ
了 前 出 了 了 合 合 工 工 エ 遺品 す 確 工努 遂 fs 導 告 表 入 の
検 fs 眉 検 a 証 事 事 事 ‘宮t跡〉 み 認 め 守 i蓋 調 f也
査 自治体名 i葺 提 査 :.ら宅E 併.xで- 着 着 着 il、や 申 る す す 助 査

め 出 {寸 f寸 手 手 手 じ t.i' 誇 、，
る る 言

有 串 前 3 2 め に 3 02  と
、， 、，

窪lr 出 。1 笛3 fs 。 と と
日 日 議 i蓋 日
前 前 前 言可

叉

岩手県 • • • • • • • • • • • 
岐阜県 • • • • • • • • • • 
群馬県 • • • • • • • • • • • 
徳井県 • • • • • • • • • • • 
山梨県 • • • • • • • • • • • 
和歌山県 • • • • • • • • • • 要誇

山口県 • • • • • • • • • • • 
宮崎県 • • • • • • • • • • • 
広島県 • • • • • • • • • f宮司てーフ芯 徳島県 • • • • • • • • • • • 了

検 三重県 • • • • • • • • • • • 
査 宮媛県 • • • • • • • • • • 実
秋田県 • • • • • • • • • • • 百五
均玉県 • • • • • • • • • • • 
新潟県 • • • • • • • • • • • 
富山県 • • • • • • • • • • • 
兵庫県 • • • • • • • • • 
福岡県 • • • • • • • • • • • 
沖縄県 • • • • • • • • • • • 
栃木県 • • • • • • • • • • • 
神奈川県 • • • • • • • • • • • 
大阪府 • • • • • • • • 
it 10 12 22 22 21 21 4 14 。3 。 。101 11 1 1 21 21 19 19 

北海道 • • • • • • f量不

千葉県 • • • • • • • • • • 
熊本県 • • • • • • • 
膏森県 • • • • • • • • • 
山形県 • • • • • • • • • 
福島県 • • • • • • • • • 
茨媛県 • • • • • • • 
長野県 • • • • • • • • • 
静岡県 • • • • • • • • • 
奈良県 • • • • • • • • • • ーフ芯 香川県 • • • • • • • • • • 了

検 高知県 • • • • • • • • • • 
査 佐賀県 • • • • • • • • • • な
大分県 • • • • • • • • • • f宮司てし
鹿児島県 • • • • • • • • • • 
島根県 • • • • • • • • • 
愛媛県 • • • • • • • • • f量不
岡山県 • • • • • • • • • • 
京都府 • • • • • • • • • 
長崎県 • • • • • • • • • • 
東京都 • • • • • • • • • 
石川県 • • • • • • • • • 
愛知県 • • • • • • • f量不
滋賀県 • • • • • • • • • 
it 2 22 10 。22 22 5 15 。 181 6 01 23 22 22 23 

合計 12 34 32 22 43 43 9 29 4 281 27 1144 43 41 42 
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利用者に示すことで、建築主に対して顕彰的な意味で適合証を交付する意味合いもある。

適合証を交付していないのは３自治体（茨城県、大阪府、熊本県）である。このうち、

大阪府は、対象施設の多くが委任条例の特別特定建築物となることから、「適合証」を交付

する意義がなくなり規定していない。また、茨城県と熊本県は、完了届及び完了検査、適

合証交付を規定していない。この２県は、協議対象施設の工事終了後の状況を確認する方

法がなく、整備は設置者任せになっている。

②行政指導

行政指導の規定については、事務手続きに従わない場合のために、「指導又は助言」「勧

告」「公表」「立入調査」等が規定されている。

事前協議や完了検査について、協議対象施設が整備基準に適合しないと認めるときは、

当該届出をした者に対し、必要な「指導又は助言」を行うことを規定している。「指導

又は助言」を定めたのは 44 自治体である。「指導又は助言」を定めていない大阪府と

京都府は「指導又は助言」の規定はない。

さらに、「指導又は助言」に従わなかったとき、あるいは事前協議を行わずに工事に着手

したとき、または事前協議の内容と異なり、かつ、整備基準に適合していない工事を行っ

たときには、規定する者に対して、必要な措置をとるべきことを「勧告」することを規定

する。「勧告」を定めたのは 43 自治体である。勧告を規定していない３自治体の北海道、

愛知県、広島県である。

そしてさらに、勧告を受けた者が正当な理由なく勧告に従わないときは、当該勧告を受

けた者に意見の聴取を行った上で、当該勧告を受けた者の氏名、当該勧告の内容その他の

規則で定める事項を「公表」することを規定する。「公表」を定めた自治体は 41 自治体が

規定しており、５自治体（北海道、宮城県、愛知県、兵庫県、広島県）が規定していな

い。

また、これらの指導又は助言、勧告、公表について、必要な限度において、その職員に、

指定施設に立ち入り、当該指定施設が整備基準に適合しているかどうかを調査させ、又は

関係者に質問させるといった「立入調査」することを規定している。「立入調査」を定めた

ところは、42 自治体である。定めていないのは４自治体（北海道、岐阜県、兵庫県、和歌

山県）である。

そのほかに、「指示」を定めたのは、5 自治体（北海道、愛知県、広島県、愛媛県、大分

県）ある。勧告や公表の代わりに行う北海道や愛知県、広島県と指導又は助言、勧告、公

表に加えて定める愛媛県と大分県がある。

そのほか、「要請」を定めたのが、1 自治体（和歌山県）ある。

したがって、行政指導の規定については、「指導又は助言」「勧告」「公表」「立入調

査」のすべてを規定しているのは 37自治体である。そのほかは、北海道は「指導又は助

言」「指示」のみを、愛知県及び広島県は「指導又は助言」「指示」「立入調査」を規定し
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表 3.4.2 特定建築物

図3.4.2 都道府県における自主条例対象施設の指定数

1.学校

2.病院又は診療所

3.劇場、観覧場、映画館又は演芸場

4.集会場又は公会堂

5.展示場

6.卸売市場又は百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店舗

7.ホテル又は旅館

8.事務所

9.共同住宅、寄宿舎又は下宿

10.老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの

11.老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類する

もの

12.体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場

13.博物館、美術館又は図書館

14.公衆浴場

15.飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類す

るもの

16.理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するもの

17.自動車教習所又は学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの

18.工場

19.車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又

は待合いの用に供するもの

20.自動車の停留又は駐車のための施設

21.公衆便所

22.公共用歩廊
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ており、岐阜県及び兵庫県は「指導又は助言」「勧告」「公表」を定めているが、「立

入調査」は規定していないというように、自治体において行政指導の規定に違いが見ら

れる。しかしながら、すべての自治体では事務手続きの各段階において行政指導の規定

が定められている。

２．対象施設と協議対象施設

（１）対象施設

法に定めた特定建築物を表3.4.2に表す。また、都道府県が自主条例において指定した対

象施設の数を図3.4.2に表わす。

自主条例を施行する46都道府県のほとんどが、特定建築物を自主条例においてバリアフ

リー化の対象となる対象施設として定めている。しかしながら、大阪府においては、委任

条例において特別特定建築物を「０㎡以上」と規定している用途が多いために、物品販売

店舗や理髪店、銀行等を除いて、自主条例では特定建築物の多くを対象施設としていない。

また、自治体によっては、複合施設、火葬場、神社・寺院等、映画ＴＶスタジオといった

特定建築物以外の用途を定める自治体もあり、対象施設は自治体により異なる。

（２）協議対象施設の範囲

都道府県46自治体が対象施設のうち事前協議や届出が必要な「協議対象施設」として定

める最小規模の範囲を都道府県番号で、表3.4.3.1と表3.4.3.2に表す。

協議対象施設について、「学校」「病院又は診療所」「集会場」「保健所、税務署等」「老人

ホーム等」「郵便局、銀行等」「博物館・図書館等」「旅客施設等」「公衆便所」の範囲を「０

㎡以上」とする自治体が７割から９割ほどある。これらの用途は、公共施設に多い用途や

福祉施設、医療施設などといった公共性の高い用途であり、多くの自治体が規模に関係な

く協議対象施設としている。

その他の自治体は、「100㎡以上」や「300㎡以上」を協議対象施設とするところがあるが、

とくに、㊹大分県では、協議対象施設を「病院又は診療所」「公衆便所」を除いて、1000㎡
以上と規定しており、⑧茨城県では、協議対象施設を「病院又は診療所」「保健所、税務署

等」「老人ホーム等」「公衆便所」を除いて、2000㎡以上に規定している。

また、「展示場」「物品販売店舗」「理髪店、美容室」「公衆浴場」「飲食店」「自動車教習

所」「学習塾等」については、日常生活に欠かせない民間施設の200㎡未満の小規模施設が

多く、「０㎡以上」～「100㎡以上」の範囲で定める自治体が３割ほどある。したがって、

そのほかの７割ほどの自治体では、「200㎡以上」や「300㎡以上」、「500㎡以上」、「1000㎡
以上」、「2000㎡以上」として、民間施設の小規模施設を協議対象施設に定めていない。
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表3.4.3.1 都道府県ごとの協議対象施設の最小範囲 1/2（番号は都道県番号を示す。）

区
分

範囲 ０㎡以上

30
㎡
以
上

50
㎡
以
上

100
㎡以
上

200 ㎡以上
300 ㎡
以上

500 ㎡
以上

1000 ㎡以上
2000
㎡以
上

対
象
外

1 学校

①②③④⑤⑥⑦⑩
⑪⑫⑬⑭⑮⑯⑰⑱
⑲⑳㉑㉒㉓㉔㉕㉖
㉘㉙㉚㉜㉞㉟㊱㊲
㊴㊵㊶㊷㊺㊻㊼

⑨㉝
㊳

㊸ ㊹ ⑧ ㉗

2
病院又
は診療
所

①②③④⑤⑥⑦⑩
⑪⑫⑬⑭⑮⑰⑱⑲
⑳㉑㉓㉔㉕㉖㉘㉙
㉚㉜㉞㉟㊱㊲㊷㊹
㊺㊼

⑨㉝
㊳㊴
㊸

⑧㉒㊵
㊶㊻

㉗

3
劇場、
映画館
等

①③⑰㉑㉓㉔㉕㉖
㉘㉚㉞㉟㊺

⑤㉝
㊱㊳

⑨⑮（客席
面積）

⑩⑭㊵
㊸

②④⑪
⑲⑳㉒
㊲㊴

⑥⑦⑫⑬⑯
⑱㉙㉜㊶㊷
㊹㊻㊼

⑧ ㉗

4 集会場

①②③④⑤⑥⑦⑩
⑪⑫⑬⑭⑮⑯⑰⑳
㉑㉒㉓㉕㉖㉗㉘㉙
㉜㉞㉟㊱㊲㊴㊷㊺
㊼

㉔㉚
㉝㊳

⑨⑱
㊵㊶㊸
㊻

⑲ ㊹ ⑧

5 展示場 ①⑪⑰㉘㉚㊺

⑤㉓
㉔㉖
㉝㊱
㊳

⑩㉞㊵
㊸

③⑲㉑
㊴

②④⑥⑦⑨
⑫⑬⑭⑮⑯
⑱⑳㉒㉕㉙
㉜㉟㊲㊶㊷
㊹㊻㊼

⑧ ㉗

6
物品販
売を営
む店舗

①⑬㉓㉘㊺

⑤㉔
㉝㊱
㊳㊴
㊸㉗

④⑦⑪⑭⑰
㉕㉖㉙㉚㊲
㊼

②③⑩
⑮⑲㉑
㉜㉞㉟
㊶㊷㊻

⑥⑨⑫
⑯⑱⑳
㉒

㊵㊹ ⑧

7
ホテル
又は旅
館

①⑪㉘㉞㊺
⑤㉓
㉖㉝
㊱㊳

⑩㉑㊵
㊸

㉒㉔㉚
㊴㊼

②③④⑥⑦
⑨⑫⑬⑭⑮
⑯⑰⑱⑳㉕
㉙㉜㉟㊲㊶
㊷㊹㊻

⑧⑲ ㉗

8
保健
所、税
務署等

①②③④⑤⑥⑦⑨
⑩⑪⑫⑬⑭⑮⑯⑰
⑱⑲⑳㉑㉒㉓㉔㉕
㉖㉘㉙㉚㉜㉝㉟㊱
㊲㊴㊵㊶㊷㊺㊻㊼

⑧㊸ ㊹
㉗
㉞
㊳

9
老人ホ
ーム等

①②③④⑤⑥⑦⑨
⑩⑪⑫⑬⑭⑮⑯⑰
⑱⑲⑳㉑㉒㉓㉔㉕
㉖㉘㉙㉚㉜㉝㉞㉟
㊱㊲㊴㊵㊶㊷㊺㊻
㊼

㊳ ⑧㊸ ㊹ ㉗

10
体育館
等

①③⑤⑰㉓㉖㉘㉚
㊺

㉝㊱
㊳

⑩㊸
②④⑪
㉔㉞㉟
㊴

⑥⑦⑨⑫⑬
⑭⑮⑯⑱⑲
⑳㉑㉒㉕㉙
㉜㊲㊵㊶㊷
㊹㊻㊼

⑧ ㉗

11 飲食店 ①⑬㉓㉘㊺

⑤㉔
㉝㊱
㊲㊳
㊸

④⑦⑪⑭⑰
㉕㉖㉙㉚㊼

②③⑩
⑮⑯⑱
⑲㉑㉜
㉞㉟㊴
㊵㊶㊷
㊻

⑥⑨⑫
⑳㉒

㊹ ⑧ ㉗

12

郵便
局、銀
行等

①③④⑤⑦⑨⑪⑬
⑭⑰⑱⑲㉓㉔㉖㉗
㉘㉚㉞㊱㊲㊴㊵㊶
㊷㊺

③
㉗

㉕㉙
㉜㉝
㊳㊸
㊼

㉕㉙
②⑩⑮
⑯㉑㉟
㊻

⑥⑳㉒
⑫

㊹ ⑧

理髪
店、美
容室

①⑤⑬⑰㉓㉖㉘㉞
㊴㊺

㊸

③
④
⑦
⑲
㉗

⑨⑱
㉔㉜
㉝㊱
㊲㊳
㊼

⑪⑭㉕㉙㉚

②⑩⑮
⑯㉑㉟
㊵㊶㊷
㊻

⑥⑳㉒
⑫

㊹ ⑧
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表3.4.3.2 都道府県ごとの協議対象施設の最小範囲 2/2（番号は都道県番号を示す。）

区
分

範囲 ０㎡以上
100
㎡以
上

200 ㎡
以上

300
㎡以
上

500
㎡以
上

1000
㎡以上

2000㎡
以上

3000㎡
以上

対象
外

その他

13
博物
館、図
書館等

①②③④⑤⑥
⑦⑨⑩⑪⑫⑬
⑭⑮⑯⑰⑱⑳
㉑㉒㉓㉔㉕㉖
㉘㉙㉚㉜㉝㉞
㉟㊱㊲㊴㊵㊶
㊷㊺㊻㊼

㊳ ⑲㊸ ㊹ ⑧ ㉗

14
公衆浴
場

①⑩㉓㉕㉖㉘
㉞㊺

⑤㉑
㉝㊱
㊳

④⑪⑰

②③
⑦⑲
⑳㉜
㉟㊲
㊶㊷
㊸㊻

⑥⑫
⑭㉒
㉔㉚
㊴㊼

⑨⑮⑯
⑬⑱㉙
㊵㊹

⑧ ㉗

15 事務所 ①⑳㉙㊺ ㊳ ㉑㊸ ⑪㉗
③⑭㊱
㊲㊶

⑨⑤⑩
⑫⑬⑰
㉒㉓㉔
㉖㉟㊵
㊻㊼

②④⑦
⑧⑮⑯
⑱⑲㉕
㉘㉚㉝
㉞㊹

㉜㊴
㊷

16

自動車
教習所

①②③④⑤⑥
⑬⑭⑮⑰⑱㉓
㉘㉙㉞㊱㊲㊵
㊶㊺㊻

⑦㉔
㉕㉚
㉝㊳
㊴㊼

⑯㊸ ㉒㉖ ㊹ ⑧

⑨⑪
⑫⑲
⑳㉑
㉗㉜
㉟㊷

学習塾
等

①②③⑬⑭⑮
⑰㉓㉘㉙㉞㊲
㊺㊻

⑤⑦
㉔㉕
㉚㉝
㊱㊳
㊴㊼

⑯㊵
㊶㊸

㉒㉖ ㊹

④⑥
⑧⑨
⑪⑫
⑱⑲
⑳㉑
㉗㉜
㉟㊷

17
旅客施
設等

①②③④⑤⑥
⑦⑩⑫⑬⑭⑮
⑯⑰⑱⑲⑳㉒
㉓㉕㉖㉘㉚㉜
㉝㉞㉟㊱㊲㊴
㊵㊶㊷㊺㊼

⑨㊳ ㊸ ㊹㊻ ⑧⑪
㉑㉔
㉗㉙

18 工場 ①㉟㊺ ㊳ ㊸ ⑪ ⑥⑭㊴
⑤⑩⑬
⑰㉒㉔
㊱㊵㊻

③⑧⑫
⑮⑯⑱
㉖㉗㉘
㉙㉚㉝
㉞㊲㊶
㊹㊼

②④
⑦⑲
⑳㉑
㉓㉜
㊷

⑨㉕（見学
有）

19
自動車
駐車場

①②⑮⑯⑰㉓
㉙㉚㊱㊴㊺

㉝㊳ ㊸

④⑤
⑨⑩
⑪⑫
⑬⑭
⑳㉑
㉒㉔
㉘㉜
㉞㉟
㊲㊷

⑥⑦⑱
㉕㊵㊶
㊹㊻

⑧⑲
㉗

③(30 台超)
㉖(50 台以
上)㊼(駐車
場法による)

20
公衆便
所

①②③④⑤⑥
⑦⑨⑩⑪⑫⑬
⑭⑮⑯⑰⑱㉑
㉒㉓㉔㉕㉖㉘
㉙㉚㉜㉝㉞㉟
㊱㊲㊴㊵㊶㊷
㊸㊹㊺㊻㊼

㊳ ⑲㉗
⑧（便房 11）
⑳（便房３）

21
共同住
宅、寄
宿舎等

①㊺ ㊳ ㊸
⑪⑭⑰
⑱

⑤⑩⑬
㉔㉖㉝
㊵㊻

⑮ ㉗

20戸 or25戸以
上(㊱㊵㊶）21
戸以上 or2000
㎡以上(㉘)30
戸以上（㉜㊲）
40 戸以上（㊴）
50戸 or51戸以
上(②③④⑥⑦
⑨⑫⑯⑲⑳㉑
㉒㉙㉞㉟㊼)
50戸 or51戸以
上又は 2000 ㎡
以上（㉓㉕㉚
㊹）101 戸以上
（⑧）
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表 3.4.4 都道府県整備基準整備個所

No 11 2 31 4 51 6 71 8 91 10 111 12 131 14 151 16 171 18 191 20 211 22 231 24 251 26 271 28 29 

客 je ~~ 
授 常

ホ 席 更 R レ 付 。司 共 E事
工

ヲ・
案 sI! t'< 室 ジ

カ i貴 工 問 幼 覚 。手
公

レ
鍍 J(; 
内 ~ 

事
t'< 
.. 通 公 ワ 備 ス {主 水 iホ 児 幼 F童 び 衆

出 廊 n 地 L、 j先 券 ン 力 宅 児 フ
AロS九

古車{瑚箇所 入 下 'if べ 1聾 車 内 h制 1m 内 す シ 面
お 路 衆

ヲ宅 タ レ 電量
の 想 用

用
害 出 肘

t量 所 i貴 ;合 む 電 ~~ み 1現 遊 者 し
l' 

ロ 等 場 通 館 {畳 ヤ 所 4躍 の i貢 ツ
:)1 4聖 {蝿 室 つ E史 話 ー嘗 j車 所 び 用 1員

路 め
話器
用
筈 ワ 管 干し 1苦

:)1 {主
場
{晶 i貴 {晶 ク

客 唱ま
え ロ 82. 事日 F 

{躍 ス
室 用 室

室
重賞 g 筈

席 台
置

i圭〈建築物移動筈。。。。。。。。。。
円滑化基準〉

1併岡県 • • • • • • • • • 9 
2長野県 • • • • • • • • • • • 11 
3岐阜県 • • • • • • • • • • • 11 
4富山県 • • • • • • • • • • • • 12 

5山県県 • • • • • • • • • • • • 12 
6東京都 • • • • • • • • • • • • • 13 

7大阪府 • • • • • • • • • • • • • 13 

B秋田県 • • • • • • • • • • • • • • 14 

9福井県 • • • • • • • • • • • • • • 14 
10兵庫県 • • • • • • • • • • • • • • 14 

11大分県 • • • • • • • • • • • • • • 14 
12沖縄県 • • • • • • • • • • • • • • 14 

13群馬県 • • • • • • • • • • • • • • • 15 
14新潟県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • 15 

15愛知県 • • • • • • • • • • • • • • • 15 

16奈良県 • • • • • • • • • • • • • • • 15 
17島根県 • • • • • • • • • • • • • • • 15 
18山口県 • • • • • • • • • • • • • • • 15 
19高知県 • • • • • • • • • • • • • • • 15 

20 福岡県 • • • • • • • • • • • • • • • 15 
21 埼玉県 • • • • • • • • • • • • • • • • 16 
宝生 =重県 • • • • • • • • • • • • • • • • 16 

23 京都府 • • • • • • • • • • • • • • • • 16 

24 青森県 • • • • • • • • • • • • • • • • • 17 

25 福島県 • • • • • • • • • • • • • • • • • 17 

26 千葉県 • • • • • • • • • • • • • • • • • 17 
27 徳島県 • • • • • • • • • • • • • • • • • 17 

28 香川県 • • • • • • • • • • • • • • • • • 17 

29 長崎県 • • • • • • • • • • • • • • • • • 17 

30 宮1成県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • 18 

31 神奈川県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • 18 

32 和歌山県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • 18 

33 岡山県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • 18 

34 鹿児島県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • 18 

35 岩手県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 19 

36 滋賀県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 19 

37 広島県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 19 

38 佐賀県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 19 

39 宮崎県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 19 
40 山形県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 20 
41 茨I庇県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 20 
42 熊本県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 20 

43 北海道 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 21 
44 愛媛県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 21 
45 栃木県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 22 
46 石川県 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 22 

合計 46 46 46 46 46 46 46 43 41 46 43 39 29 9133 23 25 18 29 18 51 1 7112 21 5 21 2 
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とくに、⑧茨城県は「物品販売店舗」や「飲食店」のほか、小規模施設の多い「理髪店、

美容室」であっても2,000㎡以上としており、法により特別特定建築物のバリアフリー化が

義務化された今もそのままである。

そのほか、「劇場、映画館等」「ホテル又は旅館」「体育館等」「事務所」「工場」「自動車

駐車場」については、「０㎡以上」や「100㎡以上」とする自治体もあるが、５割ほどの自

治体は「500㎡以上」や「1000㎡以上」の範囲で定めており、この用途については、大規模

な施設を協議対象とする自治体が多い。

したがって、協議対象施設については、公共性の高い用途である「学校」「病院又は診療

所」「保健所、税務署等」「老人ホーム等」などは、「すべて」を対象とする自治体が7割以

上ある。また、「物品販売店舗」「理髪店、美容室」「飲食店」などの小規模施設を協議対象

施設とする自治体は３割ほどであり、民間施設の小規模施設を協議対象施設とする自治体

は少ない。そのほか、「劇場、映画館等」「ホテル又は旅館」「体育館等」は「500㎡以上」

とする自治体が５割あり、大規模な施設を協議対象施設とする自治体が過半を占める。こ

のように、協議対象施設の範囲は自治体により様々である。

（３）整備基準適用箇所

自主条例においては、対象施設のバリアフリー化を実現するために整備基準を定めてい

る。整備基準は、「すべての人が自らの意思で自由に移動し、安心して生活することができ

る都市環境の整備を進めるための基準」(大阪府条例第６条第１項第２号)であり、バリアフ

リーの基本となるものである。

都道府県の46自治体が定める整備基準整備適用箇所について、表3.4.4に表す。法の建築

物移動等円滑化基準において定める「１出入口」から「10案内設備」の整備箇所は、「8客
室」や「9案内板・標識」を定めていない一部の自治体がるものの、ほとんどの自治体が定

めている。この建築物移動等円滑化基準以外に、自治体が定めた整備箇所は、19の整備箇

所がある。

これらの 19整備個所のうち、「11 客席」や「12 脱衣・浴室等」「13 更衣室・シャワー室」

「15 授乳室」「16 レジ通路・改札口」「17 公衆電話」「19 受付カウンター」については、半

数以上の自治体が定めている。しかし、「22 共同住宅住戸」「25 幼児用遊び場」「27 聴覚障

害者設備」「28 呼び出し設備」「29 公衆ＦＡＸ」については、それぞれ１～２自治体しか定

めていない。

１～２自治体しか定めていない「幼児用遊び場」や「公衆ＦＡＸ」、最低限の整備を必要

とする整備基準において必要とされるものか、あるいは整備基準全体について、理想的で

なく現状に合った最低限必要とされる整備基準としての見直しも必要と考える。このこと

は、１つでも不適合だと、施設全体が整備基準不適合と判断される現状を踏まえる必要が

ある。
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第５節 委任条例の規定内容

１．特別特定建築物の用途

都道府県の14自治体が委任条例において指定する特別特定建築物の用途について図3.5.1
に表わす。なお、この図のうち、法の特別特定建築物に定める用途を黒色の棒グラフで示

す。また、自治体が法の特定建築物を特別特定建築物として追加した用途を白色の棒グラ

フで表わす。

この白色の棒グラフで表わす特定建築物から特別特定建築物へ指定する用途は、学校、事

務所、共同住宅・寄宿舎等、保育所等、体育館（一般用以外）、料理店等、自動車教習所、

工場がある。しかし、これらの用途を定める自治体は、学校を除いて少ない。

すべての14自治体が指定する用途は、特別支援学校、病院又は診療所、保健所・税務署等、

老人ホーム、福祉センター等であり、これらは公共性の高い用途と考えられる。

図3.5.1 特別特定建築物の指定数

次に、11自治体が定めるのは、博物館・図書館等と体育館（一般用）、学校であり、これ

らも公共施設に多い、公共性の高い用途である。

その次に、民間施設に多い、劇場・映画館・演芸場、観覧場、集会場、展示場、百貨店・

マーケット、物品販売店舗、ホテル又は旅館、郵便局・銀行等、旅客施設等などを８自治

体が指定する。また、同様に民間施設に多い公衆浴場や飲食店、共同住宅・寄宿舎等、保

育所等を７自治体が定める。しかし、事務所、自動車教習所、理髪店・美容室、質店・サ

ービス店舗、工場などを定める自治体は少ない。
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したがって、都道府県の自治体が委任条例に定める特別特定建築物の用途は、公共性の高

い用途に多く、民間施設に多い用途になるほど少ない。

２．特別特定建築物の範囲

都道府県の14自治体が委任条例において定める特別特定建築物の用途とその最小の範囲

を都道府県番号で表3.5.1に表わす。

「特別支援学校」「病院・診療所等」「老人ホーム、福祉センター等」「保健所、税務署等」

「学校」「博物館、図書館等」「体育館等」について、「1000 ㎡以上」とする４～８自治体と

「０㎡以上」とする２～５自治体が多い。そのほか、「500 ㎡以上」とする１自治体や「対

象外」とする自治体が見られる。いずれの用途も公共性の高い用途と考えられ、多くの自

治体が指定する。

「劇場、映画館又は演芸場」「ホテル又は旅館」については、「０㎡以上」や「200㎡以

上」とするのは２自治体と少なく、「1000㎡以上」とする４～５自治体と「対象外」とす

る６自治体が多い。これらは、民間施設に多い用途であり、小規模施設を指定する自治体

は少なく、大規模な施設を指定する自治体と対象外とする自治体が多い。

そして、「百貨店、マーケット、物品販売店舗等」「飲食店」「郵便局・銀行等」「公衆浴

場」については、「100㎡以上」～「200㎡以上」の範囲に指定する２～４自治体と、「500
㎡以上」～「1000㎡以上」とする１～３自治体、そして「対象外」とする６～７自治体に

分けられる。これらは、民間施設に多い用途であり、小規模施設など指定する自治体は少

なく、自治体の半数は対象外としている。

したがって、用途別には公共性の高い用途は、ほとんどの自治体が指定する。そのうち

これらの公共性の高い用途のみを定める自治体がある。また、民間施設に多い用途につい

て、小規模施設を指定する自治体は少ないが、自主条例と同様に小規模施設の範囲まで定

める自治体がある。

次に、自治体別では、③岩手県は、特別特定建築物に「病院又は診療所」「老人ホーム、

福祉センター等」の３用途を「1000 ㎡以上」に定めている。⑳長野県は、「特別支援学校」

「病院又は診療所」「保健所、税務署等」「老人ホーム、福祉センター等」の４用途を「1000

㎡以上」に定めている。⑥山形県は、「特別支援学校、学校（小中学校のみ）」「病院又は診

療所」「保健所、税務署等」「老人ホーム、福祉センター等」の４用途を「1000 ㎡以上」に

定めている。これらの３自治体は、特別特定建築物には公共性の高い用途を中心に「1000

㎡以上」に定めており、特別特定建築物に指定する用途は少ない。

そのほか、㊸熊本県と㊹大分県の２自治体については、「特別支援学校」「病院又は診療

所」「保健所、税務署等」「老人ホーム、福祉センター等」「体育館、遊技場等」「博物館、

図書館等」の６用途を「1000 ㎡以上」に定めている。また、㊱徳島県は、熊本県と大分県

が定めた６用途に「学校」加えた７用途を定めている。したがって、熊本県、大分県、徳
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表 3.5.1 都道府県の特別特定建築物の用途と最小範囲（番号は都道府県番号を示す）

区
分

特別特定建
築物

０㎡以上
100
㎡以
上

200 ㎡以
上

500 ㎡
以上

1000 ㎡以
上

2000 ㎡以上
3000
㎡以
上

対象外

1

特別支援学
校

⑪⑬㉗㉘
㉛ ⑭

⑥⑰⑳㉖
㊱㊸㊹

③

学校（上記
除く）

⑪⑬㉗㉘
㉛ ⑭

⑥⑰㊱ ㉖ ③⑳㊸㊹

2
病院又は診
療所

⑪⑬㉗㉘
㉛ ⑭

③⑥⑰⑳
㉖㊱㊸㊹

3
劇場、映画
館、演芸場
等

㉘㉛
⑪㉗

⑬⑭⑰㉖
③⑥⑳㊱㊸
㊹

4
集会場・公
会堂

⑪⑬㉗㉘
㉛

⑭⑰㉖
③⑥⑳㊱㊸
㊹

5 展示場 ㉘ ⑪
㉗㉛

⑬⑭⑰㉖
③⑥⑳㊱㊸
㊹

6
百貨店、マ
ーケット、
物販店等

㉘㉛ ㉗⑪ ⑬⑭ ⑰㉖
③⑥⑳㊱㊸
㊹

7
ホテル又は
旅館

㉘

⑪
㉛（かつ
10 室以
上）

⑬⑭⑰㉖
㉗

③⑥⑳㊱㊸
㊹

8 事務所 ㉛ ㉖㉘
③⑥⑪⑬⑭
⑰⑳㉖㉗㊱
㊸㊹

9
共同住宅、
寄宿舎、下
宿

㉛

⑪⑬⑭
㉗(かつ 30戸
以上)
㉘（かつ 21
戸以上）

㉖
③⑥⑰⑳㊱
㊸㊹

10
保健所、税
務署等

⑪⑬㉗㉘
㉛ ⑭

⑥⑰⑳㉖
㊱㊸㊹

③

11

老人ホー
ム、福祉ホ
ーム、福祉
センター等

⑪⑬㉗㉘
㉛ ⑭

③⑥⑰⑳
㉖㊱㊸㊹

保育所等 ㉗㉘ ㉛
⑭

㉖
③⑥⑪⑬⑰
⑳㊱㊸㊹

12
体育館、遊
技場等

㉘㉛
⑪

⑬⑰㉗㉛
㊱㊸㊹

㉖ ③⑥⑭⑳

13
博物館、図
書館等

⑪⑬㉗㉘
㉛ ⑭

⑰㉖㊱㊸
㊹

③⑥⑳

14 公衆浴場 ㉘ ⑪
⑭㉛

⑬⑰㉖
③⑥⑳㉗㊱
㊸㊹

15 飲食店 ㉘㉛ ⑪㉗
⑬⑭

㉖
③⑥⑰⑳㊱
㊸㊹

16

郵便局、銀
行等

㉘㉛ ⑪㉗
⑬⑭

㉖
③⑥⑰⑳㊱
㊸㊹

理髪店、美
容室

㉘ ⑪㉗㉛
③⑥⑪⑬⑭
⑰⑳㉖㊱㊸
㊹

17
自動車教習
所、学習塾
等

㉘
㉛

㉗ ㉖
③⑥⑪⑬⑭
⑰⑳㊱㊸㊹

18 工場 ㉗ ㉘
③⑥⑪⑬⑭
⑰⑳㉖㉛㊱
㊸㊹

19 旅客施設等 ⑬㉗㉘㉛
⑭

⑰㉖ ⑪
③⑥⑳㊱㊸
㊹

20
自動車駐車
場 ⑪⑬㉘

⑰㉛ ⑭㉖
① ⑥⑳㉗

㊱㊸㊹

21 公衆便所 ⑬㉗㉘
③⑥⑪⑭⑰
⑳㉖㉛㊱㊸
㊹
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島県は、「1000 ㎡以上」の公共性の高い用途と不特定多数が利用する「体育館、遊技場等」

「博物館、図書館等」「学校」など大規模施設に多い用途を加えている。

そして、表 3.5.1 から⑰石川県は 16用途を「1000 ㎡以上」に、㉖京都府は 19 用途を「1000

～2000 ㎡以上」の範囲に、⑭神奈川県は 18 用途を「500～2000 ㎡以上」の範囲に、㉛鳥取

県は 20 用途について「０～1000 ㎡以上」の範囲に、⑬東京都は 18 用途について「０～2000

㎡以上」の範囲に、㉗大阪府，㉘兵庫県、⑪埼玉県の３自治体では、18～20 用途について

「０～2000 ㎡以上」の範囲で、これらの自治体は多くの用途を特別特定建築物に指定して

いる。

したがって、特別特定建築物に公共性の高い用途のみを「1000 ㎡以上」と定める自治体

は、岩手県、山形県、長野県、徳島県、熊本県、大分県の６自治体である。また、特別特

定建築物について、ほとんどの用途を「1000 ㎡以上」又は「500 ㎡以上」として定めるの

は、神奈川県、石川県、京都府の 3 自治体である。そのほかに、特別特定建築物を自主条

例と同様に、ほとんどの用途を民間施設の小規模施設を含めて「０～2000 ㎡以上」の範囲

定めるのは、埼玉県、東京都、大阪府、兵庫県、鳥取県の５自治体である。

３．建築物移動等円滑化基準に付加した基準

都道府県の 14 自治体が委任条例において定める建築物移動等円滑化基準に付加した整備

箇所について、自治体ごとの自主条例の整備基準の適用箇所数と委任条例の建築物移動等

円滑化基準の適用箇所数、そして。建築物移動等円滑化基準と比較して図 3.5.2 に表わす。

５自治体（岩手県、山形県、徳島県、熊本県、大分県）は付加基準を定めていない。委

任条例の建築物移動等円滑化基準適用箇所数に比べて、自主条例の整備基準が多いのは 10

自治体（岩手県、山形県、埼玉県、神奈川県、石川県、長野県、京都府、徳島県、熊本県、

大分県）である。委任条例と自主条例が同数の自治体が 1 自治体（兵庫県）、委任条例の方

が多いのが、2 自治体（東京都、大阪府）である。

兵庫県と大阪府は、ヒアリングにおいて、自主条例の整備基準をそのまま委任条例に移

行したとしており、付加基準の適用箇所が多いと考えられる。委任条例のみを定めた鳥取

県の建築物移動等円滑化基準の適用箇所は 14自治体の中で最も多く 27箇所である。
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図 3.5.2 委任条例施行自治体の自主条例と委任条例の整備基準適用箇所数

次に、都道府県の委任条例について、付加基準を含めて建築物移動等円滑化基準の数と

自主条例の整備基準の数を比較して、表 3.5.2 に表わす。

付加基準を定めたのは、石川県が移動等円滑化経路の出入口の「玄関庇」1 箇所のみを定

めている。その他の自治体は、埼玉県の 5 箇所から大阪府の 15箇所まで、自治体ごとに整

備個所も付加基準の内容も異なる。

付加基準の内容は、『廊下等』については、「傾斜路下や階段下の点状ブロックの設置」「廊

下手すり及び授乳所設置」「受付カウンター等の設置」を定める。『階段』については、「点

状ブロックの設置」「両側手すりの設置「回り階段の禁止」「踊り場の手すり設置」を定め

る。『傾斜路』については、「点状ブロックの敷設」「立ち上がり部分の設置」を定める。『ホ

テル又は旅館の客室』については、「床仕上げ」「スイッチ類、聴覚障害者緊急伝達装置」「便

所、浴室の構造」「非常警報装置の設置」を定める。『敷地内の通路』については、「排水溝

の蓋」「傾斜路立上り」「段や傾斜路の両側手すり」「視覚障害者経路の構造」を定める。『駐

車場』については、「駐車台数」「誘導標示」を定める。これらの基準は、自主条例の整備

基準をもとに付加基準に加えられていると思われる。

とくに、多くの自治体が指定する『便所』について、６自治体（長野県、鳥取県、東京

都、埼玉県、大阪府、兵庫県）が「ベビーチェア、おむつ交換設備」を定めており、また、

５自治体（京都府、鳥取県、東京都、大阪府、兵庫県）が「床仕上げ」について定めてい

る。そのほか２自治体（鳥取県、大阪府）は「大人用おむつ替え設備」について定めてい

る。また、移動円滑化経路の『廊下等』については、６自治体（京都府、神奈川県、東京

都、埼玉県、大阪府、兵庫県）が「幅」について定める。そして、４自治体（鳥取県、東

京都、埼玉県、兵庫県）が「授乳及びおむつ交換場所」について定めている。

そのほかに、『増築適用範囲』については、増築等における基準の適用範囲を５自治体（京
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表 3.5.2 都道府県の付加基準の内容（●建築物等移動等円滑化基準 〇付加基準）

1 1 2 s 4 518 718 s 10 11112 13114 
基

岩山 徳 富里 大石 長 烹
t申
，亀 東大埼兵準

No 笠f海箇所 笠備項目
手形 島 本 分 JI[聖予吾E

亨畏
取 京阪 玉庫 dロb、

県県 県 県 県県 県府
JI[ 
県 都府 県県計
県

①仕上げ②点、状づ、ロック .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 
廊下等 傾斜路や階級下の点状づ、ロック設置 。。 013 
〈第12条〉

廊下手すりゃ授乳所設置 。
カウンター、 電話台害専の喜重量 。
①手すり②仕上③伝説豊富IJ@ね犠造⑤点状づ、ロッタ@回り路禁止 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. 
長、状づ、ロッタの設置 。。。 3 

2 階段 両(!IJ手すりの設置 。
〈第13条〉 周り~iH畳の禁止 。。。 3 

踏面、 E誼ムげ、幅 。 012 
踊り場の手すり設置 。。。。 4 

傾斜路 ①手すり②仕上げ③識jjlJ③上端点状づ、ロック .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 
3 〈第14条〉 下嶋点、状づ、ロックの敷設 。。013 

立ち上がり部分の設置 。 。013 
①車いす使用者用便房設霊②水洗器具@尿置き小便器害事 .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 

{受pJi ペピーチェア、 おむつ交換設備 。 。。。。。6 4 
〈第15条〉 床仕上げ 。。。。015 

大人用おむつ管え設備 。。 2 
①車いす使用者用客室②客室内便所③客室内浴丞 .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 

ホテル叉は線 床仕上げ
。。 2 

5 鍔の客室 スイザチ重量・聴覚障害者緊急伝達主主霊 。
〈第16条〉 f更pJi.浴室の構造 011 

非常用警報設備の設置 。
①仕上げ②t呈構造③傾斜結構造 .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 

敷地内の通路
m水鴻のふた 。 012 

8 傾斜路立ち上がり 。 。 2 〈第17条〉
t畳や傾斜路の両側手すり 011 
視覚障害者経路の著書道 011 

駐車場 ①亘いす使用者用駐車絡言宣言霊霊 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. 7 〈第18条〉 駐車台数 。 012 
誘導標示 。

8 1 ~裏話器〈第20条〉 ①E'r'、便所、駐車絡設の標識設置②内容識別 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. S案内設備(第21条〉 ①E'r'、便所、駐車施設の案内線害事②視覚障害者案内設備③菊均所 .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 
移動筈円滑化経路 ①階段 .t呈が設けられていないか .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 
〈第18条第3'頁1以上の，径路の指定 011 
第一号〉 m水鴻のふた 。

①幅②戸の構造 .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 
出入口 玄関atの設置 。 。 2 
〈第二号〉 玄関幅 。。。 3 

回読式としない 。。 2 
①幅②車いす壷王国場所③戸の犠造 .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 

廊下筈 幅 。。。。。。6 
10 〈第三号〉 授乳及びおむつ交換場所 。。。。4 
車事 互いす坂田場所 。
動

①幅②勾配③踊場 .1. .1. .1. .1. .1. .1. .1. 円 傾斜路
f骨 〈第四号〉 幅 ・立ち上がり 。 。 2 
ft E面場手すり設霊 。 。 2 
経 ①~③E'r'の構造規定 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. 路
エレベーター及び 手すり、銀設置

。。。 3 
その乗陰口ピー 音声筈の楕造 。。 2 
〈第五号〉 出入口幅 。

制御装置の位置 。
衿殊構造筈昇降機 ①エレベーターの場合 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. 〈第六号〉 ②エスカレーターの場合 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. 

①幅②車いす壷王国場所③戸の犠造@傾斜路⑤地形の特殊性 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. 敷地内の通路 幅 。。。 3 
〈第七号〉 傾斜路構造 。 。 2 

海量構造 。
11 案内設備まで経路

①線状、点、状プUッヲ害の敷設②車路近援③路、傾斜路近緩 .1. • • .1. .1. .1. .1. .1. E畳及び階段下織の点状づ、ロック 。
〈第22条〉

回り路としない 。
12浴室箸 浴室筈の構造 。 。013 
13井関住宅等経路 経路の構造 。。010 4 
141~曽築筈に関するJm
用宣言図

適用範囲 。。。。。。6 
15 公益事業の事務所
の経路

経路の設置 。
18エスカレーター 構造 。
17適合iiE交付 交付規定 。

付加基準会計 11 9 171 8 16116 191 5 15 
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都府、鳥取県、東京都、埼玉県、大阪府、兵庫県）が定めている。

これらの付加基準は、自主条例の整備基準をもとにしているが、とくに、便所の「ベビ

ーチェア、おむつ交換設備」や廊下等における「授乳所」、「授乳及びおむつ交換場所」と

いった基準を付加する自治体が多い。これらは、現状の少子高齢化の問題から付加基準に

加えられたと考えられる。

したがって、委任条例において建築物移動等円滑化基準と同じ整備箇所の８自治体（岩

手県、山形県、神奈川県、石川県、長野県、徳島県、熊本県、大分県）と委任条例の建築

物移動等円滑化基準は、自主条例と同様に数多く定める６自治体（埼玉県、東京都、京都

府、大阪府、兵庫県、鳥取県）がある。
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第６節 福祉のまちづくり推進事業

自主条例や委任条例は、福祉のまちづくりの理念に基づいて、すべての人が安心して、

安全に快適に生活できることをめざしており、生活環境において支障となる物理的な障害

だけでなく、住民の意識や態度といった精神的な障壁を取り除き、すべての人が安全で快

適に日常生活を営み、社会活動を行うことができるよう定められている。

そのために、ハード面の規定だけでなく、ソフト面についても福祉のまちづくりを推進

するための事業を条例に規定して、福祉のまちづくり推進事業の施策を実施している。

このうち「福祉のまちづくり推進協議会」は、条例の規定に基づいて、福祉のまちづく

りを推進するために設置している。また、「福祉のまちづくり推進計画」は、自治体にお

いて福祉のまちづくりを総合的にかつ計画的に推進するよう定めている。

これらの事業の役割について、福祉のまちづくりの実効性を高める視点から分析を行う。

１．福祉のまちづくり推進協議会

自主条例の規定の「推進体制の整備」等の項目に基づき、福祉のまちづくりを推進させ

る等の目的で設置された「福祉のまちづくり推進協議会」は、都道府県自治体のホームペ

ージ等に掲載されたもので 19自治体であった。これらの自治体の条例や設置要綱などによ

り規定する協議会の名称、設置目的、組織として委員等の構成を表 3.6.1 に表す。

協議会の名称は、「福祉のまちづくり」や「人にやさしい」「バリアフリー」「ユニバーサ

ルデザイン」など福祉のまちづくりに関連する名称がつけられている。

設置目的は、「住民、事業者、行政が一体となって福祉のまちづくりに取り組むために」

「福祉のまちづくり推進に関し調査審議するために」「条例を実効性あるものにするため

に」「県、市町はもとより、県民、事業者が一体となって福祉のまちづくりを推進するため」

「総合的なユニバーサルデザインの取り組みを推進するため」「障がい者等への理解促進と、

やさしいまちづくりの意識高揚を図るため」などとされており、ＵＤなどを含めて福祉の

まちづくりを推進するために、ハード面やソフト面などの福祉のまちづくりの取り組みを

総合的に推進するために、行政、住民、事業者が一体となって審議を行うことを目的とし

ている。

協議会の構成は、学識経験者、福祉団体、民間事業者、行政機関など、福祉のまちづく

り整備に関連する団体等から選任された者で構成されている。

したがって、福祉のまちづくり推進協議会は、住民、事業者、行政の福祉のまちづくり

の責務に基づき、それぞれの役割を果たすために福祉のまちづくりを調査審議する場であ

る。協議会の活動により、対象施設の整備促進など、建築物のバリアフリー化の実効性を

高める活動ができると考えられる。
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表 3.6.1 都道府県福祉のまちづくり推進協議会

自治体名 協議会名称 設置目的 組織

北海道福祉のまぢつlくり
すべての道良が公共的総該怠どを円滑に利用でき 協議会は、建築、経済・労働・金白書、交通、社

1北海道 るため道、市町村、事案者及び道良がー体となって 会福祉・医療筈の各分野を代表する団体及
推進連絡協議会

取り組むことを目的 び行政機関筈をもって構成する。

岩手県ひとにやさしし咳
ひとにやさしLlまぢづくりの推進lこ関し調査審議する 委員は、県民、事業者、学識経験を有する者

2岩手県
ぢづくり推進協議会

ため、知事の諮問機関として、知事に意見を述べる その他適当と認める者のうちから知事が任命
ことができる。 する。

秋田県バリアフリー社会
知事の諮問に応じ、)\1)アフリー社会のJI~~Iこ関す

学識経験のある者のうちから15名以内でで
3秋田県

形成審議会
る重要事項を調査審議させるため、知事に意見を述

構成
べることができる。

埼玉県福祉のまぢづくり
高齢者、障害者等が円滑に利用できる生活関連施

学識経験者、福祉団体、民間事業者、公募に
4埼玉県

推進協議会
設の笠備の促進、その他の福祉のまぢづくりの推進

よる県民及び市町村行政関係者等
を図るため

東京都福祉のまぢづくり
都の区域における福祉のまぢづくりの推進に関する 事案者、都民、学識経験を有する者及び関係

5東京都
推進協議会

基本的事I買にっし叱知事の諮問に応じ調査審議さ 行政機関の綴員のうちから、知事が任命する
せるため 委員30人以内をもって組織する。

神奈川県バリアフリー衛
「神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例」を実 ) ¥1)アフリーのI釘づくりに関する学識経験を有

6神奈川県
づくり推進県民会議

効あるものとし、もって)¥1)アフリーの街づくりの実 する者箸から選定した者24名程度をもって構
現在図るため 成する。

新潟県福祉のまぢづくり
高齢者、障害者等を含むすべての人が自由に活動 学識経験者、福祉団体、民間事業者及び市

7新潟県
健策推進会議

でき、主体性を{果ち訟がら社会参加できる福祉のま 町村行政関係者筈から福祉保健部長が依頼
ぢづくりを県民総参加により推進してし、くため する 20人以内の委員で構成

福井県福祉のまぢづくり 福祉のまちづくりに関する推進計画審を審議するた
事~巷やF章害者・高齢者琴、福祉団体、行政

8福井県
推進協議会 め

機関苓、様々高五分nn、ら代表する13名の~
員

岐阜県福祉のまぢづくり すべての人が住みやすく、活動しやすい環境の笠
建築、交通、社会福祉・陵害、高齢、女性、学

9岐阜県 自民、議会答の各分野を代表する団体及び行
推進会議 備を推進するため

政機関筈

愛知県人にやさしし時釘づ
人にやさしし時首づくりの推進のため、幅広い規野か

委員会は、専門的審議在行うための委員10
10愛知県

くり推進委員会 ら左者専目門的的な審議在行うとともに、的確な助言を得るこ 人をもって構成する。

三重県ユニパlーサルデ
ユニバーサルデザインのまぢづくりの推進のために

委員は、学識経験を有する者その他知事が
11三重県 ザインのまちづくり推進

必要な事項を調査審議するため
適当と認める者のうちから、 15名以内で知事

1晶議会 が任命する。

滋賀県だれもが住みたく 県条例の制定を桜に、県、市町はもとより、県民、.
県内の福祉団体、建築団体、地域団体などで

12滋賀県 怒る福祉滋賀のまちづく 菜者がー{宰となって福祉のまぢつlくりを推進するた
構成する

り推進会議 め

大阪府福祉のまちづくり条例を実効あるものとする
福祉のまちづくりに闘し識見を有する者、高齢

大阪府福祉のまぢづくり 者、隠がい者筈の意見を代表する者、関係菜
13大阪府 審議会 ため、福祉のまぢづくりの推進についての重要事項

界の意見を代表する者、関係行政機関の綴
の調査審議に関する事務を行う。

員で構成

委員及び専門委員38人以内をもって組織す

14鳥取県 鳥取県福祉のまぢづくり 県、市町村、事業者及び県民がー体lこなって鳥取 る。委員は、その調査協議する事l~に関し知
推進協議会 県福祉のまぢづくり条例を実効あるものとするため 話器又は経験を有する者のうちから、知事が{壬

命する。

佐賀ユニバーサルデザ
すべてのひとが暮らしゃすく怒る社会の実現に向

学識経験者、県民代表、cso団体〈市民社会
15佐賀県

イン推進会議
け、総合的なユニバーサルデザインの取り組みを推

組織〉答、企業、行政の22名以内で構成する
i草するため

学識経験者、高齢者や隠害者などの団体、

16長崎県
長崎県福祉のまぢづくり 行政、事業者そして県民がー体となりさまざまな随 事案者の団体、建築関係団体の筈の代表、
推進協議会 笠を除去してL1<取り組みを推進することを目的 市町村代表などで構成される30名以内で構

成する

熊本県やさしし咳ぢづくり
高齢者や障がい者等が自由に社会参加できるよう

やさしいまぢづくりを全県的に推進するため、17熊本県 障がい者等への理解促進と、やさしし咳ぢづくりの
推進協議会

意識高揚を図る。
行政、事業者、県民で構成する

大分県福祉のまぢづくり
高齢者や陵害者を含むすべての県民が自由に行動 建築、経済・交通、社会福祉・高齢者、障害

18大分県 し、社会、経済、文化、あらゆる分野の活動に参加 者、子育て、学識筈の各分野を代表する団体
推進協議会

できる福祉のまちづくりを推進するため 及び行政桜関筈

委員は、福祉のまぢづくりに関する学識経験

19沖縄県
沖縄県福祉のまぢづくり 県における福祉のまぢづくりの推進に関する重要事 を有する者その他知事が適当と認める者のう
審議会 l~について、知事の諮問に応じ調査審議をする。 ちから、知事が任命し委員は15人以内で組織

する。
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２．福祉のまちづくり推進計画

自主条例において「福祉のまちづくり推進計画」「推進指針の策定」「ユニバーサルデザ

インのまちづくり推進計画の策定等」などの項目に基づいて策定された「福祉のまちづく

り推進計画」等について、自治体のホームページから５自治体を抽出して、表 3.6.2 に表す。

他の都道府県自治体の自主条例においても、「福祉のまちづくり推進指針の策定」や「基

本方針の策定」「基本計画の策定」などの項目があり、自主条例の施行当初は、多くの自治

体でこれらが策定されていたものと考えられるが、現在、これらの計画を策定する自治体

が減少していると考えられる。

５自治体について、計画の名称については、「福祉のまちづくり」が１自治体（東京都）、

「やさしいまちづくり」が２自治体（岩手県、熊本県）、「ユニバーサルデザイン」が２自

治体（三重県、佐賀県）である。

計画期間は、いずれの自治体も４年から５年である。

計画等の目的は、「施策を推進するための指針（基本）計画として」が３自治体（岩手県、

東京都、熊本県）、「ユニバーサルデザインを推進するために」が２自治体（三重県、佐賀

県）である。

計画等の内容は、いずれの計画もすべての人を対象に、生活環境について、道路や建築

物、公園、交通などのハード面の整備や教育や情報、サービス、啓発などのソフト面の施

策などについて、4年から 5年の期間内に施策の目標値や指標を定めて計画を推進する。

そのための進行管理は、いずれの自治体も前項にあげた「福祉のまちづくり推進協議会」

等が、目標値や指標に対する評価、検討、見直しなどの進行管理を行い、次年度における

新たな取り組みや次期計画につなげることなどを協議検討する。

したがって、計画の策定と市民協働による進捗管理は、建築物のバリアフリー化の推進

を含めて、実効性を高めるためにも重要な取り組みであり、そのためにも計画の継続が重

要である。
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表 3.6.2 福祉のまちづくり推進計画

都道府県 計画等名称 期間 目的 内容 進行管理

人口減少、少子・高齢化や国際化の進展，
東日本大震災など|こ対応するため、主要な

ひとにやさしいま
指標の推移とともに関係する施策の実施状

ひとにやさしい 2015年度
ちτ別施策宅総合 ;兄都~1屋し、「ひとづくり「まちづくりJrものづ 岩手県ひとにや

岩手県 まち女り推進 ~2019年
的に推進するための

くりJr情報・サービスJr社会参加Jを柱|こ、 さしいまち女り
指針(第4朔〉 度

行動指針
それぞれの主要な指標の縫移とともに関係 推進協議会
する施策の実施状況想~1屋し、、ひとにやさ
しいまち女り推進協議会に報告・協議のう
え、施策の改善・貝直しを五世統的に行う。

以下のr5つの2基本的視点Jのもと、福祉、
教育、住宅、建設、交通、安全・安心、観光
等の分野の施策から102事業を定めて、目
襟の実現に向けて施策の充実を図る。

福祉のまち女りに
1円滑な移動、施設利用のためのパリアフ

東烹都福祉め 2014年度 関する施策の総合
リー化の推進

東烹都福祉の
2 東烹書F まち女り推進 ~2018年 的かつ計画的な推

2地域での自立した生活の2基盤とな毛))1) 
まち女り推進

計画 度 進を図るための2基本 アフリー住宅の笠備 協議会
となる計画である。
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第７節 考察とまとめ

１．考察

都道府県が定める自主条例及び委任条例の規定内容と自主条例の規定に基づいて実施さ

れている福祉のまちづくり推進事業の規定内容について、実効性の面から分析を行った。

（1）自主条例について

都道府県において自主条例を定める自治体は 46 自治体である。このうち委任条例と自主

条例を定める自治体は 13自治体である。自主条例の規定には以下の問題があると判断する。

①事務手続き

全ての都道府県が、「事前協議」又は「届出」を定めている。事前協議と届出については、

提出日が同様であるなど、明確な区別はない。提出日を「工事着手 30 日前」とする自治体

が最も多く、ほとんどが建築確認申請と同時期に届出が行われると考えられる。また、「完

了届」を規定していないところが 14 自治体、「完了検査」を規定していないところが 24 自

治体ある。「適合証交付」については、43 自治体が適合証交付を規定している。完了検査の

規定のないところは、「適合証交付請求」により完了検査を実施しているところがある。適

合証を交付していないのは３自治体（茨城県、大阪府、熊本県）である。大阪府は完了検

査を定めているが、茨城県と熊本県は、完了届及び完了検査、適合証交付を定めていない

ため、工事終了後の状況を確認する方法がなく、整備は設置者任せになっている。自主条

例は、建築主の整備についての合意や建築主の自主的な申出により事務手続きを行うよう

規定していることが実効性の面で問題である。

②行政指導

都道府県の自主条例の規定において、対象施設の新設等を行う建築主等の整備基準の適

合義務は、「遵守すること」としているのは 27自治体、「努めること」としているのが 28

自治体である。そして、事務手続きに従わない場合のために、「指導又は助言」「勧告」「公

表」「立入調査」等の行政指導が規定されており、自治体はこれらの行政指導を発揮しなけ

れば、実効性は上がらないと考えられる。

③協議対象施設

協議対象施設については、「学校」「病院又は診療所」「保健所、税務署等」「老人ホーム

等」などの用途について、「すべて」を対象とする自治体が7割以上ある。これらは公共性

の高い用途と考えられる。また、「劇場、映画館等」「ホテル又は旅館」「体育館等」は「500
㎡以上」とする自治体が５割であり、これらの用途は民間施設の大規模施設に多い。その
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ほかに、「物品販売店舗」「理髪店、美容室」「飲食店」などの民間施設の200㎡未満の小規

模施設を協議対象施設とする自治体は３割ほどと指定する自治体は少ない。とくに、不特

定多数の人たちが利用するすべての施設をバリアフリー化するためには、民間の小規模施

設を協議対象施設とすることが必要である。

④整備基準

整備基準は、対象施設の用途や規模により適用されるが、自治体により定める整備個所

は異なり、自治体ごとの整備基準適用箇所数は、９箇所から 22箇所と大きく異なる。整備

基準は１つでも整備基準に適合しなければ、施設全体が不適合となる。整備基準は最低限

守らなければならない基準と望ましい基準は分ける必要がある。

（２）委任条例について

委任条例を定めるのは 14 自治体と少ない。委任条例を定めた自治体の規定内容から、以

下の３つのパターンがあると判断する。

①公共性の高い用途を「1000 ㎡以上」の範囲で特別特定建築物として定める。

「病院又は診療所」「保健所、税務署等」「老人ホーム等」などの公共性の高い用途を「1000
㎡以上」の特別特定建築物として定める自治体である。また、これらの自治体では、付加

基準は定めないか、建築物移動等円滑化基準は、付加基準を含めて自主条例より適用箇所

は少ない。岩手県、山形県、長野県、徳島県、熊本県、大分県の６自治体がある。

②ほとんどの用途を「1000 ㎡以上」又は「500 ㎡以上」の範囲で特別特定建築物として

定める。

特別特定建築物について、ほとんどの用途を「1000 ㎡以上」又は「500 ㎡以上」として

定める。建築物移動等円滑化基準は、付加基準を含めて自主条例より適用箇所は少ない。

神奈川県、石川県、京都府の３自治体がある。

③ほとんどの用途を自主条例と同様に、用途と規模により「０㎡～2000 ㎡以上」の範囲

で特別特定建築物として定める

ほとんどの用途を自主条例と同様に用途や規模により「０㎡～2000 ㎡以上」の範囲で特

別特定建築物を定める。建築物移動等円滑化基準の適用箇所は、付加基準を含めて自主条

例と同様に多い。埼玉県、東京都、大阪府、兵庫県、鳥取県の５自治体がある。

（３）福祉のまちづくり推進事業

自主条例の規定に基づき、建築物のバリアフリー化を含めて福祉のまちづくり推進のた

めに定められた事業に「福祉のまちづくり推進協議会」と「福祉のまちづくり推進計画」

がある。
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①福祉のまちづくり推進協議会

福祉のまちづくり推進協議会は、ハード面やソフト面などの福祉のまちづくりを総

合的に推進するために、行政、住民、事業者が一体となって現状の課題や課題解決方

法などの取り組みについて審議することを目的としている。

②福祉のまちづくり推進計画

福祉のまちづくり推進計画は、福祉のまちづくりを総合的かつ計画的に進めること

を目的に、道路や建築物、公園、交通などのハード面の整備や教育や情報、サービス、

啓発などのソフト面の施策などについて、４年から５年の期間内に施策の目標値や指

標を定めて計画を推進する。その実施内容について、評価、検討、見直しなどの進行

管理を行うのが「福祉のまちづくり推進協議会」である。建築物のバリアフリー化を

含めて、時代の変化に対応し、福祉のまちづくりを推進していくためには計画を継続

していくことが必要である。しかし、自主条例に推進計画等の策定について規定して

いても、すでに計画を終了しているところが多く、継続する自治体が少ないのが問題

である。

２．まとめ

この章において、都道府県の自主条例や委任条例の規定、そして、自主条例に規定する

福祉のまちづくり推進事業について以下を見出すことができた。

（１）自主条例について

自主条例は、建築主の合意や自主的な手続きを行うように規定していることが実効性を

高めるうえで問題であり、実効性を高めるためには、条例に規定する行政指導の規定を確

実に実施する必要がある。また、協議対象施設は、不特定多数が利用するすべての施設の

バリアフリー化を行う必要があり、200 ㎡未満の小規模施設を協議対象施設とすることが必

要である。また、整備基準については、どの自治体も 20 年近くが経ち、整備基準は最低限

守らなければならない基準と望ましい基準に整理する必要がある。

（２）委任条例の規定について

委任条例を定める自治体について、特別特定建築物に公共性の高い用途のみを「1000 ㎡

以上」とする６自治体とほとんどの用途を「1000 ㎡以上」又は「500 ㎡以上」とする３自

治体、ほとんどの用途を用途と規模により「０㎡～2000 ㎡以上」の範囲で定める５自治体

の３つのパターンがある。したがって、一部の用途のみを「1000 ㎡以上」とする自治体が

多い。

（３）福祉のまちづくり推進
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自主条例において、福祉のまちづくりは、住民、事業者、行政のそれぞれの役割を定め

て、福祉のまちづくりを推進すると定めており、「福祉のまちづくり推進協議会」は住民、

事業者、行政が福祉のまちづくりの現状や課題解決方法について審議を行う。また、「福

祉のまちづくり推進計画」は、福祉のまちづくりを総合的かつ計画的に推進するために、

ハード面とソフト面の福祉のまちづくり活動について、期間内に施策の目標値や指標を定

めて計画を推進する。その実施内容について、評価、検討、見直しなどの進行管理を行う

のが「福祉のまちづくり推進協議会」である。これらの活動を継続していくことが福祉の

まちづくりの推進につながる。
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第４章 自主条例の実効性について

第 3 章において、自主条例の規定は、建築主の合意により施設整備を進めていく規定で

あり、建築物のバリアフリー化の実効性を高めるためには、自治体による事務手続きに対

する行政指導が重要と考えられること、住民に身近な小規模施設を協議対象施設とする必

要があること、自治体により様々な整備基準の適用個所が見られることが、実効性に関わ

る問題であると考えられた。また、福祉のまちづくり推進事業は、自治体において建築物

のバリアフリー化の実効性を高めるためにも活用すべき事業と考えられた。

そこで、本章では、自治体ごとの年度ごとや用途ごとの建築物のバリアフリー化の実績

をもとに、審査体制や事務手続き、行政指導の内容、整備基準適用箇所数、実効性につい

ての自治体の考え、福祉のまちづくり推進事業の内容について、適合率の高い自治体と低

い自治体を比較し、分析することで、何が要因で建築物のバリアフリー化が低く、あるい

は実効性を高めることができるのか分析を行う。

第1節 調査の方法

本章における分析を行うために行った、調査方法と調査期間、調査内容を以下に記す。

（１）アンケート調査

①第 1 回アンケート

  ・調査期間：2013 年 8 月 2 日～9 月 2 日

  ・調査自治体：93 自治体（47 都道府県、20 政令市、23 特別区、3 市）

  ・調査内容：自主条例及び委任条例の施行状況（所管部署・指導内容）

       条例の規定内容（対象施設・事務手続）

民間指定確認検査機関取扱建築確認申請の条例届出状況

建築物のバリアフリー化の実績（2000 年度、2003 年度、2006 年度、2009
年度、2012 年度）

  ・回答率：自主条例または委任条例を定める 59 自治体（有効回答率 63.4％）、

内訳～47 都道府県、6 政令市（札幌市、さいたま市、横浜市、川崎市、京

都市、福岡市）２特別区（世田谷区、練馬区）3 市（町田市、高山市、宮崎

市）

  ②第 2 回アンケート

  ・調査期間：2014 年 3 月 28 日～４月 21 日

  ・調査自治体：自主条例または委任条例を定める 59 自治体（上記）

  ・調査内容：事務手続き遵守状況

       適合率向上方策
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委任条例化への意向

・回答率：51 自治体（回答率 86.4％）

      内訳～39 都道府県、6 政令市、２特別区、３市

③第３回アンケート

  ・調査期間：2018 年 1 月 21 日～2 月 2 日

  ・調査自治体：第１回アンケートにおいて建築物バリアフリー化の実績報告のあった

45 自治体、内訳～42都道府県、３基礎自治体（福岡市、世田谷区、宮崎市）

  ・調査内容：2016 年バリアフリー化の実績

適合率に対する意見

自主条例審査機関数、担当者数

条例審査担当者の他の従事業務

  ・回答率：31 自治体（回答率 68.9%）内訳～28都道府県、３基礎自治体

（２）ヒアリング調査

  ・調査期間：①2014 年 11 月 13 日～14 日

        ②2016 年 1 月 27 日～6 月 3 日

        ③2017 年 12 月 8 日～9 日

  ・調査自治体：①大阪府、兵庫県、鳥取県

         ②福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県、神奈川県、

福岡市、横浜市、世田谷区、練馬区

         ③京都府、愛知県

  ・調査内容：自主条例の行政指導内容

福祉のまちづくり施策等の内容

自主条例と委任条例の役割と実効性に対する考え

（３）メールによる調査

  ・調査期間：2017 年 10月 21 日～11 月 14日

  ・調査自治体：47 都道府県、２基礎自治体（福岡市、世田谷区）

  ・調査内容： 事務手続き及び行政指導の流れ図の確認調査

  ・回答率：41 自治体（回答率 83.7％）内訳～39 都道府県、２基礎自治体
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第２節 審査組織と担当者数

自治体ごとに、自主条例の建築物の届出の審査を行う組織数（出先機関、特定行政庁な

ど）とその担当者数を聞き、28 自治体から報告があった。審査組織当たりの届出処理数の

少ない順に、表 4.2.1 に表した。なお、審査組織数や担当者数は 2017 年度現在で、届出数

や届出時適合率などは 2016 年度のデータである。担当者数が把握できていない自治体につ

いては空欄としている。

条例を審査する組織は、県の出先機関の土木事務所や県から事務委任を受けた市の特定

行政庁などの建築確認申請の担当部署が多いが、滋賀県や大阪府、広島県は市町村の建築

部門や福祉部門が条例審査組織となっており、これらの自治体は必ずしも建築技術者が条

例の審査を担当しているわけではない。そして、審査組織数も自治体ごとに大きな差があ

る。また、審査組織の担当者数も静岡県の７人から埼玉県の 99人まで差が大きい。そのほ

か、届出数は、高知県の 49 件から愛知県の 2065 件まで大きな差がある。

また、審査組織当たりの届出数について、大阪府の 6.9 件から愛知県の 295 件まで大き

な差があるが、特に愛知県は、他の自治体が 80 件未満であるのに対して、１審査組織当た

りの届出数は多い。また、大阪府や滋賀県、広島県では市町村で審査を行うが、その組織

数は多く、組織当たりの届出数や担当者当たりの届出数は少ない。

そのほか、担当者一人当たりの届出数は、山口県の年間 2.9 件から、愛知県の 89.8 件ま

で大きな差があり、特に愛知県は、他の自治体が 20 件未満の自治体が多い中、担当者一人

当たりの届出数も多い。

また、審査組織当たりの届出数や担当者一人当たりの届出数と届出時適合率や完了後適

合率の関係について、審査組織当たりの届出数や担当者一人当たりの届出数が少なくても、

適合率が高いわけではなく、また逆に届出数が多いから適合率が高いわけでもないと考え

られる。したがって、適合率の高低は、組織や担当者の資質など、そのほかの要因が考え

られる。

しかしながら、条例の審査組織は、多くの自治体が建築確認申請審査部門で行われる。

建築確認申請は、建築物が出来上がる工程に従って確実に、建築確認申請や完了届、完了

検査が実施される。自主条例の建築物の審査についても、届出や完了届、完了検査が事務

手続きとして規定されており、工事完了の時期は、建築確認申請が建築物の完成時期であ

り、自主条例の場合は、車いす使用者用駐車場やアプローチなどの外構工事の終了までと

完了検査の時期は異なるが、自主条例の審査は、確実に実施される実効性の高い建築確認

申請と同時期に事務手続きを行うことが、実効性を高めるために必要と考えられる。しか

しながら、届出時適合率や完了後適合率の低い自治体が多い。
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表 4.2.1 自治体別条例審査組織数、担当者数、処理数（＊特定行政庁を除く）

2017年度 2016年度

審査組織 担当者ー

1-10 自治体名 条例審査組織 A B 
C 届出時 完了後

当たり届 人当たり

審査組 担当者 出数 届出数

織数 当z 届出主主 適合率 適合率 C/A C/B 

l大阪府 市町村・府担当窓口 43 295 75.6出 79.7% 6.9 

2長野県
県建築住宅課、建設事務所・特定

17 38 173 24.9出 4.0% 10.2 4.6 
行政J宇

3滋賀県 市町(建築・福祉部門〉 19 206 7.3% 10.8 

4岩手県 県振興局・特定行政序 19 45 210 5.7% 3.8% 11. 1 4.7 

県建築課 (4F以上〉、県地域振興
5鹿児島県 局土木建築課(3F以下〉、鹿児島 11 11 122 5.7% 11. 1 11. 1 

市障害福祉課

B広島県 市町 30 30 342 16.7出 6.7% 11.4 11.4 

7山口県
県建築指導課・特定行政序、県土

14 55 161 15.5% 11.5 2.9 
木事務所

8徳島県 県都市政策課・徳島市 B 14 72 8.3出 12.5% 12.0 5.1 

9栃木県 県土木事務所・特定行政序 12 12 174 16.7出 12.6% 14.5 14.5 

10 長崎県
県建築課・県振興局土木事務所長

11 36 169 89.9出 76.3% 15.4 4.7 
崎市、佐世保市

11 富山県 土木センター・特定行政序 7 21 128 44.5出 36.7% 18.3 6.1 

12 高知県 |県高建知築市指導課、幡多土木事務所・ 2* 8 49 100.0% 4.1% 24.5 6.1 

13 奈良県 土木事務所・特定行政序 8 20 196 22.4% 24.5 9.8 

14 宮1成県 県土木事務所・地域事務所
5 15 132 10.6% 26.4 8.8 

石巻市・庖竃市・大崎市

15 三重県 県建設事務所、四日市市 14 56 401 38.7出 29.4% 28.6 7.2 

県土整備事務所、各市建築確認申

16 福岡県 誇担当窓口(北九州、福岡、久留 14 34 409 65.5出 35.2% 29.2 12.0 
米、大牟田〉

17 福島県 福島県各建設事務所・特定行政序 10 34 320 83.4出 32.0 9.4 

18 山形県 総合支I宇建築課 4 15 132 6.1出 1. 5% 33.0 8.8 

19 岡山県
県建築指導課、県民局建設部管理

10 10 332 44.0出 33.2 33.2 
課・特定行政J宇

20 京都府
京都府土木事務所建築住宅室

7 15 244 82.0% 34.9 16.3 
宇治市都市整備部建築指導課

21 神奈川県 県土木事務所・特定行政序 15 18 527 9.5出 2.7% 35.1 29.3 

22 香川県 県建築指導課、高松市 3 10 106 1.9出 35.3 10.6 

23 沖縄県 県土木事務所・特定行政序 12 458 66.4出 33.6% 38.2 

24 岐阜県 県建築事務所・特定行政序 4 18 169 35.5出 18.3% 42.3 9.4 

25 静岡県
土木事務所・特定行政J宇県建築安

7 7 307 50.8出 28.3% 43.9 43.9 
全推進課、

26 均玉県 県建築安全センター 15 99 1026 21.1出 7.5% 68.4 10.4 

27 熊本県
県広域本部建築担当窓口

7 29 542 36.9出 77.4 18.7 
熊本市、八代市、天草市

28 愛知県
県住宅計画課街づくり事業グルー

7 23 2065 57.5出 12.4% 295.0 89.8 
ヲ、特定行政J宇 (6市〉

E十 331 673 9467 28.6 12.8 
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第３節 適合率

１．届出時適合率

（１）2000 年度から 2016年度までの届出時適合率

自治体ごとに、2000 年度、2003 年度、2006 年度、2009 年度、2012 年度、2016 年度の

届出数、届出時整備基準適合数、完了検査合格数、適合証交付数について、2012 年度以前

においては 30 自治体、2016年度については 23 自治体から回答があった。

このうち「届出時適合率」について、2016 年度の適合率が高い順に表 4.3.1 に表す。

表 4.3.1 自治体別年度ごとの届出時適合率

自治体名 2000 年度 2003 年度 2006 年度 2009 年度 2012 年度 2016 年度

1 高知県 98.0% 96.2% 97.1% 96.4% 100.0% 100.0%

2 長崎県 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 89.9%

3 福島県 96.6% 91.8% 93.3% 86.8% 83.4%

4 大阪府 80.1% 70.5% 75.6%

5 沖縄県 80.7% 69.9% 81.9% 83.3% 83.8% 66.4%

6 福岡県 51.9% 33.7% 38.5% 57.9% 67.8% 65.5%

7 愛知県 86.8% 84.8% 73.6% 68.8% 64.3% 57.5%

8 静岡県 61.3% 60.4% 60.0% 58.7% 50.8%

9 富山県 87.5% 72.5% 69.9% 57.1% 62.5% 44.5%

10 岡山県 53.7% 48.2% 49.5% 55.7% 50.3% 44.0%

11 三重県 61.4% 41.0% 36.3% 35.6% 38.7%

12 熊本県 58.7% 56.5% 13.3% 8.1% 11.6% 36.9%

13 岐阜県 69.7% 69.6% 68.4% 68.1% 63.4% 35.5%

14 長野県 41.1% 34.4% 33.7% 33.1% 39.2% 24.9%

15 埼玉県 36.6% 31.1% 29.8% 33.9% 27.3% 21.1%

16 栃木県 37.7% 34.8% 16.7%

17 広島県 12.9% 23.4% 18.1% 22.2% 20.2% 16.7%

18 神奈川県 45.2% 26.6% 17.4% 14.5% 9.5%

19 徳島県 33.3% 36.7% 29.5% 16.2% 6.7% 8.3%

20 山形県 8.4% 6.4% 6.1%

21 岩手県 8.9% 10.6% 4.0% 4.2% 5.7%

22 鹿児島県 36.1% 4.7% 7.9% 2.1% 2.1% 5.7%

23 香川県 1.9%

24 秋田県 92.6% 87.4% 93.4%

25 大分県 74.4%

26 新潟県 5.7% 49.6% 42.1% 25.4% 28.8%

27 佐賀県 38.4% 33.3% 33.1% 29.5% 25.6%

28 石川県 5.1% 5.0% 12.2% 20.7% 10.9%

29 宮崎県 9.2%

30 愛媛県 0.3% 0.0% 2.1%

31 北海道 0.5% 0.4%
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①年度ごと分析

年度ごとの都道府県全体の届出時適合率と内訳（届出時適合数／届出数）を表すと、2000
年度における届出時適合率は、5.1％の石川県から 98.0％の高知県まで自治体ごとに大きな

差がみられる。これら 18 自治体全体の届出時適合率の平均は、48.3%(3,917/8,113)である。

2003 年度における届出時適合率は、4.7％の鹿児島県から 100％の長崎県まで自治体ごと

に大きな差がみられる。これら 22 自治体全体の届出時適合率の平均は、50.3%(4,663/9,269)
である。

2006 年度における届出時適合率は、0.3％の愛媛県から 100％の長崎県まで自治体ごとに

大きな差がみられる。これら 23 自治体全体の届出時適合率の平均は 46.6%(5,163/11,078)
である。

2009 年度における届出時適合率は、0％の愛媛県から 100％の長崎県まで自治体ごとに大

きな差がみられる。これら 28 自治体全体の届出時適合率の平均は 40.3%(3,498/8,681)であ

る。

2012 年度における届出時適合率は、0.4％の北海道から 100％の 2 自治体（高知県、長崎

県）まで自治体ごとに大きな差がみられる。これら 30 自治体全体の届出時適合率の平均は

42.3%(4,675/11,059)である。

2016 年度においても届出時適合率は、1.9%の香川県から 100%の高知県まで、自治体ごと

に大きな差がある。23 自治体の届出時適合率の平均は 36.6%(3,123/8,528)である。

したがって、2000 年度から 2016 年度までの届出時適合率の状況をみると、2003 年度の

50.3%からしだいに下がって、2016 年度では 36.6%である。

②自治体ごと分析

高知県や長崎県、福島県、大阪府は、2000 年度から 2016 年度まで、常に 7 割以上の高

い届出時適合率を示す。逆に、山形県や岩手県、鹿児島県、香川県においては、1 割以下の

適合率を示している。

そして、多くの自治体において、2000 年度から 2016 年度において届出時適合率が下降

する自治体が多くみられ、特に 2012 年度と 2016 年度において届出時適合率が下がる自治

体が多い。

（２）2012年度と 2016 年度の届出時適合率の変化に対する自治体意見

そこで、2012 年度と 2016 年度の届出時適合率を比較して、届出時適合率の上がった要因

や下がった要因について自治体にその理由を聞いた。それを表 4.3.2 に表す。
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表 4.3.2 2012 年度と 2016 年度の届出時適合率の変化に対する自治体意見

自治体名 2012年 2016年
適合率上 2012年度と2018年度の届畠時適合率を比鮫して自治体回答
下の別

l岩手県 4.2耳 5.7耳 上がる 理由については、誤差の範囲で、あると思臆される。

二重県の条jJlf.では他県と比駁して小綾模の縫設に対して笠{高
2三重県 35.6耳 38.7% 上がる 基準を定めてレるため 〈範囲としているため)30~4臥台吻

数f直となってレます。

事前協議及ひ完了届の事務を市町村に移譲しており、大阪府

3大阪府 70.5耳 75.6% 上がる
は直探協議していないが、協議において不適合とするまで
に、バリアフリー整備の必要性を設計者に伝え、記憶を求め
るよう市町村にお願いしているため。

平成28年度実績の届出時適合寧の方が上回っています。理由
4徳島県 6.7耳 8.3耳 上がる として、ユニバーサルヂザ、インの考え方式戸事業者 〈建築主〉

に浸透してきたととが考えられます。

5熊本県 11.6耳 36.9% 上がる {直主主上回ってレるが、本県ではその理由を分析しTいない。

平成24年度実績に比べ，居畠重量が減っているため届出時速合
8鹿児島県 2.1耳 5.7耳 上がる ヰ耳立上回った。平成24年度に比べ笠償基準の認罪捜tJ'上

がっているため。

7福島県 86.8耳 83.4耳 下がる 届畠時適合率主主下回っていますカ1 理由は不明です。

本県で

8栃木県 34.8耳 16.7耳 下がる
1戸、 基準を満たさなくとも、人的対応答のf-e営指霊により、
期聾の利用上滋支飽ないとする建築物(J)届出が増えてきてL、
るととが考えちれる。

g均玉県 27.3耳 21. 1% 下がる
届畠物件ごとにヒアリング筈を行ってレないため、回答でき
かねます

10 神奈川県 14.5耳 9.5耳 下がる
協議件数ほほとんど変わら弘、いものの、適合件数がi紗した
ため。

11 富山県 62.5出 44.5% 下がる たまたま手戚28年度は、件数量ま少ないが詳細は不明。

長野県福祉のまちづくり条例にきづく特定施設笠錨基準への

12 長野県 39.2耳 24.9% 下がる
適合については、努力義務となっており、年度ごとに届出の
用途、規模、 件筆跡1異なるため、単純に比事査はできなレと考
える。

13 岐阜県 63.4耳 35.5耳 下がる 理由:不明

笠{置基準ほ弘明 義務規定となっており、 施設の多様似こよ

14 静岡県 58.7耳 5日.8耳 下がる り、 用途によっては笠備基準の内容(点字づ、ロッタ敷設害事{つ
まづきの要因筈と判断))が敬遠される事例がある。

届畠時適合率tJ'下がった理由として、 「建築主」め適合への

15 愛知県 64.3耳 57.5% 下がる
意識が低下してきたととか考えられる。(平原25年度のア
ンケート調査より、不適合になった要因として、 『建築主J
の意向によるとの回答が過半を占めてレた。 〉

16 岡山県 50.3耳 44.0% 下がる
用途変更害、笠偽基準の全てに適合させるととが難しレ事例
が多数あるととが適合率の上昇を妨げる一因と考える。

年度によって下がった理由として， 特~~は考えられなレが，
全保として適合率が{瞳い理由は，全ての適用基準に適合する

17 広島県 20.2耳 16.7耳 下がる ととが困建なケースが多いと考えている。例えば，~古どの基
諸島こは適合するか，視覚障害者誘導用床材の敷設などにつL、
て適用基準に適合しないケースカ1針 。

18 福岡県 67.8耳 65.5耳 下がる
届出時の適合率については大幅な増減はないが、引き続き適
合率の向上のため、助言・指導筈を行う。

建築物の計画におレて、高齢者隠害者筈が利用するととを

19 長崎県 100.0耳 89.9耳 下がる
懇定しないととや、建設時の予算審守対応できないとと答、
能主の様々弘、理由により一部適合しなL、部分が生じてレるた
め。

既存縫設の活用による用途変更などで、適合させるととが軍司

20 沖縄県 83.8耳 66.4耳 下がる 難となる事jJ'ゆ1見受けられる。
また、 条例に関する県民の理解が十分でない。

21 山形県 6.4耳 6.1耳 横ばい ほ4まI曽滅私、し

22 高知県 100.0耳 100.0% 横ばい 届畠時適合率はともに10略 。

23 香川県 不明 1. 9% 
パリアフリ司法の特gl附定建築燃ごi芸当する物件数が24年度
に比べ2/3にi紗したととが考えられる。
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①適合率が上がった自治体の意見

・審査を行う市町村に簡単に不適合としないよう求めている。（大阪府 70.5%→75.6%）

・ＵＤの考え方が事業者（建築主）に浸透してきた。（徳島県 6.7%→8.3%）

・整備基準の認知度が上がっているため。（鹿児島県 2.1%→5.7%）

②適合率が下がった自治体の意見

・高齢者・障害者等が利用することを想定しないことや、建設時の予算等で対応できない

こと等、施主の様々な理由により不適合が生じている。（長崎県100%→89.9%）

・県民の理解不足（沖縄県 83.8%→66.4%）

・建築主の意識低下（愛知県 64.3%→57.5%）

・視覚障害者誘導用床材の敬遠（静岡県 57.8%→50.8%、広島県 20.2%→16.7%）

・基準を満たさない場合の人的対応の代替措置が増えたこと（栃木県 34.8％→16.7％）

・用途変更など整備基準に適合させることが難しいものがあること（岡山県50.3％→44.0％、

沖縄県 83.8％→66.4％）

以上、適合率が上がった理由として、大阪府は、審査を行う市町村に協議において不適合

とするまでに、バリアフリー整備の必要性を設計者に伝えるなど粘り強い指導を求めるよ

うにしていること、徳島県と鹿児島県は建築主の認識等の向上をあげているが、徳島県と

鹿児島県の届出時適合率は極めて低い。

また、適合率が下がった理由は、視覚障害者誘導用床材の設置を含めて建築主の無理解

や用途変更等における整備基準適用の問題、そして、行政指導として整備基準を満たさな

い場合に協議者に対して求める理由書に、代替措置として「人的対応」が増えたことを問

題にしている。

（３）自治体ごとの届出数と届出時適合数の関係

2016 年度における 23 自治体の届出数と届出時適合数の関係を図 4.3.1 に表す。

このうち10自治体は、届出数は200件未満である。届出時適合率は、香川県1.9%(2/106)、
鹿児島県 5.7%(7/122)、山形県 6.1%(8/132)、徳島県 8.3%(6/72)は、いずれの自治体も適合

数は少なく、適合率は 10％未満で極めて低い。また、栃木県 16.7％(29/174)、長野県 24.9％
(43/173)、岐阜県 35.5％(60/169)、富山県 44.5％(57/128)、長崎県 89.9％(152/169)、高知

県 100％(49/49)の順に高くなる。

次に、届出数が 200 件から 400 件未満の範囲の 6 自治体では、岩手県 5.7％(12/210)、広

島県 16.7％(57/342)、岡山県 44.0％(146/332)、静岡県 50.8％(156/307) 、大阪府 75.6％
(223/295)、福島県 83.4％(267/320)の順に適合率が高くなる。
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また、届出数が 400 件から 600 件未満の範囲では、神奈川県 9.5%(50/527)、三重県

38.7%(155/401)、熊本県 36.9％(200/542) 、福岡県 65.5％(268/409)、沖縄県 66.4％(304/458)
の順に適合率が高くなる。

そのほか、届出数が 1000 件以上の 2 自治体は、埼玉県 21.1％(216/1026)、愛知県 57.5％
(1188/2065)である。

以上から、埼玉県と愛知県は他の自治体と比べて届出数が多い。その他の自治体の届出

数は 500 件以下、届出時の適合数は 300 件未満の自治体がほとんどである。適合数は届出

数の多少には関係なく、自治体ごとに届出時適合率は様々である。

図 5.2.1 2012 年度及び 2016 年度自治体別自主条例届出時適合率

図 4.3.1 2016 年度における届出数と適合数の関係

２．完了後適合率

（１）2000 年度から 2016年度までの完了後適合率

工事完了後の整備基準適合数については、完了検査合格数を把握している自治体と適合

証交付数を把握する自治体があり、要件が異なるなどの課題はあるが、完了件数を把握す

る客観的な目安として、届出数に対する完了検査合格数の割合若しくは、届出数に対する

適合証交付数の割合のうち、どちらか多い数を「完了後適合率」として、2000 年度、2003
年度、2006 年度、2009 年度、2012 年度、2016 年度について調査を行い、2016 年度にお

ける完了後適合率の高い順に並べて表 4.3.3 に表す。
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表 4.3.3 都道府県別年度ごとの完了後適合率

都道府県 2000 年度 2003 年度 2006 年度 2009 年度 2012 年度 2016 年度

1 京都府 53.7% 81.2% 85.6% 82.0%

2 大阪府 26.5% 67.8% 79.7%

3 長崎県 52.7% 39.6% 77.0% 37.3% 76.3%

4 富山県 79.3% 55.7% 62.2% 51.4% 34.7% 36.7%

5 福岡県 15.1% 17.6% 22.3% 49.7% 45.7% 35.2%

6 沖縄県 54.4% 33.6% 11.3% 29.7% 40.9% 33.6%

7 三重県 48.1% 34.3% 34.3% 31.7% 29.4%

8 静岡県 41.2% 36.2% 40.7% 42.2% 28.3%

9 奈良県 51.2% 61.2% 44.6% 62.1% 22.5% 22.4%

10 岐阜県 37.4% 46.3% 42.6% 48.1% 43.5% 18.3%

11 山口県 10.9% 9.7% 25.4% 27.5% 18.4% 15.5%

12 栃木県 36.4% 22.3% 12.6%

13 徳島県 33.8% 12.5%

14 愛知県 24.9% 28.4% 26.6% 33.1% 18.3% 12.4%

15 宮城県 11.4% 5.3% 8.3% 8.3% 2.8% 10.6%

16 埼玉県 17.3% 14.1% 12.6% 12.6% 11.9% 7.5%

17 滋賀県 14.6% 17.4% 10.3% 12.3% 7.5% 7.3%

18 広島県 6.9% 12.2% 7.6% 12.9% 8.9% 6.7%

19 高知県 10.1% 17.3% 0.0% 0.0% 17.6% 4.1%

20 長野県 6.1% 5.3% 5.3% 5.0% 7.7% 4.0%

21 岩手県 8.9% 10.6% 4.0% 1.3% 3.8%

22 神奈川県 22.9% 12.6% 7.5% 7.4% 2.7%

23 山形県 3.8% 0.0% 0.9% 0.0% 0.9% 1.5%

24 香川県 3.5% 14.8% 12.9% 5.9% 6.7% 0.9%

25 鹿児島県 3.0% 1.2% 4.2% 0.0% 0.7% 0.0%

26 秋田県 51.0% 42.5% 38.9%

27 福井県 25.5% 31.0% 40.0% 32.8% 26.4%

28 和歌山県 13.0% 48.7% 41.5% 38.5% 19.1%

29 佐賀県 11.6% 8.9% 16.9% 26.3% 19.0%

30 新潟県 11.8% 3.1% 12.7% 17.4%

31 千葉県 9.3% 10.0%

32 島根県 9.4% 6.7% 7.4% 14.7% 10.0%

33 宮崎県 10.5% 15.0% 6.3% 6.2% 4.2%

34 愛媛県 0.3% 0.0% 2.1%
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①年度ごと分析

年度ごとの都道府県全体の完了後適合率と内訳（完了検査合格数又は適合証交付数／届

出数）を表すと、2000 年度における完了後適合率は、3.0％の石川県から 79.3％の富山県

まで自治体ごとに大きな差がみられる。これら 22 自治体全体の完了後適合率の平均は

19.4%(1,556/8,013)である。

2003 年度における完了後適合率は、0％の山形県から 64.2％の奈良県まで自治体ごとに

大きな差がある。これら 27 自治体全体の完了後適合率の平均は 24.0%(2,153/8,959)である。

2006 年度における完了後適合率は、0％の高知県から 62.2％の富山県まで自治体ごとに

大きな差がある。これら 29 自治体全体の完了後適合率の平均は 23.1%(2,418/10,447)であ

る。

2009 年度における完了後適合率は、0％の高知県から 81.2％の京都府まで自治体ごとに

大きな差がある。これら 33 自治体全体の完了後適合率の平均は 25.7%(2,080/8,097)である。

2012 年度における完了後適合率は、0.9％の山形県から 85.6％の京都府まで自治体ごと

に大きな差がある。これら 34 自治体全体の完了後適合率の平均は 23.1%(2,444/10,593)で
ある。

2016 年度における完了後適合率は、0.9％の香川県から 82.0％の京都府までに大きな差

があり、これら 25 自治体全体の完了後適合率の平均は 20.1%(1664/8273)である。

したがって、2000 年度から 2016 年度までの完了後適合率は、2009 年度の 25.7%を最高

に、2012 年度が 23.1%、2016 年度は 20.1%と少しづつ低下しており、また、いずれの年

度も届出時適合率より低い。

②自治体ごと分析

自治体ごとには、2016 年度において、京都府及び大阪府、長崎県は、70％を超えて高い。

とくに、長崎県は、2012 年度の 37.3％から完了後適合率を改善し、高い適合率を示してい

る。しかし、2016 年度の完了後適合率が 10％未満の自治体が 10 自治体もある。とくに、

2012 年度と 2016 年度を比較して、2016 年度に適合率が下がる自治体が多くみられる。

（２）2012年度と 2016 年度の完了後適合率の変化に対する自治体意見

そこで、2012 年度と 2016 年度の完了後適合率の変化について、上がった要因や下がった

要因について自治体にその理由を聞き、表 4.3.4 に表す。

2012年度の完了後適合率は岩手県の 1.2％から京都府の 86.4％まで様々であり、自治体

ごとに大きな差がある。32自治体全体の平均の完了後適合率は24.5%(2,348/9,579)である。
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表 4.3.4 2012 年度と 2016 年度の完了後適合率の変化に対する自治体意見

都道府県 2012年 2018年
適合率上下

2012年度と2019年度の完了後適合率を比厳して自治体回答
の別

1岩手県 1.3% U% 上がる 理由については、誤差の軍E固であると思臆される。

2宮城県 2.8% 1D.1% 上がる 完了検査合格数は不明なため，回答できません。

3山形県 0.9% U% 上がる 来記入

4富山県 34.7% 3U% 上がる lまlま同{直である。

5大阪府 87.8% 79.'1% 上がる
(;主〉各年度の受付件数で単純計算したモの。事前協議の届出と完了届の届
出は年度をまたいで行われることが争点正確に集計することが困幾。

当該年度に完了した建築物は、必ずしも当該年度に届出があったものとは限

8長崎県 37.3% 78.1% 上がる
らないため、各年度数値は上下する。また、適合証の交付は任意申請である
こと、既存増築計画の場合は、建物全体が適合しなし叱交付対象とならない
ことから、検査数と交付数に差があるものと思われる。

7栃木県 22.3% 12.1% 下がる 同左

8埼玉県 11.9% U% 下がる 届出物件こ之lこヒアリンタ筈を行っていないため、回答できかねます

9神奈川県 7.4% 2.'1% 下がる
協議件数はほとんど変わらえよし、ものの、適合件数が減少したため。併せて、
適合証請求の件数も減少したため。

10 長野県 7.7% 4.(% 下がる
長野県福祉のまぢづくり条例では、適合ieの請求は任意であり、年度ごとに
届出の用途、規模、件数が異なるため、単純に比鮫はできなし叱考える。

11 岐阜県 43.5% 18.1% 下がる 理由:不明

完了時の適合証交付請求は、任意規定であり申請者の判断(適合証不要)1:
12 静岡県 42.2% 28.1% 下がる より必ずしも請求されない。また、福祉のまぢづくり条例適合証を取ることのメ

リッ卜が不足している。

13 愛知県 18.3% 12.4% 下がる
完了後適合率が下がった理由として、適合iiEの交付することにメリッ卜がえよい
と考える「建築主」の1曽加が考えられる。

14 三重県 31.7% 29.4% 下がる
三重県の条例では他県と比駁して小規模の施設に対して笠備基準を定めて
いるため30%前後の数値となってL咳す。

完了後適合率及び適合証の交付枚数は減少してし、ますが、近年、既存健該
15 京都府 85.8% 82.(% 下がる を活用した建築物が1曽加しており、笠備基準への適合が婚しい場合が1曽えて

いることが原因のーっと考えられます。

18 広島県 8.9% U% 下がる
年度によって下がった理由は特に考えられない。届出時適合率と同様な傾向
を示していると考える。

新築審届の受理〈工事着工前〉から完了検査〈工事完了後〉までには時聞が
17 山口県 18.4% 1U% 下がる あり、また物件によって工期も異なるため年度ごとの「完了検査合格数/届

出数」で適合率を比鮫することは難しし叱考えます。

18 徳島県 33.8% 1U% 下がる
平成28年度実債の完了後時適合率の方が下回ってL咳す。
理由は不明です。

19 香川県 8.7% 0.1% 下がる ~~i票当

適合証を請求する件数が少なかった。
20 高知県 17.8% 4.1% 下がる また、健該利用の観点から基準には適合できていないか代管措置で笠備基

準同軍事に対応している施設が多かった。

平成28年度は、社会福祉総設の完了後の適合率が平成24年に比べて低く
なっている。届出の約半数を占める社会福祉施設では、高齢者のつまづきの

21 福岡県 45.7% 35.1% 下がる 原因や車いす使用者の負担になることを理由に、「誘導用床材」、「注意喚起
用原材」の敷設を拒む菜者もいることが適合率が下回ったー因と考えられ
る。

22 沖縄県 40.9% 33.1% 下がる
既存施設の活用による用途変更などで、適合させることが困難となる事例が
見受けられる。また、条例に関する県民の理解が十分でない。

23 滋賀県 7.5% 1.~% 棋I;t'~、
各市町に届出事務に関する権限移惑を行っていることから、詳細は不明で
す。

笠{高基準を満たしてい恕い項目がある場合でも、受理しているので正確な完

24 奈良県 22.5% 22.4% 棋I;t'~、
了後適合率は不明。
完了検査合格数:H28年度台憾のデー虫でH28年度に完了届が提出され、モ
れ以降受理に至ってLゆ件数。 o内:H2l~28年度台憾のデー虫から抽出

25 鹿児島県 0.7% 0.(% 横ばい
平成28年度実憶では，適合iiE交付件数が0のため，完了後適合率は下回っ
た。
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また、0.9％の香川県から 82.0％の京都府まで自治体ごとに様々であり、これら 25 自治

体全体の完了後適合率の平均は 20.1%(1664/8273)で、2012 年度を下回る。

2012 年度と 2016 年度の完了後適合率の差について、適合率が上がった自治体と下がった

自治体で回答したのは以下の自治体である。

①完了後適合率が上がった自治体の意見

・各年度の受付件数で単純計算したもので、正確に集計することが困難。（大阪府 67.8%

→79.7%）

・当該年度に完了した建築物は、必ずしも当該年度に届出があったものとは限らない。

また、適合証の交付は任意申請であること、既存増築計画の場合は、建物全体が適合

しないと交付対象とならないことから、検査数と交付数に差がある。（長崎県 37.3%→

76.3%）

以上、大阪府と長崎県は、完了後適合数について、届出の年度に工事完了しているとは

限らないことから、適合率が上がった理由はあげていない。

②完了後適合率が下がった自治体の意見

・県民の理解不足（沖縄県 40.9％→33.6％）

・視覚障害者誘導用床材の敬遠（福岡県 45.7％→35.2％、広島県 8.9％→6.7％）

・基準を満たさない場合の人的対応等の代替措置の件数が増えたこと。（栃木県 22.3％→

12.6％、高知県 17.6％→4.1％）

・既存施設を活用した場合の整備基準に適合させることが難しいこと。（京都府 85.6％→

82.0％、沖縄県 40.9％→33.6％）

・適合証交付請求は、任意規定であり申請者の判断(適合証不要)により必ずしも請求さ

れない。（静岡県 42.2％→28.3％、長野県 7.7％→4.0％）

・適合証を取ることのメリットが不足している。（静岡県 42.2％→28.3％、愛知県 18.3％

→12.4％）

以上から、適合率が下がった理由として、視覚障害者誘導用床材の設置を含めて建築主

の無理解や既存施設の整備に対する整備基準適用の問題、そして、行政指導として整備基

準を満たさない場合に協議者に対して求める理由書に、代替措置として「人的対応」が増

えたことを問題にしており、これらは、届出時適合率の不適合の要因と同様のものが多い。

また、適合証交付請求が任意であることにより、完了後適合率が上がらないことを建築主

の認識の問題や適合証のメリットの問題としてあげている。しかしながら、自治体の行政

指導などを問題にする意見は出ていない。
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（３）自治体ごとの届出数と完了後適合数の関係

2016 年度の完了検査合格数若しくは適合証交付数（以下、「完了後適合数」という。）と

届出数の実績報告のあった 25 自治体について、届出数と完了後適合数の関係を図 4.3.2 に

表す。届出数は 600 件未満、届出時適合数は 300 件程度までの自治体が 23 自治体とほとん

どである。

図 4.3.2 2016 年度自治体別自主条例完了後適合率

このうち届出数 200 件未満の 12 自治体の完了後適合率について、届出時適合率 100％で

あった高知県は 4.1％(2/49) である。香川県 0.9%(1/106) 、山形県 1.5%(2/132)、長野県 4.0％
(7/173)、宮城県 10.6％(14/132)、徳島県 12.5％(9/72)、栃木県 12.6％(22/174)、山口県 15.5％
(25/161)、岐阜県 18.3％(31/169)、奈良県 22.4％(57/196)、富山県 36.7％(47/128)、長崎県

76.3％(129/169)である。長崎県以外の完了後適合率は低い。

次に届出数が 200件から 400 件未満は 5 自治体である。岩手県 3.8％(8/210)、広島県 6.7％
(23/342)、静岡県 28.3％(87/307) 、大阪府 79.7％(235/295)、京都府 82.0％(200/244)の順

に高くなる。大阪府と京都府の完了後適合率は高いが、そのほかの 3 自治体は低い。

また、届出数が 400 件から 600 件未満は 4 自治体ある。神奈川県 2.7%(14/527)、三重県

29.4%(118/401)、沖縄県 33.6％(154/458) 、福岡県 35.2％(144/409)の順に適合率が高い。

そのほか、届出数が 1000 件以上の２自治体について、埼玉県 7.5％(77/1026)と愛知県

12.4％(256/2065)は、ともに完了後適合率は低い。

以上から、埼玉県と愛知県を除いて、届出数は 200 件程度で適合数は 100 件未満の自治

体が多い。届出時適合率と同様に完了後適合率も自治体ごとに様々である。したがって、

完了後適合率においても届出数の多少との関係性は見られない。
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３．適合率向上に対する自治体意見

2018 年 1 月に都道府県に対して、届出時適合率と完了後適合率の状況から「今後どのよ

うに適合率を向上させるか」、その考えを聞いた。回答については、「啓発」の推進と、「行

政指導を強化」する内容に区分できた。これを表 4.3.6 に表す。

そして、同様に 2013年と 2014 年においてもアンケート調査において、「適合率を高める」

ことについての自治体の意見を聞いている。第 1回のアンケート（2013 年）では、「適合率

が向上するためには何が必要と考えるか。」を聞いている。そして、第２回アンケート（2014

年）では、実際に自治体において「適合率を向上させるために行っている施策」について

聞いている。

この全３回の回答内容については、事業者や設計者等に対して福祉のまちづくり等の「啓

発」を行うというものと、条例に適合した際に事業者等に「制度のメリット」を与えるも

の、そして、事前協議等の「行政指導の強化」の３つの意見に集約できた。そこで、表 4.2.2

に、3 回のアンケートの意見について、Ａ「啓発」、Ｂ「制度のメリット」、Ｃ「行政指導強

化」に分けて、これを表 4.3.5 に表す。

表 4.3.5 実効性向上に対する自治体意見数

意見 2013 年

適合率向上のためには

何が必要か

2014 年

適合率向上のために行

う施策

2018 年

今後どのように適合率

を向上させるか

Ａ「啓発」 １９ ５ ８

Ｂ「制度のメリット」 ９ ２ ０

Ｃ「行政指導強化」 １０ １３ １５

Ⅾ 意見なし ９ ８ ３

合計 ４７ ２８ ２６

2013 年度においては、「啓発」の必要性を掲げる意見が 19 件と最も多い。内容は、条例

やＵＤの啓発、事業者、設計者等のバリアフリーの理解、意識向上といった全般的なもの

から届出制度の周知や適合証の周知などの意見がある。

次に、「行政指導強化」の 10 件については、施工段階の審査の義務付け、実効性のある

基準の見直し、事前協議の際の指導強化、審査・検査担当者の指導力、柔軟な整備基準設

定、実情に応じた整備基準の整備などといったものがある。

そして、「制度のメリット」の 9 件については、補助や優遇税制、財政的支援、適合の場

合のメリット創出といった具体的な実効性向上施策についての意見である。そのほかに「意

見なし」が 9 件である。
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表 4.3.6 適合率向上に対する自治体意見

1'10 自治体名 区分 自治体意見

l栃木県 行政指導
人的対応等の代替措置により、実際の利用上は支障ない建築物を「適合Jと取り扱っていくことの検討等、実態に即
した対応を考えていく必要があると考えられる。

2埼玉県 行政指導 届出時に指導等を行っていきます。

3神奈川県 行政指導
-特定行政庁や各土木事務所(条例審査窓口)において、指導を徹底させる。
-バリアフリーに関する普及啓発活動を通して、県民(事業者を含む。)に対して、意識の酪成を図る。

4富山県 行政指導 あくまで、条例は努力義務であるが、事業者等に対して整備基準に適合するよう指導に努めていきたい。

5長野県 行政指導 届出時点、で特定施設の整備基準に適合させるよう指導するとともに、適合証の交付を申請するよう指導したい。

適合率を向上させるために、平成24年度より届出をしていない事業者に対して督促を行うこと、整備基準に適合して
いない事業者に対して整備基準を遵守するよう指導する文書を送付してきた。また平成27年度より、窓口における指

B愛知県 行政指導 導・助言の強化として、担当と主査又は課長補佐の二人体制の指導や事業者への訪問による直接指導などを実施し
てきた。このような取組の効果として、平成26年度を境に、平成27年度、平成28年度と適合率が向上してきている
ため、引き続き取組を継続していきたいと考えている。

7三重県 行政指導
小規模施設の施主の意識改善が一番の方法であると考えますが、直接申し入れる機会がない。設計相談があった
場合には条例の届出をするように指導しているが、適合に至っていない物件がある。

8京都府 行政指導
やむを得ない事由がある場合で、整備基準に適合していない場合には、利用者等が円滑に利用できるよう事業者に
配慮事項を求めることとしています。

9大阪府 行政指導
今後も適合義務対象のものだけに留まらず、努力義務対象の建築物についてもできる範囲で基準に適合させるよう
大阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインを活用し、啓発していく。

10 奈良県 行政指導
審査の段階で、指導や助言により整備基準に適合させるよう努めてもうらう。
また、届出数を向上させるため、継続した啓発等を行う。

11 広島県 行政指導
.26年度に整備基準に適合しない項目について洗い出し，その原因について検討し，運用基準等を作成したが，同様
な対応が必要と考えている。

建築物所有者、設計者や施工業者などの事業者をはじめ、広く県民へ福祉のまちづくり条例の普及啓発を行い、条

I~Jの趣旨・目的等の理解を深め、整備基準に適合する施設整備を行うよう指導に努めていく。また、「誘導用床材J 、
12 福岡県 行政指導 「注意喚起用床材Jの設置を高齢者のつまづきの原因や草いす使用者の負担になることを理由に拒む事業者には、

使用や管理なとlの状況を協議した結果その機能を損なわない代替措置(人的対応)で対応が可能であれば助言し、
整備基準に適合するように促す。

13 長崎県 行政指導 施主や設計者に対し、条例への適合義務に関しさらに広く周知し、指導を徹底していくこととする。

14 熊木県 行政指導
基本的な計画を立てた時点での協議が行われるように周知し、対象建築物について整備基準に関する助言等を行
い向上を図る。

15 鹿児島県 行政指導
講習会等において，福祉のまちづくり条例の重要性を伝えるとともに.(努力義務のため)可能な限り基準に適合する

ょう指導等をi子う。

各項目ごとの適合率は概ね60%台で推移しており、 BF化の必要性|こついて、一定程度理解されていると恩われる。
多大な設備投資が必要となる場合や、配置計画上雑しい場合があるため、 BF化の必要性について、理解を促進する

16 岩手県 啓発 Il~Jäを実施し、建築主に対する指導を行い、達成度の向上を目指している。具体な対応策としては、出先機関及び関
係部局とも連携した周知の取組み及び適合証及び適合プレートの交付により、取組等について県民の目に触れる機
会を増やし、理解を促進することとしている。

17 山形県 啓発
号|ぎ続き、条例施行規則に基づく整備基準を図解を含めて具体的にわかりやすく県HP等で周知し、事業者や設計者
をはじめ、県民一体となったみんなにやさしいまちづくりが推進されるよう働きかける。

18 福島県 啓発
現在も実施しているが、引き続き、届出書審査時に基準に適合していない場合は、所有者へ条例の趣旨を伝え、条
例に適合するように誘導する。

19 静岡県 啓発 講習会等での周知啓発

20 岡山県 啓発
条例適合の重要性を施主等にPRする。
整備基準の内容について検討する。

21 徳島県 啓発 県ホームページで情報提供を行い、事業者の意識の高揚及び知識の普及を図る。

-事業者や施設管理者等に対して、適切に情報提供を行う。

22 香川県 啓発 -ホームページやマニュアル等で、条例の概要及ひ整備基準について広く周知する。
-ホームページにおいて、適合証交付施設を掲載する。

23 沖縄県 啓発 審査機関と連携し、条例の普及・啓発を図る。

24 岐阜県 なし 特別な施策等は検討していない。

25 滋賀県 なし 各市町に届出事務に関する権限移譲を行っていることから、詳細は不明です。

26 高知県 なし 完了後適合率については、適合証請求件数が少ないだけであり、適合していると考える。
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2014 年度については、実際に行う施策として、「行政指導強化」の施策が 13 件と最も多

く、施策としては、建築基準法施行条例と自主条例、バリアフリー法の指導を一体的に行

うこと、基準に適合しない場合に、代替案を提示してもらう、優先施設（2000 ㎡以上の病

院、駅舎、長期滞在型商業施設等）への直接訪問による指導を行う、ホームページへの掲

載、届出提出督促、自治体融資制度において適合証交付を認定要件とするなどである。

次に「啓発」の事業が 5 件で、事業内容は、ホーページによる啓発、研修会や講習会の

開催やリーフレット配布、県民向け広報誌の発行などを行っている。

そのほかに、事業主等が感じる事業として、「制度のメッリト」としてあげるものが 2 件

と最も少なかった。バリアフリーアドバイザー派遣制度、低利融資、顕彰制度、助成制度

などがあげられている。そのほかに、意見なしが８件であった。

2018 年度においては、今後における適合率向上について、「行政指導強化」に対する意見

が 15 件と最も多く、内容については、人的対応の代替措置の検討、指導の徹底、適合証交

付請求への誘導、文書による届出督促や整備基準遵守の通知、窓口の 2人体制や訪問指導、

小規模施設の施主の意識改善、ガイドラインの活用、指導助言の強化、不適合の場合の代

替案の提示要求、不適合原因から運用基準作成、基本的な計画を立てた時点で協議するよ

う周知をはかるなどといったものである。

次に「啓発」が 8 件で、適合証の県民周知、ホームページやマニュアルによる啓発、講

習会開催、所有者等への働きかけや情報提供、適合証交付施設のホームページ掲載などで

ある。

「制度のメリット」に対する意見はなく、意見なしが 3 件であった。事業主や設計者等

に対する啓発の意見は多いものの、具体的に整備基準適合のメリットを事業者等にアピー

ルする「制度のメリット」に対する意見はなくなり、行政指導を強化して実効性の向上を

めざす意見は変わらず多い。

したがって、適合率を向上させるための自治体の考えは、建築主等に対する「啓発」や

「行政指導」などが中心であり、自治体自身の行政指導体制や条例などを問題にするもの

はない。その結果、2012年度と 2016 年度の届出時適合率や完了後適合率を比較して、適合

率が上がった自治体は少なく、下がった自治体が多いことは、建築主等に対する「啓発」

や「行政指導」の効果が表れていないと考えられる。
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第４節 整備基準と実効性

届出時適合率や完了後適合率は、自治体ごとに大きく異なる。そこで、届出や完了検査

等において「建築物移動等円滑化基準」の審査項目の評価を以下の 5 段階評価で聞いた。

5「守られている」

4「概ね守られている」

3「やや守られていない」

2「守られていない」

1「分からない」

都道府県 31 自治体から回答を得た。これを表 4.4.1 に表す。

審査項目の評価において、2「守られていない」と 3「やや守られていない」をあげた自

治体が、全体の１／４である 8 自治体以上があげている項目についてみてみると、11「案

内設備」の「②EV、便所の配置を点字等により視覚障害者に示す設備」及び「③案内所を

設ける（①、②の代替措置）」がある。また、12「視覚障害者案内設備までの経路」の「①

線状ブロック等・点状ブロック等の敷設又は音声誘導装置の設置」及び「②車路に接する

部分に点状ブロック等を敷設」、そして「③段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点

状ブロック等を敷設」がある。

これらは、すべて、視覚障害者に対する整備基準であり、前節において、自治体の意見

として上がられた届出時適合率や完了後適合率が下がった理由に、視覚障害者誘導用床材

の設置についての敬遠など、建築主の無理解等があげられており、これと合致する。

そのほかに、2「守られていない」と 3「やや守られていない」が 5 自治体以上のものは、

視覚障害者に関するものを除いて、４「傾斜路」の「①手すりを設ける」、6「便所」の「①

車いす使用者用便房の設置」、「③車いすで利用しやすいよう十分な空間の確保」、「④水洗

器具（オストメイト対応）の設置」があげられている。

したがって、便所に関するものが多く、車いす使用者用便房やオストメイト設備につい

ては、その設置費用やスペースの問題が考えられる。傾斜路の手すりについても同様に設

置費用等の問題と考えられ、建築主の理解が必要である。しかしながら、前節において、

自治体が適合率向上に対する意見としてあげた「啓発」や「制度のメリット」、「行政指導

強化」が、功を奏していない。

整備基準は施設の用途や規模に応じて適用される。対象施設に該当する箇所があれば、

整備箇所となり整備基準が適用されるが、それだけでなく、滞在時間や地域全体において

も整備基準の適用を考える必要がある。たとえば、繁華街のコンビニには、敷地内通路や

出入口のみに整備基準を適用し、郊外のコンビニには、敷地内通路や出入口に加えて、車

いす使用者用便房の適用をするなどである。そのほか、地域全体で整備基準の適用を考え

れば、不適合の多い視覚障害者用設備の適用施設を限定することができる。
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表 4.4.1 整備基準審査項目の自治体評価

2 3 4 事
守 て慌 てや 守 分

N。整備箇 議筑働移動帯円滑化畠準 るら L; いや なら b' 古

断 れ 担守 いれ ら It 
て
るb、 いら て な

い h h い い

1 出入口
@幅lま80cm以上 21 9 。。31 
@戸は車いす檀用者bi通過しやすく、前後に水平部分 17 13 。。 31 
@墨田11滑りにくい仕上げ 23 6 。。 2 31 

9 廊下等
@帽111200mTl上 17 12 2 。。31 
@区間:50m以内ζt1こ車いすが続固可能な場所 18 10 。 2 31 
<<tj5は車いす慣用者bi通過しやすく、 前後に水平割分 21 8 。。 2 31 
@手すりを設11る 27 3 。。31 
@高面は滑りにくい仕よげ 23 6 。。 2 31 

3 陥臨
@践は~U'1しやすいもの 19 8 2 31 
@段はつまずきにくいもの 20 9 。。 2 31 
@点状ブロッヲ噂町赦設 14 8 5 2 2 31 
@原則としτ主な陥睦を回り悩睦とし担い 22 9 。。。31 
@手すりを股11る 17 8 5 。 31 
φ晶蘭11滑りにくい仕上げ 22 5 2 。 2 31 
@前後の廊下曹と識別しやすいもの 16 7 5 。 3 31 

4 傾斜路 @点、11(7ロッヲ等町教設 13 8 5 2 3 31 
@幅は120cm以上(階段併設は9Qcm以上) 17 10 2 31 
@勾配は1/12以下〈高さ160m以下lま1/8以下) 18 11 2 。。31 
@高さ7~em以内ごとに路噌 1 500mÞl上町踊鳩 18 9 2 。 2 31 。EVの股鐙 16 8 2 4 31 
@かこの鳩格(出入口帽、喝、奥行署)の砲保 17 10 。 3 31 

8 鼻隠線 @漏陥ロピー111:;Oom角以よ 21 8 。。 2 31 
@かこ内Eぴ需隙ロビーに車いす龍用者用車'1御装置の設置 18 10 。 2 31 
@停止予定階、現在位置を高市する装置の設置 19 10 。。 2 31 
<l>ll覚陪審者用に音声装置、点、字喜市町制御装置等町設置 18 9 2 。 2 31 
@車いす憧用者用恒房町設置 15 9 6 。 31 
@隈111(置盟、 手すり専の段置 20 9 。 31 

6 世pJi @車いすで利用しやすい+分な窪閣のB書館 18 7 5 。 31 
@水洗鵠具(オストメイト対応)の詰~ 10 10 3 4 4 31 
@尿畠武の小慣器、量H1>1:小(f鵠の設畠 17 11 。 2 31 

7 富釜 車いす龍用者用富塞の1以ょの設置 12 7 3 3 6 31 
@利用円滑化経路は段差なしもしくは傾斜齢、EV町註置 16 14 。。31 
@幅は120cm以上 20 11 。。。31 

修動帯 @区間:;Om以内ごとに車いす紅固鳩断 16 11 。 3 31 
8 
円滑化
@墨田11滑りにくい仕上げ 21 7 。。 3 31 経路
@睦に1:1:手すりを股11る 16 10 3 31 
@血は訟別しやすいもの 16 9 3 。 3 31 
@臨はつZすきにくいもの 16 11 。 3 31 
@車いす檀用者用駐車施設の設置 17 11 2 。 31 

9 駐車爆 @幅lま3S0cm以上 22 8 。。 31 
@利用居室までの経路bi)!!い位置に設11る 23 7 。。 31 

10 機自民
①EV、置所主lま駐車腿訟の皐市在見やすい位置に段1る 18 5 3 4 31 
@機WI:I:、内l!!bll!!息にE目別できるもの 17 6 2 5 31 

案内設
<DEV，理所主1:1:駐車胸肢の配置を轟吊した諜内4属専の設置 14 8 3 2 4 31 

11 
舗
<l>EV，、 置所の配置を点字帯により視覚隙審者I:mす量繍 13 4 6 2 6 31 
@案内所在設11る(<1>、@の代替措置) 11 6 8 5 31 

'曹厄n唱A院繋軍 @線状・，0，11(7ロッヲ等買は音声誇海装置の設置 10 8 9 3 31 
12 
内S軍設部備
@車齢に点11(7ロッヲ敷設 12 8 5 5 31 
@段・傾斜町上舗に点11(7口ッヲ敷設 13 8 5 3 2 31 
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第５節 事務手続きの規定と実効性

都道府県のうち自主条例を定める46自治体の条例の管理運営体制、自主条例の事務手続

きの規定と遵守状況、委任条例化への意向、2016年度の自主条例の届出時適合率及び完了

後適合率について、完了後適合率の高い順に表4.5.1に表す。この表から事務手続きにおけ

る実効性について以下が考えられる。

① 条例の管理は、福祉部門が 42 自治体、建築部門が４自治体だが、届出時適合率や完了

後適合率に福祉部門や建築部門の実効性の違いは見られない。

② 建築物の審査は、建築部門が 44 自治体、福祉部門が２自治体（山梨県、東京都）であ

る。この２自治体の適合率が出ておらず、実効性の違いは不明である。

③ 「届出時指導」について、「届出のまま処理」する４自治体（北海道、青森県、岩手県、

愛媛県）がある。このうち 2016 年度において岩手県は、届出時適合率 5.7％、完了後適

合率 3.8％と極めて低い。また、愛媛県は、2012 年度（表 4.2.1）においては、届出時

適合率及び完了後適合率ともに 2.1％、同じく北海道は届出時適合率 0.4％であり、自

主条例には、「指導又は助言」など行政指導の規定を定めているにも関わらず、行政指

導を行わない自治体の適合率は低い。

④ 「完了届の遵守状況」について、「守られていない」と回答した香川県の2016 年度の届

出時適合率は 1.9%、完了後適合率は 0.9％である。また、鹿児島県の届出時適合率は 5.7%、

完了後適合率は０％でいずれも低い。完了届の提出を定めているにも関わらず、行政指

導を行わないため、これらの自治体の適合率も低い。

⑤ 「届出時指導」について、「届出時のみ指導する」や「届出のまま受理する」自治体が

約７割を占めている。これらは、届出時点で事務処理を終えていることになり、「指導

又は助言」以外の勧告、公表、立入調査については、多くの自治体において行われてい

ないと推察できる。

⑥ 「委任条例化の意向」について、「予定なし・必要なし」が25件と最も多く、次に財政

上の問題等「自治体の方針」で行わないとする自治体が３件、「建築主の負担を考慮」

して行わないとする自治体が２件で、これらの30自治体は、いずれも委任条例化の意向

はない。委任条例化の検討をしているのは、わずか３件である。適合率が低い自治体で

あっても、バリアフリー化の実効性の高い委任条例化の予定がないことが問題である。

⑦ 委任条例を施行するのは 14 自治体である。このうち 13 自治体が自主条例を定める。13

自治体のうち、京都府や大阪府の自主条例の完了後適合率は高いが、徳島県や長野県、

岩手県、神奈川県の完了後適合率は低い。したがって、必ずしも委任条例は自主条例の

実効性を高めるために役立ってはいない。
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表4.5.1 自主条例事務手続きの遵守状況と委任条例化意向（空欄は未回答）

管理 審査 事務手続き 届出時指導 完了届の遵守状況 委任条例(1:意向 2018年度

委 手事 建 福 建 ① ② @ @ ⑤ ⑧ ③ ② ③ @ ① ② @ @ ⑤ @ ② ③ @ ⑤ 

佳 主主 築 .i 時訴さ 事 届 ~ ーフτ 通 通 届 届 届 そ 守 報 や 守 わ 予 自 建 雲 委
委 条 音F部 音F音F前 出 7 7 合 合 畠 出 出 の りち伽 ね や りき』 力、定 j歯事時色 {壬:経
{壬 督。門 門 r， 門 1晶 届 校 託 ai f童 自寄 ま f也 れ て"i'守 れ 与 な 体 主 条 条

都道府保
粂 事 i轟 提 査 交 交 も の ま 〈 て ・、~ ちョ， て な し の の 官4督。

N。
曹4嵩1 品 付 付 通 み 処 文 L、れ れ L、L、 方 負 fヒ化 届出時 完了後
b在 協 申 合 f量 J! 書 る て て f亙 必 主f1ft 意 済 適合率 適合寧

'17 言阜 出 指 導 通 L、、、L、幾 要 考 向

対 導 望日 る t..: 定 な 慮 あ
象 宅島 、、 な し、 り

〉

し

l 京都府 • • • • • • • • • • • • 82.0% 
2 大阪府 • • • • • • • • • 75.6耳 79.7出
3 長崎県 • • • • • • • • • 89.9耳 76.3% 
4 富山県 • • • • • • • • • • 44.5耳 36.7出

5 福岡県 • • • • • • • • • • 65.5耳 35.2% 
8 沖縄県 • • • • • • • • • • 66.4耳 33.6耳

? 三重県 • • • • • • • • • 38.7耳 29.4% 

s 静岡県 • • • • • • • • 50.8耳 28.3% 
g 奈良県 • • • • • • • • • 22.4% 

10 岐阜県 • • • • • • • • • 35.5耳 18.3% 

11 山口県 • • • • • • • • • • 15.5% 

12 栃木県 • • • • • • • • • 16.7耳 12.6耳

13 徳島県 • • • • • • • • • • • • 8.3耳 12.5% 
14 愛知県 • • • • • • • • 57.5耳 12.4% 

15 宮誠県 • • • • • • • • • 10.6耳

18 埼玉県 • • • • • • • • • • • 21. 1耳 7.5% 
17 滋賀県 • • • • • • • • 7.3% 

18 広島県 • • • • • • • • • • 16.7耳 6.7出

19 高知県 • • • • • • • • • 100.0% 4.1% 

20 長野県 • • • • • • • • 24.9耳 4.0% 
21 岩手県 • • • • • • • • • • • • 5.7耳 3.8耳
22 紳奈川県 • • • • • • • • • • • 9.5耳 2.7出
23 山彫県 • • • • • • • • • • 6.1耳 1. 5% 
24 香川県 • • • • • • • • • 1.9耳 o.鍬
25 鹿児島県 • • • • • • • • • 5.7耳 0.0% 
28 福島県 • • • • • • • • 83.4耳

27 岡山県 • • • • • • • • • 44.0% 

28 熊本県 • • • • • • • • 36.9耳
29 ~ti寄進 • • • • • • • • 
30 奇書量県 • • • • • • • 
31 秋田県 • • • • • • • • • • 
32 茨誠県 • • • • • • • • 
33 群馬県 • • • • • • • • • • 
34 千葉県 • • • • • • • • • 
35 東原喜E • • • • • • • • 
38 新潟県 • • • • • • • • • • 
37 石川県 • • • • • • • • • • 
38 福井県 • • • • • • • • • 
39 山繋県 • • • • • • • • • • 
40 兵庫県 • • • • • • • • • • • 
41 和敬山県 • • • • • • • • • • 
42 鳥取県 • • 
43 島按県 • • • • • • • • 
44 愛媛県 • • • • • • • • 
45 佐賀県 • • • • • • • • • 
48 大分県 • • • • • • • • • • • 
47 宮崎県 • • • • • • • • • 

計 14 7142 4 1 2 44 12 34 32 23 44 44 8128 4 6 1 9 12 212 13 25 312 3 114 
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第６節 自治体体制と実効性

１．届出時適合率から完了後適合率の変化の要因

2016 年度において完了後適合率がわかる 25 自治体について、届出時適合率と完了後適合

率の状況を図 4.6.1 に示す。

図 4.6.1 2016 年度自治体別届出時適合率と完了後適合率

届出時適合率と完了後適合率が出ている 20自治体のうち、18自治体は、届出時適合率よ

り完了後適合率は下がっている。しかしながら、徳島県は届出時適合率 8.3%から完了後適

合率12.5%へ、大阪府は届出時適合率75.6%から完了後適合率79.7%へと適合率が増加する。

届出適合率より完了後適合率が上回るのは、対象施設を物件ごとではなく、それぞれ受付

年度における届出数と完了後適合数について、集計をしているためである。

①届出時適合率及び完了後適合率が高い自治体

大阪府は届出時適合率 75.6%から完了後適合率 79.7%へと適合率が増加する。長崎県は届

出時適合率 89.9％から完了後適合率 76.3％であり、適合率が高いうえに下げ幅が小さい。

そのほか京都府は、届出時適合率は出ていないが、完了後適合率が 82.0％と高い。

大阪府と京都府は、完了検査を定める。長崎県は完了届を定めるが、完了検査は定めて

おらず、適合証交付請求により完了検査を行う。
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②届出時適合率は高く完了後適合率は低い自治体

高知県は、届出時適合率 100％が完了後適合率は 17.6％(3/17)に大きく下がる。このこと

について高知県は、「完了後適合率については、適合証請求件数が少ないだけであり、適合

していると考える。」と回答（2018 年 1 月 30 日）している。

愛知県も届出時適合率57.5％から完了後適合率12.4％へ大きく下がる。完了検査の規定

はなく、適合証交付請求に基づき完了検査を実施している。完了後適合率が下がった理由

として、適合証の交付することにメリットがないと考える「建築主」の増加が考えられる

と回答（2018年1月31日）している。建築主が自主的に申し出る適合証交付請求で完了検査

を行うことが完了後適合率を下げる要因と考えられる。

福岡県は、届出時適合率 65.5％から完了後適合率 35.2％に下がった理由について、完了

検査合格は、適合証交付件数で把握しており、完了検査に合格しても適合証交付請求を行

わないものがあることが適合率の低下に関係していると回答（2018年 2 月 6日）している。

沖縄県は、届出時適合率が 66.4%から完了後適合率 33.6%に下がった理由について、既存

施設の活用による用途変更などで、適合させることが困難となる事例があること、届出時

点では段差がない設計も、完了時点では段差があり不適合になるなど、設計者の認識不足

により届出内容と完了検査においての違いがあると回答（2018 年 1 月 23 日）している。

高知県と愛知県は、完了検査を規定せず、完了後の整備について関心を持たない高知県

と、適合証交付請求により整備を確認しようとする愛知県の自治体の認識の差がある。ま

た、福岡県と沖縄県は、適合率低下の原因はわかっていながら、それに対処していない。

申請者の手続きに対してだけに対応している。しかしながら、福岡県と沖縄県の完了後適

合率は 30％程で、表 4.4.1 や図 4.5.1 から自治体としては高い方であり、申請者の届出等

に対する行政指導だけでは、大きく完了後適合率を高めることは難しいと考えられる。

③届出時適合率と完了後適合率の下げ幅が小さい自治体

三重県の 2016 年度の届出時適合率は 38.7％、完了後適合率は 29.4％である。事前協議、

完了届、完了検査の事務手続きを定める。三重県に対して、届出時適合率と完了後適合率

の下げ幅が小さい理由について質問を行った。

回答では、事前協議の終了時に通知する文書において、「完了検査を受けること」を明記

しており、事前協議で適合しているものは、完了届が提出されるものが多いこと。また、

完了検査において、整備基準に適合する場合は、「適合証交付請求書」と啓発の文書を手渡

し、提出するように依頼しているため、適合証交付数も多いこと。このことが、届出時適

合率から完了後適合率の下げ幅を小さくしていると回答している。（2018 年 1 月 24 日）

したがって、届出時適合率から完了後適合率は大きく下がらない要因は、事前協議から

完了検査に至る事務手続きの機会に、提出書類の指導等による効果があるためと考えられ

る。しかしながら、届出時の指導が徹底していないため、届出時適合率は低い。
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２．適合率による自治体の事務手続きの比較

図 4.5.1 から、完了後適合率の高い京都府、届出時適合率及び完了後適合率が高い大阪

府と長崎県の３自治体と、届出時適合率及び完了後適合率が低い岩手県、鹿児島県、山形

県の３自治体について、事務手続きの流れや行政指導の内容等の違いを比較する。

（１） 適合率が高い自治体

①京都府

（条例管理運営の体制）

京都府の事務手続きと行政指導の流れを図 4.6.2 に表す。自主条例及び委任条例を定め

る。両条例の管理は、京都府健康福祉部福祉・援護課で行う。そして、自主条例及び委任

条例の建築物事務手続きの所管は、京都府建設交通部建築指導課が行い、審査は建築確認

申請担当である県下の特定行政庁（宇治市）や府出先機関の土木事務所で行う。行政指導

については、自主条例の無届工事に対する「立入調査」は条例の審査を行う機関で行い、「勧

告」「意見聴取」「公表」は、京都府建築指導課で行う。

図4.6.2 京都府事務手続きと行政指導の流れ
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（事務手続き）

建築物の審査を所管する京都府建築指導課へのヒアリング（2017 年 12 月㏦）を行った。

事務手続きについて、事前協議は「工事着手前」と規定しているが、行政指導により「建

築確認申請書に協議書の副本を添付すること」を定めており、自主条例と委任条例の協議

対象施設は、民間確認検査機関に提出されるものも含めて、建築確認申請書提出の前まで

に協議書の審査を受ける必要がある。したがって、建築確認申請部門において条例審査を

行うため、事前協議をしていないものは、建築確認申請の受け付けはしない。条例審査は、

2016 年度において、届出数 244 件、7 部署の担当者 15 人で 1 人当たり年間 16.3 件の処理

を行う。（表 4.2.1）

（行政指導）

2016 年度の完了後適合率は 82.0％である。民間指定確認検査機関に提出される建築物の

事前協議については、ホームページにおいて「京都府福祉のまちづくり条例第 19条の規定

による協議等の手引き（建築物編）」の周知をしており、これまでも未届は少ないとしてい

る。また、建築確認申請前に協議を行うことで、事業者に福祉のまちづくりの考え方が理

解され、設計に反映させやすくなること、民間指定確認検査機関で建築確認申請を行うも

のも、事前協議により指導できることが利点としている。

また、自主条例の審査では、条例第 18 条において「協議対象施設は整備基準に適合させ

なければならない。」としており、これを根拠に、委任条例と同様に設計者に対して強い行

政指導をしていること。自主条例と委任条例の事前協議を同様に行うことが、自主条例の

適合率を高めるのに役立っているとしている。

そのほか、建築確認申請の完了届の受付時に条例の完了届の提出を指導し、自主条例の

完了検査を実施しており、建築確認申請の事務と連携した行政指導により、自主条例の実

効性を高めているとしている。

また、特定行政庁（宇治市）を含め条例の審査機関の担当者会議を年 2，3 回開いて、自

主条例や委任条例の審査内容について意思統一している

（自主条例と委任条例の役割について）

委任条例に対する考えについて、「委任条例化は、国の方針に基づいて行っており、最低

基準のバリアフリー化を実現するための役割である。」こと。また、自主条例については、

「事業者等に条例に対する理解を求めながら、きめ細やかなバリアフリー化を実現する役

割である。」と考えており、このことから、将来、委任条例を自主条例に代わるものとは考

えていないため、今後において特別特定建築物の範囲を拡大する予定はなく、今後も自主

条例を中心に福祉環境整備を進めていくとしている。
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②大阪府

（条例管理運営の体制）

大阪府の事務手続きと行政指導の流れを図 4.6.3 に表す。自主条例及び委任条例を定め

る。両条例管理と事務手続きの所管を大阪府住宅まちづくり部建築指導室建築企画課福祉

のまちづくり推進グループの条例担当の専門部署において行う。この専門部署の役割は、

「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、事前協議等の運用や啓発、大阪府福祉のまち

づくり審議会の運営に関することなどの大阪府における福祉のまちづくりを推進するため

の事業を担う。

自主条例の事務手続きの審査は、民間指定確認検査機関に提出される建築物を含めて、

県下の市町村の建築部門や福祉部門、出先機関の建築部門で行う。「指導・助言」は条例の

審査機関で行い、「立入調査」「勧告」「意見聴取」「公表」は、住宅まちづくり部建築指導

室建築企画課で行う。

（事務手続き）

自主条例の事務手続きについて、条例審査は、2016 年度において、届出 295 件について、

43 市町村で審査を行い、1 市町村当たり年間 6.9 件を処理する。（表 4.2.1）建築確認申請

と連携していない。「工事に着手する前」までに協議を行う必要があり、協議後は副本が返

却される。工事完了後は、工事完了届を提出し、完了検査が行われる。適合証は交付して

いない。また、委任条例については、民間確認検査機関も含めて建築確認申請において審

査される。

（行政指導）

2016 年度の届出時適合率 75.6%、完了後適合率 79.7%である。2018 年 1 月に、建築企画

課福祉のまちづくり推進グループに対して適合率が高い要因について聞いた。対象施設の

多くを委任条例の対象にしていることで、協議対象施設は少なく、事前協議の指導もやり

やすい面があること、また、「大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン」に基づいて、自

主条例の審査を行う市町村における審査方法について、安易に不適合を認めるのではなく、

設計者にバリアフリー整備の必要性を伝えること、完了後には速やかに完了届を提出する

よう指導すること、完了届は、事前協議で提出された内容で施工されていることを確認し

た上で受理することなどの指導方法を統一している。また、毎年、市町村連絡会議を開催

して、事前協議及び完了届の手続き方法等について行政指導を統一しているために、実効

性が高いと回答（2018 年 1 月 30 日）している。

（自主条例と委任条例の役割について）

自主条例と委任条例を管理運営する大阪府住宅まちづくり部建築指導室建築企画課福祉

タウン推進グループ（当時）へのヒアリング（2014 年 11 月 13 日）により以下を聞いた。
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委任条例の役割について、将来は自主条例に代わるものとして位置付けている。したが

って、委任条例化にあたっては、改正前の自主条例に定める協議対象施設を特別特定建築

物に定めた。そして、委任条例化の理由は、「高齢者、障害者等が特定建築物を円滑に利用

できるようにする目的を十分に達成できることができないと考えたため。」強制力のある委

任条例が必要であった。そのほか、委任条例の長所は、適合義務がかかっているため、移

動等円滑化が担保され、バリアフリー化の説明が明白であること。また、欠点は、画一的

に基準がかかるため、用途変更等の計画によって基準を満たせない場合があること。その

ため、委任条例で整備された建築物は、基準は守れているが、必ずしも使い勝手の良い建

物になっているとは限らないため、事業者や設計者のさらなる理解や行政側の周知啓発が

必要としている。

また、自主条例については、委任条例を補完する役割として、これまで対象外であった

小規模施設等を協議対象施設にすること。そして、今後において適合率の高いものは、特

別特定建築物へ変更していく考えである。そのため、自主条例の役割については、バリア

フリー化を誘導するものとして位置づけており、基準を満たすため、画一的な基準でなく

ある程度柔軟な指導が可能であると考えて活用していくとしている。

図4.6.3 大阪府の事務手続きと行政指導の流れ
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③長崎県

（条例管理運営の体制）

長崎県の事務手続きと行政指導の流れを図 4.6.4 に表す。自主条例のみを定める。条例

は県福祉保健部福祉保健課が管理し、建築物の所管は土木部建築課が行い、審査は建築確

認申請担当窓口の長崎市や佐世保市（特定行政庁）、出先機関の県振興局土木事務所で行う。

「行政指導の規定」として、届出や完了検査で整備基準に適合しない場合や無届で工事

した場合、届出と異なる工事をした場合は「指導」、「指導」に従わない場合は「勧告」、勧

告に従わない場合は「意見聴取」のうえ「公表」する。「指導」「勧告」は条例審査機関の

県振興局土木事務所や特定行政庁で行う。「意見聴取」「公表」は、県福祉保健課で行う。

図 4.6.4 長崎県の事務手続きと行政指導の流れ

（事務手続き）

条例審査は、2016 年度において、届出 169 件、11 部署担当者 36 人、年間で１部署当た

り 15.7 件、担当者 1 人当たり 4.7 件の審査を行う。（表 4.2.1）「事務手続き」において、

届出は「工事着手前まで」と定めているが、「建築確認申請書に条例届出書の副本添付」を

指導しているために、建築確認申請書提出前に届出が行われる。整備基準に適合すれば届

出書に「適合」のスタンプを表紙に押して副本を返却し、その副本を建築確認申請に添付

させている。完了届を定めるが、完了検査は定めていない。

（行政指導）

2016 年度の届出時適合率 89.9％、完了後適合率 76.3％である。適合率が高い理由につい
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て、長崎県土木部建築課への問い合わせを行った。事前協議において整備基準に適合すれ

ば届出書に「適合」のスタンプを表紙に押して副本を返却し、その副本を建築確認申請に

添付させている。表紙に「適合スタンプ」が押されるためか、届出者は適合させようと努

力する。2016 年度の届出時適合率は 89.9％と高い。また、設計者や民間指定確認検査機関

へ周知しているため、民間指定確認検査機関へ提出されるものについても、届出は守られ

ているとしている。

また、2012 年度の完了後適合率は 37.3％（87/233）だったが、2016 年度の完了後適合率

も 76.3％(129/169)と高い理由については、建築確認申請の完了届の受付の際に、条例の「完

了届」を提出するよう指導しており、条例の完了届が提出された場合で、適合証の交付請

求がない場合には、建築基準法に基づく建築物の完了検査に併せて現地を確認しており、

2016年度の完了後適合数 129 件中、適合証の交付 54 件、建築確認申請の完了検査による合

格 75 件であると回答（2018年 2 月 6日）している。

したがって、届出、完了届、完了検査と建築確認申請と連携することで完了後適合率も

高く改善している。

（２）適合率が低い自治体

①鹿児島県

（条例管理運営の体制）

鹿児島県の事務手続きと行政指導の流れを図 4.6.5 に表す。自主条例のみを施行する。

条例の管理は保健福祉部障害福祉課で、条例の建築物の審査に関する所管は土木部建築課

が行う。審査は、４F 以上は土木部建築課で行い、そのほかは建築確認申請担当である県出

先機関の地域振興局建設部土木建築課で行う。また鹿児島市においては、障害福祉課にお

いてすべての協議対象施設の審査を行う。「行政指導の規定」は、「指導又は助言」「勧告」

「意見聴取」「公表」は、条例の審査を行う各地域振興局建設部土木建築課と鹿児島市障害

福祉課で行う。したがって、行政指導の体制は、条例を管理する福祉部門と審査を行う建

築部門は連携していない。

（事務手続き）

条例審査は、2018年度において、11 部署担当者 11人で届出 122 件、1 人当たり年間 11.1

件の処理を行う。（表 5.2.1）事前協議書の提出は「工事着手 30日前」と規定しており、建

築確認申請期間中に審査されるものが多い。これは、建築確認申請が民間確認検査機関に

出される建築物も対象である。しかし、建築確認申請とは連携していない。工事完了後は

工事完了届を提出する。完了検査は規定していない。また、適合証交付請求書に基づいて

検査を実施し、整備基準に適合していれば適合証が交付される。完了届や適合証交付請求

書の提出先は事前協議書の提出先と同じである。
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図 4.6.5 鹿児島県事務手続きと行政指導の流れ

（行政指導）

2016 年度における届出時適合率 5.7%、完了後適合率 0%である。2000 年度から届出時適

合率及び完了後適合率ともに低い。土木部建築課へヒアリング(2016年 2月 22日)を行った。

委任条例化については、障害福祉課において検討することとの考えである。福祉のまち

づくりは福祉部門（保健福祉部障害福祉課）の所管と考えており、福祉部門から条例の事

務手続きや行政指導の権限移譲を受けているためか、自主条例は福祉部門の担当と考えて

おり、建築課において主体的に福祉のまちづくりに取り組む考えがみられない。

また、届出に対して、「届出の内容は、もう少しで適合するものが多い。」と回答するが、

それに対する指導方法は述べていない。そのまま処理するものが多いとみられ、届出に対

してほとんど行政指導を行っていないためか、完了届は「守られていない。」としている。

そして、条例を管理する福祉部門についても、条例施行当初から届出時適合率及び完了

後適合率は低いにも関わらず、建築物の整備は建築部門の役割として、その実効性等につ

いてはまったく関知していないと考えられる。

②岩手県

（条例管理運営の体制）

岩手県の事務手続きと行政指導の流れを図 4.6.6 に表す。自主条例と委任条例を定める。

両条例の管理は保健福祉部地域福祉課である。そして両条例の建築物審査は、県土整備部

建築住宅課が所管し、審査は建築確認申請部門の県下の特定行政庁や県出先機関の各振興

局土木部で行う。また、「指導又は助言」や「協議結果の通知」は、県振興局などの条例審
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査機関が行い、「勧告」や「公表」は県土整備部建築住宅課で行う。

（事務手続き）

条例審査は、2016 年度において、届出 210 件、19 部署担当者 45 人、年間で１部署当た

り 11.1 件、担当者 1 人当たり 4.7 件の審査を行う。（表 4.2.1）自主条例及び委任条例の協

議対象施設は、「工事に着手する前」までに協議を行う必要がある。建築確認申請との連携

はしていない。協議書は市町村で受理し、審査が行われ、審査後に協議結果通知書が交付

される。工事が完了したときは、完了届に基づき完了検査が行われ、適合していれば適合

証が交付される。不適合の場合は、検査結果通知書が交付される。

図4.6.6 岩手県の事務手続きと行政指導の流れ

（行政指導）

2016 年度の届出時適合率 5.7%、完了後適合率 3.8%である。2000 年度から届出時適合率

及び完了後適合率ともに低い。届出が不適合の場合の指導について、「届出のまま処理す

る。」としており、自主条例には、「指導又は助言」など行政指導の規定を定めているにも

関わらず、行政指導を行っていない。また、2007 年に委任条例を施行しているが、自主条

例の適合率は改善していない。
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③山形県

（条例管理運営の体制）

山形県の事務手続きと行政指導の流れを図 4.6.7 に表す。自主条例と委任条例の管理は

健康福祉部地域福祉推進課で行う。建築物の審査に関する所管は置賜総合支庁建築課が行

い、審査は建築確認申請担当の総支庁建築課で行う。「行政指導の規定」として、事前協議

書の審査や適合証の現地調査などで整備基準に適合しない場合は「指導又は助言」を行う。

「指導又は助言」に従わない場合は「勧告」を行う。勧告に従わない場合は、「意見聴取」

のうえ「公表」が行う。「指導・助言」は審査を行う県総合支庁建築課において行い、「勧

告」「意見聴取」「公表」は、地域福祉推進課で行うといった建築部門と福祉部門が連携す

る指導体制になっている。

図 4.6.7 山形県事務手続きと行政指導の流れ

（事務手続き）

4 部署担当者 15 人で届出 132 件（2016 年度）、1 人当たり年間 8.8 件の処理を行う。（表

4.2.1）事務手続きにおいて、委任条例も含めて事前協議書の提出は「工事に着手する日の

30 日前」と定められ、市町村を経由して県総合支庁建築課で審査する。民間確認検査機関

に出される建築物も対象である。工事完了届、完了検査は定めていない。そして、適合証

交付請求書に基づいて、現地調査を実施し整備基準に適合していれば適合証が交付される。

事務手続きは、建築確認申請とは連携していない。

（行政指導）

2016 年度の届出時適合率 6.1%、完了後適合率 1.5%である。条例施行当初から届出時適合

率及び完了後適合率ともに低い。また、2008 年に委任条例を施行しているが、適合率は改

善していない。
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以上から、自治体の自主条例に対する行政指導には３つのタイプがあると考えられる。

1 つ目は、「届出から完了検査まで行政指導を徹底するタイプ」である。京都府と長崎県

は、建築確認申請の事務と連携し、建築確認申請前に事前協議を行い、建築確認申請に条

例届出書の副本を添付させる。そして、建築確認申請の完了届の際には条例の完了届の提

出指導を行い、完了検査を実施するといった、建築確認申請の事務と連携して行政指導を

行うというものである。とくに長崎県は完了検査の規定がないにも関わらず、建築確認申

請の完了検査において、条例の完了確認を行い、整備基準の適合判定をしている。

また、大阪府は、建築確認申請とは連携していないが、委任条例によって自主条例の協

議対象施設数を減らして、市町村において、「届出においては安易に不適合を認めない。」「完

了後には速やかに完了届を提出するよう指導する。」「完了届は、事前協議で提出された内

容で施工されていることを確認した上で受理する。」ことなど、市町村連絡会議によってガ

イドラインに基づいた行政指導を統一するもので、京都府や長崎県、大阪府のいずれも事

前協議、完了届、完了検査に至るそれぞれの機会に行政指導を徹底している。

２つめは、「事務手続きの時のみ行政指導するタイプ」である。表 4.4.1 の「届出時の指

導」において、「届出時のみ指導」する自治体が、28 自治体と最も多かったが、多くの自治

体では、届出に対する行政指導は行っても、完了届の提出指導や完了検査の催促は行って

いない。ただ、提出される届出に対する行政指導を行うのみであるため、完了後適合率が

大きく下がる自治体が多い。とくに、完了検査を定めておらず、適合証交付請求に基づい

てのみ完了検査を行う自治体は、このタイプである。

３つめは、「行政指導を行わないタイプ」である。これらの自治体は、届出時適合率及び

完了後適合率ともに低い。これは、条例施行当初からこの傾向があり、条例を管理する福

祉部門も適合率には関知しないためか、改善される見込みは少ない。また、このタイプの

自治体は、バリアフリーに強制力のある委任条例を施行していても自主条例の適合率は改

善していない。
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第７節 施設用途別の実効性

１．施設用途別適合率

都道府県に対して、2012 年度の自主条例における施設用途ごとの整備基準の適合状況に

ついて聞いた。31 自治体から回答があった。このうち、届出時適合率での報告は 16自治体

からあり、この 16 自治体の届出時適合率は 37.4％(1634/4363)である。また、完了後適合

率の報告は15自治体からあり、この15自治体の完了後適合率は24.9％(1381/5536)である。

そこで、用途ごとの整備基準の適合状況を把握するために、31 自治体の届出時適合率と

完了後適合率を合わせた用途別適合率については、30.5％(3015/9899)であり、これを図

4.7.1 に表わす。なお、報告のあった 24 種類の用途のうち、公共用歩廊、複合施設、その

他の用途を除く 21 種類の用途別適合率の状況を表した。

届出数の多い順から、施設用途、適合率、適合率内訳（適合数/届出数）で表すと、「老

人ホーム、福祉センター施設等」34.2% (1089/3,187)が最も多く、次に「百貨店、マーケ

ット、物販店」30.6% (593/1,935)、「病院又は診療所」28.5% (219/768)、「共同住宅、寄

宿舎、下宿」15.2% (114/749)、「集会場、公会堂」34.6% (195/564)、学校 32.7％(152/465)、

「理髪店、質店、銀行等」31.6％(131/451)、「飲食店」20.9％(74/354)である。

図 4.7.1 2012 年度都道府県 31 自治体施設用途別適合率

n=31
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これらの用途は、民間施設に多い用途が多い。とくに、「老人ホーム、福祉センター施設

等」や「百貨店、マーケット、物販店」「病院又は診療所」「集会場、公会堂」という不特

定多数が利用し、公共性も高いと考えられる施設の適合率はいずれも 3割ほどである。

また、適合率の高いものからは、「保健所、税務署等」51.4％(37/72)、「博物館・図書館

等」47.6%(10/21)、「公衆便所」47.5%(47/99)の順である。「保健所、税務署等」や「博物

館・図書館等」、「公衆便所」はいずれも公共施設に多い用途であり、公共施設のためにバ

リアフリー化の理解が得やすく、適合率が比較的高いと考えらえる。

反対に、適合率の低いものから、「自動車教習所、学習塾等」0％(0/18)、「工場」12.5％

(37/295)、「展示場」12.5％(12/96)、「共同住宅、寄宿舎、下宿」15.2% (114/749)であり、

これらは、民間施設のうち特定多数の人が利用する施設が多いためにバリアフリー化の理

解が得にくく、適合率が低いと考えらえる。

そのほかにも、適合率が低いのは「ホテル又は旅館」20.2%(18/71)、「飲食店」

20.9%(74/280)、「公衆浴場」25.0%(5/15)、「体育館・遊技場等」26.4%(19/53)、「事務所」

27.2%(77/206)があり、これらは民間施設のうち、不特定多数の利用する用途である。民間

施設のためにバリアフリー化の理解が得られないためか、適合率が低いと考えられる。

２．協議対象施設と用途別適合率の自治体比較

第 5 節と同様に、2016 年度の完了後適合率の高い３自治体（京都府、大阪府、長崎県）

と完了後適合率の低い３自治体（鹿児島県、岩手県、山形県）について、協議対象施設の

範囲と 2012 年度における協議対象施設の用途別適合率を比較して、自治体ごとの建築物の

バリアフリー化の実効性について分析を行う。

なお、自治体ごとの適合率の状況は、2012 年度における用途ごとの届出時適合率や完了

後適合率の「用途別適合率」に表す。また、協議対象施設の整備基準適用の範囲について、

自主条例の協議対象施設の範囲を灰色で、委任条例及び法に規定する特別特定建築物の範

囲を黒色で、対象外を白色で表して、用途ごとの実効性について比較分析を行う。

（１）完了後適合率の高い自治体

①京都府

京都府は委任条例と自主条例を定める。2016 年度の完了後適合率とその内訳は 82.0％

(200/244)、2012 年度の完了後適合率は 85.6%(226/264)である。このうち 2012年度におけ

る用途別の完了後適合率を図 4.7.2 に表す。また、自主条例の協議対象施設と委任条例の

特別特定建築物の整備基準適用の範囲を図 4.7.3 に表す。

自主条例の届出数の多い用途から、施設用途と完了後適合率、適合率の内訳、そして自

主条例の協議対象施設の範囲を表す。「老人ホーム・福祉センター等」は 84％(72/84)で、
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協議対象施設の範囲は０～1000 ㎡未満である。次に「百貨店・マーケット・物販店等」は

87%(59/68)で、協議対象施設の範囲は、コンビニやスーパーマーケットについては０～1000

㎡未満、そのほかは 200 ㎡以上～1000㎡未満である。また、「学校」は 74％(28/38)で、協

議対象施設の範囲は、特別支援学校が０～1000 ㎡未満で、そのほかの学校は０～2000 ㎡未

満である。そして、「病院・診療所」は 76％(26/34)で、協議対象施設の範囲は０～1000 ㎡

図 4.7.2 京都府の 2012 年度用途別完了後適合率

図 4.7.3 京都府の自主条例と委任条例の整備基準適用範囲
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未満である。「理髪店、質店、サービス店舗等」は 91％(18/21)で、協議対象施設の範囲は、

０～1000 ㎡未満である。「集会場・公会堂」は 95％(19/20)で、協議対象施設の範囲は０～

1000 ㎡未満である。したがって、協議対象施設の範囲は０～1000 ㎡未満のものが多いが、

これらの用途の完了後適合率は 74％から 95％とすべて高い。

そのほかに、完了後適合率の高いものでは、「共同住宅、寄宿舎等」は 100%(6/6)で、協

議対象施設の範囲は 3000 ㎡以上である。「体育館・遊技場等」は 100％(1/1)で、協議対象

施設の範囲は０～2000 ㎡未満である。「公衆便所」は 100％(4/4)で、協議対象施設の範囲

は０～50 ㎡未満である。「飲食店」は 91％(10/11)で、協議対象施設の範囲は 200 ㎡～1000

㎡未満である。「保健所、税務署等」は 88％(7/8)で、協議対象施設の範囲は０～1000 ㎡未

満である。これらは、協議対象施設の範囲はさまざまであるが、届出数は少ない。

また、適合率の低いものには、「博物館・図書館等」は 0%(0/1)で、協議対象施設の範囲

は０～1000㎡未満である。「旅客施設等」は 25%(1/4)で、協議対象施設の範囲は０～1000

㎡未満である。「事務所」は 33％(1/3)で、協議対象施設の範囲は 3000 ㎡以上である。これ

らの届出数は少ない。

したがって京都府は、多くの用途において０㎡以上を協議対象としており、これらの施

設の適合率は高いが、とくに、届出数が多い「老人ホーム・福祉センター等」や「百貨店・

マーケット・物販店等」は、適合率が高い。また、「事務所」や「博物館・図書館等」、「旅

客施設等」の適合率は低いが届出数は少ない。

②大阪府

大阪府は委任条例と自主条例を定める。自主条例の 2016 年度の完了後適合率とその内訳

は 79.7％(235/295)、2012 年度の完了後適合率は 70.5％(230/326)である。2012 年度の用

途別の完了後適合率を図 4.7.4 に表す。また、自主条例の協議対象施設と委任条例の特別

特定建築物の施設用途ごとの範囲を図 4.7.5 に表す。

届出数の多い用途からあげると、「百貨店、マーケット、物販店等」は 66％(104/157)で、

協議対象施設の範囲は、コンビニが 100～200 ㎡未満である。「事務所」は 83％(59/71)で、

協議対象施設の範囲は 500 ㎡以上である。「集会場（集会室 200 ㎡未満）」は 56％(28/50)

で、協議対象施設の範囲は０～2000 ㎡未満である。「理容店・質店・サービス店舗等」は

67％(16/24)で、協議対象施設の範囲は 50 ㎡～200 ㎡未満である。「神社、寺院、教会等」

は 45％(5/11)で、協議対象施設の範囲は 300 ㎡以上である。

「神社、寺院、教会等」の適合率が 45％と最も低いが、「事務所」の適合率は 83％と最

も高い。そのほかの「百貨店、マーケット、物販店等」や「理容店・質店・サービス店舗

等」「集会場（集会室 200 ㎡未満）」についても適合率は高く、全体的に高い適合率を確保

している。
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図 4.7.4 大阪府の 2012 年度用途別完了後適合率

図 4.7.5 大阪府の自主条例と委任条例の整備基準適用範囲

③長崎県

長崎県は、自主条例のみを定める。2016 年度の完了後適合率とその内訳は 76.3％

(129/169)である。2012 年度の届出時適合率は 100％(233/233)、完了後適合率は 37.3％

(87/233)である。2012 年度の用途別の適合率について、完了後適合率が出ていないため、

届出時適合率 100％の用途別状況について図 4.7.6 に表す。また、自主条例の協議対象施設

と法の特別特定建築物の範囲を図 4.7.7 に表す。

届出数の多い順からあげると、用途と届出数は「老人ホーム・福祉センター等」は 112

件であり、協議対象施設の範囲は０㎡以上である。「病院・診療所」は 39 件で、協議対象
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図 4.7.6 長崎県の 2012 年度用途別届出時適合率

図 4.7.7 長崎県の協議対象施設の範囲
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施設の範囲は０㎡以上である。「学校」は 38 件で、協議対象施設の範囲は０㎡以上である。

そして、「共同住宅・寄宿舎等」は 28件で、協議対象施設の範囲は 25 戸以上である。その

ほか、「公衆便所」は 24 件で、協議対象施設の範囲は０㎡以上である。

また、民間施設において小規模施設の多い「百貨店・マーケット・物販店等」は 32 件、

「飲食店」７件、「理髪店、質店、サービス店舗等」２件で、協議対象施設の範囲はともに

300 ㎡以上であり、小規模施設は対象にしていない。

そのほか、民間施設において大規模な施設の多い「劇場,映画館,観覧場等」1 件、「ホテ

ル・旅館」1件、「体育館・遊技場等」２件、協議対象施設の範囲は 1000㎡以上である。

また、公共施設等に多い「博物館・図書館」２件、「集会場、公会堂」３件、「保健所、

税務署等」７件、「郵便局、銀行等」５件、「旅客施設等」１件で、これらの用途の協議対

象施設の範囲は０㎡以上であり、「保健所、税務署等」を除いて届出数は少ない。

そして、2012 年度の届出全体の完了後適合率は 37.3％であるが、2016 年度の完了後適合

率は 76.3％に大きく改善されている。建築確認申請の完了検査の際に、条例の整備基準適

合を確認していることが改善につながっている。

（２）完了後適合率の低い自治体

①山形県

山形県は、委任条例と自主条例を定める。2016 年度の届出時適合率とその内訳は

6.1%(8/132)、完了後適合率は 1.5％(2/132)である。2012 年度の届出適合率は 6.4％(7/109)

で、完了後適合率は 1.5%(2/132)である。2012 年度における用途ごとの届出時適合率を図

4.7.8 に表す。協議対象施設や特別特定建築物の施設用途ごとの範囲を図 4.7.9 に表す。

図 4.7.8 山形県の 2012 年度用途別届出時適合率
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図4.7.9 山形県の自主条例と委任条例の整備基準適用範囲

届出数の多い用途から、「老人ホーム・福祉センター等」は３％(2/60) で、協議対象施

設の範囲は０～1000㎡未満である。「百貨店・マーケット・物販店等」は 10%(3/30)で、協

議対象施設の範囲は 300 ㎡～2000 ㎡未満である。「集会場・公会堂」は 13％(1/8)で、協議

対象施設の範囲は０㎡～2000㎡未満である。いずれの用途も適合率が低い。

また、適合率の低い用途から、「学校」は 0％(0/3)で、協議対象施設の範囲は０㎡～1000

㎡未満である。「病院・診療所」は 0％(0/1)で、協議対象施設の範囲は０㎡～1000 ㎡未満

である。「ホテル・旅館」は 0%(0/2) で、協議対象施設の範囲は０㎡～1000 ㎡未満である。

「劇場・映画館」は 50％(1/2)で、協議対象施設の範囲は 1000 ㎡～2000 ㎡未満である。

全体的に届出時点から適合率が低く、届出から行政指導がされていないと考えられる。

②岩手県

岩手県は、自主条例と委任条例を定める。自主条例の 2016 年度の届出時適合率とその内

訳は 5.7%(12/210)、完了後適合率は 3.8％(8/210)である。2012 年度の届出適合率は 4.2％

(13/309)で、完了後適合率は 1.3%(4/309)である。2012 年度の用途別の届出時適合率を図

4.7.10 に表す。協議対象施設や特別特定建築物の施設用途ごとの範囲を図 4.7.11 に表す。

届出数の多い用途から、「老人ホーム・福祉センター等」は 6％(4/68)で、協議対象施設

の範囲は０～1000 ㎡未満である。「百貨店・マーケット・物販店等」は 17%(6/34)で、協議

対象施設の範囲は 300 ㎡～2000 ㎡未満である。「集会場・公会堂」は０％(0/22)で、協議対

象施設の範囲は０～2000 ㎡未満である。「病院・診療所」は０％(0/22)で、協議対象施設の

範囲は０～1000 ㎡未満である。
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「理髪店、質店、サービス店舗等」は０％(0/8)で、協議対象施設の範囲は 50 ㎡～2000

㎡未満である。学校は０％(0/7)で、協議対象施設の範囲は０㎡以上である。これらの用途

は、いずれも適合率は低い。

また、届出時適合率は高い用途に、「共同住宅、寄宿舎等」は 100%(1/1)で、自主条例の

協議対象施設の範囲は 50 戸以上である。しかし、届出数は少ない。

図 4.76.10 岩手県の 2012 年度用途別届出時適合率

図4.7.11 岩手県の自主条例と委任条例の整備基準適用範囲
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そのほか、適合率が低い用途に「保健所、税務署等」は０％(0/1)で、自主条例の協議対

象施設の範囲は０～2000㎡未満である。「体育館・遊技場等」は０％(0/1)で、協議対象施

設の範囲は500㎡～2000㎡未満である。「飲食店」は０％(0/2)で、協議対象施設の範囲は300

㎡～2000㎡未満である。「公衆便所」は０％(0/3)で、協議対象施設の範囲は０～50㎡未満

である。「ホテル・旅館」は33%(1/3)で、協議対象施設の範囲は1000㎡～2000㎡未満である。

これらはいずれも届出数は少ない。

全体的に届出時点から適合率が低く、届出から行政指導がされていないと考えられる。

③鹿児島県

鹿児島県は、自主条例のみを定める。鹿児島県の 2012 年度の協議対象施設の届出時適合

率は、2.1％(3/142)である。用途ごとの届出時適合率を図 4.7.12 に表す。自主条例の協議

対象施設や法の特別特定建築物の範囲を図 4.7.13 に表す。

届出数の多い用途から、「老人ホーム・福祉センター等」は１％(1/90)で、協議対象施設

の範囲は０㎡以上である。「百貨店・マーケット・物販店等」は６%(1/17)で、協議対象施

設の範囲は 300 ㎡以上である。「病院・診療所」は 13％(1/15)で、協議対象施設の範囲は

300 ㎡以上である。「集会場・公会堂」は０％(0/4)で、協議対象施設の範囲は 300㎡以上で

ある。「ホテル・旅館」は０％(0/1)で、協議対象施設の範囲は 500 ㎡以上である。「事務所」

は０％(0/1) で、協議対象施設の範囲は０㎡以上である。「共同住宅、寄宿舎等」は０％（0/1）

で、協議対象施設の範囲は 2000 ㎡以上である。「飲食店」 は０％(0/4)で、協議対象施設

の範囲は 300 ㎡以上である。「理髪店、質店、サービス店舗等」は０％(0/2)で、協議対象

施設の範囲は 300 ㎡以上である。「公衆便所」は０％(0/1)で、協議対象施設の範囲は０㎡

以上である。これらは、すべての用途においてその規模にかかわらず、届出の段階で適合

率は低い。届出から行政指導がされていないと考えられる。

図 4.7.12 鹿児島県用途別届出時適合率
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図4.7.13 鹿児島県協議対象施設の範囲

以上、完了後適合率の高い自治体としてあげた３自治体について、とくに、京都府と大

阪府では、適合率の低い用途はあっても、届出数の多い「老人ホーム・福祉センター等」

や「百貨店・マーケット・物販店等」などの適合率が高いことで、全体の適合率も高かっ

た。したがって、これらの自治体は、用途や規模に応じた行政指導が行われているものと

考える。

また、完了後適合率の低い自治体としてあげた３自治体は、届出数の多いこれらの用途

を含めて、届出時の段階からいずれの用途も適合率は低かった。これらの自治体は、届出

に対する行政指導を行わないためと考えられる。
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第８節 小規模施設基準

１．小規模施設の用途と範囲

不特定多数が利用する施設のすべてを協議対象施設とするためには、施設規模が小さく

予算規模も小さい小規模施設に対して、小規模施設に適用する基準を限定して小規模施設

基準を定めた自治体がある。

都道府県46自治体のうち９自治体（埼玉県、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、

和歌山県、宮崎県、沖縄県）が小規模施設基準を定めている。その小規模施設に指定する

用途と範囲を表4.8.1に表して、比較分析を行い、その活用を考える。

表4.8.1 小規模施設基準の適用範囲（単位：㎡未満）

小規模施設に指定する用途の数は、大阪府は３用途を指定するが、沖縄県はすべての用

途において小規模施設の適用を定めており、自治体ごとに対象用途は様々である。このう

ち「物品販売店舗」と｢理髪店・美容室｣は、すべての自治体が小規模施設として指定して

いる。そのほか、「飲食店」が８自治体、｢病院・診療所｣が７自治体、「展示場」「公衆浴場」

「郵便局・銀行等」は６自治体が指定している。そして、これらの用途は、民間施設に多

い用途である。

指定の少ない用途は、「学校」「事務所」「共同住宅等」「保健所、税務署等」「自動車駐車

場」「公衆便所」が２自治体であり、これらは公共性の高い用途や大規模な施設の多い用途
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図4.8.1 小規模施設の対象範囲（物品販売店舗）

であり、基準を緩和する必要がないため、指定している自治体が少ないと考えられる。

物品販売店舗における小規模施設の範囲を図4.8.1に表す。「0～100㎡未満」が２自治体、

「0～200㎡未満」が３自治体、「100㎡～200㎡未満」が２自治体、そのほか「0～300㎡未満」

及び「0～500㎡未満」がそれぞれ１自治体である。この中には、コンビニ等の用途に限っ

て範囲を定める自治体などもある。

小規模施設の範囲は、表 4.8.1 から、９自治体全体では「500 ㎡未満」の範囲を小規模施

設として定めており、このうち「０～100 ㎡未満」と「０～200 ㎡未満」を小規模施設に指

定する自治体が多い。したがって、小規模施設の範囲は、「0～200 ㎡未満」を小規模施設と

して定める自治体が多い。

２．小規模施設基準適用箇所

小規模施設基準を定めた９自治体の小規模施設基準の適用箇所を表4.8.2に表す。

基準適用箇所は、京都府の２箇所が最も少なく、最も多いのは宮崎県の９箇所である。

また、適用箇所を５箇所とする自治体が２自治体、４箇所と３箇所が３自治体づつある。

また、「便所」「敷地内通路」は、すべての自治体が整備必要箇所として定めている。そ

のほか「出入口」は８自治体が、「廊下等」は５自治体が定めているが、「案内板・標識」「階

段」「ＥＶ」「駐車場」については、１自治体のみが定める。

したがって、小規模施設基準の適用箇所として、「敷地内通路」「便所」「出入口」の３箇

所を整備基準適用箇所として定める自治体が多い。
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表4.8.2 小規模対象施設整備基準適用箇所（＊は努力基準）

No 整備箇所

1 2 3 4 5 6 7 8 9

計埼玉

県

東京

都

愛知

県

京都

府

大阪

府

兵庫

県

和歌

山県

宮崎

県

沖縄

県

1 出入口 ● ● ● ● ● ● ● ● 8

2 廊下等 ● ● ● ● ● ● 5

3 階段 ● 1

4 ＥＶ ● ● 1

5 便所 ●＊ ● ●＊ ● ● ● ● ● ● 10

6
駐車場 ● 1

7 敷地内通路 ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

8 案内板・標識 ● 1

9
ｶｳﾝﾀｰ・記載台 ● 1

10
駐車場 ● 1

11
改札口・ﾚｼﾞ通路 ● 1

計 3 3 3 4 4 5 5 9 4 40

３．小規模施設基準の自治体別比較

次に、表 6.4.2 から、「出入口」「廊下等」「便所」「敷地内通路」を定める自治体が多か

った。そこで、これらの整備個所の整備基準の内容について比較し、分析する。

①出入口

出入口については、8 自治体が小規模施設基準を定める。この基準の内容を法の建築物移

動等円滑化基準と比較して、表 4.8.3 に表す。

愛知県は、法と同様の内容であるが、有効幅員は 90cm 以上と定めており、法より厳しい

内容となっている。また、宮崎県と兵庫県も法と同様の内容である。

そのほかの埼玉県、東京都、大阪府、和歌山県、沖縄県は、有効幅員は80cm 以上と同じ

であるが、通行に支障のある段の解消については、「常時勤務するものの介助等」により整

備基準と同等の扱いをしている。この点が法と異なる点である。
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表 4.8.3 小規模施設基準「出入口」

②廊下等

廊下等については、５自治体が小規模施設基準を定める。この基準の内容を法の建築物

移動等円滑化基準と比較して、表 6.4.4 に表す。

すべての自治体において、点状ブロックの敷設を定めていない。その他の基準は、兵庫

県と宮崎県は、法と同様の内容である。大阪府は、法に定める有効幅 120cm 以上を 90ｃｍ

以上としている。段差解消の措置について、和歌山県は、可動式の傾斜路と常時勤務する
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ものによる整備基準と同等の扱いをしている。また、沖縄県は、管理者の介助によること

で、段差解消と同等としている。これらが法と異なる。

表 4.8.4 小規模施設基準「廊下等」

③便所

便所については、すべての９自治体が基準を定める。この基準の内容を法の建築物移動

等円滑化基準と比較して、表 4.8.5 に表す。

すべての自治体で、オストメイト対応を求めていない。また小便器設置を定めるのは、

兵庫県のみである。また、埼玉県と愛知県は、便所の整備基準を定めるものの、「努力基準」

として要件にはしていない。

基準の内容については、「車いす使用者用便房の設置」（１以上）または、「車いす使用者

が利用できるよう空間を確保する。」と定めているが、埼玉県、東京都、愛知県、大阪府、

宮崎県、沖縄県である。このうち、大阪府は、内法寸法が２ｍ以上×1.3ｍ以上とした簡易

型便房でも許容している。そのほかに「手すり付き洋式便房」の機能を定めているのが、

京都府、和歌山県、兵庫県である。ただし、兵庫県はホテル又は旅館の用途に限っている。

したがって、便所については、オストメイトや小便器の機能は求めず、「車いす使用者用

便房」又は「手すり付き洋式便房」の機能を求めており、設置を任意とする自治体もある。
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表 4.8.5 小規模施設基準「便所」

自治体 整備基準

@車いす龍用者用置房町設置 ( 1以上)

(1 )限措}置鹿、手すり等町適切な配置 (2)車いすで利用しやすいよう+分な室閣の碕保

法 @水混器具(オストメイト対応)を設11た恒房町設置 ( 1以上)

@庫置式的小理器、壁掛式小便器(受11目的高さが 35.愉以下のものに限る)その他これらに

類する小理器を設11ている酔 ( 1以上)

(ー)車いす龍用者的利用可能な室闘が碕保され、かっ、限措}恒産、手すり等が適切に配置さ

れている置房が設11られていること.

(ニ) (ー)町置房及びその置房町晶る置所町出入目的幅は、 80.愉以上とすること.

(三) (ー)町置房及びその置房町晶る置所町出入口に芦を設11る場合は、自動的に開閉する構造

1埼玉県 その他車いす龍用者が富農に開閉して通過できる情遣とし、その前後に高~霊がないこと.
(四) (ー)町置房及びその置房町晶る置所町出入口には、通行に支障となる駐在設11ないこと.

(五) (1)(七)に定める基準に適合する洗面器が設11られていること.

(六) (ー)町置房及びその置房町晶る置所町出入口買はその付近に、高齢者、障害者等が利用

可能な置所が設11られている旨町適切な墨示をすること.

111懐剣置庫、手すり等が適切に配置されていること.

2東京都
121車いす龍用者が利用することができるような空間であること.

131直接地上へ過する出入口と当誌恒房町出入口を結占;通行可能な経路をE童保すること. (上下

階的移動に係る部分は、この限りでない.) 

ー条例別轟第一第ー害に続定するII蹄を情威する建築拘町直線地上へ通ずる出入口から当誌置

E河町次号に掲げる置房までの経齢的膏効幅員を九+センチメートル以上とすること.

二次に定める構造的置房を量生ゆるよう努めること.

3愛知県
イ出入目的膏効幅員は、八+センチメートル以上とする.

口置器は、洋式とする.

ハ手すりを設11る.

二車椅子龍用者が利用できるよう室闘を碕保する.

ホ声買はその付近に、 i挙式便器及び手すりが設11られている旨を墨示した標訟を掲示する.

ア 次に定める情造的理房在 1以上(男子用Eぴ女子用的区別のある混合にあっては、それぞ
れ 1以上)設ゆること.

4京都府 m 隈持11更鹿、手すり等が適切に配置されていること.
(イ)芦は、内聞き芦としないこと.

イ 混面器買は手混器には、 Lパー式、光知式その他的操作が富島なる氷健在設ゆること.

車いす龍用者用置房を設りているか れ以上)

S夫阪府
(1 )限措}恒産、手すり等が適切に配置されているか

(2)車いす龍用者が円滑に利用できる+卦な室闘が碕保されているか

※小規模な施設 (500同条潟に限る)は、陥息型機能を備えた置房(ま設計標準事考)でも可.

ホァW~は除館町置所 1 以上(男女用的区別がある緑色はそれぞれ 1 以上)
(1 )以下に~当する置房在備えたもの
m 出入目的膏効幅員は、 8S酬以上。)芦は、引き芦式買はタト開き声式(I)理器は、隈持}式

6兵庫県 (心理器町商慣Iに湿りやすい形1式的手すりを設置ω)恒器的決浄装置は、くつパら式、光感知

式等操作が富島なもの

(2)小理器町 1 以上を以下に~当するもの
ア庫置式その他これに類する型式のものイ周囲に湿りやすい形紙的手すりを設置

(1 ) 次に定める情造的置房(以下『手すり付きi挙式恒房Jという.)を 1以上(男子用及び女子用
的区分のある場合にあっては、それぞれ1以上)設ゆること.

7和歌山県
ア 腰掛恒産、手すり等が適切に配置されていること.

イ 手すり付き洋式置房及び便所町出入目的幅は、内涯を80センチメートル以上とすること.

ウ 声は、内聞き芦としないこと.

工 庫には、車椅子龍用者が使用する際に支障となる怠を設11ないこと.

(1) 車いす龍用者用置房的情進

ア 車いす龍用者が円滑に利用できる+卦な庫面積町E童保

イ 隈持}置鹿、手すり等的配置

8富岡県 ウ 庫町轟面は、滑りにくい材科で仕上げ

(2) 出入目的幅は80.愉以上

(3) 出入目的芦は、車いす使用者が富島に開閉して通過できる情進で、高~霊がない.
(4) 置所町出入り口買はそ町付近に、その旨を示す標示

9沖縄県
(1 ) 感知龍座、手すり、洗面器等を適切に配置しているか

(2)車いす龍用者が利用することができる室聞を碕保しているか
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④敷地内通路

敷地内通路については、すべての９自治体が小規模施設基準を定める。この基準の内容

を法の建築物移動等円滑化基準と比較して、表 4.8.6 に表す。

愛知県は、法と同様の内容であるが、有効幅員は 140cm 以上と定めており、法より厳し

い内容となっている。また、宮崎県と兵庫県も法と同様の内容である。大阪府は、有効幅

を 90ｃｍ以上としている。

埼玉県、東京都、和歌山県及び沖縄県は、有効幅員は 120cm 以上と法と同じであるが、

通行に支障のある段の解消については、「常時勤務するものの介助等」により。整備基準と

同等の扱いをしている。したがって、この点が法と異なる。

以上から都道府県のうち 9 自治体が小規模施設基準を定めているが、小規模施設として

の範囲や整備基準、その適用箇所などが様々であり、また人的介助等による方法により段

差解消や視覚障害者誘導について緩和する自治体があるなど、統一性がない。

しかしながら、すべての施設のバリアフリー化を行うためには、小規模施設に対して一

律に建築物移動等円滑化基準を適用すべきではないという、これらの 9 自治体の考えは、

他の自治体や障害者等の利用者も含めて研究していく必要があると考える。
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表 6.4.6 小規模施設基準「敷地内通路」

自治体 整備 基準

一般 基準

。裏面1;1:滑 りにくい仕上げ である か

@段がある務分 ー (1)手すり設置 (2)諮)lllしやすい も ね)つまずきにくい も

③傾斜お ー ( 1)手す り 設置〈勾Ii~ げ 1 2以下で高苫 l S c m以下叉はげ20以下 旬傾割苦冊分は免除 〉

)i< 
(2)前後 町通おと訟別 しや すいも のが

移動等円滑化経路

。唱は日00m以上②区間50m以内こ とに重いすがき王固場所 @ 声 は重 いす使用者 が通過 しやす

く 、 前後に水平郡分詮置 @傾割鈴ー〈け~量は 120 0 m以上 〈怠 に併 設する模台は90c m以よ〉
(2) 勾Ii~ 1ま11日以下 〈高さ 160m以 下 町場合 1;1:1/8以下) (的高さ 7Scm以内こ とに路幅問。 c
m以上町踊場設 置 〈勾配 1120以下町鳩合 lま免除〉

ア幅は、 市 2m以上fJl.

2埼玉県 イ通行的院 に支障となる段 を設げ てい ないか. ただ し、 傾割 適 ・否路若 しく は昇降機を併設

する場合叉は当 III建築帽を管 理者 的介助専により高齢者、 陣奮者等 fJi通行可能な場合 を除 く。

11)幅は、 120センチメ ー トル以よ 121通行の際に支障と なる段差 を設けな い.

2東京都
ただ し、買 のい ずれか にIII当する爆舎 は、 この限り でな い.

ト寸傾斜お叉 1;1:工 Lベ ーター その他 の昇 降畿を併設する場合 lコ底差解消が できない場合は、当

III主主祭拘町管理署 の介師寺により 、高齢者、障害者 専 が通行する こ とが可能である と き

イ 者効~冒員 l主 、 1. 4メ トル以上 とする 』と.

口 患を設 けない こと。

ハ 患を設 ける ときは、 第+ 八条に定め る構造に準じ たも のと する こと.

ニ 裏面l主、滑りに くく 、平たん にする こと.

ホIII水済的 ふた は、 つ え、重 いす のヰ ャス舎 一等 が落 ち込まないものとするこ と.

へ 傾 斜路を設 11る場合には、 ホに定め るもののほか、;J<:に定め る構造 とするこ と.

〈市 )姦面は、 組面 と し、 叉は滑り にくい材斜で仕上げ る こと.

( 2) 勾( こう〉配が+二分 のーを超 え 、 叉 は ;g;き が時セ ジチ メ ート J~ を g え、 かっ、 勾〈 こ

3愛知県
う) Ii~ が 1 /20を 越 える傾割 が ある郡分には、 手すりを設ける こ と.
(8)幡製勘とそ の前後町色 町明慶の蓬 が大 きい こと専によ り容易 に訟即jできるこ と.

(4 ) 筒 f育lは、 をE落を防 ぐ槽;:とする こと.
( 5) 著効~富良 は 、1. 4メ ー トル以よ、 患に併設に あヲては90 セ ンチ メ ート J~以上と する.
(6) 勾配は、 11目以下 とする. ただ し、 ;g;さが 16セン チメー トル以下は、げ8以下とする.

(7 ) 耳墨 書 fJi河 セ ンチメ ー ト ルモ超えるも の 〈 勾Ii~ が 1/ 2 0毛主Z え る も 昨に限 る. ) に あって
は、 高 さ75セン チメー トル以内 ことに指唱が 1.5メ ー トル以上 田踊携を設り るこ と.

(8)始点及び総点に は、 それぞ れ長さ1.5メー トル以上 田高僧差 の ない郡分を設 けるこ と.

ト 戸 を設 ける場合に は、 畠動的に開閉する構造そ町他的高齢者、 鰭 奮者等 が容易に開閉 して通

isで きる構造と し、 か っ、 その前後に;gj1tE差が ない こと.

次 1=婦 げ るいず れが町 もの とするこ とがで きる.

ア 当III玄関ホ ールに仮設的傾割跨叉 は手す りを量生ける こと.

a京都府
イ 当III玄関ホ ール在、当III建築防内に常時勤 務する老が いる案内設備 か ら容易 に視認する こ

とがで きるよ うlニすること.

ウ 道専から当 III 玄関 ホー J ~ まで の鐙お において、 当III主主祭駒内に常時勤務する者と通話で き
る機能 〈ボ-.;!ン により呼び出 す ことが できる ものに限るけを害する設偏在設け る こ と.

選翼量階0)主たる出入口 町 以上1=は、出入口 から道路専には次 に定 め る構造 とすること.

S大阪府 イ、幅員 は 1.2メー トル〈当III用途に供する郡分 的障面積の合 計 が500品以下 町漣祭蜘 にあ っ

ては、 九十 センチメ ー ト J~)以上と し、義面は滑 りに くい仕上 げ とす る こと.

(1) 表面 的仕上げ は、 滑 りに くい もの とする こと.

(2) 敷地 的獲する道路 から持軍需品入口ま での敷地内通路町 1以上を以下の もの とする こと.

ア跨面 に高tl!<差 がある場合 にあ っで は、次 にIII当 する傾斜お叉 lま重 いすで 利用できる情書家情

道具E毒機(主主祭塞準法 施行令 〈昭和25茸政令第338号 〉第 129条 町 3第 2描第 1号 に掲げ る昇 降

機で専ら璽 いすを使用する者 の利用に慣 する もの〉 を設置するも の である こと.

(n著効幅 員 1主、目。酬〈階段を併設する縁台に あ っては、 90帥〉以上 である こと.
〈の こ う Ii~は 、 1I 1 2(高tl!<蓬白i1 0師長E量 的縫合にあ っ ては 、 げ8 ) 以下 であること .

S兵庫県 〈ヲ〉 高低蓬 が河酬 を謡える傾斜おは、;g;低差75曲以内 こ とに路幅 '印刷以上 旬踊場を設置 する.

(.) 録括部に S酬 J;).よ 町立 ち よが り 叉 は ~I !霊を設置する も のである こ と .
〈約 側面 的高さ75帥か ら85酬 まで の位置 に湿 りやす い形松 町手 す りを設置する.

〈わ 表面 的色~ は、傾斜路町田良縁及び傾斜おに穫する郡分 の色彩 と訟別 しやすい も の.
イ 著効幅 員 1主、目。酬J;).よ である こ と.

ウ 重 い すで利用できる情事業構造昇降機は、 昇降続 的出入 口 に水平面を設置する.

工 III水滞在設 ける場合に あコては、棋のい ずれに もIII当する溝 ぶたを設置すること.

(n 裏面は、滑 りにくい もの. 〈イ〉 重 い すのキ ャス 型ーが落 ち込 まな いちの.

(1) 進等から常 時勤務する者と通話で きる機能〈ボ告 ン 1=よ り呼 び出 す 」と がで きる ものL限
7和歌山県 る. )を害 する設惜 を設 けること.

(2) 常時勤務す る老が いる案内設暗 か ら宣誓息 に視認できるようにする こ と.

( ， ) 表面は、滑 りにくい材斜で仕上げ
(2) 寄主主拘出入 口 fJlら道専 に至るそれ ぞれ司以ょ の査員地内町通おの構造

ア幅員は、 120帥以上

イ 高 tl!<差 があ る場合は、 傾割お及び踊袋叉は重いす使用者用情事業構造鼻路線的設置

8宮崎県
ウ 声 l主、車い す使用者が容易に開閉 して通過で きる構造で、 ;g;tlE釜 がな い.

(8) 査員地内町通路に設 り られる傾斜お及び踊袋町構造

ア ~雷 除 、 120cm (底を併設する場合は、 制 cm)以よ
イ 勾配は、も/ロ (高き lSom以下町場合l主、 1/8) 以下

ウ 高さ750m以内ことに路幅 150師以上の揖棋の設置

工 芸面は、滑 りにくい仕上げ

(1)幅は、 120cm以上

S沖縄県 (2) 通行 町院に支障 となる段はないが 〈当III建築期的管理者的:rr防署によ り高齢者、健 富者専 が

通行できる場舎を除く .) 
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第９節 福祉のまちづくり推進事業

第 3 章第 6 節において、建築物のバリアフリー化の実効性を高めるためにも必要な福祉

のまちづくり推進事業としてあげた「福祉のまちづくりを推進協議会」「福祉のまちづくり

推進計画」について、ヒアリングを行った自治体において、その活動内容を聞いている。

この活動内容を分析し、建築物のバリアフリー化促進させるための視点から以下に検証す

る。

１．福祉のまちづくり推進協議会

大阪府、鳥取県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県の６自治体の「福祉のまちづくり推

進協議会」について、自主条例の適合率やホームページで提供されている最近の会議につ

いても参考にして、表4.9.1に表わす。協議会の活動内容から建築物のバリアフリー化の実

効性に関わる役割について検証する。

（１）大阪府「大阪府福祉のまちづくり審議会」

大阪府では、福祉のまちづくりを推進する組織として、1993 年の自主条例施行当初に「大

阪府福祉のまちづくり推進委員会」が 1994 年１月に設置され、2012 年 11 月からは「大阪

府福祉のまちづくり審議会」として活動する。審議会の事務局は、大阪府建築企画課福祉

のまちづくり推進グループという福祉のまちづくりを推進する自治体の組織によって管理

されている。

「大阪府福祉のまちづくり審議会」の構成は、学識経験者、福祉・医療関係団体、障害

者団体、事業者団体、行政関係等の 34 名からなる。

審議会の役割は、大阪府福祉のまちづくり条例に基づいて、重要事項の調査審議に関す

る事務を行う。審議の内容は、新設の施設整備の状況や民間既存施設整備改善状況の報告、

事前協議対象用途の見直し、条例ガイドライン策定、面的・一体的なバリアフリー整備な

どの内容について審議する。この審議会において委任条例化の審議を行い、2009 年に委任

条例化を行った。大阪府における福祉のまちづくり推進の監視役でもあると考えられる。

審議会には、条例の施行状況の調査及び検討を行う「大阪府福祉のまちづくり条例施行状

況調査検討部会」が置かれ、審議会において審議する内容の調査、検討を行っている。

そのほか、大阪府には、以下の組織があり、その検討結果は審議会に報告される。

「福祉のまちづくり推進庁内連絡調整会議」

大阪府の庁内組織として、府有施設の整備に関する検討を行うとともに、福祉のまちづく

りに関連する施策や業務についての全庁的な連絡調整を行う。また、府有建築物の整備や改

善について、条例に定める移動等円滑化基準への適合状況について、府有建築物 227 棟に
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おける、利用の際に必要性の高い主な部位別の整備状況をホームページで公開する。

・府有施設のバリアフリー情報 更新日：2015 年 1 月 9 日

http://www.pref.osaka.jp/kenshi_kikaku/seinou-hyouji/index.html
「大阪府福祉のまちづくり市町村連絡会議」

大阪府と市町村との連絡調整を緊密に行うための会議であり、市町村施設のバリアフリ

ーの状況について、情報発信を行う。

・市町村有施設のバリアフリー情報 更新日：2017 年 6 月 29 日

http://www.pref.osaka.jp/kenshi_kikaku/sityoson-bareerfree/index.html

「大阪府重点整備地区バリアフリー推進連絡会議」

大阪府内の鉄道駅舎等の生活関連施設及びその周辺地区の移動等円滑化を推進するため

に、関係する行政、事業者による連絡、調整及び情報交換等を行うが関連組織として福祉の

まちづくり推進のために活動する。そして、バリアフリー化の情報は、大阪府のホームペー

ジにより情報提供されている。

鉄道駅のバリアフリー情報

http://www.pref.osaka.jp/kenshi_kikaku/fukushi_top/eki-bareerfree.html
府内の鉄軌道駅における円滑な移動等が困難な駅（段差のあるなどの駅）の現状と今後

の整備等の概要について情報提供（2017 年 4 月現在）

http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_kikaku/fukushi_top/eki-dansa.html

「国土交通省近畿地方整備局の国有施設の整備情報」

国土交通省近畿地方整備局における官庁施設のバリアフリー化の状況について、近畿地

方整備局管内の合同庁舎、法務総合庁舎、税務署、区検察庁、法務局、職業安定所等の不

特定かつ多数の者が利用する窓口業務を行う官署が入居する官庁施設 209 棟を対象に、車

いす使用者便房の整備状況は近畿圏内 99.0%、大阪府内 98.2％など行う。（2014 年度末）

したがって、「大阪府福祉のまちづくり審議会」の役割は、大阪府の福祉のまちづくりの

推進状況全体を把握し、今後の福祉のまちづくりの推進活動について審議する。したがっ

て、「大阪府福祉のまちづくり審議会」は、自治体の福祉のまちづくり活動の監視役にもな

っていると考えられる。そのため 2016 年度の届出時適合率や完了後適合率も高い。
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表4.9.1 福祉のまちづくり推進協議会の審議内容

（２）鳥取県「鳥取県福祉のまちづくり推進協議会」

鳥取県は、1997 年に自主条例を施行しており、「鳥取県福祉のまちづくり推進協議会」は

前年の 1996 年に設立している。当初は鳥取県に対して自主条例制定を提言する機関であり、

条例施行後は進捗状況等を審議する機関である。条例の管理は、鳥取県福祉保健部ささえ

あい福祉局福祉保健課で行う。また、協議会の管理は、福祉保健部ささえあい福祉局福祉

保健課と生活環境部くらしの安心局住まいまちづくり課の福祉部門と建築部門が連携して
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行う。

協議会において、自主条例の施行当初から建築物のバリアフリー化の進捗状況について

の報告が行われており、年々適合率が低下していたことから、協議会において改善要望が

出され、協議会においてその改善策として委任条例化について検討し、自主条例は実効性

がないため 2008 年に廃止して、委任条例のみを定める。

鳥取県福祉のまちづくり推進協議会運営規程第２条に定める調査協議する事項は、以下

である。

（１）鳥取県福祉のまちづくり条例における整備基準に関する事項

（２）福祉のまちづくりの推進方策に関する事項

（３）福祉のまちづくりの進行管理に関する事項

（４）福祉のまちづくりの普及啓発に関する事項

（５）その他福祉のまちづくりの推進のために必要な事項

2013 年度第 1 回審議事項は、①バリアフリー関連事業実施状況、②手話言語条例、③全

国障害者芸術・文化祭となっており、毎回の議題に、整備基準に関する事項がある。

また、委任条例の付則において「条例施行後５年以内に、条例の規定、実施状況につい

て検討を加え、必要な措置を講ずる。」としている。これにより、2012 年にオストメイト対

応設備の設置に関する整備基準を見直す改正を行った。そして、2014 年には特別特定建築

物の規模引き下げや整備基準の見直しを行っており、この審議をこの協議会で行っている。

したがって鳥取県では、協議会にいて建築物のバリアフリー化の進捗状況を報告したこ

とによって、委任条例化が審議され、委任条例化に至る。委任条例化後も条例の規定に基

づいて整備基準の審議を行い、条例の見直し規定や協議会の審議に基づいて条例改正を行

うなど、協議会は建築物のバリアフリー化推進に大きな役割を果たしている。

（３）佐賀県「佐賀ユニバーサルデザイン推進会議」

佐賀県は、1998年に自主条例を制定し、バリアフリーとともにユニバーサルデザインの

まちづくりの必要性から、2006年に総合的なＵＤについて定めた「佐賀県ユニバーサルデ

ザイン推進指針」と「佐賀県ユニバーサルデザイン実施計画」を2007年に策定した。そし

て、2015年には指針と実施計画を合わせた「佐賀県ユニバーサルデザイン推進指針2015」

に見直している。

この佐賀ＵＤ推進指針の進行管理・評価を行うのが、「佐賀ユニバーサルデザイン推進

会議」である。設置目的は、設置要綱によると、年齢、性別、能力、国籍等の違いを超え

て、まちづくり、ものづくり、ソフトづくり、意識づくりを含めた総合的なUDを推進する

ためである。

自主条例を管理する佐賀県総括本部ユニバーサル社会推進グループ（当時）へのヒアリ
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ングを行った。

この推進会議の構成は、学識経験者や県民代表、市民社会組織（CSO）の団体、交通や観

光、報道、物販等の企業、市町村長の行政の22名以内の委員と、そして、まちづくり、も

のづくり、ソフトづくりの各分野のアドバイザーからなる。

自主条例及び推進指針は、佐賀県総括本部ユニバーサルデザイン推進グループ、2017年

度からは機構改革により県民環境部県民協働課ユニバーサル社会推進担当が行っており、

自治体の企画部門で管理されている。

また、推進会議の役割は、指針の進行管理・評価及びＵＤの広報・普及啓発、顕彰、Ｕ

Ｄ推奨品の選定、福祉のまちづくり条例に関することなどについて、協議し検討を行うこ

とである。2015年度第１回の会議内容は、「佐賀県ユニバーサルデザイン推進指針2015」

に対する委員やアドバイザーの意見等への対応となっており、会議は指針の審議を中心に

進められている。

協議会の協議内容には、自主条例の適合率を報告することはないが、審議を行う「佐賀

県ユニバーサルデザイン推進指針 2015」の実施計画において、2018 年度までに委任条例化

を計画している。

（４）長崎県

長崎県は、1996年に自主条例を制定し、条例に基づき福祉のまちづくりをめざして、行

政、事業者、県民が一体となって福祉のまちづくりを推進することを目的として、1996年

に「長崎県福祉のまちづくり推進協議会」を設置した。

この協議会の役割は、福祉のまちづくりの推進に関すること、その他協議会の目的を

達成するために必要な事項に関することである。

この協議会は、福祉関係団体等、学識経験者、事業者団体等、マスメディア、地域活動

家、議会の30名以内の委員で構成する。会議は1998年から現在まで毎年開催されている。

条例の管理や協議会の事務局は、福祉保健部福祉保健課で行う。2016年1月28日に福祉保健

課にヒアリングを行った。

2016年1月22日の協議会における審議内容は、福祉のまちづくりに関係する関係各課の進

捗状況についての事業報告のあと、審議議題はＵＤの普及啓発方法やＵＤ商品化事業など

ソフト面の議題を中心に進めている。各課の事業報告には建築課による県営住宅のバリア

フリー化率適合率の報告はあるが民間施設のバリアフリー化についての報告はない。これ

までハード面のテーマが審議議題にのぼったことはほとんどないという。協議会の庶務は

福祉部門で行うためか、ハード面の整備状況などは報告に終わり、審議するには至ってい

ない。また、審議内容は、短期に終わる内容でほとんどが年１回開催される会議で審議は

終わると考えられる。

したがって、長崎県は、2012年度の完了後適合率は37.3%から2016年度の完了後適合率は
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76.3%に改善しているが、これには、協議会は関係することなく、事業を行う建築課の改善

努力により行われたと考えられる。

（５）熊本県「くまもと・高齢者や障害者にやさしいまちづくり推進協議会」

熊本県は、1995年に自主条例を制定し、委任条例化は2006年に行った。「くまもと・高

齢者や障害者にやさしいまちづくり推進協議会」は、自主条例を施行の2年前の1993年5月

に設置されて、設立当時は自主条例制定の検討組織としての役割であった。自主条例制定

後は、やさしいまちづくりのあり方や施策、普及･啓発、施策の効果的な推進に関すること

などを審議する組織となった。2016年2月22日に、条例を管理する健康福祉政策課福祉のま

ちづくり室へのヒアリングを行った。

現在の協議会の審議事項は、「やさしいまちづくり推進計画」の推進状況の確認や内容の

審議と、後継計画つくりに対する意見提言が議題である。会議は年に１～２回程度開催さ

れている。

この協議会の委員は、社会福祉団体、学識経験者、保健医療団体、建設建築団体、行政、

防災、教育、雇用、交通、商工、スポーツ・文化、情報の20名程度で構成されている。条

例の管理及び協議会の庶務は、健康福祉部健康福祉政策課福祉のまちづくり室で行う。

この自治体は、自主条例施行当時の首長がＵＤに積極的であったためか、2002 年度から

「ＵＤ振興指針」の策定にいち早く取り組み、当時から様々なＵＤ事業を行い、現在に至

っている。首長の政治姿勢により自治体の業務内容も変わると考えられる。

しかし、福祉部門に福祉のまちづくり専門部署が設置されているためか、「おでかけ安心

トイレ普及事業」や「やさまち発見隊事業」「対話によるＵＤ空間整備促進事業」などのハ

ードの事業も福祉部門の専門部署が所管しており、したがって、自治体の建築部門は福祉

のまちづくりには消極的と考えられる。完了検査と適合証交付を行わないため、届出時適

合率のみが報告されている。2012年度の届出時適合率は 11.5％、2016 年度の届出時適合率

は 36.9%である。適合率が上がった理由については、熊本県において分析をしていない。

（６）大分県「大分県福祉のまちづくり推進協議会」

大分県は、自主条例を1995年に施行しており、「大分県福祉のまちづくり推進協議会」

は、2003年に設立された。委員の構成は、福祉関係団体等、学識経験者、事業者団体等、

公募による20名程度である。条例の管理及び協議会の事務局は、福祉保健部地域福祉推進

室である。2016年1月29日に地域福祉推進室へのヒアリングを行った。

協議会の役割は、福祉のまちづくりの総合的な推進に関すること、普及啓発に関するこ

と、連絡調整に関することなどであり、2015年度の審議事項は、福祉のまちづくり条例の

届出適合状況、適合証交付施設、ＵＤ出前授業、あったか・はーと駐車場協力施設、ＵＤ
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推進事業者登録事業についてである。

協議会を年２回開催し、毎回の議事に届出時適合率を報告している。そのため、建築部

門も毎回会議に参加し議事の運営に大きく関わっている。過去の会議では、適合率の低さ

が問題となり、近隣自治体の熊本県の条例を参考に、2012 年に委任条例化を行った。委任

条例化も一部の用途や規模に限られるためか、委任条例化後も自主規定の届出適合率を向

上させるよう委員から意見が出されており、現在も近隣自治体への適合率向上に向けた調

査を行い検討しているとのことである。

毎回の協議会での届出時適合率の報告が、委任条例化につながり、今後も改善が検討さ

れている。大分県の 2012 年度の届出時適合率は 74.4%と高い。

福祉のまちづくり推進協議会において、建築物のバリアフリー化の現状の適合率が報告

される大阪府と鳥取県、大分県では、バリアフリー化の実効性について検討され委任条例

化へ結びついている。そして、委任条例化後も進捗状況などが審議され、条例の見直しや

改善策が検討されている。すなわちこれらの自治体は、建築物のバリアフリー化の実効性

を高めるために、住民、事業者、行政の審議体制からスパイラルアップ（点検・評価・改

善）の取組みが実現している。

しかし、協議会において適合率について審議しない自治体では、長崎県は、完了後適合

率の実効性を高めるために、建築確認申請の完了検査において条例の完了確認を行うなど

条例審査を行う建築部門の努力と考えられた。また、佐賀県と熊本県は、協議会の役割が、

推進計画の進捗管理であり、推進計画に適合率の改善項目がない限りは、協議会において

審議されることはない。
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２．福祉のまちづくり推進計画

福祉のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するために推進計画を策定す

るとともに、計画に定めた施策を着実に実施するために、進捗状況を把握するとともに、

事業の実績を評価することが必要である。

（１）佐賀県「佐賀ユニバーサルデザイン推進指針 2015」

佐賀県は、自主条例のみで建築物のバリアフリー化を推進する。自主条例の管理はＵＤ

に積極的な首長直属の政策企画部門にＵＤの専門部署を設置している。事務手続きは建築

部門が所管し、審査は県下の市町村や出先機関の建築部門で行う

2012 年度における届出時適合率は 25.6％、完了後適合率は 19.0％である。完了検査は規

定していないが、完了届に添付される写真等によって適合判定をしている。届出時点、完

了時点とも適合率は低い。

自主条例を管理する佐賀県総括本部ユニバーサル社会推進グループ（当時）へのヒアリ

ングを行った。佐賀県は、2006年に「佐賀ユニバーサルデザイン推進指針」、2007年に「佐

賀県ユニバーサルデザイン実施計画」を策定し、推進指針と実施計画に基づいてＵＤ施策

に取り組む。そして、推進指針の策定から9年が経過し、これまでの取組における課題への

対応や、文化、スポーツ、観光、国際といった新たな分野などをさらに推進するため、推

進指針と実施計画を見直し、新たにこの2つを統合した2015年に「佐賀ユニバーサルデザイ

ン推進指針2015」を策定した。

この推進指針の計画期間は、2015 年度から 2018年度までの４年間である。進行管理を佐

賀ユニバーサルデザイン推進会議が行い、事務局は佐賀県 県民環境部 県民協働課ユニバ

ーサル社会推進担当である。届出時適合率が近年低下傾向にあるため、実施計画において

は、2018 年度までに委任条例化を計画している。

そのほかにもＵＤ啓発事業やＵＤ実践講座、ＵＤ出前講座、トイレ洋式化補助金、公共

的施設ＵＤ化支援相談窓口、宿泊施設のＵＤルーム整備支援や観光・宿泊施設等の多言語

化への支援などを行う観光のＵＤ事業を実施しており、積極的に進めている。この自治体

は、政策企画部門のＵＤ専門部署がＵＤ事業について活発な活動を行う

推進指針において取り組みの方向性を定め、具体的に実効性を確保するため、実施計画

において成果指標を定めて、計画年度ごとに数値目標や工程表により、取り組みの設定を

行い、進捗状況や評価を行える仕組みづくりとなっている。それは、「3 つの視点」に基づ

く「13 の項目」に、目指す姿を実現するための様々な取組の 67の取組を体系づけて実施す

るとしている。

推進指針において、視点３「みんなのための安全安心な社会」について、項目⑪「建築

物の充実」の取組の１つに、「建築物について整備基準のあり方を検討するとともに、公共
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的施設を整備する際は整備基準への適合を義務化することを検討します。」としている。こ

れは実施計画においては、「現状（2014 年度）の届出時適合率 27.4％を、委任条例化を行

い 2018 年度には 35.0％にする。」としている。

そして、これらの指針に基づく取組については、県民、CSO（市民社会組織）、企業、行

政等と連携・協働して実施し、毎年度、その実施状況等について取りまとめ、「佐賀ユニ

バーサルデザイン推進会議」において「評価・検討」を行い、その結果を公表するなどし

て適切な進行管理を行うとしている。

2018 年 7 月現在、委任条例化は行われていない。今後、このことについて「佐賀ユニバ

ーサルデザイン推進会議」において、評価、検討が行われると思われる。

（２）熊本県「熊本県やさしいまちづくり推進指針」

熊本県は、1995年に自主条例を施行し、同年に当条例の基本方針に沿った「熊本県やさ

しいまちづくり推進計画」において、高齢者や障害者等を取り巻く様々な障壁を取り除き、

自立と社会的活動への参加を果たせる社会を築くことを目的として、ハード・ソフト両面

における各種施策を定めている。

自主条例を管理する熊本県健康福祉部健康福祉政策課福祉のまちづくり室に対するヒア

リングを2016年2月22日に行った。

「やさしいまちづくり推進計画」の審議事項は、「くまもと・高齢者や障害者にやさし

いまちづくり推進協議会」において、推進状況の確認や内容の審議と、後継計画つくりに

対する意見提言が行われる。会議は年に１～２回程度とされている。

2011 年に策定した「第 3期熊本県やさしいまちづくり推進計画（2011 年度～2016 年度）」

においては、福祉のまちづくりの課題解決のための「指標」を定めており、それぞれに目

標値を掲げている。このうち、事前協議の指標について２つある。

「事前協議の対象となる建築物のうち計画段階で事前協議が行われた建築物の割合」に

ついて、2012 年度の現状値 86.0％を、2016 年度末の目標値として 100％にするとしてい

る。また、「事前協議の対象となる建築物のうち事前協議済通知書が交付された建築物の累

積数」について、2012 年度の現状値 1729 件を、2016 年度末に 2200 件とした目標値を定

めている。しかし、熊本県の 2012 年度の事前協議における届出時適合率は 11.5％と低い。

また、2016年度の届出時適合率は 36.9%と改善はされたものの低い状態である。

そして、2017 年 7 月に次期計画である「熊本県やさしいまちづくり推進指針」が策定さ

れている。この指針においても同様に「事前協議対象建物のうち計画段階で事前協議が行

われた建築物の割合」について、現状値 2015 年度 81.66％を、2020 年度目標値 100％にす

ること。「事前協議対象建物のうち事前協議済み通知書が交付された建築物の累計数」につ

いて現状値 2015 年度 2444 件を、2020 年度目標値 3300 件にすることを掲げている。熊本

県の 2016 年度の届出時適合率は 36.9％であり、届出時適合率や完了後適合率を上げること
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が必要である。

「第 3 期熊本県やさしいまちづくり推進計画（2011 年度～2016 年度）」や「熊本県やさ

しいまちづくり推進指針」において、定められた事前協議の「指標」が、届出の遵守や協

議済み数の問題とされている。本来、事前協議の目的である、届出や完了後の整備基準へ

の適合が、建築物のバリアフリー化の問題とされるべきである。

福祉のまちづくり推進計画の役割は、福祉のまちづくりを総合的かつ計画的に推進する

ための計画であり、そのためには単年度や複数年度で終わることなく、継続していかなけ

ればならない。

佐賀県の「佐賀ユニバーサルデザイン推進指針 2015」は 2006 年から継続されている計画

であり、また、熊本県の「熊本県やさしいまちづくり推進指針」についても 1995 年の自主

条例の施行当時から継続しているものである。

しかしながら、熊本県の事前協議についての指標は、現状の問題が計画の指標に反映さ

れていない。推進計画策定にあたっては、ただ行政の作成する案を承認するのではなく、

審議を行う「くまもと・高齢者や障害者にやさしいまちづくり推進協議会」の委員の人選

にあたっても課題の分かる人材が必要である。
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第 10 節 考察とまとめ

１．考察

本章の分析から、自主条例の実効性に関わる課題について以下が明らかになった。

①建築物の審査の多くは建築確認申請の審査組織で行うところが多い。しかしながら、

調査では、3 つの自治体が市町村で条例審査を行っており、これらの市町村は、審査組

織数が多いため、組織当たりの届出数や担当者一人当たりの届出数は少ない。

②自主条例の審査を建築確認申請の審査組織で行うところは、自主条例は、建築基準法

の関係法令ではないことから、建築確認申請とは関連づけずに事務手続きを行うとこ

ろが多い。

③届出時適合率の全国平均は、2003 年度の 50.3%から下がって、2016 年度は 36.6%で

ある。そして、完了後適合率も、2009 年度の 25.7%を最高に、2016 年度は 20.1%に

低下している。また、届出時適合率や完了後適合率は自治体ごとに大きく差がある。

④いずれの年度も届出時適合率より完了後適合率は低く、届出時の指導が重要である。

⑤届出時適合率や完了後適合率が上がった理由について、自治体の意見は、大阪府では、

審査を行う市町村に、協議において不適合を安易に認めず、設計者に説明するよう指

導方法を統一していることをあげている。また、届出時適合率や完了後適合率が下が

った理由について、自治体の意見は、建築主の無理解や既存施設の整備に対する整備

基準適用の問題、整備基準の代替措置として「人的対応」が増えたこと、適合証のメ

リット不足の問題などをあげている。

⑥2013 年や 2014 年の都道府県の調査で、多くの自治体が適合率を向上させるための方策

として、建築主等に対する「啓発」や「強い行政指導」を行うとしていたが、その効

果が表れていない。

⑦届出に対する指導について、「届出のまま処理」する自治体や完了届の提出が「守られ

ていない」とする自治体があり、これらの自治体では、条例施行当初から事務手続き

に対する行政指導を行っていないため、届出時適合率及び完了後適合率が低い。また、

条例を管理する福祉部門も条例施行当初から適合率には関知しないため、適合率が改

善される見込みは少ない。

⑧自主条例を施行する多くの自治体では、委任条例化を行う意向はない。適合率が低い

自治体であっても確実にバリアフリー化できる委任条例を活用と考えない自治体が多

いことが問題である。

⑨委任条例を定めた自治体のうち、京都府と大阪府の自主条例の完了後適合率は高いが、

徳島県や長野県、岩手県、神奈川県の完了後適合率は低い。したがって、必ずしも委

任条例は自主条例の実効性を高めるために役立ってはいない。

⑩適合率の高い京都府と長崎県は、建築確認申請の事務と連携し、建築確認申請前に事
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前協議を行い、条例届出書の副本を建築確認申請に添付させているために、事前協議

は建築主が建築確認申請前に越えなければならないハードルとなっていること。そし

て、民間指定確認検査機関に建築確認申請を行うものも指導できることが事前協議の

利点としている。また、建築確認申請の完了届の際には条例の完了届の提出指導を行

い、完了検査を実施している。とくに完了検査の規定がない長崎県は、条例の完了届

をもとに建築確認申請の完了検査において、条例の完了確認を同時に行い、整備基準

の適合判定をしている。

⑪また、適合率の高い大阪府は、建築確認申請とは連携していないが、審査を行う市町

村において、「届出においては安易に不適合を認めない。」「完了後には速やかに完了届

を提出するように指導する。」「完了届は、事前協議で提出された内容で施工されてい

ることを確認した上で受理する。」ように、市町村連絡会議によってガイドラインに基

づいた行政指導の方法を統一している。また、委任条例によって市町村が審査する協

議対象施設数を減らし、処理数が少ないことも利点としてあげている。

⑫適合率の高い京都府や大阪府、長崎県を除いて、多くの自治体では、ただ、提出され

る届出に対する行政指導を行うのみで、条例の完了届の提出指導や完了検査の催促は

行っていない。このような自治体では、届出時適合率は高くても完了後適合率が大き

く下がる自治体が多い。このことは、完了検査を規定せず、適合証交付請求に基づい

て完了検査を行う自治体も同様である。

⑬都道府県全体の自主条例における施設用途ごとの適合状況について、2012 年度の届出

数の多い順から、「老人ホーム、福祉センター施設等」「百貨店、マーケット、物販店」

「病院又は診療所」「共同住宅、寄宿舎、下宿」「集会場、公会堂」「学校」「理髪店、

質店、銀行等」「飲食店」の順である。これらの施設は民間施設に多く、適合率は 30%

程度、または、それ以下である。

⑭施設用途ごとに適合率の高いものから、「保健所、税務署等」(51.4%)「博物館・図書

館等」(47.6%)「公衆便所」(47.5%)「劇場・映画館等」(37.8%)「旅客施設等」(37.5%)

「駐車施設等」(35.7%)「老人ホーム・福祉センター等」(34.2%)「学校」(32.7%)の順

である。これらの用途は公共性の高い用途が多く、また、これらの用途のうち、「保健

所、税務署等」「博物館・図書館等」「老人ホーム・福祉センター等」「学校」は、一部

の用途のみの委任条例化を行った６自治体（岩手県、山形県、長野県、徳島県、熊本

県、大分県）が特別特定建築物に定める用途である。

⑮完了後適合率の高い自治体としてあげた京都府と大阪府では、適合率の低い用途はあ

っても、届出数の多い「百貨店・マーケット・物販店等」などの適合率が高いことで、

全体の適合率も高い。両自治体では、用途や規模に応じた整備基準が定められており、

とくに、500 ㎡未満の小規模施設に対して小規模施設基準を適用していることが、大き

く施設のバリアフリー化につながっている。

⑯届出時適合率の低い自治体は、完了後適合率も低い。これは、届出の段階から行政指
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導を行わないことと、施設規模に関わらず、一律に整備基準を適用することが適合率

の低い要因と考えられる。

⑰都道府県の 9 自治体が小規模施設基準を定めており、適用用途や範囲、適用基準は様々

である。しかし、大規模施設に適用する整備基準を一律に小規模施設に対して適用す

べきではないとするこれらの自治体の考えは、他の自治体においても障害者等の利用

者も含めて研究する必要がある。

⑱福祉のまちづくり推進協議会において、毎年、建築物の届出時適合率や完了後適合率

が報告されている自治体と報告のされない自治体がある。適合率が報告されている自

治体では、適合率の改善が検討されており、委任条例化を行った自治体がある。そし

てこれらの自治体では、委任条例化後も条例の見直しや改善策が検討されている。

⑲福祉のまちづくり推進計画の役割は、福祉のまちづくりを総合的かつ計画的に推進す

ることが目的であり、推進計画に定める指標に、明らかに現状の問題が計画の指標に

反映されていない自治体がある。指標を設定する自治体や進捗管理する福祉のまちづ

くり推進会議などに問題がある。

⑳大阪府では、大阪府住宅まちづくり部建築指導室建築企画課福祉のまちづくり推進グル

ープという自治体の組織によって、大阪府の福祉のまちづくり活動の全体が管理されて

いる。この組織では、大阪府全体の福祉のまちづくりの推進活動について審議を行う、

住民、事業者、行政による「大阪府福祉のまちづくり審議会」とその内部で検討する「

大阪府福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会」の管理運営を行い、そのほかに府

有施設や市町村施設、鉄道駅舎等とその周辺地区のバリアフリー化の進捗状況について

管理し、ホームページ等で情報提供を行う。また、毎回の審議会における会議資料や委

員名簿、議事録などのすべてをホームページで公開している。自治体において、住民、

事業者、行政の相互が点検、評価、改善を行う仕組みや組織をつくっており、そのため

届出時適合率や完了後適合率も高い。
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２．まとめ

自治体が自主条例において行う行政指導には３つのケースがあると考えられる。

1 つ目は、「建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に行政指導

を徹底するケース」である。京都府や長崎県、大阪府のいずれも事前協議、完了届、完了

検査に至るそれぞれの機会に行政指導を徹底している。届出時適合率及び完了後適合率は

７～8 割ほどである。

２つめは、「事務手続きの時のみ行政指導するケース」である。届出、完了届、完了検査

は建築主の申請をもとに行政指導を行う。届出時適合率は高くても完了後適合率は３割程

度以下に下がる。完了検査を規定せず、適合証交付請求に基づいて完了検査を行う自治体

もこの中に含まれる。

３つめは、「行政指導を行わないケース」である。これらの自治体は、届出時から行政指

導を行わない。届出時適合率及び完了後適合率は 1割以下である。

すべての自治体が、「建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に

行政指導を徹底するケース」を目指さなければならない。

また、自主条例を定めた自治体で、委任条例化を予定する自治体は少ない。そして、適

合率が低い自治体でも委任条例化を予定していない。また、委任条例を施行する自治体で、

自主条例の適合率は低い自治体が多く、必ずしも委任条例は自主条例の適合率を高めるこ

とには役立っていない。委任条例は活用されるようその方策を見出す必要がある。

自主条例を施行し、多くに自治体が 20 年近くになり、自治体によりその活動にも変化が

みられる。「福祉のまちづくり推進会議」は、住民、事業者、行政による福祉のまちづくり

を推進するための審議体制であり、この活動において「福祉のまちづくり推進計画」によ

り、自治体における福祉のまちづくり活動を総合的かつ計画的に進めるための目標値や指

標を定めて、点検、評価、改善のスパイラルアップを図ることが可能となる。

これらの活動を推進し、継続していくためには、大阪府のように、自治体が福祉のまち

づくりを推進する中心的な組織を持ち、住民、事業者、行政の相互が点検、評価、改善を

行う仕組みや組織づくりを行うことが必要である。
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第５章 都道府県と基礎自治体の関係

第４章において、自治体の行政指導には「建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検

査のそれぞれの機会に行政指導を徹底するケース」「事務手続きの時のみ行政指導するケー

ス」「行政指導を行わないケース」の３つのケースがあること。委任条例化を予定する自治

体が少なく、適合率が低い自治体でも委任条例化を予定していないこと。委任条例を施行

する自治体でも、自主条例の適合率は低く、委任条例は自主条例の適合率を高めることに

は役立っていないことなど見出した。

そこで本章では、前章まで解明した建築物のバリアフリー化を高めるための要因を踏ま

えて、都道府県と基礎自治体の建築物バリアフリー化の実効性の違いや関係性について、

宮崎県と宮崎市、福岡県と福岡市の建築物バリアフリー化の実績をもとに、建築物のバリ

アフリー化の実効性を高めるための解決方法を見出す。

第1節 調査の方法

本章における分析を行うために行った、調査方法と調査期間、調査内容を以下に記す。

（１）アンケート調査

・調査期間：①2013 年 8 月 2 日～9 月 2 日

        ②2014 年 3 月 28 日～４月 21 日

        ③2018 年 1 月 21 日～2 月 2 日

  ・調査内容：①2000 年～2012 年バリアフリー化の実績

        ②事務手続き遵守状況、適合率向上方策

        ③2016 年バリアフリー化の実績

（２）ヒアリング調査

  ・調査期間：2016 年 1 月 27 日～28 日

  ・調査自治体：福岡県、福岡市

・調査内容：自主条例の行政指導内容、福祉のまちづくり施策等の内容

（３）宮崎市助成制度の実績及び宮崎市福祉のまちづくり推進事業の分析

  ・2001 年度から 2011 年度までの助成制度の実績とアンケート調査の分析

・宮崎市福祉のまちづくり推進事業の４事業についての実績と評価
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第２節 宮崎県と宮崎市の実効性について

宮崎市は、1994 年に、「九州一の健康福祉都市」を含め６つの「九州一のまちづくり」事

業をめざす津村市政（2009 年まで）になり、福祉面においてさまざまな施策に取り組んだ。

「九州一」としているのは、その個々の目標達成に向けて具体的な細かい目標設定やライ

バル認識が明確にできるようにとの考えからである。

そして、2001年には宮崎県とは別に自主条例である「宮崎市福祉のまちづくり条例」（以

下、「宮崎市条例」という。）を施行した。

2001 年から現在に至るまで、宮崎市条例に基づき進めた福祉のまちづくり推進事業や宮

崎県の自主条例の事前協議等の実績との比較から建築物バリアフリー化の実効性について

の成果や課題を抽出し、建築物バリアフリー化の実効性についての調査や分析につなげる。

なお、宮崎市条例は、上位機関である宮崎県が、県条例と同等あるいはそれ以上の整備

が認められるとして、宮崎市は県条例の適用から除外されている。また、宮崎県と宮崎市

は、2001 年 4 月 1 日の同日に自主条例を施行している。そこで、宮崎市と宮崎県の条例に

よる建築物のバリアフリー化の実効性の比較を行う。

１．宮崎県と宮崎市の事務手続きと行政指導体制の比較

（１）条例の管理と審査体制の比較

宮崎県と宮崎市の条例の管理や審査部門、事務手続きの内容、事前協議届出日について、

表 5.2.1 に表す。宮崎県は、自主条例の管理は福祉保健部障害福祉課が行う。そして、条例

の建築物の審査は土木部建築住宅課に移管され、実際の条例審査は建築確認申請担当部門

である出先機関の県土木事務所や県下の特定行政庁（延岡市、日向市）で行う。

宮崎市は、条例施行当初の 2001 年度から 2003 年度までは、健康福祉部健康福祉課福祉

のまちづくり係において、条例の管理と建築物の事前協議等の事務を行った。そして、2004
年度からは建築物の事前協議等の事務については、都市整備部建築指導課建築福祉係に移

して、宮崎市の福祉のまちづくりの推進するために、２つの係は連携する体制をとった。

建築物の事務が建築確認申請部門へ移ったことで、事前協議や完了届の申請漏れがほとん

どなくなった。

建築福祉係の係員は、係長１名、技術職１名、嘱託員１名の合計３名である。業務内容

は、宮崎市条例（建築物）の事前協議、完了届受理、完了検査を行う。そのほかに、市管

理施設を整備する際に当事者等の意見を聞く「市管理施設市民意見設計反映事業」注１７）と

バリアフリーの優れた民間建築物を顕彰する「民間建築物バリアフリー顕彰事業」注１８）を

担当する当事者団体や市民活動団体などの委員で構成する「宮崎市バリアフリー検討会」

の事務局を担当している。
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表 5.2.1 宮崎県と宮崎市の条例管理運営状況等の比較

都道府県 宮崎県

自治体名 宮崎県 宮崎市

自主条例名称
宮崎県人にやさしい福祉のま

ちづくり条例
宮崎市福祉のまちづくり条例

自主条例施行年 2001 年 2001 年

条例管理部署 福祉保健部障がい福祉課

健康福祉部健康福祉課福祉のま

ちづくり係（2001 年～2009年）

福祉総務部福祉総務課地域福祉

係地域福祉係（2009年～）

建築物審査所管 土木部建築住宅課 都市整備部建築指導課

建築物審査部署 特定行政庁、県土木事務所

都市整備部建築指導課建築福祉

係（2004 年～2013年）

建築指導課指導係（2013年～）

事務手続き
事前協議、完了届、完了検査、

適合証交付請求

事前協議、完了届、完了検査、適

合証交付請求

協議書届出日 工事着手 30 日前 建築確認申請の 2週間前

また、適合証交付施設には建築主等の了解を取り、県や市のホームページへ掲載する作

業や既存施設のバリアフリー改修のための助成を行う助成制度などが、宮崎市建築指導課

建築福祉係の主な業務内容である。

（２）事務手続きの流れ

宮崎県の事務手続きと行政指導の流れを図 5.2.1 に表す。事務手続きは、「工事着手の 30

日前まで」に県（特定行政庁）と事前協議し、工事完了後は県に工事完了届を提出して完

了検査を受けなければならない。建築確認申請と自主条例の事前協議は同時に提出され、

同時期に審査される場合が多い。

また、事前協議以外は建築確認申請の事務とは連携しておらず、建築確認申請の完了届

の際に、条例の完了届提出指導は行われない。完了検査に合格すれば適合証が交付される。

そのほか、民間指定確認検査機関に出される建築物も同様に、県と協議する必要がある。

なお、確認申請における公共と民間の審査の割合は、2016 年度において５：５である。

次に、宮崎市の事務手続きと行政指導の流れを図 5.2.2 に表す。協議対象施設の建築主

等は、新築、増築､改築または用途変更を行なうときは「建築確認申請の２週間前」に宮崎

市と事前協議を行わなければならない。これは、民間指定確認検査機関に出される建築物

も同様である。また、国や地方公共団体等の公共施設の新築等を行なうときも宮崎市に通

知しなければならないとしている。

工事完了後は、建築確認申請の完了届の提出の際に、車いす駐車施設やスロープなどの
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図 5.2.1 宮崎県の事務手続きと行政指導の流れ

図 5.2.2 宮崎市の事務手続きと行政指導の流れ

図 5.2.3 宮崎市適合証
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外構工事が終了後に。条例の工事完了届を提出するよう指導している。そして、完了検査

に基づき、整備基準に適合していれば適合証を交付する。したがって、条例の行政指導に

あたっては、建築確認申請との連携によって、実効性を高めている。

なお、建築確認申請における宮崎市と民間指定確認検査機関の審査の割合は、2016 年度

において３（市）：７（民間）であり、民間の比率が高くなり、事前協議について、建築確

認申請提出のためのハードルとしての役割が小さくなってきていると感じられる。

（３）行政指導の体制

宮崎県の「行政指導」の規定は、事前協議書の審査や完了検査において、整備基準に適

合しない場合は「指導・助言」を行い、無届で工事に着手した場合や「指導・助言」に従

わない場合は「勧告」を行う。勧告に従わない場合は「意見聴取」のうえ「公表」する。「指

導・助言」は、建築確認申請担当である土木事務所や特定行政庁で行う。「勧告」や「意見

聴取」「公表」は条例を管理する県障がい福祉課において行う。また、県が適合証交付した

場合の交付確認と特定行政庁が完了検査を実施し、適合証交付する場合は県障がい福祉課

において行う。

宮崎市は、事前協議書の審査や完了検査において、整備基準に適合しない場合は「指導・

助言」を行い、無届で工事に着手した場合や「指導・助言」に従わない場合は「勧告」を

行う。「公表」の規定はない。これらの行政指導は、条例を管理する健康福祉課から権限移

譲を受けた建築指導課において行う。これまで、事前協議に対する「指導・助言」は行っ

ているが、「勧告」は行っていない。

宮崎市と比べて宮崎県の方が、「公表」の規定があり、「行政指導の規定」は厳しいが、

宮崎県では、これまで「勧告」や「公表」の事例はなく、実際の行政指導の差は感じられ

ない。

２．宮崎県と宮崎市の事前協議数の比較

（１）協議対象施設

宮崎県は宮崎市と同じ 2001 年４月に自主条例を施行した。新設等の際の事前協議対象の

協議対象施設の範囲について、宮崎県を図 5.2.4 に、宮崎市を図 5.2.5 に表す。

対象施設の用途ごとに、自主条例によってバリアフリー化される協議対象施設の範囲を

灰色で、法の特別特定建築物の範囲を黒色で、対象外を白色で表す。なお、宮崎県及び宮

崎市とも特別特定建築物は自主条例の事前協議対象である。

宮崎県では、対象施設のすべてが協議対象施設である。宮崎市は、事務所や工場、共同

住宅を 2000 ㎡以上としているが、それ以外はすべてが協議対象施設である。
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図 5.2.4 宮崎県の協議対象施設の範囲

図 5.2.5 宮崎市の協議対象施設の範囲
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表 5.2.1 宮崎県整備基準適用箇所

表 5.2.2 宮崎市整備基準適用箇所

（２）整備基準適用箇所

宮崎県と宮崎市の小規模基準が適用される対象施設の用途規模は同じである。医療施設、

集会施設、物品販売施設、飲食施設、金融機関等の施設及びサービス施設で床面積 300 ㎡

未満の施設並びに興行施設、展示施設、宿泊施設、体育施設、遊技施設、公衆浴場及び自

動車車庫で床面積 1,000 ㎡未満の施設を条例では「小規模対象施設」として定義している。

宮崎県及び宮崎市の「整備基準」が適用される整備個所と「小規模施設基準」が適用さ
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れる整備個所について、宮崎県の整備適用箇所を表 5.2.1 に、宮崎市を表 5.2.2 に表す。

宮崎県と宮崎市の整備基準の適用について、宮崎県が法の建築物移動等円滑化基準に基

づき定めているのに対し、宮崎市が旧ハートビル法の基礎的基準に基づき作成しているた

め項目は異なるが、適用箇所はほぼ同様である。宮崎県の整備基準適用箇所は、建築物移

動等円滑化基準以外に、「10 客席等」及び「12 浴室等」から「20 緊急時の設備」までの整

備個所を付加している。宮崎市は、「8 客席等」から「19 緊急時の設備」までの整備個所を

付加している。

そして、宮崎市の小規模施設基準（表の上の段）については、「国際車いすシンボルマー

ク交付基準」（表 3.3.1）を参考としている。また、宮崎県は宮崎市に「駐車場」の項目を

加えている。

（３）民間施設における年度ごとの届出等の状況

宮崎県と宮崎市の 2001 年度から 2011 年度までの年度ごとの民間施設の事前協議数と適

合証交付数（完了後適合率）について、宮崎県を図 5.2.6 に、宮崎市を図 5.2.7 に表す。

宮崎県は、2001 年度から 2006 年度まで小規模施設を対象外にしていたため、年度ごと

の事前協議数は 100 件前後であり、適合証交付数は 10 件前後、完了後適合率は 10％前後で

図 5.2.7 宮崎市 2001～2011
年度年度民間施設事前協議等
数・適合証数・完了後適合率

11(10.6%)

14(12.6%)

16(14.9%)

12(15.8%)

9(10.1%)

4(6.3%)

6(2.2%)

18(8.4%)

15(6.2%)

13(4.8%)

12(4.9%)

( )完了後適合率

図5.2.6 宮崎県2001～2011年
度年度民間施設事前協議等数・
適合証数・完了後適合率
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ある。しかし、2006 年に県議会において、宮崎市と適合証交付数等の差が問題になり、2007
年に条例改正して小規模施設を協議対象施設としたため、2007 年度から 2011 年度までの

事前協議数は 200 件を超えており、改正前の 2 倍以上になった。しかしながら、適合証交

付数は 10 件前後と増えていないために、完了後適合率は 5％前後に下がっている。

宮崎県は、2012 年度の協議対象施設の届出時適合率は 9.2％(24/262)、完了後適合率は

4.2％(11/262)である。適合率の低さは指導方法に問題がある。届出が不適合の場合の指導

方法は「整備基準への不適合が著しい施設には、通知を行うこととしている。」としており、

普段は届出のまま処理され、不適合が著しい場合にしか指導されないと考えられる。

宮崎市の 2001 年度から 2011年度までの事前協議数は 150 件～200 件程度である。完了後

適合率は、2001 年から 2007 年頃までは 6 割前後だが、2008 年頃から低下しはじめ、2011

年度は 48.4％と 5 割を下回った。適合率が低下し始めたこの頃から設計者等から事前協議

の前に、「宮崎市条例は、委任条例か自主条例か」をよく聞かれるようになった。他県の状

況から、委任条例は守るが、自主条例は守らなくてもいいと判断する傾向が強くなってき

ており、事前協議書を提出するだけで済ませる設計者が多くなってきたと思われる。

（４）行政指導の違い

宮崎県は、条例審査は出先機関の県土木事務所や県下の特定行政庁（延岡市、日向市）

の建築確認申請担当部門で行う。条例の事務は建築確認申請とは連携していない。事前協

議は「工事着手 30 日前」と定めて、建築確認申請と自主条例の事前協議書は同時期に審査

されるが、事前協議書が不適合の場合の指導方法は「整備基準への不適合が著しい施設に

は、通知を行うこととしている。」としており、不適合が著しい場合にしか指導されないと

考えられる。そのほか、完了届や完了検査も建築主からの申請に基づいて処理するのみと

考えられる。そのため、2001 年の当初から届出に対する事務処理を行っているが、指導が

不徹底のためか、2007 年度の条例改正によって事前協議数は増えたものの適合率が低下す

る結果となっている。

宮崎市は、事前協議は「建築確認申請 2 週間前」と定めて、建築指導課建築福祉係にお

いて、事前協議をしていなければ、建築確認申請は受け付けないといった行政指導として

のハードルや事前協議が適合していれば２週間待たずに建築確認申請を受け付けるといっ

たメリットを与えることで実効性を高めている。

そして、事前協議においては、建築確認申請書提出までに実効性を高めるためのハード

ルとなるよう、建築確認申請提出までの２週間の間に、協議対象施設を整備基準に適合す

るよう行政指導に努めている。また、事前協議の際の指導にあたっては、整備基準に適合

すれば、適合証（図 5.2.3）を無料で交付すること。適合証交付施設は、宮崎市と宮崎県の

ホームページに掲載することやバリアフリーに優れた施設は、「宮崎市バリアフリー顕彰事

業」により市長表彰することを整備基準適合のメリットとして設計者に伝えている。
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また、民間指定確認検査機関に提出される協議対象施設について、民間指定確認検査機

関から定期的に提出される建築計画概要書により、協議対象施設の届出の申請漏れがない

か確認を行い、事前協議をしていないものは民間指定確認検査機関に連絡するとともに、

設計者に事前協議をするよう指導を行う。そのほか、事前協議において適合した施設は、

工事完了予定の時期に設計者に対して完了届を提出するよう連絡をしている。

そのほか、庁内の協力体制として、他課所管の事業である自治公民館や老人福祉施設な

どの宮崎市の助成金制度の利用者は、適合証交付を要件としており、実効性を高めている。

宮崎市全体で福祉のまちづくりを推進することは、条例審査を行う担当者にとっても宮崎

市という後ろ盾をもとに行政指導を行うことができる。

また、宮崎県と宮崎市の条例による協議対象施設の整備に関する違いについて、宮崎県

は、協議対象施設について宮崎県条例第 15 条において「整備基準に適合するよう努めなけ

ればならない。」としており、宮崎市条例第 24 条においては「整備基準を遵守しなければ

ならない。」としている。このことについて、あるコンビニの店舗設計を宮崎県において一

手に行う設計事務所は、「宮崎県に届出するコンビニは条例に適合しないが、宮崎市のコン

ビニは条例に適合している。」と話している。条例を審査する担当者にとっては、その根拠

を示すことで、行政指導が行いやすい。

以上から、宮崎県と宮崎市は、自主条例を推進する組織体制や行政指導の違いが、大き

く完了後適合率の差になっている。建築物のバリアフリー化を目的に設置された専門部署

を持つと持たないでは、適合率に大きな差がでている。したがって、宮崎県の行政指導の

タイプは「行政指導を行わないケース」である。また、宮崎市の行政指導のタイプは「建

築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に行政指導を徹底するケー

ス」である。

（５）委任条例化への考え

しかしながら、宮崎県と宮崎市の両自治体とも委任条例化の計画はない。適合率の低さ

や適合率の低下は、委任条例化とは結び付いていない。

宮崎県は、委任条例化の検討は「まず、自主条例の実効性を高めてから」としている。

実効性の高い用途や規模の中から委任条例化を検討する考えである。

また、宮崎市では、2003 年に法改正となり委任条例化が可能となったあとに、2005 年度

において委任条例化の検討をしていた。「九州一の健康福祉都市」を掲げていたため、当時

すでに委任条例化を行っていた熊本県などの委任条例を参考に、熊本県が定める 1000 ㎡に

引き下げた特別特定建築物の用途をさらに増やすことで検討を進めていた。しかし、2006
年 1 月に「東横インホテル」の福祉のまちづくり条例違反が全国的に問題となり、宮崎市

も当ホテルの建設済みが１棟、建設中のものが１棟あったために、マスコミが宮崎市建築

指導課に殺到し、一時期混乱を招いた。「条例違反」が注目を浴びたこともあり、当時、宮
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崎市は委任条例化については時期尚早と判断している。したがって、宮崎市の委任条例化

の検討は、九州一の政策に基づくものであり、適合率の改善をめざすものではなかったた

めに、市長交代後は委任条例化を検討することはなかった。

３．宮崎市における小規模施設のバリアフリー化

第４章において、小規模施設に対して大規模と同様の整備基準を一律に適用すべきでは

なく、小規模施設基準について、障害者等の利用者も含めて研究していく必要があると述

べた。そこで、宮崎市の小規模施設基準について、その実績から意義や有効性を考える。

（１）公共施設及び民間施設の届出等の状況

宮崎市における 2001 年度から 2011 年度までの事前協議数及び適合証交付数、完了後適

合率を公共施設と民間施設に分けて図 5.2.8 に示す。

公共施設は事前協議数360件のうち75％の 270件に適合証が交付された。市管理施設は、

2003 年度から既存施設も含めて計画的にバリアフリー化を図っているため公共施設の完了

後適合率は高い。

民間施設は、事前協議数 1,928 件のうち 57.4％の 1,106 件に適合証が交付されており、

民間施設において事前協議される 2 件に 1 件はバリアフリー化されていることになる。

（２）民間施設における新築等と増築等の適合証数の違い

2001 年度から 2011 年度までに民間施設において事前協議された 1,928 件について、新築

図 5.2.8 2001～2011 年度公
共・民間施設別事前協議数・
適合証数・完了後適合率

図 5.2.9 2001～2011 年
度民間施設の事前協議等
新築等と増築等の比較
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や改築を「新築等」、増築や用途変更等を「増築等」として図 5.2.9 に示す。

新築等の適合証交付率は 60.9％であり、増築等は 41.9％である。増築等の方が低いのは、

適合証は１棟ごとに判断し交付されるため、増築等を行うときは既存部分の改修を行う必

要がでてくる場合があり、工事費等の拡大につながるため、建築主等のバリアフリー化に

対する理解が得られにくいためである。

（３）民間施設における規模別の届出等の状況

民間施設における事前協議数と適合証数について、規模別に小規模対象施設を「小規模」、

床面積 2,000 ㎡以上の建築物を｢大規模｣、小規模と大規模以外を「中規模」として図 5.2.10

に示す。

大規模は、事前協議数全体 1928 件のうち 11.6％である 224 件が届出数である。このうち

58.5％の 131 件に適合証が交付されている。また、適合証交付数の 131 件の 53.4％にあた

る70件が2003年4月の法改正によりバリアフリーが義務化された特別特定建築物である。

これは、宮崎市条例の整備基準適用箇所は特別特定建築物に適用される建築物移動等円滑

化基準の適用箇所より多いが（表 5.2.2 参照）、大規模施設のため施設整備費用にも余裕が

あるためか、条例適合への指導がしやすくなり、対象施設のバリアフリー化に効果を上げ

ていると考えられる。

中規模は、事前協議数全体1928件のうち34.3％である662件が届出数である。このうち、

61.2％である 405 件に適合証が交付され、規模別では適合証交付率が最も高い。それは適

合証交付数が多い福祉施設が含まれているためと考えられる。（図 5.2.10 参照）

小規模は、事前協議数全体 1928 件のうちの 54.0％である 1042 件の届出数である。また、

事前協議数 1,042 件の 54.7％である 570 件に適合証が交付された。これは、適合証交付数

全体の 51.5％を占めている。したがって、事前協議数及び適合証交付数の過半数を占める

小規模は、建築物のバリアフリー化に大きなウエイトを占めていると認められる。

図5.2.10 2001～2011年度民間施設規模
別事前協議等数・適合証数・完了後適合率
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（４）民間施設における用途別及び規模別の届出等の状況

2001 年度から 2011年度までの民間施設の事前協議数と適合証交付数、完了後適合率を用

途別に図 5.2.11 に示す。事前協議数及び適合証交付数は、ともに物販施設、福祉施設、飲

食施設、医療施設、サービス施設、集会施設の順に多い。

また、2001年度から 2011 年度までの完了後適合率は、民間施設全体で 57.4％であるが、

これを上回る用途に、福祉施設、集会施設、金融機関施設、公衆便所、事務所、展示施設

がある。このうち集会施設と福祉施設は、建設する際に自主条例への適合を補助の要件と

する宮崎市の補助制度を利用するものが多いためとみられる。金融機関施設、公衆便所、

展示施設については、公共性が高いことから完了後適合率が高いと思われる。そのほか、

図 5.2.12 2001～2011
年度民間施設用途別規
模別適合証数

図 5.2.11 2001～2011 年度
民間施設用途別事前協議等
数・適合証数・完了後適合率
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適合率が 50％を下回る用途には飲食施設、学校施設、体育施設、浴場、工場がある。

さらに、図 5.2.11 において用途ごとに表した適合証交付施設を規模別に図 5.2.12 に表

す。規模別にみると飲食施設、体育施設、浴場は、小規模施設が多く、これらの用途は零

細経営の事業者が多いためと考えられる。

また、届出数の多い「物販施設」（56％）「福祉施設」（70％）「医療施設」（57％）などが

民間施設の完了後適合率 57.4％と同程度以上の適合率をあげていることで、適合率を高く

確保していると考えられる。これらは、小規模施設の区分のない福祉施設を除いて、物販

施設、飲食施設、医療施設、サービス施設、集会施設は、いずれも小規模施設が圧倒的に

多く、小規模施設のバリアフリー化が重要なことがわかる。そのためこれらの用途には小

規模施設に対する緩和基準の適用を定めている。

（５）小規模施設基準と用途について

宮崎市条例の小規模施設基準は、大規模な施設と同じ基準を適用するのではなく設置者

の負担軽減を考慮して、旧ハートビル法の基礎的基準（改正前）のうち、国際リハビリテ

ーション協会がすべての障害者が利用可能な建築物の条件として定めた「国際シンボルマ

ーク掲示最低基準」（表 5.2.3）の範囲としている。

表 5.2.3  国際シンボルマーク掲示最低基準

図 5.2.13 2001～2011 年度
適合証交付小規模施設用途区分

表 5.2.4 小規模施設用途内訳

用途 施設名

医療施設 診療所、はりきゅう院、整骨院

集会施設 公民館、集会所

物販施設
日用品販売店舗、酒店、コンビニ、薬
局

飲食施設
喫茶店、ラーメン店、居酒屋、ファミレ
ス

サービス施設 理容店、美容院、コインランドリー

金融機関施設 簡易郵便局、キャッシュコーナー

その他
公衆浴場､パチンコ店、体育施設、展
示場

①玄関の段差解消またはスロープの設置。

②出入口幅は、80cm以上。

③スロープ勾配は、1／12 以下。

④通路・廊下幅は、130cm 以上。

⑤トイレは利用しやすい場所にあり、外開きドアで内部が広く手すりがついたもの。

⑥エレベーターの入り口幅は、80cm 以上。
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ただし、基礎的基準との整合を図るため、④の通路・廊下幅は 120cm 以上とした。⑤開

き戸とする場合について、車いす使用者を考慮し、「戸を手前に引く場合は車いす寄せスペ

ースの設置」を整備基準に加えた。またトイレの位置は、基礎的基準にないため、トイレ

に標示板の設置を義務付けした。⑥のエレベーターは、基礎的基準では 2,000 ㎡以上が対

象になるためこの基準は適用していない。また、「レジ通路や改札口を設ける場合」は、通

過できる幅 80cm 以上を確保するよう基準を付加した｡

次に、適合証を交付した小規模施設の用途について、図 3.3.3 において規模別に分類し

た小規模施設を用途別に図 5.2.13 に表す。物販施設（41％）が最も多く、次に飲食施設（19％）、

サービス施設（14％）、医療施設（10％）、集会施設（9％）、金融機関施設（3％）、その他

（4％）となっている。

（６）小規模施設の用途内訳

そして、小規模施設の用途の内訳を表 5.2.4 に示す。適合証交付の多い用途から、物販

施設には日用品販売店舗やコンビニなど、飲食施設にはファストフード店や居酒屋、ファ

ミレスなど、サービス施設には理容店やコインランドリーなど、医療施設には内科や歯科

の診療所など、集会施設には公民館など、金融機関施設には簡易郵便局など、そのほかに

公衆浴場やパチンコ店などがあり、したがって、小規模施設は、中規模建築物や大規模建

築物と違い、いずれも市民に身近な施設として地域に密着した施設と考えられる。

以上、宮崎市において、協議対象施設の過半で、かつ適合証交付施設の過半を占める小

規模施設のバリアフリー化は、地域全体としてもそのバリアフリー化は重要であり、毎年

開催する「民間建築物バリアフリー顕彰事業」においても小規模施設部門を設けて、障害

者のバリアフリー検討会委員の現地調査を含めた選考により顕彰されている。（図 5.2.20）

４．宮崎市助成制度

（１）助成制度利用施設内訳

宮崎市では、既存の民間施設のバリアフリー化を促進させるために、条例を施行する前

に建築された条例対象施設について、整備箇所を整備基準に適合させることを条件に、改

修費用の１/２かつ 120 万円を限度として、助成制度を行なっている。2001 年から 2011 年

度までに、助成制度を活用した 49 件のうち小規模対象施設は 65％の 32 件であり、小規模

対象施設の所有者等のバリアフリー化に対する要望は多いと思われる。

助成制度を活用した施設を用途ごとに、助成件数とそれに含まれる小規模対象施設数を

図 5.2.14 に示す。助成件数が多い順に、医療施設、集会施設、飲食施設、サービス施設、
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福祉施設、宿泊施設、物販施設があり、多くの用途に助成制度が活用されている。

とくに、医療施設は小規模対象施設 11 件のうち、歯科診療所が 9 件を占めている。これ

は 2001 年に適合証が交付された第 1 号が歯科診療所であり、これがマスコミ報道されたこ

ともあり、歯科診療所のバリアフリー化が進んだ。このことから個人事業者に対する啓発

の効果は大いにあるものと思われる。

助成制度に基づき整備された箇所数とそのうちの小規模対象施設数について図5.2.15に

示す。トイレが最も多く、スロープ、出入口、昇降機、誘導ブロック、その他の順になっ

ている。その他は、屋内の段差解消などである。小規模対象施設も同様の順となっている

が、誘導ブロックは整備基準にないので整備されたものはない。

これらの整備箇所はいずれもバリアフリー化に必要な箇所であり、とくにトイレ、スロー

プ、出入口の整備がバリアフリー化のために重要であることが再確認されている｡

（２）小規模対象施設助成施設の工事期間、工事金額等

助成制度を利用した 49 件のうち小規模建築物 32 件の改修にかかった工事期間を図

5.2.15 に示す。工事期間は、工事の内容により 10日から 90 日と様々であり、平均は 40 日

ほどとなっている。

また、工事金額と助成金額を図 5.2.16 に示す。改修のための工事金額は26 万円から 644

万円であり、平均は 220 万円である。このうち助成額の平均は 88 万円ほどである。

助成制度の利用者は、自己資金を使い、工事期間については営業を休むなどして改修を

行っており、助成制度を利用するためには、バリアフリー化への理解が必要となっている。

したがって、建築主にとって、建築後にバリアフリー化することは、バリアフリーの理解

とともに、工事費や工事期間など大きな負担がある。

図 5.2.13 2001～2011 年度助成
金制度利用施設用途及び小規模

図 5.2.14 2001～2011 年度
助成制度による整備箇所
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（３）助成制度に対する外部評価について

助成制度に対する「事務事業の外部評価」が 2011 年 8 月 21 日に行われた。評価員６人

（大学教授（経済学）、民間経済研究所理事、産業カウンセラー、介護施設経営会社役員、

経営コンサルタント、青少年育成活動ボランティア）に対して、数多く存在する既存施設

のバリアフリー化に助成制度は意義があることが説明された。

しかし、評価員は、居酒屋を含む飲食店などに助成していることを問題にして、「私企業

は自己資金で行うべき」「助成が必要な時期は終わった」の不要の意見が２人、「営利企業

でなく公共性の高いものを対象とするよう見直すべき」が４人の意見であった。

この評価結果を踏まえて、助成制度の利用者や障害者団体等に助成制度についてのアン

図 5.2.15 助成金利用
小規模建築物工事期間

図 5.2.16 助成金利用小規模
建築物工事金額及び助成金額
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ケート調査を行った。

①助成制度利用者アンケート調査

2011 年９月に過去５年間の助成制度利用者 25 名にアンケートを行ない、18 名から回答

があった（回答率 72％）。回答者の内訳は、小規模の所有者等が 10 名、小規模以外の所有

者等が５名、無記名が３名である。以下に回答内容を示す。

制度利用の目的について、「障害者等に利用してほしかった」と答えたのは、小規模の所

有者等が 8 名、小規模以外が 5 名、無記名が２名であり、制度利用者の多くが福祉に関心

の高い人と考えられ、福祉に関する啓発の必要性を感じる。

また、「改修後に障害者等の利用が増えた」と答えたのは、小規模の所有者等が９名、小

規模以外が５名、無記名が１名である。そのほか、改修後の施設利用者の反応については、

全員が「良くなったと聞いた」と回答している。そして全員が「制度をつづけてほしい。」

と回答しており、ほとんどが改修に満足しているものと思われる。

なお、「補助金があったこと」をきっかけにバリアフリー化の工事を行なった人は、小規

模の所有者等が３名、小規模以外が１名、無記名が３名であり、助成制度があることが既

存建築物のバリアフリー化の一助になると考えられる。

  また、助成制度を知ったのは、「建築業者等からの情報」と答えたのは小規模の所有者等

が６名、小規模以外が２名、無記名が２名であり、市からの広報等だけでなく、建築業者

や設計者等への情報提供が既存建築物のバリアフリー化には必要と考える。

②障害者団体等アンケート調査

2011 年 10 月に「宮崎市バリアフリー検討会」に参加する団体等 13 団体に「助成制度の

必要性についてのアンケート調査」を行った。

そして、障害者団体６団体（視覚､聴覚、肢体不自由、知的、内部障害、肢体不自由児親

の会）、高齢者団体、社会福祉法人各 1 団体、NPO 法人２団体、医療専門職団体１団体の

合計 11 団体から回答があった(回答率 85％)。
「助成制度継続に対する意見」について、以下に主な意見を示す。

Ⅰ．ＰＲ不足であり、事業者が積極的に取り組むようにしてほしい。

Ⅱ．零細企業等の店舗では中途半端なバリアフリー化が行なわれている。助成制度でよ

り良いバリアフリー化を推進してほしい。

Ⅲ．評価員が不要論を出すのは自ら不便を感じていないからではないか。何のための助

成制度かを心とハードの両面で検討すべき。

Ⅳ．補助金を利用しても、使い勝手等、補助金制度の目的を十分に果たしていない。

以上、Ⅳの意見は、Ⅲと同様に整備基準どおりの整備だけでなく利用者の立場から十分

な対応を求めたものと思われ、すべての意見が助成制度の存続を望む意見と受け取れた。
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なお、助成制度を利用した施設の中には、優れたバリアフリー施設としてバリアフリー

検討会が評価し表彰されたものがある。

そのほか「バリアフリー化が必要と思う施設」に、以下が上がった。（複数回答、( )は回

答数、回答数が同じものは同順位とした。)
a. 日常的に利用し、バリアフリー化が必要と思う施設

ⅰ社会福祉施設(10) ⅱ医療施設(9) ⅲ物販施設(8) ⅳ集会施設(7) 、金融機関(7) ⅴ飲

食施設(5)
b.たまにしか利用しないが、バリアフリーが必要と思う施設

ⅰ展示施設(9) ⅱ宿泊施設(8) ⅲ教育文化施設(7) ⅳサービス施設(6) 
c.利用していないが、バリアフリーが必要と思う施設

ⅰ遊技施設(9) ⅱ公衆浴場(7) ⅲ興行施設(4) 、公衆便所(4) 、公益事業施設(4)

以上のバリアフリー化が必要な施設については、障害者等が日常生活において必要な公

共性のある施設と考えられる。

③助成制度の改正について

判定結果については、判定人に施設利用者である障害者等が含まれておらず、事業の必

要性が正しく認識されずに、助成金を削除するという視点のみの判定で正当性が感じられ

なかった。しかしながら、助成金利用者や障害者団体等のアンケート結果から、制度の存

続を望む意見が多かったこと、とくに助成制度には、既存建築物を整備基準と行政の指導

により、より良いバリアフリー化を実現するための役割があることを確認することができ

た。これを踏まえて、助成の対象を零細企業者の支援を目的に、中小企業者等の所有等す

る小規模施設に限ることで、助成制度は 2012 年 4 月に改正された。そして、小規模施設の

バリアフリー化の必要性が改めて示されたといえる。

５．宮崎市における不適合要因

（１）完了検査不適合要因

2001 年から 2011 年までにおいて、宮崎市の事前協議の届出数、届出時適合数、完了検

査において合格した適合証交付数の変化を図 5.2.17 に表す。毎年、届出数より届出時の適

合数は下回り、それよりさらに適合証交付数は下回っている。したがって、届出において

適合しても完了検査においては不適合になるものが多く、毎年その現象が続く。
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図 5.2.17 2001 年～2011 年までの宮崎市届出数、届出時適合数、適合証交付数

そこで、2001 年から 2011 年までの完了検査における不適合要因を図 5.2.18 に表す。

不適合となる箇所は廊下や階段についてのものはなく、毎年、同様の不適合の要因がみ

られる。「出入口」は、屋外や屋内の出入口幅が狭いこと、「傾斜路」は、勾配の超過、手

すりなし、幅が狭いといったものである。「便所」は、面積が小さい、出入口幅が狭い、手

すりがないといったもの、「敷地内通路」は仕上げの不良や段差があること、「駐車場」は、

車いす使用者用駐車施設の設置されていない、「視覚障害者経路」は、点字ブロックが敷か

れていない、「緊急時の設備」は、点滅型誘導音付き誘導灯が設置されていないというもの

である。これらの完了検査において不適合となるものは、強制力がないためか、多くは是

正されない。

（２）不適合対策

不適合の要因は、毎年、同様の内容で繰り返される傾向があるため、事前協議において

周知するなど、指導・助言に生かす必要がある。そこで、事前協議においては、たとえば

「出入口」は有効幅確保のための注意点や「傾斜路」は起点となる地盤高と床高の確認と

いった、整備基準マニュアルや障害者等の利用者の整備に対する要望を含めたパンフレッ

ト（図5.2.19）を作成し、工事における注意点等を説明し、完了時に不適合とならぬよう

指導・助言に努めている。
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図 5.2.18 2001 年～2011 年宮崎市完了検査における不適合要因

図 5.2.19 バリアフリー注意事項パンフレット
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６．宮崎市福祉のまちづくり推進事業

宮崎市では、宮崎市条例の規定に基づいて、福祉のまちづくりを総合的かつ計画的に推

進するために、2002 年に市民、事業者及び市で構成する「宮崎市福祉のまちづくり市民協

働会議」（市民・事業者 18 人、市 9 人）を設立した。

そして、この市民協働会議の下部組織の作業部会（市民・事業者 14 人、市 25 人）の作

業により、福祉のまちづくり推進のために課題解決が必要な 39の施策を定めた「宮崎市福

祉のまちづくり総合計画」を 2004 年に策定した。また計画は、その目的から社会福祉法第

107 条の「地域福祉計画」と同じものと位置づけた。

この計画の実施にあたっては、健康福祉部健康福祉課福祉のまちづくり係がソフト面を、

都市整備部建築指導課建築福祉係がハード面を担当した。この２課による管理体制の連携

と市民協働会議の進捗管理により、宮崎市において福祉のまちづくりを推進するための諸

事業が推進された。

「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」において、建築物のバリアフリー化の課題にあげ

られた問題点を解決するために、市民協働の組織「宮崎市バリアフリー検討委員会」を 2005

年に設立し、「適合証交付施設ホームページ掲載事業」「観光バリアフリー事業」「民間建築

物バリアフリー顕彰事業」「市管理施設市民意見反映事業」の４事業が政策立案され、建築

指導課において実施された。

そして、2009 年 3 月には、この計画に基づいた 5 年間の取り組みと成果を「宮崎市福祉

のまちづくり総合計画評価報告書」注１９）としてまとめている。

（１）宮崎市バリアフリー検討会

宮崎市条例に基づき、安全で快適な生活環境づくりを実現するために、宮崎市管理施設

と民間施設の優れたバリアフリー化を促進させることを目的に、当事者団体や市民活動団

体、専門職団体の 12 団体からの推薦による 12 名の委員で構成する「宮崎市バリアフリー

検討会」（以下、「検討会」という。）を 2008 年に設立し、現在も活動している。（表 5.2.5）。

検討会では、市管理施設が高齢者や障害者を含む市民にとって安全かつ円滑に利用でき

る施設となることを目的に、「市民意見設計反映事業」と建築物のバリアフリーのモデルと

なるような建築物を選考する「民間建築物バリアフリー顕彰事業」の検討を行っている。

「市民意見設計反映事業」は、宮崎市管理施設の基本設計時または実施設計時若しくは

工事施工時に検討会を開催し、委員から施設整備に対する意見を聞いている。また、完成

後には検討会による調査を行っている。2005 年から 2011 年までに、集会場 2 施設、福祉

施設２施設、娯楽施設 3 施設、市営住宅 1 施設、公衆トイレ 2 施設、温泉施設 1 施設など

の協議を行った。

そして、「民間建築物バリアフリー顕彰事業」は、適合証を交付した民間施設について、
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宮崎市バリアフリー検討会において、第 1 次審査（書類選考）、第 2 次審査（現場選考）、

第 3 次審査（最終選考）を行い、バリアフリーに優れていると選ばれた施設が毎年開催さ

れる宮崎市社会福祉大会において、市長が表彰を行う。2008 年度から毎年行われている。

表 5.2.5 宮崎市バリアフリー検討会構成

団体名 参加者障害別等

① 財団法人宮崎身体障害者福祉協会 身体障害者（肢体不自由者）

② 社団法人日本オストミー協会宮崎県支部 内部障害者（オストメイト）

③ ＮＰＯ法人宮崎市視覚障害者福祉会 視覚障害者

④ ＮＰＯ法人ドロップインセンター 子育て支援

⑤ 宮崎市聴覚障害者協会 聴覚障害者

⑥ 宮崎市肢体不自由児(者)父母の会 肢体不自由者の親

⑦ さんさんクラブ宮崎市 高齢者

⑧ ＮＰＯ法人障害者自立応援センターＹＡＨ！ＤＯみやざき 電動車いす使用者

⑨ ＮＰＯ法人宮崎市手をつなぐ育成会 知的障害者の親

⑩ 宮崎大学教育文化学部住居学研究室 住居学

⑪ 社団法人宮崎県理学療法士会 理学療法士

⑫ 社団法人宮崎県建築士会宮崎支部 建築士

（２）適合証交付施設ホームページ掲載事業

適合証を交付した建築物は、建築主等の了解を得た上で宮崎県と宮崎市のホームページ

に掲載している。事前協議等の際は、設計者等に対して、ホームページ掲載を適合証交付

や「民間建築物バリアフリー顕彰事業」の対象建築物になることを建築物バリアフリー化

のメリットとして紹介している。適合証交付施設のホームページ掲載は、施設側に歓迎さ

れているとともに、公開することにより監視の意味でも効果があると思われる。

宮崎県のホームページには、所在地や連絡先、営業時間などとともに、スロープや車い

す使用者用駐車場、車いす使用者用便房などの状況をその寸法や写真などを含めて詳細に

紹介した。また、宮崎市のホームページには、地域ごとに車いす使用者用便房を設置した

施設について、住所や連絡先、点字ブロックの有無やエレベーターの有無、車いす駐車場

の有無、避難所指定の有無について、一覧表にして、プリントできるようにした。そのほ

かに、「オストメイト対応トイレ設置施設」情報も一覧表にして掲載している。

宮崎県「みやざきバリアフリー情報マップ」http://m-bfree.pref.miyazaki.lg.jp/

宮崎市「みんなのためのお出かけ案内」http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/

トップページ＞高齢福祉＞いきいきとした毎日を送る＞バリアフリー情報(車いす対応

トイレのある施設をお知らせします）
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（３）観光バリアフリー事業

宮崎市福祉のまちづくり総合計画に基づき、「既存民間建築物のバリアフリー化がすすま

ない」という課題について取り組むために、岐阜県高山市や三重県伊勢志摩地方ですすむ

「観光バリアフリー」事業に注目し、観光地宮崎に高齢者や障害者の旅行者が多くなれば、

観光地だけでなく商店街の物販店や飲食店などバリアフリー化の必要性が高くなると考え、

高齢者や障害者、ＮＰＯ、商店街などの民間 11 団体と市役所４課（建築指導課、観光課、

中心市街地活性化推進室、商工労政課）の市民協働による｢バリアフリー検討委員会｣（以

下「会」という。）を 2005 年 2 月 1 日に設立し、筆者の所属する建築指導課が主管課（事

務局）となり 2011 年まで活動を行った。観光地や商店街、交通機関の点検調査活動を参加

者で行い、これらの高齢者や障害者に対する情報をブログやホームページ、マップを作成

して情報提供を行なっている。（2007年～2009 年）

宮崎観光バリアフリータイムリーニュース http://miyazakikanbari.miyachan.cc/

宮崎観光バリアフリーホームページ http://www.miyazakikanbari.com/

（４）市管理施設市民意見設計反映事業

宮崎市福祉のまちづくり総合計画に基づき、条例の整備基準を遵守するだけでは、高齢

者や障害者等に利用しやすい施設とはならないという課題から、市民の意見を公共施設整

備に反映させるために、公共施設をつくる際に施設の計画段階から高齢者、障害者等の意

見を反映させるために、計画設計、実施設計、施工の段階において、障害者や高齢者、子

育て支援、医療、建築の団体等から 12 名の委員で構成する「宮崎市バリアフリー検討会」

（以下、「検討会」という。）の意見を聞いて、事業担当課が意見を施設づくりに生かす取

り組みをしている。

2008 年度から 2011年度までに、温泉施設や小学校、公営住宅、動物園施設、福祉センタ

ー、公園公衆トイレ、公民館など 10 件の公共事業について、基本設計や実施設計の段階で

検討会の意見を聞き、施工後は検討会による調査を行っている。

（５）民間建築物バリアフリー顕彰事業

宮崎市条例第 12 条（表彰）において、「市長は、福祉のまちづくりの推進に関して著し

い功績のあった市民及び事業者に対し、表彰を行うことができる。」としている。

民間施設について、景観を含めて優れたバリアフリーデザインを顕彰することで、そこ

がモデルとなりバリアフリーの普及を図ることこれに基づき、建築物のバリアフリーのモ

デルとなるような建築物を、検討会において選考する「民間建築物バリアフリー顕彰事業」

を実施している。
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顕彰事業は、適合証を交付した民間建築物について、検討会において第 1 次審査（書類

選考）、第 2 次審査（現場選考）、第 3 次審査（最終選考）を行い、バリアフリーに優れて

いると選ばれた施設が毎年開催される宮崎市社会福祉大会において、「宮崎市だれもが住み

よいまちづくり賞」として市長が表彰状及び記念品を授与して顕彰している。

宮崎市だれもが住みよいまちづくり賞（2010 年度）

小規模施設部門 優秀賞 さくらデンタルクリニック

Ｗ１Ｆ 142.39 ㎡

車いす使用者用駐車場を自主的に１台分設置。

スロープ勾配１／１２、出入口の自動ドア、車いすが回転できる便房にはベビー

シートを設置。診察室には、車いす対応の診療スペースを設けるなどバリアフリー

への取組み、ソフト面での対応が良好であることを評価した。

図 5.2.20 宮崎市だれもが住みよいまちづくり賞（小規模部門・優秀賞）

外観：車いす使用者用駐車場 アプローチ：スロープ、自動ドア

車いす使用者用便房 診察室
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この顕彰事業は、2008 年度から毎年行われている。表彰は整備基準の異なる「中・大規

模部門」と「小規模部門」に分けて、最優秀賞や優秀賞、奨励賞、リフォームなどの賞が

与えられ、これらは市のホームページに掲載される。2008 年度は小規模５件と中大規模 6
件、2009 年度は小規模５件と中大規模 6 件、2010 年度は小規模３件と中大規模４件、2011
年度は小規模２件と中大規模２件、2012 年度は小規模２件と中大規模２件、2013 年度は小

規模２件と中大規模３件の表彰を行っている。（図 5.2.20）

（６）第 1回国土交通省バリアフリー化推進功労者表彰

宮崎市は、「民間建築物のバリアフリー化に関し、新築時等の事前協議制度について広範

な規模・用途のものを対象とし、また、基準に適合するものへの適合証の発行を積極的に

進めるとともに、改修工事に対する助成を行うなどにより、そのバリアフリー化を強力に

進めていること。さらには、ホームページなどを用いた建築物のバリアフリー状況の積極

的な情報提供、「観光バリアフリー」実現のための活動の実施のほか、優れた建築物の顕彰

制度を予定するなど、継続的な民間建築物のバリアフリー促進の取組みを高く評価し、民間

建築物のバリアフリー化を協力にすすめている。」という理由から、継続的な民間建築物のバ

リアフリー化促進の取り組みが高く評価され、2008 年 3 月 10 日に「第 1 回国土交通省バリ

アフリー化推進功労者大臣表彰」を受賞した。（図 5.2.21）

（７）宮崎市福祉のまちづくり推進事業の課題

検討会に活動について、検討会では顕彰事業の第 2 次審査である現場選考の際に、当事

者の意見聴が行われる。適合証交付施設について、便器や洗面器の配置が悪く、車いす使

用者が使えない車いす使用者用便房（図 5.2.22）や駐車場の出入口に近接して車いす使用

者用駐車場があり、乗り降りに危険なところなどがあるなど、検討会の委員から指摘があ

図 5.2.22 便器へ横方向からしか移
乗できない

図 5.2.21 第 1 回国土交通省バリアフリ
ー化推進功労者大臣表彰
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る。これは、法認定建築物や法義務化対象施設に限らず、チェックシートに書かれている

ことだけを整備していると思われるために起きている問題と考えられるために、2015 年に、

これらの適合証交付施設で指摘した情報を「バリアフリー～ユーザーの立場から」のパン

フレットを作り、事前協議等の際に設計者等に配布している。（図 5.2.19）

「ホームページ掲載事業」については、図 3.2.6 において示した年度ごとの民間施設の

適合証交付数について、2008 年度から年々、完了後適合率が下がり、適合証交付数も減少

している。事前協議の際に適合証交付のメリットとして設計者等を通じて建築主にアピー

ルするバリアフリー化の効果を狙ったが、設計者がこの事業に興味を示さなくなったと感

じられる。

同様に、「顕彰事業」についても、設計者等が興味を示さなくなってきており、適合証交

付件数が減り、最優秀賞がなくなるなど年々表彰する件数も少なくなっている。

「観光バリアフリー事業」は、2005 年から、市民協働の体制で情報提供を行ってきたが、

宮崎市の事業評価により 2009 年に終了した。宮崎市だけでなく、条例に基づいて市民協働

の場においても事業評価を行う必要があったと考える。

「市民意見反映事業」については、施設担当課の判断としているために、意見がすべて

施設整備に生かされる訳ではないこと、公共施設や民間施設も同様に、チェックシートに

記載されている基準だけを整備していることから、「廊下に手すりがなく、階段も片側にし

か手すりが設置されていない市営高齢者施設」や市温泉施設の狭い車いす使用者用駐車場

の屋根」など完成後に、検討会の調査で問題となることも多く、当事者が利用しづらく何

のための整備か考えられていない状況について、何年たっても進歩が見られないという指

摘や、設計の意図が建築主（管理者）にまで伝わっておらず、維持管理されていないなど

の検討会委員からの指摘がある。

これらの 4 つの事業は、2004 年に策定した「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」に基づ

いて市民協働により政策立案された事業である。しかしながら、この計画の次期計画は社

会福祉法に基づく「宮崎市地域福祉計画」（2009 年 4 月～）となり、ハード面を除いて進め

られている。自主条例を管理するのが福祉部門であったために、ソフト面の社会福祉の活

動を重視したためである。

これにより、自主条例を管理する健康福祉課「福祉のまちづくり係」は、2009 年 4 月の

機構改革により福祉総務課「地域福祉係」に変更になり、また、建築指導課「建築福祉係」

も 2013 年 4月に指導係へ編入されて、福祉のまちづくりを推進する体制はなくなった。

したがって、宮崎市においては、ハード面の事業である福祉のまちづくりを推進する 4

つの事業について、見直しなどの検討をする市民協働の場がなくなった。そして、福祉の

まちづくりを推進する２つの専門係もなくなっている。
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（８）専門係から業務兼務の係へ

建築福祉係は 2013 年 4 月の機構改革により、建築許可等の担当となる指導係に編入され、

係長 1 名、技術職 3名、事務職 2 名、嘱託員 2名の体制となった。

係編入前の建築福祉係の事務分掌は、以下のとおりである。

① 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に関すること（建築物に係

るものに限る。）。

② 宮崎市福祉のまちづくり条例に基づく事前協議等に関すること（他課の所管に係る

ものを除く。）。

それが、指導係に編入されて以下となった。（編入されての１年間は筆者が係長であっ

た。）

① 許可申請及び承認申請の処理に関すること。

② 道路の位置の指定に関すること。

③ 建築物の動態統計調査及び災害報告に関すること。

④ がけ地近接危険住宅移転事業に関すること。

⑤ 公開による意見の聴取及び建築審査会に関すること。

⑥ 建築協定に関すること。

⑦ 狭あい道路整備事業に関すること。

⑧ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に関すること（建築物に係

るものに限る。）。

⑨ 宮崎市福祉のまちづくり条例に基づく事前協議等に関すること（他課の所管に係る

ものを除く。）。

⑩ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に関すること。

建築福祉係の2012年度と指導係の2016年度の届出時適合率及び完了後適合率を図3.5.4

に表す。係編入前の 2012 年度の届出時適合率は 56.0%、完了後適合率は 52.4%である。そ

して、指導係の 2016年度は届出時適合率 48.2%、完了後適合率は 37.2%に大きく低下した。

専門係のときは、完了後適合率は５割程度以上を維持していたが（図 4.4.7）、専門係では

ない現在、福祉のまちづくり条例の業務に影響が出ていると考えられる。
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図 3.5.4 2012 年度と 2016年度の届出時適合率・完了後適合率比較

指導係では、民間指定確認検査機関から送付される建築計画概要書のチェックや完了届

提出の連絡も行わなくなり、そのためか、完了後適合率が下がっている。また、自治体が

福祉のまちづくり体制でなくなったため、条例を審査する担当者も指導係の他の業務を兼

務しているため、福祉のまちづくりに対する意欲がなくなっていると考えられる。

そして、適合証交付数が減っているため、整備基準適合のメリットとした県や市のホー

ムページ掲載も 2015 年２月以降更新されていない。また、「顕彰事業」について、バリア

フリー検討会の開催も２年に 1 度となっている。これは、届出等の業務だけでなく、宮崎

市バリアフリー検討会の事業などの福祉のまちづくり推進事業を含めて、宮崎市の福祉の

まちづくりの推進に大きな影響を与えている。

したがって、宮崎市の行政指導は「建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそ

れぞれの機会に行政指導を徹底するケース」から「事務手続きの時のみ行政指導するケー

ス」に変わった。

（９）宮崎市移動円滑化基本構想

そのほかに、宮崎市は、2003 年 10 月に「宮崎市移動円滑化基本構想」を策定した。JR
宮崎駅と宮交シティ・JR 南宮崎駅の周辺を重点整備地区に定めて、旅客施設を中心に歩い

て移動できる約 1 キロの範囲について以下の整備を行う。その概要について、表 5.2.6 に表

し、以下に説明する。

①旅客施設

視覚障害者誘導用ブロックが連続していない箇所や色あせている箇所の改善、トイレの

改善など、また JR 宮崎駅及び JR 南宮崎駅の EV 設置について検討する。（宮崎駅 EV 設置

2008 年、南宮崎駅 EV 設置、2013 年）

②バス停・バス車両

時刻表や案内板などを老朽化したものの改善、低床バス、ノンステップバスの導入推進
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を図る。

表 5.2.6 宮崎市移動円滑化基本構想

事業名 宮崎市移動円滑化基本構想

策定時期 2003 年 10 月

事業内容

JR宮崎駅と宮交シティ・JR南宮崎駅の周辺を重点整備地区に定め

て、「旅客施設」を中心に歩いて移動できる約 1キロの範囲の「バ

ス停・バス車両」「道路」「駅前広場」について、各関係事業者で

基本構想に即した特定事業計画を策定し、「すべての人が安全・快

適に移動しやすいまちづくり」の実現に向けて、バリアフリー化の

取り組みを 進めている

建築物 宮崎市福祉のまちづくりの条例

協議会 宮崎市移動円滑化基本構想連絡会議委員会

③道路

道路の段差やこう配を改善し、平坦な歩道の確保、路面に水がたまらないように歩道の

改善、ノンステップバスの乗降を円滑に行うためのバス停の改善、車いす利用者がタクシ

ーに乗りやすいように歩道と道路の段差解消などを行う。

④建築物

宮崎市福祉のまちづくり条例に基づいて、建築物のバリアフリー化を図る。

⑤駅前広場など

既設駐輪場の利用促進と放置自転車撤去の実施、視覚障害者誘導用ブロックの新設、改

善などを行う。

⑥その他

基本構想の実現にあたって、各事業者間の事業計画の調整などを図るための、連絡会議

委員会を設置、また、進捗状況にあわせ、市民にホームページなどで情報提供を行う。

宮崎市移動円滑化基本構想は、旧交通バリアフリー法に基づく計画である。重点整備地

区について面的にバリアフリー化を図るのが目的で、旅客施設を中心に道路やバス停など

のバリアフリー化が行われるが、地区内の建築物のバリアフリー化は、自主条例や法に基

づいて行われるため、建築物のバリアフリー化の実効性を高める役割にはなっていない。
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第３節 福岡県と福岡市の実効性について

１．事務手続きと行政指導の体制

（１）条例管理と審査体制の比較

自治体の組織体制の違いによる実効性の違いについて、福岡県と福岡市の条例の管理や

審査部門、事前協議届出日、事務手続きの内容について、表 5.3.1 に表す。

福岡県は 1998 年に、福岡市は、1999 年に自主条例を施行した。福岡市の条例は、上位

機関である福岡県が、県条例と同等あるいはそれ以上の整備が認められるとして、福岡市

は県条例の適用から除外されている。両自治体とも委任条例は定めていない。

自主条例の管理について、福岡県は、福祉労働部障がい福祉課、福岡市は保健福祉局総

務部政策推進課バリアフリー推進係というバリアフリー専門部署で行う、担当係長は建築

技師である。また、条例の建築物審査について、福岡県建築都市部建築指導課が所管し、

審査は、建築確認申請の担当である特定行政庁や県の出先機関である県土整備事務所が行

う。また、福岡市は、建築物の所管及び審査を住宅都市局建築指導部建築審査課建築福祉

係の専門部署で行う。そのほか、事務手続きについて、福岡県、福岡市とも、事前協議（届

出）、完了届、完了検査を定める。

表 5.3.1 福岡県と福岡市の条例管理運営状況等の比較

都道府県 福岡県

自治体名 福岡県 福岡市

自主条例名称 福岡県福祉のまちづくり条例 福岡市福祉のまちづくり条例

自主条例施行年 1998 年 1999 年

条例管理部署 福祉労働部障がい福祉課
保健福祉局総務部政策推進課バリ

アフリー推進係

建築物審査所管 建築都市部建築指導課 住宅都市局建築指導部建築審査課

建築物審査部署 特定行政庁、県土整備事務所 建築審査課建築福祉係

事務手続き
届出、完了届、完了検査、適合

証交付請求

事前協議、完了届、完了検査、適

合証交付請求

協議書届出日 工事着手 30 日前 建築確認申請の 2週間前
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（２）事務手続きと行政指導の流れ

事務手続きと行政指導の流れについて、福岡県を図5.3.1 に、福岡市を図 5.3.2 に表す。

福岡県は、事務手続きについて、届出は、「工事着手の 30 日前までに提出」するよう定め

ている。したがって、建築確認申請と同時期に審査される。これは、建築確認申請が民間

確認検査機関に出されるものも対象としている。審査は県下の特定行政庁（北九州市、久

留米市、大牟田市）や県出先機関の県土整備事務所の建築確認申請担当窓口で行う。工事

完了後は、工事完了届の提出、完了検査を実施し、整備基準に適合していれば適合証が交

付される。なお、2016 年度の行政と民間の建築確認申請の割合は、県１：民間指定確認検

査確認機関９である。事務手続きの遵守状況は、届出は「守られている。」、完了届も「概

ね守られている。」としている。

福岡市は、事前協議について「建築確認申請の２週間前」としており、審査は住宅都市

局建築指導部建築審査課建築福祉係で行う。事務手続きの遵守状況は、届出は「守られて

いる。」、完了届も「概ね守られている。」としている。2016 年度の民間確認検査機関の建築

確認申請は 9 割を超えている。

行政指導について、福岡県は、「指導・助言」「勧告」「公表」「立入調査」等を定めた。「指

導・助言」「勧告」は条例の審査部門が行い、「意見聴取」や「公表」は条例を管理する県

障害福祉課で行う。福岡市は、「指導・助言」「勧告」「立入調査」を定めており、「指導・

助言」「勧告」「立入調査」は、建築審査課において行う。

図 5.3.1 福岡県事務手続きと行政指導の流れ
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図 5.3.2 福岡市事務手続きと行政指導の流れ

（３）協議対象施設の範囲

自主条例の協議対象施設の範囲を灰色で、法の特別特定建築物の範囲を黒色で、対象外

を白色に、図 5.3.3 に表す。また、同様に福岡市の協議対象施設等の範囲を図 5.3.4 に表す。

福岡県の自主条例の協議対象施設の範囲について、「特別支援学校」「保健所・税務署等

「博物館・図書館等」「老人ホーム・福祉センター等」「郵便局・銀行等」「旅客施設等」が

０㎡以上、「病院・診療所」「劇場,映画館,観覧場等」「集会場,公会堂」「展示場」「ホテル・

旅館」「飲食店」「理髪店、質店、サービス店舗等」が 300 ㎡以上、「百貨店、マーケット、

物販店等」「体育館・遊技場等」「公衆浴場」「自動車駐車場」は 1000 ㎡以上である。

「病院・診療所」飲食店」「理髪店、質店、サービス店舗等」等の 300 ㎡未満、「百貨店、

マーケット、物販店等」「体育館・遊技場等」等の 1000 ㎡未満などについて、バリアフリ

ーの対象外となるものが多い。

福岡市の協議対象施設は、「事務所」「共同住宅等」「工場」をともに 2000 ㎡以上に規定

しているほかは、すべての用途を０㎡以上に規定している。小規模施設基準を設けており、

小規模施設に対するバリアフリー化には積極的である。
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図 5.3.3 福岡県協議対象施設の範囲
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（４）届出時適合率、完了後適合率

福岡県の2012年度と2016年度の届出時適合率及び完了後適合率を図5.3.5に表す。

2012年度の届出時適合率は67.7％(372/549)であり、完了後適合率は45.7％(251/549)と下

がる。2016年度については、届出時適合率は65.5％(268/409)であり、完了後適合率は35.2％

(144/409)と下がる。

福岡県建築指導課に、2016 年度において届出時適合率から完了後適合率が下がった理由

を聞いた。完了検査合格は、適合証交付件数で把握しているが、完了検査を合格しても適

合証交付請求を行わないものが一定程度あり、このことが適合率の低下に関係している。

なお、適合証交付請求を提出指導はしていないと回答（2018 年 2 月 6 日）している。

図5.3.5 2012年度及び2016年度 福岡県届出時適合率・完了後適合率

図5.3.6 2012年度及び2016年度 福岡市届出時適合率・完了後適合率
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したがって、届出等は督促することなく、申請者等の行為に期待していると考えられる。

しかしながら、福岡県は、2016 年度都道府県の全国平均届出時適合率 33.3%及び完了後適

合率 17.7%と比べて、いずれも高い。これは、行政指導を行わない自治体との差であり、福

岡県の行政指導は、「事務手続きの時のみ行政指導するケース」であり、申請に対する行政

指導するだけでは大きく適合率を向上させることは望めないと考える。

次に、福岡市の2012年度と2016年度の届出時適合率及び完了後適合率を図5.3.6に表す。

福岡市の 2012 年度の届出時適合率は 70.1％(371/529)、完了後適合率は 72.7％(385/529)

である。2016 年度の届出時適合率は 66.0％(317/480)、完了後適合率は 75.4％(362/480)

である。なお、届出時適合率より完了後適合率の方が高いのは、対象施設を物件ごとでは

なく年度における集計をしているためである。

福岡市は、両年度とも届出時適合率及び完了後適合率は高い。このことについて、保健

福祉局総務部政策推進課バリアフリー推進係のヒアリング（2016 年１月 28 日）において

建築技師である係長に聞いた。

バリアフリーを推進するために、福祉部門にバリアフリー推進係と建築物のバリアフリ

ー化を担当する建築審査課建築福祉係のソフト面とハード面の２つのバリアフリー専門係

が連携して対応していること。建築確認申請の受付の際に、事前協議をしていなければ、

建築確認申請は受け付けないこと。民間指定確認検査機関に提出されるものも事前協議の

対象であり、これは民間指定確認検査機関からの報告書（建築計画概要書）により確認し

ており、事前協議をしていなければ、民間指定確認検査機関にその旨を伝え、設計者には

提出を指導している。条例審査にあたっては、条例に規定する「対象施設の整備は、整備

基準を遵守しなければならない。」を根拠に行政指導を行うこと。事前協議書に記載された

完了届に催促や建築確認申請の完了届受付の際に指導すること。したがって、事前協議か

ら完了届、完了検査に至るまで、建築確認申請と連携を取り、整備基準を遵守するよう強

い行政指導を行っている。したがって、届出時適合率と完了後適合率は高いとしている。

したがって、福岡市の行政指導のタイプは、「建築確認申請前の事前協議、完了届、完了

検査のそれぞれの機会に行政指導を徹底するケース」であり、福岡県との実効性の違いは、

福岡市は、福祉のまちづくりを推進するためのハード担当とソフト担当の専門組織があり、

建築確認申請事務と連携するなど、福岡市全体で福祉のまちづくりに取り組んでいるため

に、福岡県との差が大きいと考える。

２．福祉のまちづくり推進事業

（１）福祉のまちづくり推進協議会

①福岡県

福岡県は、1998 年に自主条例を施行した。現在も自主条例のみを施行する。福岡県は、
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2016 年度の届出時適合率は 65.5%、完了後適合率は 35.2％で、都道府県においては高い適

合率を示している。福岡県建築都市部建築指導課に対するヒアリングを 2016 年 1 月 27 日

に行った。

福岡県は、自主条例施行当時、２つの福祉のまちづくり協議会をもった。１つの「福岡

県福祉のまちづくり協議会」は、県、市町村、事業者及び県民が連携して、福祉のまちづ

くりを総合的に推進することを目的として、自主条例を定めた 1998 年に設置した。委員は、

学識経験者、報道、学校、事業者、労働組合、医療、福祉団体、障害者団体、高齢者団体、

女性団体、県市町村の 50 団体程度で構成する。事務局は福祉労働部障害福祉課である。し

かしながら、この協議会は、2006 年度の開催を最後に終了している。

もう１つは、ひとにやさしい建築物の整備とまちづくりの推進を目的とした「福岡県ひ

とにやさしいまちづくり協議会」を、1998年に設立した。国、県、市町村、建築・建設関

係団体で構成し、建築物の整備に関係する実務者団体が参集し、その経験、成果、課題等

について研究を深め、情報や意見の交換を行い、また建築物の所有者等への普及啓発など

の活動を通じて建築物の整備とまちづくりの推進を図るとした。事務局は福岡県建築都市

部建築指導課である。

「福岡県ひとにやさしいまちづくり協議会」の活動は、「福祉のまちづくり基金」をも

とに行われる。これは、市町村のバリアフリー整備基本計画策定事業や市町村や民間に対

する施設整備補助事業のほか、協議会のワーキング部会の調査研究（2008年度はパブリッ

クトイレをテーマとして、2010年度は小規模施設のトイレをテーマとして調査研究を行っ

た。）や、啓発活動である年２回の講演会、そして、これらの活動の成果等を広報誌「ハ

ートフルタウンふくおか」（1997年～2009年度）、「ひとにやさしいまちづくりニュース」

（2010年度～）やホームページに掲載するなどの活動を行った。

そして、基金の切り崩し終了により、協議会及び協議会で行う福祉のまちづくり事業等

は、広報誌「ひとにやさしいまちづくりニュース」発行を残して2010年度で終了した。

これらの事業を振り返り、福岡県は2014年に事業評価を行っている。福祉のまちづくり

事業の成果として、25市町村の整備基本計画承認と25市町村のモデル事業の実施したこと。

そして、モデル事業を実施した市町村の事業評価が10評価項目について、平均値で39.5点

／50点の評価が得られたこと、また、自主条例の届出時適合率が1999年度の34.5％から、

2014年度において68.8％への向上したことなどを成果としている。

適合率があがった要因について、福岡県建築指導課へ行ったヒアリング（2016.1.27）に

よると、協議会や協議会のワーキング部会の活動は、主に福岡県建築士会や福岡県建築士

事務所協会など建築設計の団体を中心に、パブリックトイレや小規模施設のトイレについ

ての研究や情報交換を行いながら、福祉のまちづくりの理解と協力を求めた成果であり、

福祉のまちづくり事業を設計者等とともに調査研究することにより、福祉のまちづくりに

対する理解が得られて、適合率が向上したとしている。

筆者が行った調査においても、この自治体の届出時適合率は、2003 年度 33.7％から 2012
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年度の 67.7％へと向上している。また、完了後適合率も 2003 年度 17.6％から 2012 年度

45.7％に向上している。

しかしながら、2016年度には、完了後適合率は 35.2％に下がっており、設計者等ととも

に福祉のまちづくり事業の調査研究活動を行う協議会がなくなったため、しだいにその効

果が薄れてきているのではないかと考えられる。

②福岡市

福岡市は、2012 年に当事者団体や事業者団体、学識経験者、行政による「福岡市バリア

フリー推進協議会」を設立し、2013 年に、法に基づいて重点整備地区における道路、公園、

交通施設等のバリアフリー化促進計画や心のバリアフリー推進する「福岡市バリアフリー

基本計画」を定める。事務局は、自主条例の管理と同じ保健福祉局総務部政策推進課バリ

アフリー推進係である。

福岡市保健福祉局総務部政策推進課バリアフリー推進係へヒアリング（2016 年１月 28
日）を行った。

「福岡市バリアフリー推進協議会」の設置目的は、「福岡市バリアフリー基本計画」の作

成等に関する協議，推進計画に基づくバリアフリー施策の進行管理及びバリアフリーの推

進に係る新たな施策や措置に関すること、連絡調整、意見交換を行う。また、委員構成は、

障害者や高齢者を含む利用者等や学識経験者、施設設置管理者、行政で構成されている。

そして、審議事項は以下である。

①バリアフリー基本計画の作成に関すること

②バリアフリー基本計画の実施に関すること

③バリアフリー施策の進行管理及びバリアフリーの推進に係る新たな施策や措置に関す

ること。

具体的には、バリアフリー基本計画に基づき、バリアフリー基本計画のアクションプラ

ン（前期 2013 年度～2016 年度）の進行管理を行っている。

また、「福岡市バリアフリー基本計画」の概要について、表 5.3.2 に表す。計画の目的は、

自主条例に基づいて、誰もが思いやりを持ち，すべての人にやさしいまちづくりの推進す

ることであり、計画の内容は、①ハード面のバリアフリー化（重点整備地区及び施設のバ

リアフリー化）②ソフト面のバリアフリー化（心のバリアフリーの推進、移動支援）③バ

リアフリー化の支援と進行管理（インセンティブ、スパイラルアップ）である。

ハード面の整備については、国の基本方針を踏まえ、原則として、１日当たりの平均的

な利用者数が 3,000 人以上である旅客施設において、段差の解消、転落防止設備の整備、

視覚障害者誘導用ブロックの整備、障害者対応型便所の設置など、旅客施設や道路などの

施設毎に バリアフリー化推進の方向性を定めて、資金面や空間的・物理的な制約等にも配

慮しながら、可能な限りバリアフリー化に取り組み、安心して利用できる施設をめざすと

している。
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「福岡市バリアフリー基本計画」については、旧交通バリアフリー法による計画を変更

し、2013 年度に、現行のバリアフリー法に基づく計画とした。重点整備地区について面的

にバリアフリー化を図るのが目的で、旅客施設を中心に道路やバス停などのバリアフリー

化が行われるが、建築物のバリアフリーについては、ハードとソフトの２つの係が連携し

て、「相談や事前協議等において、条例の整備基準に適合させるように取り組んでいること。

これは、重点整備地区以外も同様である。」と説明している。

同じく「移動円滑化基本構想」を定めた宮崎市との違いは、宮崎市は旧法のままだが、

福岡市は現行法に基づく計画に変更しており、福岡市では現在も２つの係を中心に、地域

のバリアフリー化に取り組む。

表 5.3.2 福岡市バリアフリー基本計画

事業名 福岡市バリアフリー基本計画

期間 2013 年度～2020 年度

事業内容

重点整備地区内における旅客施設、車両等のバリアフリー化、道路の整備、

生活関連経路については、歩道の段差等の解消、２メートル以上の有効幅

員 の確保、水はけがよく滑りにくい舗装、視覚障害者誘導用ブロックの敷

設、音響信号機の設置、 バス停について､マウントアップ によるバス乗降

口と歩道の段差の解消、広幅員歩道における上屋やベンチの 設置など、バ

ス停の利用環境の改善を図る。

協議会 福岡市バリアフリー推進協議会
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第４節 考察とまとめ

１．考察

宮崎県と宮崎市及び福岡県と福岡市の状況から実効性の比較や宮崎市の自主条例の行政

指導の変化から以下の成果や課題を述べる。

（１）福祉のまちづくり推進体制

福岡県と宮崎県は、福祉部門が自主条例を管理し、自主条例の建築物の審査は、福祉部

門から建築確認申請担当部門へ委嘱されて、県の出先機関や県下の特定行政庁において建

築物の審査が行われている。行政指導が勧告（宮崎県）や公表（福岡県、宮崎県）へと進

めば、福祉部門と建築確認申請部門が連携して行うことになるが、これはほとんど行われ

ないため、普段は、ソフト面の業務とハード面の業務に分かれて活動する。そして、宮崎

県の例から、建築物の完了後適合率が低くても、福祉部門から建築部門へ改善の申し入れ

がされることはない。

次に、福岡市と宮崎市は、両市とも福祉のまちづくりに積極的であったため、福祉部門

と建築部門に福祉のまちづくりの専門係を設けており、福岡市では「福岡市バリアフリー

基本計画」の実施のために、宮崎市では「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」の実施のた

めに、福祉部門と建築部門が連携して活動した。また、宮崎市においては、自治公民館や

老人福祉施設の市の補助金制度に、適合証交付を要件としており、市全体で福祉のまちづ

くりを推進している。したがって、条例の審査を行う担当者も福祉のまちづくりを推進す

る宮崎市という後ろ盾をもとに行政指導を行うという気概を持っていた。

福岡市は、現在でもこの体制を維持しているものの、宮崎市は、福祉部門が 2009 年に、

建築部門が 2013 年に福祉のまちづくりの専門係をやめており、現在は条例の建築物の審査

を行う担当者も他の業務を兼務しているため、福祉のまちづくりを推進する意欲もなくな

ってきている。自治体が福祉のまちづくりを推進する組織体制であるか、否かで、自治体

担当者の意欲も変わっている。

（２）事務手続きと行政指導

福岡県と宮崎県は、事前協議の届出日は「工事着手 30 日前」としている。福岡県の届出

時適合率は 2012 年度において 67.8％、2016 年度では 65.5％と高い。しかしながら、完了

後適合率は、2012 年度において 45.7％、2016 年度では 35.2％と低くなる。福岡県は「事

務手続きの時のみ行政指導するケース」である。

一方、宮崎県は、2012 年度の届出時適合率は 9.2％である。また、2016 年度の適合率の
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報告がないため不明だが、完了後適合率は 2001 年度から 2012 年度までの完了後適合率は

15.0%から 4.2％である。宮崎県は、「行政指導を行わないケース」である。

次に、福岡市と宮崎市は、事前協議は「建築確認申請 2 週間前」と定めており、建築確

認申請部門に建築福祉係という福祉のまちづくりの専門係を置いて審査にあたる。

宮崎市では、事前協議の指導にあたっては、条例第 24 条に規定する「対象施設の新設等

を行うものは整備基準を遵守しなければならない。」を根拠として、建築確認申請までの２

週間に適合させるよう行政指導を行う。とくに、事前協議で適合しないと、完了後に適合

することはほとんどないため、事前協議での協議が重要である。また、整備基準に適合す

れば、適合証を無料で交付すること、適合証交付施設は、宮崎市と宮崎県のホームページ

に掲載すること、バリアフリーに優れた施設は、「宮崎市バリアフリー顕彰事業」により市

長表彰することを整備基準適合のメリットとして設計者に伝えている。

また、民間指定確認検査機関に提出される協議対象施設について、確認申請を民間指定

確認検査機関に提出した後では、条例による変更があっても確認できないため、建築確認

申請前の事前協議は重要である。もし、事前協議されていなければ、民間指定確認検査機

関から定期的に提出される建築計画概要書により、協議対象施設の届出の申請漏れがない

か確認を行い、事前協議をしていないものは民間指定確認検査機関に連絡するとともに、

設計者に事前協議をするよう指導するとともに、今後、未届をしないよう指導する。

そのほか、事前協議において適合した施設は、工事完了予定の時期に設計者に対して完

了届を提出するよう連絡を行う。また、建築確認申請の完了届の受付の際も条例の完了届

を提出し完了検査を受けるよう指導を行う。

宮崎市の完了後適合率は、2001 年から 2007 年頃までは 6 割前後だが、2008 年頃から低

下しはじめ、2011 年度は 48.4％、2012 年度は 52.4％と５割程度である。この頃の、宮崎

市の行政指導のタイプは「建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機

会に行政指導を徹底するケース」である。しかしながら、専門係がなくなり、完了届の提

出指導も行われないため、2016 年度の完了後適合率は 37.2％となり、現在の行政指導は「事

務手続きの時のみ行政指導するケース」である。

福岡市は、2012 年度の届出時適合率は 70.1％、完了後適合率は 72.7％である。また、2016

年度の届出時適合率は 66.0％、完了後適合率は 75.4％である。福岡市では、条例施行当初

から自治体の体制や行政指導は変わらずに、福岡市の行政指導のタイプは、「建築確認申請

前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に行政指導を徹底するケース」である。

                                                                                                                             

（３）小規模施設のバリアフリー化

宮崎市では、主に 300 ㎡未満の施設を小規模施設として、「国際シンボルマーク掲示最低

基準」の範囲で小規模施設基準を定めた。これにより、小規模施設は、2001年から 2011 年

までの協議対象施設 1928 件のうち過半を超える 1042 件の届出がされ、適合証交付施設全
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体 1106 件のうち、過半を占める 570件に適合証が交付された。そして、小規模施設の用途

は、診療所やコンビニ、ファストフード店、理容所、簡易郵便局など、市民に身近な施設

として地域に密着した施設が多く、その数も多い。

どの自治体においてもこれらの小規模施設を協議対象施設とすることが必要であり、そ

のためには小規模施設基準を定める必要がある。

（４）委任条例化

宮崎県、宮崎市、福岡県、福岡市の４自治体とも委任条例化の考えはない。委任条例化

に対する考えについて、宮崎県は「建築主等から苦情の出ない自主条例の適合率の高い用

途を委任条例化の対象と考え、自主条例の適合率の低い現在は、自主条例の適合率を高め

ることが先決である。」との考えである。また、宮崎市は、「九州一の健康福祉都市の政策

に基づいて検討したが、市長交代後は検討することはなかった。」したがって、宮崎県と宮

崎市は、委任条例化について、実効性を高めるために活用を考えているのではない。

しかしながら、適合率の高い用途から委任条例化をするという考えは、ほかの委任条例

化をしていない自治体にも多く、また、すでに委任条例化をしている、公共性の高い用途

のみを「1000 ㎡以上」の特別特定建築物として定める６自治体（岩手県、山形県、長野県、

徳島県、熊本県、大分県）と同じ考えである。この考えだと委任条例化を行っても自主条

例の適合率が下がるだけで、バリアフリー化の実効性の高い委任条例を活用する意味はな

くなり、委任条例化が進まないと考えられる。

しかしながら、宮崎市でも「委任条例は守るが、自主条例は守らない。」という設計者が

増加し、完了後適合率が低下しており、また、多くの自治体で完了後適合率などの低下が

みられる。したがって、確実にバリアフリー化ができる委任条例の活用が必要である。

（５）不適合対策

届出時適合率から完了後適合率は、ほとんどの自治体で下がっている。したがって、届

出時適合率を高めることが重要である。さらに、宮崎市においては、完了検査における不

適合の要因をまとめた。その結果、毎年、同様の不適合の要因が繰り返される傾向があっ

た。そこで、宮崎市においては、事前協議において不適合要因を周知するなど、指導・助

言に生かしている。事前協議において、たとえば、「出入口」の有効幅確保のための施工上

の注意点や「傾斜路」の起点となる地盤高と床高の確認といった点について、整備基準マ

ニュアルやパンフレットを使い、工事における注意点等を説明し、完了時に不適合となら

ぬよう指導・助言を行っている。したがって、完了検査において不適合物件を減らすため

には、不適合要因の究明と事前協議における不適合要因の周知が必要である。
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（６）福祉のまちづくり推進事業

宮崎市では、自主条例施行後に、施行当時と自治体の方針が変わり、「福祉のまちづくり

総合計画」が 2009 年にハード面を除く「地域福祉計画」に変わった。そして、福祉のまち

づくりのソフト面を担当する福祉のまちづくり係が 2009 年に地域福祉係へ変わり、ハード

面を担当する建築福祉係が 2013 年に指導係へ編入された。

建築福祉係がなくなった結果、建築物の完了後適合率が低下して適合証交付数も少なく

なり、「適合証交付施設ホームページ掲載事業」への掲載や「民間建築物バリアフリー顕彰

事業」において審議する物件が少なくなるなどの事業が衰退する要因が生まれている。

また福岡県も２つある「福祉のまちづくり推進協議会」のうちソフト面の「福岡県福祉

のまちづくり協議会」は 2006 年に、ハード面の「福岡県ひとにやさしいまちづくり協議会」

は 2010 年に終了している。福岡県では、2014 年に事業評価を行い、協議会活動の成果とし

て、協議会のワーキング活動により、福祉のまちづくり事業を設計者等とともに調査研究

することにより、福祉のまちづくりに対する理解が得られて、届出時適合率が 1999 年の

34.5%から 2014 年度には 68.8%に向上したとしている。

しかしながら、完了後適合率は 2012 年度の 45.7%から 2016 年度には、35.2％に低下して

おり、協議会がなくなったため、その効果が薄れてきているのではないかと考えられる。

多くの自治体が、自主条例を施行して 20 年近くが経過するなか、福岡県や宮崎市では、

適合率の面からも福祉のまちづくりの活動が後退していると考えられる。

福岡市では、自治体内に福祉のまちづくりを推進するための専門係が、福祉部門と建築

部門に２つあり、条例施行当初から活動している。この２つの係が連携して取り組むのが

「福岡市バリアフリー基本計画」であり、この計画の進行管理を行う「福岡市バリアフリ

ー推進協議会」の活動である。自治体として、福祉のまちづくり推進のために活動する専

門部署を継続させることが、福祉のまちづくりの継続や発展につながると思われる。

（７）民間指定確認検査機関について

2016 年度における行政と民間指定確認検査機関の建築確認申請の割合について、福岡県

と福岡市は、行政が１で民間が９である。宮崎市は、市が 3、民間が 7 である。宮崎県は５：

５の割合であり、民間指定確認検査機関で建築確認申請を行う建築物が多くなってきてい

る。建築確認申請における宮崎市と民間指定確認検査機関の審査の割合は、2016 年度にお

いて３（市）：７（民間）であり、民間の比率が高くなっている。

筆者の知る民間指定確認検査機関に勤務する宮崎県建築住宅課や宮崎市建築指導課の OB

の電話による聞き取り（2017 年７月）から、3 人とも「自主条例は建築確認申請の対象法

令ではないため、自主条例の届出の有無を聞くことはあっても、その内容を指導すること

はない。」としており、したがって、条例の審査は民間指定確認検査機関に提出される前に
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行う必要がある。

（８）県と市の連携

宮崎市と福岡市の自主条例は、県条例と同等あるいはそれ以上の整備が認められるとし

て条例化された。その後において、宮崎県は宮崎市の適合証の交付差が県議会で問題にな

り、2007 年に条例改正して宮崎市において協議対象としている小規模施設を協議対象施設

とした。しかしながら、県と市が条例施行後に協議対象施設や適合率などの状況を協議す

ることはない。したがって、福岡県と福岡市は現在も協議対象施設の範囲に大きな差があ

る。たとえば、物品販売施設について、福岡県は「1000 ㎡以上」としているが、福岡市は

「０㎡以上」である。

これだと、行政区域の違いでバリアフリー化される施設の用途や規模に大きな違いがあ

り、福岡県と福岡市は条例施行後 20年を経過し、バリアフリー化施設は大きな差になって

いると考えられる。また、実効性の面では宮崎県と宮崎市の違いは大きい。市町村を包括

する都道府県が住民の意見を反映させ、市町村と連携して建築物のバリアフリー化に取り

組むことが必要である。

２．まとめ

県と基礎自治体の実効性の比較から建築物のバリアフリー化の実効性向上のために必要

な要因について、以下のことが考えられる。

(１）福祉のまちづくりを推進する自治体の体制について

自治体が自主条例を施行して、20 年程が経過しており、施行当時の福祉のまちづくりを

推進する社会情勢から、自治体の体制や福祉のまちづくり推進協議会、福祉のまちづくり

推進計画等についての内容の変化や活動の終了がみられる。

福祉のまちづくりを変わらず継続させていくためには、自治体自身が福祉のまちづくり

を推進する専門部署を持つことが重要である。そして、住民、事業者、行政が協働の体制

で相互に福祉のまちづくりの活動を点検、評価、改善を行う仕組みや組織をつくることが、

福祉のまちづくりの継続や発展につながる。また、自治体が福祉のまちづくりを推進する

組織体制であるか、否かで、行政指導を行う自治体担当者の意欲も変わっている。

都道府県と市町村の関係についても、行政区域の違いで対象施設や整備内容が変わらな

いよう市町村を包括する都道府県が住民の意見を反映させ、市町村と連携して福祉のまち

づくりの環境整備を進めることが必要である。
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(２）建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に行政指導を徹底

する

福岡市や宮崎市では、事前協議を「建築確認申請 2 週間前」と定めて、建築確認申請ま

での２週間に整備基準に適合させるよう行政指導を行う。そして、事前協議において適合

した施設は、工事完了予定の時期に設計者に対して完了届を提出するよう連絡を行う。ま

た、建築確認申請の完了届の受付の際は、条例の完了届を提出し完了検査を受けるよう指

導を行う。このように条例の事務手続きを建築確認申請と関連づけてが行政指導をしてお

り、これは適合率の高い長崎県や京都府においても、事前協議書の副本を建築確認申請に

添付することや建築確認申請の完了届の際に、条例の完了届の催促をするなど、建築確認

申請と連携した行政指導を行っている。これらは建築基準法の関係法令として条例の事務

手続きを行っているわけではない。自主条例の事前協議、完了届、完了検査の事務手続き

を確実に行うように、建築確認申請の手続きに合わせて行政指導を行うことが、実効性を

高めることにつながる。

しかしながら、多くの自治体では、建築確認申請の担当部署において、自主条例の審査

を担当しながら、自主条例は、建築基準法の関係法令ではないことを理由に、実効性の高

い建築確認申請とは関連づけることなく処理する自治体が多い。したがって、建築確認申

請の担当部署で審査しながら、自主条例の適合率が低い自治体が多い。

また、民間指定確認検査機関に提出される建築物についても、建築確認申請前に事前協

議を行い、協議による変更等は確認申請書に反映させる必要がある。

（３）委任条例化に対する自治体の考えについて

確実にバリアフリー化できる委任条例について、自治体は実効性を高めるためにその活

用を考えているのではなく、自主条例の中で適合率の高い用途規模から委任条例化を考え

ており、この考えだと委任条例化が進まない。自治体が、委任条例化に「建築主の納得す

る適合率の高い用途」を対象に考えるのは、自治体自身のバリアフリー化の政策をもとに、

委任条例化を行うという政策立案に慣れていない面があるのではないかと考えられる。

地方分権の推進により､2000 年に機関委任事務が廃止されたことに伴い、自治体が多様な

住民のニーズを行政施策として実施するために、政策を立案し、実施することが必要にな

ってきた。この法による委任条例化の規定はその流れと考えられる。したがって、バリア

フリー化しなければならない施設を委任条例化するためには、自治体に政策立案能力が必

要と考えられる。
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第６章 結論と今後の課題

第 1 節 結論

本研究において、建築物のバリアフリー化の実効性を高めるために、見出した結果は以

下である。

１．自主条例について

（１）行政指導と適合率

都道府県の自主条例の規定について、「完了届」を規定していないところが 14 自治体、「完

了検査」を規定していないところが 24 自治体ある。したがって、完了検査は、建築主の自

主的な申出による「適合証交付請求」を推奨して実施しているところが多い。また、対象

施設の新設等を行う建築主等の整備基準の適合義務は、「努めること」としているのは 28

自治体、「遵守すること」としているのが 27 自治体、「協議すること」としているのが 1自

治体である。したがって、「努めること」とする自治体が全体の半数ある。

このように自主条例は、建築主の合意や自主的な手続きを行うように規定していること

が実効性を高めるうえで問題であり、実効性を高めるためには、条例に規定する行政指導

の規定を確実に実施する必要がある。

届出時適合率の全国平均は、2003 年度の 50.3%から下がって、2016 年度は 36.6%であ

る。そして、完了後適合率も、2009 年度の 25.7%を最高に、2016 年度は 20.1%に、低下

する傾向にある。また、2016 年度における届出時適合率は、自治体間では 100％から 1.9％
まであり、完了後適合率も 82.0％から 0％まで大きく差がある。

適合率が低くなる要因は、整備基準不適合に対する行政指導を行わない自治体がみられ

ること、完了検査の規定がないために適合証交付請求をするよう推奨するものの、建築主

等が適合証に興味を示さなくなっていること、そのほかに、完了検査を規定しているもの

の完了届の提出を待つだけであり、そのためか完了後適合率も向上していない。

また、事前協議や届出の届出日について、「工事着手30 日前」としているのが 29 自治体、

工事着手前」が 9 自治体、「あらかじめ協議」が４自治体、そして、「工事着手21 日前」「す

みやかに協議」「工事着手 21日前又は 60 日前」「建築確認申請 30 日前」がそれぞれ１自治

体と、建築確認申請前としたのは１自治体しかない。したがって、多くの自治体において、

事前協議書（届出書）は、建築確認申請と同時、または審査中に届出されるものと考えら

れる。

そのほか、民間指定確認検査機関に提出される建築確認申請について、条例の届出が建

築確認申請中に行われれば、届出に変更があった場合、建築確認申請について変更したか

どうかわからない。したがって、届出は、建築確認申請前に行うことが必要である。
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京都府と長崎県は、適合率が高い要因について、条例では「工事着手前」としている事

前協議について、建築確認申請書に事前協議書の副本の添付を義務付けているために、設

計者にとって事前協議が建築確認申請前に越えなければならないハードルとなっているこ

と。したがって、建築確認申請までの事前協議の期間は、届出を適合させるための指導機

関として有効である。そして、長崎県では事前協議の副本には協議書の副本の表に「適合」

のスタンプを押すために、設計者にはプレッシャーとなっており、効果的であるとしてい

る。また、民間指定確認検査機関に建築確認申請を行うものも提出前に指導できることが

事前協議の利点としている。

また、建築確認申請の完了届の際には、条例の完了届の提出指導を行っており、とくに、

完了検査の規定がない長崎県は、条例の完了届をもとに建築確認申請の完了検査において、

条例の完了状況を確認している。したがって、建築確認申請前の事前協議、完了届、完了

検査を行っており、これらの事務手続きのそれぞれの機会を整備基準に適合させるための

機会として行政指導を行う。

以上から、自治体が自主条例において行う行政指導には以下の３つのケースがあると考

えられる。

①「建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に行政指導を徹底

するケース」で、京都府や長崎県、大阪府があり、いずれも事前協議、完了届、完了

検査に至るそれぞれの機会に、安易に不適合を認めない、手続きの督促をするなどの

行政指導を行う。届出時適合率及び完了後適合率は７～8 割ほどである。

②「事務手続きの時のみ行政指導するケース」である。事前協議、完了届、完了検査は

建築主の申請をもとに行政指導を行う。届出時適合率は高くても完了後適合率は３割

程度またはそれ以下に下がる。完了検査を規定せず、適合証交付請求に基づいて完了

検査を行う自治体もこの中に含まれる。

③「行政指導を行わないケース」である。これらの自治体は、届出時から行政指導を行

わない。届出時適合率及び完了後適合率は 1 割以下である。

したがって、自主条例を定めるすべての自治体が、建築確認申請前の事前協議、完了届、

完了検査を行い、それぞれの機会に行政指導を徹底することが必要である。また、民間指

定確認検査機関に提出される建築物についても建築確認申請前の事前協議を行うとともに、

民間指定確認検査機関から特定行政庁に対して行われる建築確認の通知は、事前協議の未

届を防止するために、建築確認後ではなく、受付時点においても通知されるべきである。

（２）整備基準と適合率

自治体からあげられた審査項目の評価について、「守られていない」と「やや守られてい

ない」とされたもので最も多かったものに、視覚障害者用案内設備や視覚障害者誘導用床
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材などの視覚障害者用設備がある。これは、2012 年度と 2016 年度の適合率の比較において

自治体から適合率が下がった理由としてあげられた、視覚障害者誘導用床材の敬遠につい

ても同様である。このことは、2013 年度や 2014 年度の調査において、多くの自治体が建築

主等に対する「啓発」や「行政指導の強化」により、適合率を向上させるとしているが、

2016 年度の適合率は改善していない。

整備基準は用途や規模だけでなく、滞在時間や地域全体においても整備基準の適用を考

える必要がある。繁華街のコンビニには、車いす使用者用便房の適用は除外し、郊外のコ

ンビニには、車いす使用者用便房の適用をすること。同様に、視覚障害者用設備について

も、筆者の知り合いの、単独歩行する２人の視覚障害者から「自分一人ではほしい商品は

買えないので、小規模店舗には行かずに、案内のある大きな店舗に行く。」と聞いており、

必ずしも不特定多数の利用する施設全部に、視覚障害者誘導用床材の敷設は必要ないと考

えられる。視覚障害者用誘導用床材は高齢者のつまづきなどかねてから懸念されており、

地域全体で整備基準の適用を考えれば、視覚障害者用設備の適用施設を限定することがで

きる。

また、不特定多数が利用するすべての施設をバリアフリー化するためには、民間施設の

小規模施設のことを考えなければならない。しかし、多くの自治体では物販店舗や飲食店

などの小規模施設について、協議対象施設としていない自治体が多い。

宮崎市では、主に 300 ㎡未満の小規模施設について、「国際シンボルマーク掲示最低基準」

の範囲で小規模施設基準を定めた。2001年から2011年までの協議対象施設1928件のうち、

小規模施設は、過半を超える 1042 件の届出がされ、そして、適合証交付施設 1106 件にお

いても、過半を占める 570 件に適合証が交付された。これらの小規模施設の用途について

は、診療所やコンビニ、ファストフード店、理容所、簡易郵便局など、市民に身近な施設

として地域に密着した施設であり、その数も多かった。

高齢化の進展により、ますます身近な施設のバリアフリー化が必要になってくると考え

られる。どの自治体においてもこれらの小規模施設を協議対象施設とすることが必要であ

り、そのために小規模施設基準を定める必要がある。

２．委任条例について

自主条例の届出時適合率や完了後適合率には年々低下がみられる。これは、建築主の合

意の上で整備を進める自主条例とバリアフリー化の強制力のある委任条例の役割が明確に

なり「委任条例は守るが自主条例は守らない。」という設計者が増えてきていることがその

一因と考えられる。

したがって、自主条例だけで、建築物のバリアフリー化を進めるのは無理があると考え

られる。しかしながら、現在、委任条例を定める都道府県は 14自治体と少ない。これらの

委任条例を定める自治体について、特別特定建築物には、以下の３つのケースが見られる。
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①特別特定建築物に公共性の高い用途のみを「1000 ㎡以上」とする６自治体（岩手県、

山形県、長野県、徳島県、熊本県、大分県）

②ほとんどの用途を「1000 ㎡以上」又は「500 ㎡以上」とする３自治体（神奈川県、石

川県、京都府）

③ほとんどの用途を自主条例と同様に、用途と規模により「０㎡～2000 ㎡以上」の範囲

で特別特定建築物として定める５自治体（埼玉県、東京都、大阪府、兵庫県、鳥取県）

現在、自主条例を施行する自治体の中では、委任条例化を予定する自治体は少ない。適

合率が低い自治体であっても確実にバリアフリー化できる委任条例化を考えていない。自

主条例を定める自治体の委任条例に対する考えは、「自主条例の中で、建築主の納得する適

合率の高い用途や範囲を特別特定建築物とする。」という考えが多いと考えられる。

しかしながら、この考えだと、委任条例化をしても自主条例の適合率が下がるだけであ

る。また、これは特別特定建築物に公共性の高い用途のみを「1000 ㎡以上」とする６自治

体（岩手県、山形県、長野県、徳島県、熊本県、大分県）にもあてはまり、これらの自治

体も自主条例の適合率は低い。

自治体が、委任条例化を行わないのは、自治体自身のバリアフリー化の政策をもとに、

委任条例化を行うという政策立案に慣れていない面があるのではないかと考えられる。地

方分権の推進により､2000 年に機関委任事務が廃止されたことに伴い、自治体が多様な住民

のニーズを行政施策として実施するために、政策を立案し、実施することが必要になって

きた。バリアフリー法による委任条例化の規定はその流れと考えられる。それは、2000 ㎡

以上の特別特定建築物に基準適合義務を定めたことや地方公共団体に対する委任条例化の

規定を設けたことにより、国の役割は終えたと考えられ、したがって、自治体において、

バリアフリー化が必要な施設を委任条例化するためには、政策立案能力が求められる。

大阪府では、委任条例化の検討にあたっては、大阪府福祉のまちづくり審議会におかれ

た大阪府福祉のまちづくり条例調査検討部会において、自主条例のこれまでの実績をもと

に、自主条例の協議対象施設を特別特定建築物に定めることで検討が重ねられ、大阪府福

祉のまちづくり審議会において採択された。

また、近年、毎年繰り返される大規模災害の避難所として学校施設の体育館などが長期

にわたって利用されるが、出入口や敷地内通路のバリアフリー化だけでなく、便所や入浴

などの配慮が必要であり、これらのバリアフリー化についても必須の条件と考えられる。

したがって、特別特定建築物には、自主条例において適合率が高いものを選択するので

はなく、自治体のこれまでの実績や地域の特性から、委任条例によって、バリアフリー化

が必要な施設を特別特定建築物に定める必要がある。

３．福祉のまちづくり推進体制について
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（１）都道府県と基礎自治体の関係

都道府県と基礎自治体には、協議対象施設の違いや実効性の違いで、バリアフリー化さ

れる施設に大きな差がある場合がある。この差を解消するためには、市町村を包括する都

道府県が、建築物のバリアフリー化推進のために、市町村と連携して取り組むことが必要

である。

神奈川県では、2008 年に神奈川県下の特定行政庁において、委任条例化に向けた協議を

行っている。その協議内容を踏まえて、2009 年に神奈川県と川崎市が委任条例化を行った。

また、すでに 2005 年に委任条例を自主条例とは別の条例として定めていた横浜市も 2014
年に神奈川県や川崎市のように、自主条例と委任条例を一本化して改正を行った。

県下での意思統一により、川崎市では、住宅着工数の増加に伴う人口増加により、市内

の各拠点地区で大規模開発が進行するという状況を考慮し、特別特定建築物に学校（特別

支援学校を除く）、共同住宅、社会福祉施設（保育所、児童福祉施設等）、運動施設（会員

制等）の用途を特別特定建築物に追加した。そして、学校は０㎡以上に、共同住宅は 2000
㎡以上に、社会福祉施設は０㎡以上に、運動施設は 1000 ㎡以上に定めるなど、地域特性を

踏まえた委任条例化が比較的スムーズに行えたとしている。

また、2007 年度から神奈川県や横浜市、川崎市の３自治体の合同で、年１回、神奈川県

内の事業者や建築関係者、自治体関係者等に対して、福祉のまちづくり条例やバリアフリ

ーの普及啓発のための「福祉のまちづくり研修会」の開催やパンフレットを作成して、事

前協議の周知を図っている。

このように、神奈川県では、都道府県と基礎自治体が委任条例化についての調整を図り、

それぞれの自治体が地域特性についての役割を考えて委任条例を定めたこと、そして、事

業者、建築関係者、自治体関係者の啓発や教育に合同で取り組むなど、都道府県と基礎自

治体が連携することにより、県全体の福祉のまちづくりの推進につながっている。

（２）自治体の体制と福祉のまちづくり推進事業

自治体が自主条例を施行して、20 年程が経過しており、施行当時の福祉のまちづくりを

推進する社会情勢から、自治体の体制や福祉のまちづくり推進協議会、福祉のまちづくり

推進計画等についての内容の変化や活動の終了がみられる。

福祉のまちづくりを変わらず継続させていくためには、自治体自身が福祉のまちづくり

を推進する専門部署を持つことが重要である。そして、住民、事業者、行政が協働の体制

で相互に福祉のまちづくりの活動を点検、評価、改善を行う仕組みや組織をつくることが、

福祉のまちづくりの継続や発展につながると考える。また、自治体が福祉のまちづくりを

推進する組織体制であるか、否かで、行政指導を行う自治体担当者の意欲も変わっている。

市民との協働による福祉のまちづくりの活動は、福祉のまちづくりの推進に大いに貢献
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する。宮崎市では、1994 年に、「九州一の健康福祉都市」をめざす津村市政（2009 年まで）

になり、福祉面においてさまざまな施策に取り組んだ。そして、2001 年には宮崎県とは別

に自主条例を施行している。また、この条例に基づいて、福祉のまちづくりに関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために、「福祉のまちづくり市民協働会議」と行政が協議を

重ねて、2004 年 3 月に「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」を策定した。

この計画を実施するために、ソフト面を健康福祉課福祉のまちづくり係が担当し、ハー

ド面を建築指導課建築福祉係が担当して、「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」に定めた課

題解決に取り組む。課題解決の期間は 2004 年度から 2008 年度までの５年間である。

この計画の課題の１つに「既存民間建築物のバリアフリー化」があった。この課題解決

のために、高齢者団体、障害者団体、市民活動団体、事業者団体等と行政の市民協働によ

る｢バリアフリー検討委員会｣を 2005 年 2 月 1日に設立し、建築指導課が事務局となり検討

をすすめた。

「既存民間建築物のバリアフリー化」の課題検討にあたっては、次の団体が課題解決の

ための活動を行なっている。これは、市役所内でも横断的に部署を集めた。

①財団法人「宮崎身体障害者福祉協会」

②さんさんクラブ宮崎市

③特定非営利活動法人「どこでもドアの会」

④特定非営利活動法人「障害者自立応援センターＹＡＨ！ＤＯ(やっど)みやざき」

⑤社会福祉法人「ゆくりアートステーションどんこや」

⑥宮崎駅前商店街振興組合

⑦宮崎商工会議所

⑧福祉のまちづくり推進リーダー（宮崎県人にやさしい福祉のまちづくり学園卒業生）

⑨宮崎市(建築指導課、中心市街地活性化推進室、観光課、商工労政課)

ワークショップなどにより、課題解決方法について検討し、高齢者や障害者の旅行客が

増加することが見込まれていること、旅行者が訪れるのは観光地だけにとどまらず、地域

の飲食店や物販店なども対象となることを考えると、これらの施設のバリアフリー化を図

ることは、旅行者のみならず地域に住む人たちにとっても大きなメリットとなると考えら

れることから、高山市や伊勢志摩において取り組まれている「観光バリアフリー」を進め

ていくことが、課題解決につながるとの方向性を定め、「観光バリアフリー」を啓発してい

くために、６回の「観光バリアフリー連続講座」を開催した。

講座では、先進地から講師を招いての講演会やパネルディスカッション、車いす・聴覚

障害者・視覚障害者・高齢者の４つグループに分かれて、市街地や観光地を点検調査し（図

6.1.1）、意見交換会を行った。また、これらの情報を提供できるようブログ講習を行った。

そして、これらの情報は、下記のブログやホームページで公開し、2009 年 3 月に「宮崎観

光バリアフリーマップ」（図 6.1.2）を作成して 3000 部の無料配布を行った。
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宮崎観光バリアフリータイムリーニュース http://miyazakikanbari.miyachan.cc/

宮崎観光バリアフリーホームページ http://www.miyazakikanbari.com/

自治体の参加要請で、多くの団体が集まり、これらの団体とともに活動することで、ブ

ログの作成や講師の選任など多くのアイデアが生まれ、活動に生かした。この活動で、店

を改修した事例はなかったが、ブログやホームページの閲覧により、紹介した店に訪れる

障害者の人たちも多くあり、また、県外の車いす使用者からも問い合わせがあった。

また、自治体の職員も障害者の講師の話や点検調査をともに行うことで、車いす使用者

や視覚障害者の動きを知ることができ、事前協議等の審査に生かせた。福祉のまちづくり

は、住民、事業者、行政による協働の活動で成果があげられたと思われる。

しかしながらこの活動は、「福祉のまちづくり総合計画」の最終年である 2009 年 3 月末

をもって終了をした。具体的に既存建築物の改修など、バリアフリー化の実績を上げるに

は、さらに活動する時間が必要であった。総合計画の次期計画が「地域福祉計画」となっ

たことで継続させるのが難しかった。市民のやる気を、自治体が削ぐことになった。

自主条例において、福祉のまちづくりを推進するのは自治体の役割であり、前述した大

阪府が、1993 年の自主条例の施行以来、自治体の福祉のまちづくり推進組織の体制や住民

との協働組織を変わらず維持していることは、自治体が自主条例を遵守し、住民、事業者、

行政の関係を保障しているために他ならない。

以上から、建築物のバリアフリー化の実効性を高めるためには、都道府県が、基礎自治

体と連携して建築物のバリアフリー化推進のための協議や啓発に取り組むこと、そして、

自治体においては福祉のまちづくりを推進する専門部署を持ち、住民、事業者、行政によ

る「福祉のまちづくり推進協議会」の協働体制において、住民、事業者、行政が相互に福

祉のまちづくりの活動を点検、評価、改善を行い、福祉のまちづくりを推進するためのス

パイラルアップを図ることである。

これにより、自治体もその活動が監視され、自治体の体制や福祉のまちづくり活動の維

図 6.1.1 点検調査の様子

図 6.1.2 宮崎観光バリアフリーマップ
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持につながる。また、「福祉のまちづくり推進協議会」が進行管理する「福祉のまちづくり

推進計画」等の活動は、住民、事業者、行政が連携して、福祉のまちづくりの発展につな

がる。

そのほかに、これらの活動に参加する自治体職員にとっては、福祉のまちづくりを具体

的に学ぶ場となり、事前協議等の指導・助言に生かすことができ、福祉のまちづくりの推

進につながる。

そして、自主条例については、住民に身近な小規模施設を協議対象施設とすることが必

要であり、そのために小規模施設基準を定める必要がある。また、整備基準は、用途や規

模だけでなく、滞在時間や地域全体の見地からも整備基準の適用を考えることが必要であ

る。とくに、自主条例における行政指導については、建築確認申請前の事前協議、完了届、

完了検査のそれぞれの機会に行政指導を徹底することで、バリアフリー化の実効性を高め

なければならない。

また、委任条例は、建築物のバリアフリー化の実効性を高めるために必要であり、特別

特定建築物には、自主条例において適合率の高いものから選択するのではなく、自治体の

これまでの実績や地域の特性から、バリアフリー化が必要な施設を特別特定建築物に定め

る必要がある。そのためには、自治体の政策立案能力が問われている。
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第２節 今後の課題

今回、研究した内容に関連して、「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計

標準」の改正やバリアフリー法の改正が行われている。そこで、見出した結論と関連づけ

ながら、想定される問題を整理した。

（１）既存建築物の改修について

2017 年 3 月 31 日に「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」におけ

る宿泊施設について、以下の内容の改正が行われた。これは、建築物の新築時だけでなく、

既存の建築物を改修し、バリアフリー化することが目的である。

①宿泊施設について、高齢者、障害者等の円滑な利用に配慮した「一般客室」の設計標

準の追加、既存建築物における改修方法の提案、ソフト面での配慮等の記述の充実

②車いす使用者用便房、オストメイト用設備を有する便房、乳幼児用設備等について、

一層の機能分散や小規模施設・既存建築物の整備を進めるための記述の充実

③建築物の用途別の計画・設計のポイントの記述の充実

④設計者にとってわかりやすい内容とするための構成等の整理

バリアフリー法では、車いす使用者用客室は 50 室以上に 1 室を確保し、客室内の便所や

浴室の出入口について、80cm 以上を確保することを定めている。今回の建築設計標準の改

正では、オリンピック、パラリンピックの開催で、多くの客室を必要とするため、たとえ

ば、客室内の浴室や便所の改修の場合、出入口の構造によっては 70cm 以上とすることとし

ており、このことは、実際に整備基準を適用する自治体の自主条例において緩和するよう

示している。

自主条例では、新築や改修の場合、用途と規模により整備基準が適用される。本研究に

おいても、2012 年度と 2016 年度の届出時適合率や完了後適合率の変化に対する自治体の

意見において、用途変更など施設全体に、整備基準が適用される場合に適合させることが

難しいとの意見が出ている。

低成長の時代にある現在、ますます既存施設を改修して対象施設とするものが増えてく

ると考えられる。既存施設を改修する場合は、構造上の問題を考慮し、たとえば、適用さ

れる整備基準の適用箇所は、敷地内通路、出入口、便所に限り、そのほかは宿泊施設にあ

っては客室の整備基準を適用するというように、小規模施設のように適用される基準を限

定して、最低限の整備基準とすることが必要である。宮崎市の改修のための助成制度の利

用者は、医療施設、飲食施設、集会施設、サービス施設（理容所等）、福祉施設の順に多か

った。これらの用途についても改修にあたっての課題について整理していく必要がある。
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（２）移動円滑化促進地区について

バリアフリー法は、2018 年 5 月 25 日に改正されて、官公庁や福祉施設、旅客施設など

を含む生活関連施設が集まる移動円滑化促進地区について、バリアフリー化を重点的に進

めるため、市町村に移動円滑化促進方針の作成を促す方策を示した。

改正では、これまでの重点整備地区に加えて、バリアフリーの面的な整備に取り組む市

町村を増やすための措置であり、移動等円滑化促進方針の作成や地区内の公共交通事業者

等、道路管理者、路外駐車場管理者等、公園管理者等、建築主等による市町村への情報提

供、そして、移動等円滑化促進方針の評価を概ね 5 年ごとに行うとしており、評価を行う

ために施設設置管理者や公安委員会、高齢者、障害者等、学識経験者、市町村による協議

会を組織することができるとしている。そのほか、都道府県の役割は、市町村の求めに応

じて、広域的見地から助言や援助を行う。

建築物のバリアフリー化については、移動等円滑化経路協定を結ぶ経路を構成する建築

物や案内所を有する建築物特定施設を除いて、移動円滑化促進地区において地区内に新設

等される建築物（生活関連施設）については、委任条例を含むバリアフリー法の特別特定

建築物や自主条例に基づいて指導がされることになる。

福岡市では、「福岡市バリアフリー基本計画」の重点整備地区内においての建築物は、地

区外の建築物も同様に、自主条例やバリアフリー法に基づいて整備の指導がされた。その

ため自治体のソフト面とハード面の福祉のまちづくりを推進する２つの専門組織が連携し

て、建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に行政指導を徹底し

ており、2016 年度の完了適合率は 75.4%と高い。

同様に、移動円滑化促進地区において、建築物のバリアフリー化の実効性を高めるため

には、移動円滑化促進地区だけでなく、自治体全体の建築物のバリアフリー化推進のため

に取り組むことを提案する。

市町村において、福祉のまちづくりを推進する専門部署を設置し、そして、「福祉のまち

づくり推進協議会」は、移動円滑化促進地区内を含む自治体全体の整備について、点検、

評価、改善のために進行管理を行い、自治体全体の福祉のまちづくりのスパイラルアップ

を図る目的で活動することである。

また、「福祉のまちづくり推進協議会」の活動や移動円滑化促進地区の活動に、多くの自

治体職員を参加させて、障害者や高齢者等の住民の意見を福祉のまちづくり事業や事前協

議等の指導・助言に生かすこと。そして、移動円滑化促進地区に限らず、自主条例におけ

る行政指導は、建築確認申請前の事前協議、完了届、完了検査のそれぞれの機会に行政指

導を徹底することにより、建築物のバリアフリー化の実効性を高めなければならない。

以上、本研究は、都道府県に限らず基礎自治体においても活用し、建築物のバリアフリ

ー化の実効性を高めてほしいと切に願うものである。
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注釈

注１）1969（昭和 44）年に、宮城県仙台市の授産施設の入所者が１人のボランティアと「障

害者も普通の人間として家庭や社会で生活できるような障害者に使いやすい生活環境づ

くりが必要である」ことを話し合い、この２人を中心に障害者団体、ボランティアグル

ープ、市民団体等の協力を得て、さまざまな調査を自分たちの手で行い、これを根拠に

車いすでも利用できるトイレ、スロープ等の設置を仙台市に要請した。その後に、1973
（昭 48）年には仙台市において｢車いす市民全国集会｣が開催された。この仙台市からは

じまった運動が「障害者生活圏拡大運動」（福祉のまちづくり運動）である。

注２）『日比野正己「福祉のまちづくり」水曜社 1978 』において、自立をめざした松平

まち子さんが車いす喫茶オアシスを開いたこと。これを知った被爆者 渡辺千恵子さん

の車いす住宅づくりが述べられる。また、『日比野正己「居住バリア・フリー百科」TBS

ブリタニカ PP182-183 2002 』において、重度被爆者・千恵子の家の特徴と工夫が掲

載されている。

注３）『岩浦厚信・池田弘・花田賢弘「長崎市における重度障害者の住宅・生活環境その１

－渡辺千恵子さんの場合」1978 年長崎総合科学大学卒業研究』その後、1979 年に日比野

正己氏より大幅に加筆されて「重度障害者の住宅づくりー渡辺千恵子さんの場合」長崎

総合科学大学紀要 20巻第 2号 1979 に掲載された。

注４）この住宅改造については、『岩浦厚信「重度障害者の住宅改善―納宏子さんの場合」

長崎総合科学大学地域科学研究所地域論叢 No.2 1985.3』において、住宅改善の内容と

その後の生活について述べた。また、『日比野正己「学生時代」熱中宣言 講談社

PP97-100 1985』のことが紹介されている。

注５）｢車いすガイドブックづくり｣は、障害者が外出する際に利用可能な施設等の紹介を

する目的だけでなく、一般市民も障害者の不自由な面を理解しやすく障害者問題の理解

へとつながった。ガイドブックづくりの活動は、1973 年に「車いすＴＯＫＹＯガイド(第

０号）」（同作成委員会編集発行）を最初に、全国各地で障害者団体を中心に車いす使用

者向けや視覚障害者向けのガイドブックづくりが行われた。宮崎県における障害者向け

のガイドブックは、宮崎わたぼうし会が 1982 年にまとめた「まちへ出よう－宮崎車いす

ガイドブック 82’－」が最初である。

注６）「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」は、宮崎市条例第６条（市の責務）第 1 項にお

いて、「市は、福祉のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に実施しなければなら

ない。」と定めている。そして、条例第７条（総合的推進）「市民、事業者及び市は、相

互に連携し、協働して福祉のまちづくりの推進を図るものとする。」及び第 10 条（推進

体制の整備）「市は、市民及び事業者と連携して、福祉のまちづくりを総合的に推進する

ための体制を整備するものとする。」と定めており、これらの規定に基づいて、福祉のま

ちづくりを総合的かつ計画的に推進するために、2002 年に市民、事業者及び市で構成す
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る「宮崎市福祉のまちづくり市民協働会議」（市民・事業者 18 人、市 9 人）とその下部

組織である作業部会（市民・事業者 14 人、市 25 人）において福祉のまちづくりの課題

抽出を行い、福祉のまちづくり推進のために課題解決が必要な 39 の施策を「宮崎市福祉

のまちづくり総合計画」として 2004年に策定した。また計画は、その目的から社会福祉

法第 107 条の「地域福祉計画」と同じものと位置づけている。

注７）「観光バリアフリー事業」は、「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」において、既存

民間建築物のバリアフリー化がすすまないという課題に取り組むための事業である。根

拠は、宮崎市条例第 25 条（既存施設の整備）「対象施設を所有し、又は管理する者は、

当該対象施設について、整備基準に適合させるよう努めなければならない。」に基づく。

注８）「宮崎市バリアフリー検討会」は、宮崎市条例第 2 条第 1 項第 4 号において条例の基

本理念として掲げた「すべての市民が安全かつ快適な生活を送ることができる社会」に

基づき、それを実現するために、宮崎市管理施設と民間施設について、優れたバリアフ

リー化を促進させることを目的に、当事者団体や市民活動団体、専門職団体の 12 団体か

らの推薦による 12 名の委員で構成する 2008 年に設立された。

注９) 「車いすガイドブック」は、新宿身障明るい街づくりの会が、｢障害者の住みよい街

づくり｣を目指して自分たちの街を自分たちでチェックし、昭和 55 年３月に｢新宿車イス

ガイド｣を発行したことが最初である。その後に全国各地に広まった。

注１０) 「身体障害者福祉モデル都市」（厚生省 S48～50）は、身体障害者のための模範的

な生活環境施設、設備を整備する身体障害者福祉モデル都市を設置し、これにより身体

障害者の福祉についての一般住民の理解を深め、家庭に閉じこもりがちな身体障害者の

生活圏の拡大を図るとともに、身体障害者の住みよい環境づくりの普及促進を図ろうと

するものである。原則として人口 20 万人以上を対象に、道路交通安全施設の整備や公共

施設の構造設備、公共施設及び公園等に車いすの配備、移動浴槽車、リフト付きバス、

電話相談網等の整備、身体障害者福祉についての普及啓蒙が事業内容である。

注１１) 「障害者福祉都市事業」（S54～60 厚生省）は、障害者の生活環境の改善、障害者

福祉サービスの実施、心身障害児の早期療育の推進及び市民啓発の各事業を総合的に実

施し、障害者の住みよいまちづくりの推進を図ろうとするものである。人口概ね 10 万人

以上で、厚生大臣が指定する市について、公共施設の構造設備や道路交通安全施設の改

善、障害者のための住宅改善、障害者福祉サービス事業、心身障害児早期療育推進事業、

市民啓発事業が事業内容である。

注１２) 「障害者の住みよいまちづくり事業」（S61～H1 厚生省）は、障害者の生活環境の

改善、福祉サービスの実施、心身障害児の早期療育の推進及び市民啓発の各事業を総合

的に実施し、障害者の住みよいまちづくりの推進を図ろうとするものである。「障害者福

祉都市事業」と比較し、国庫補助の制限額は引き下げだが、実施主体の対象範囲を拡大

している。人口概ね 5 万人以上で、厚生大臣が指定する市町村において、公共施設の構

造設備や道路交通安全施設の改善、障害者のための住宅改善、障害者福祉サービス事業、
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心身障害児早期療育推進事業、市民啓発事業を事業内容とする。

注１３) 「住みよい福祉のまちづくり事業」（厚生省）は、国の指定を受けた市町村が,公共

施設等の改善のみならず,福祉サービスや啓発普及事業も併せて,総合的な福祉のまちづ

くりを行おうとするものである。 人口概ね 3 万人以上で、厚生大臣が指定する市町村に

ついて、生活環境改善事業、福祉サービス事業、啓発普及事業、その他「住みよい福祉

のまちづくり」推進のために必要な事業を行う。

注１４) 「国際車いすシンボルマーク交付基準」は、「障害者が利用できる建築物、施設」

であることを明確に示す世界共通のシンボルマークである。具体的には、以下の条件を

満たしていることが必要である。

玄  関：地面と同じ高さにするほか、階段の代わりに、または階段のほかにスロープ

（傾斜路）を設置する。

出 入 口：80cm 以上の幅とする。回転ドアの場合は、別の入口を併設する。

スロープ：傾斜は１／12 以下とする。室内外を問わず、階段の代わりにまたは階段のほ

かにスロープを設置する。

ト イ レ：利用しやすい場所にあり、外開きドアで、仕切り内部が広く、手すりがつい

たものとする。

通路・廊下：130cm 以上の幅とする。

エレベータ：入口幅は 80cm 以上とする。

注１５）「障害をもつアメリカ人法」（通称：ＡＤＡ）は、1990 年に公布され、雇用や公共

的な施設、交通機関、聴覚障害者などの通信などの分野で、障害を理由とした施設の利

用や機会を阻むあらゆる差別を禁止した連邦法である。

注１６）『山田昭義、星野広美編「人にやさしい街づくり」風媒社、1997』において、愛知

県人にやさしい街づくり連続講座の内容を詳しく解説している。

注１７）「市管理施設市民意見設計反映事業」は、「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」に

おいて、「条例の整備基準を遵守するだけでは、高齢者や障害者等に利用しやすい施設と

はならない」という課題から、公共施設整備について市民意見を反映させるための事業

である。根拠は、宮崎市条例第６条（市の責務）第３項において「市は、自ら所有し、

又は管理する施設を高齢者、障害者等が安全かつ円滑に利用できるようにするための措

置を講じるよう努めなければならない。」としている。

注１８）「民間建築物バリアフリー顕彰事業」は、「宮崎市福祉のまちづくり総合計画」に

おいて、「福祉のまちづくり功績者に対する顕彰を行うこと」の課題に基づいた事業であ

る。根拠は、「宮崎市条例第 12 条（表彰）において、「市長は、福祉のまちづくりの推進

に関して著しい功績のあった市民及び事業者に対し、表彰を行うことができる。」に基づ

く。

注１９）「宮崎市福祉のまちづくり総合計画評価報告書」は「宮崎市福祉のまちづくり総合

計画」の 5 年間の取り組みと成果を市民と行政が協働で評価したもので、宮崎市市民協
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働会議が 2009 年 3 月に策定した。課題解決にあたった 39 の施策推進の評価は、「福祉の

まちづくり推進会議」（行政組織）が経過と成果について「内部評価」を行ったものを「福

祉のまちづくり市民協働会議」（市民と行政）に提示し、客観的な視点から「外部評価」

を作成した。また、その評価を受けて行政組織が「今後の位置付け」を示し、次期計画

（地域福祉計画）に反映させることにした。

注２０）「バリアフリー基本構想作成に関するガイドブック国土交通省総合政策局安心生活

政策課 2016 年９月」は、バリアフリー基本構想の新規作成や見直す際の活用を目的とす

て、面的・一体的なバリアフリー整備の効果について事例を示すなど、2008 年の初版か

ら拡充を図り改訂している。

注２１）「中村橋駅北口地区地区計画」（2013 年 3月 29 日決定）は、西武池袋線中村橋駅の

北側に位置し、駅から南北に広がる商店街や美術館をはじめとした公共施設が立地する

地区について、一層のバリアフリー化と文化施設等の集客を促進することなどを目的に、

2016 年６月に地区計画が変更される。
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23）「全国自治体における建築物のバリアフリー化の現状と評価について」岩浦厚信・高橋

儀平、第 13 回日本福祉のまちづくり学会九州支部宮崎大会抄録集，pp5-8，2013.11
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高橋儀平、第 14 回日本福祉のまちづくり学会九州支部北九州大会抄録集， pp23-26，
2015.1

27）「全国自治体における建築物のバリアフリー化関連条例の運用実態について－条例の役

割と行政指導のあり方－」岩浦厚信・高橋儀平、日本福祉のまちづくり学会第 18 回全国

大会概要集，CⅡ1-4，2015.8
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（１）第 1 回自治体アンケート調査

①調査期間 2013 年 8 月 2 日～9 月 2日

②調査自治体 93 自治体のうち自主条例又は委任条例施行自治体

47 都道府県

12 基礎自治体（札幌市、仙台市、さいたま市、川崎市、横浜市、京都市、福岡市、世

田谷区、練馬区、町田市、高山市、宮崎市）
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                               平成２５年８月２日

福祉のまちづくり条例（建築物）担当課 御中

東洋大学ライフデザイン学部人間環境デザイン学科   

教授 高橋儀平                            

東洋大学福祉社会デザイン科人間環境デザイン専攻

博士課程後期 岩浦厚信

（宮崎市建築指導課主幹）

福祉のまちづくり条例施行後の成果と課題についての調査について（依頼）

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

さて、私どもでは地域におけるバリアフリー化のあり方について研究するために、現在、

福祉のまちづくり条例制定後の成果と課題について検討を進めています。

つきましては、全国の都道府県及び政令指定都市、そのほか福祉のまちづくり条例に積

極的な取り組みをされている自治体を対象に、別紙のようなバリアフリー化の現状の取組

みについて、ご照会する次第です。

業務多忙の折、誠に恐縮ですが、別紙調査票によりご回答をお願いいたします。

なお、この調査を研究以外の目的で使用することは一切ございませんので、ご協力のほ

どお願いいたします。

記

１ 提出書類 「調査票１」の質問にお答え頂きながら「調査票２～３」も記載してくだ

さい。

２ 提出方法 電子メール又は FAX
３ 提出期限 平成２５年９月２日(月)
４ その他  ご回答については、まとまった資料等があればデータを添付して頂ければ

結構です。また HP で公開している場合は、アドレス等の記入をお願いし

ます｡

※ 依頼先が担当課でない場合は，お手数ですが担当部署へ転送していただきますよう，

お願いいたします。

                                              

                  

提出及び問合せ先

〒880-8505 宮崎市橘通西 1 丁目１－１

宮崎市都市整備部建築指導課 岩
いわ

浦
うら

厚
あつ

信
のぶ

TEL  0985-21-1813   FAX  0985-21-1815
E-mail 30sidou@city.miyazaki.miyazaki.jp
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福祖tのまちづくり条例等についての照会(調査票1)

自治体名

担当部署名

記入者名

電話番害

メー島Fドレス

※下記の賃聞について貴自治体に該当する混合はすべてお答えください@

悶1 地方自治法第14条に基づく福祖tのまちづくり条例〈以下『自主条例』という.) 

について記入してください.

条例名

施行 :平成 年月日. 震終改正 平成 年 月 日

今後、条例を改正する計画がありますかs 膏無のいすれかにOをつけてください.

・奇 ・後討申 ・祭

「奇Jまたは 「検討申」の露合は下記にその理由を簡単に書いてください@

悶2 パリアフリー法第14条第3項仁基づく条例(以下、 「付加条例』という.) 

を制定していますか.

1)付加条例を制定している場合

条例名

施行 :平成 年月日

今後、条例を改正する計画がありますかs 膏無のどちらかにOをつけてください.

・奇 ・無

「奇Jの場合は下記にその内容を書いてください。)

2付加条例を制定していない湯合

今後、付加条例を制定する計画がありますか。育祭のどちらかにOをつけてください.

-奇 ・祭

「膏Jの露合は下記lこその予定時期を書いてください.) 

平成 毎 月頃施行予定

悶3 自主条例及び倍加条例における苅象建築物の規模についてお尋ねレます.

苅象建築物 「謂吾妻ク 1の罰入葬泊目(，¥(，乏でt_

※なお、 「調査察2Jの『平成24年度実績J摘の記入は、 「届出施設数Jと、そのうち

完了検査における 「適合施設毅Jを記入してくださいー
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間4 事前箇譲を倉む届出等〈以下、 「届出等」という.)の制度についてお弓ねします.

1)自主条例について苅象建築物の建築等|ご際し、届出等の制度を定めていますか。

定めている 定めていない (どちらかにOをつけてください。)

2) 1)で 「定めている」湯合、事務手続きの流れを説明してください。(データ添付でも司)

[ J 
3)付加条例の事務手続きの流れを説明してください。(データ添惜でち司)

[ 
4)自主条例及び付加条例を含む届出等の実績について 「調査察3Jの記入をお願いします。

5)自主条例の届出等において不適合となる湯合の指導内容はどのように行っていますか。

震ち近いものを以下@から一つOをつけてください。

①届出以降ち適合するよう粘り強く封書還を行っている@

②届出の際に適合への指導を行うが、改善する意思がない場合はそのまま処理する.

③届出のまま処理している。

③その他 (内容 ) 

6)届出等や完了後査において、適合率が向上するためには旬が必要と蓄えますか。

7)民間指定確認聖書査機関に提出される条例苅象建築物について届出等は守られていますか。

守られている 守られていない (どちらか近い方にOをつけてください。)

8) 7)で 「守られていなしりと答えたところについて、その理由は旬だと蓄えますか。

9) r調査察2Jにおいて平成24年度実績を記入いただきましたが、貴自治体において

平成20~24年度において建築物の用途別、 整備箇所別適合状況を担渥していますか。

把握している 把握していないが担渥できる 把握できない

※ 質問は以上です。

質問に答えていただき、たいへんありがとうございました@
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調査票2r届出(事前協議)等の規模J 自治体名(

パリアフリー法特 届出〈事前協議〉対象 平成24年度実績
No 建築物の1量殺 別特定建築物 付加条例 施設の面積 うち小規模施設 届出施設数 適合施設数

(記入不要) (1'列:Onf以よ〉 (例:O~300nf未満)

特別支援学較 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高

2学較(1を除く〉 所以上 所以上 nf来j高

3病院又はお療所 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来i高

4劇場、続覧場、映画館又は;買芸場 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来i高

5集会場又は公会堂 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来i高

6展示場 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来i高

百貨底、マーケッ卜その他の物品販売業を嘗
2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高

7 む庖~fí

8卸売市場 所以上 所以上 nf来j高

9ホテル又は旅館 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高

10 事務所 所以上 所以上 nf来j高

11共同住宅、客宿舎又は下宿 所以上 所以上 nf来j高

保健所、税務署その他不特定かつ多数の者
2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高

12が利用する官公害

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類
所以上 所以上 nf来j高すするるももののに〈主限とるし。て〉高齢者、障害者筈が利用 2，000nf以上

13 
13以外の老人ホーム、福祉ホーム又は保育 所以上 所以上 nf来j高
14所その他これらに殺するもの

15 老人福祉セン虫ー、児童厚生施設、身体障害
者福祉セン虫ーその他これらに殺するもの

2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高

体育館〈ー般公共の用に供されるものに限
る〉、水泳場〈ー般公共の用に供されるものに 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高
16限る〉、若しくはポーリンク場又は遊技場

16以外の体育館、水泳場、ボーリンク場その 所以上 所以上 nf来j高
17他これらに類する運動施設

18博物館、美術館又は図書館 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高

19公衆浴場 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来i高

20 
飲食庖 2，000nf以上 所以上 所以上

『『YYFF来来jj高高
キャJ¥レー、料理底、ナイトクラフ¥長ンス

所以上 所以上
21ホールその他これらに殺するもの

il髭底、クリーニング取次底、質屋、貸衣装
22屋、銀行、郵便局その他これらに殺するサー 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来i高
ピス菜を富む庖~fí

23 自動車教習所又は学習塾、華道教室、囲碁
教室その他これらに殺するもの

所以上 所以上 nf来i高

24工場 所以上 所以上 nf来j高

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発
25着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来j高
合いの用に供するもの

自動車の停留所又は駐車のための施設〈ー
2，000nf以上 所以上 所以上 n手来i高

26 般の公共の用に供されるものに限る〉

26以外の自動車の停留所又は駐車のための 所以上 所以上 nf来j高
27施設

28公衆便所 50nf以上 所以上 所以上 nf来j高

29公共用歩廊 2，000nf以上 所以上 所以上 nf来i高

30※ 所以上 所以上 nf来i高

31※ 所以上 所以上 nf来i高

※の欄立、上記の対象用途l:i票当しない用途について指定がある場合1;1:記入してください。
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「調査票3J届出(事前協議)等の実績

自;台体:名(

(記入上の注意)

1)下記の年度のデータがない場合は、年度を修正のうえ近傍の年度データを記入してください。

2)近傍のデータもない場合は記入の必要はありません。

3)民間建築物と公共建築物を分けていない場合は、民間建築物の欄に記入してください。

民間建築物

年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度 平成24年度

届出妻女

届出目寺整備基準適合数

完了検査実施数

完了検査合格数

適合証交付数

米民間建築物で不適合となるケースで上位3つの理由を挙げて下さい。

合計

。
。
。
。
。

(I~J: r出入口の幅不足H手すり点字なしH誘導用ブロックなしHスロープの勾配超過Hスロープ幅不足Hト
イレ手すり未設置H段差ありH仕上げ床材の不通J等)

公共建築物

年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度 平成24年度 合計

届出数 。
届出時整備基準適合数 。
完了検査実施数 。
完了検査合格数 。
適合証交付数 。

米公共建築物で不適合となるケースで上位3つの理由を挙11て下さい。
(I~J: r出入口の幅不足H手すり点字なしH誘導用ブロックなしHスロープの勾配超過Hスロープ幅不足Hト
イレ手すり未設置H段差ありH仕上げ床材の不通J等)
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第 1 回 アンケート調査「調査票１」（北海道～愛知県）1/2
問1 自主長輔 ;::)1..1て 間2-1付加長嶋有り

司S 車道府県 バリ7:町 一法《重量E
号 名 鞠》聞管課

白主晶修傘名 施行目
国正の 田正計画

事務手聴きの，車れ 付加長情名 匝行日
田正の 計画。う理

事務手聴きIJ);車れ
計画 の理由箸 計画 白書

届出〈市町村〉、i露連(il!

1 北海道 1じ寄道建設1lI'住宅局 1じ:11追福祉のまぢづくり HI0.4.1薫 用、指導助言、〈禿7思
珪語指導課 長岡 売7検査担L)認定証交付

申措、 韓査、買付

膏揖県福祉のまちづくり
届出、 内容審査、〈尭7lG-

2 膏轟県 著書県建築住宅課 HW叩 H 罵 完了睡査なし〉適合Ii交付
晶例

申請、交付

岩手県ひ白こやさしL喧
事前1耐義書提止ふ完了居

岩手県ひ剖こやさしい
事前協議書提昌弘完了届

3 岩手県 岩手県珪草住宅課 Hl.7.14罵 提出、控室、適合経交付申 HI9.12.18黒 提也枝宜、適合Il交付申
ぢづくり量刑 語、交付 まちづくり糸削 摘、交付

富輔県たhもが住み品、
届也、内容審査、指導助

4 宮弛思 宮坂眼理詰宅地認 H8.7.10型車 君、売7lG-尭7輯査、適
福祉のまぢつスリ条例

告書E主付諸求、交付

事前1耐叢書属品ふ内容審

5 世田県 献宜ヨ県里誌住宅盟
牧田県)¥I}アヲ¥)-社会

HI5.4.1薫 宜、指導助言、寛7盟主寛
のfl~閥こ閲する圭例 7韓査、適合Ii交付措虫、

交付

山蔭県田鹿福祉1lI'!孟 LlJJI三県みん''''こやeGL'
届出、審査、〈烹7居、尭7

はJJ!~県みんλ剖こやさし
届法ふ審査、〈尭7属、 ヲ~7

6 山fl;ol黒 H".lO.U曹、 帳査なし〉、適合u交付描 H20.3目黒 枝査起し〉、適合宿交付請
祉企画課 まぢづくり条例 輩、交付 L'まぢづくり晶倒 京、交付

福島県土木部建築総 づ福く島り県長人削にやさU ま ち
屈と白書、審査、 確認申請添

7 福島県
室建築指導課

Hl.3.17薫 円、〈完了盟主吏7韓査担
し〉、適合Ii交付請求、交付

8 来臨黒
理輔県土木都富市局 若揖県ひ白こやさしLま

H8.3.28罵
届出、内容審査、指導助言

理詰指導課 ちづくり晶例 〈属品μらみ〉

9 栃木県
輯木構県土益幅1lI'望 輯木県ひとにやさしい Hl'.l0.14掴E 眉也、工事完了愚 禿7瞳
築課 まちづくり晶嗣 査、適合11:吏付諸求、吏付

酔罵嶋県土益幅1lI'望 群馬県人にやさLλ咋亘社
整惜基準 届也、内苔審査、指導助

10 郡罵晶 HI5_4.1 輔副中 の塙目的 言、寛7lb-""7鞭査、適
範住宅課 のまちづくり長嗣 両輔副 会Ii交付申摘、交付

工事曹手30日前居証払寛
埼玉県、高齢者、障害

11 埼玉県 埼玉県都市盤暗部珪 埼玉県福祉のまぢづくり H8.4.1薫 7届+適合Ii交付申措、 者か円i骨に利用τ菅 H21.4.1薫 理益確認申掴こよる審査
詰安全額 量刑

禿7検査、適合u交付 る建築物吹雪〉整備副こ閲

する条例

平璽県県土笠幅1lI'珪 子璽県福祉のまぢづくり
.15哩聞こ届出、審査、工事禿7lG-

" 子襲唱 H9.4.1 輔副中 ?L'て枝 〈完了瞳査駐し〉適合1I交築指導課 轟削
剖中 付請求、交円

東寧都都市益構局市
東京都福祉のまぢづくり

属品、審査、使7居、完了 結持、陣害者箸か
建築確認申誇や尭7枝査13 東京都 出世車部建築企画 H7.4.1薫 韓査担し〉適合u交付措 利用しやすい理詰物 H同 12.20薫

E果 長岡
輩、積査、交付 め鑓~こ関する圭倒

時に審査

神高)11県保憎福祉局 神車川県みん駐のJ引1)7
制 軒見 理装確認申措の30日前に 神高川県み人阜のバ 長停軒見

建築曜l~こよる審査、 禿7u 神聖川県 H8.4.1 横目中 直し組定 届出、完了lb-ヲモ7瞳宜、 リアヲ1)-世づくり晶 H21.10.1 横目中 直し揖定
地輔福祉課 フ1)-宙づくリ量刑

による 適合Il'.措求、交付 千例 による
韓査

，持活唱珪草住宅課珪 斬渇県福祉のまちづくり
届出、内容審査、指導助

15軒高唱 H8.4.1罵 言、完了居主売7輔査、適
詰指導悟 量削

合経交付請求、交付

届出〈鴨gl隔 定理草帽ま平

" 富は県
冨はH異土木部理詰f主

富U県 民福祉長桝 H8.9.21男号、
事〉、完了盟主完了検査、 結

宅課 果過失臥適合Ii交付描京、
交付

石川県土木部建築住 石川県))1)アア')-社全
確認申措に庖出書港付、詰 石川県P旬7ヲ1)-社 確認申請に居量ι書港付、

17石川県 H~ 10 1型車 求により現地調査、適合言E告の鮭嘩10関する条 HI611黒 t書調 こよフLJ現3邑厩置、適合
宅課 め推進!こ関する長例

交付 千列 u交付

福芥唱土木部建築住 福弁県福祉のまぢづくり
工事着手30目前居証包、完

18 福芥県
宅謀 長岡

H8.11.I薫 7届、韓査、適合Ii交付描
輩、交付

山串鼎県土笠幅部理 注目正め
工事曹手30日前属品、ヲを

19 山車諦再
長住宅課

山梨県障害者宰住条例 H5.10.14 輔副中
'軍事ご横制

7居、完了瞳査、適合Il交
rr 

慰問建設部建築指 長野県福祉の世づくり晶
翼劫性の 屈と品、内容審査、〈禿了届、

20慰問 Hl.3.30有 i'-iるモ，tJ) 寛了喧査なし〉適合II交付
導課 {例

にする 描京、交付

鞍阜県都市建築部理 鞍阜県沼祉のまぢづくり
届也、内容審査、指導肋

21 瞳阜県 Hl0.3.24揮、 言、寛7lG-完了暗査、適
範指導課 会{州

合Ii交付請求、 交付

剛司且環境部理詰住 貧弱司県福祉のまぢづくり
法との整 居品、内容審査、〈寛7居、

"薗，医"毘
宅周理詰安全擢遁課 轟倒

H8.4.1 横目中 合性霊園 売7瞳賓起し〉適合II交付
る 請求、交付

愛知黒里I.a:~盟諸坦 人にやさ七λ噛づくりの擢
属品、審査、〈完了属、尭7

23 愛美肌黒 H'叩 " 舞 帳査なし〉適合u交付諸
当局住宅計画課 進に関する長{例 京、交付
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日鎗111と主主きすど直言T刀日員削例 悶41冨出和担割こっι、て

ー
事事道府県

ヨヨF 毛主 ヲ予言EO) 守;":iE園君事完月 季事実嚢 不通告の場合図〉指導内
~壬~等主力、高】 す日る~絞り4三l立

Eミ毘且4車問目。)r.冨止会 守られな H20-24年 の適合棋況の
有 購 容 {可1耳、必;.~要白、 い理由 1~1屋

1 北~j草 塑型主 有 <3l眉主主主司〉まま匁日里
里高主、事草者 の認語、自覚

守られている 把握でき屯い
語、主一要

2 膏轟県 舞票 有 <3l眉;tお司〉まま匁日里 居出制度の周知 守られている 把握でき屯い

3 岩手県 担、 有 <3l厄;t品α〉まま楚日里 和田聖弓釜Itと""理由こrr，じて重量P
守られている 把握している

Rヨ昌幸Eα〉叢歪i島幸昔畠量

4 富輔県 有
骨その他〈平適合説明書 指導強化、適合0)場合。〉メ

守られている 把握している
揺出要求〉 リット

悪質な事草 者 に対 す る勧告
5 秋田県 有 or.百品;O)~ま0)之少守旨年寄与 公表、補助や融宜、優遇税 守られている 把握している

第IJ筆芋

6 山形県 有 ② 届 tおの際のみ指導 把握している

3 福島県 担、 有 or.冨品主α〉院主α〉之歩手旨年寄与 守られている 把握している

8 Z安雄県 理昆 季事 01冨社会の陪のみ指導 二z_=}¥'-サJレデザインの啓
守 られている

把握してし、起し的、把握可
多E々も徳山室。)~矢口 省E

9 輯木県 理昆 参事
@そ司)1也〈守旨挙事。)_j二、ヰミ 用途1;::合わせた整帽基準作

守られている 1~1屋でFない
適合組明 書提出 要求〉 時、適合の.><Vットji;1仕臼

建 築 主力、らBF整惜の補助

10 群馬県 軍昆 孝司E 01冨社会。)，輩。);}j.ヲ旨挙事 童伽l1ff'ti、品事EとL寸コ才n:L、 守られている 1~1!iしてL 、る
苦b

11 鋸苦ヨE頃1 牟ヨE 01亘社会。)，輩。);}j.ヲ旨挙事 設置者の意識向上 守られている 把握で雪ない

盤情基準の合理化害、 不 通
12 ヰL賓婁頃1 理昆 季事 01冨社会の陪のみ指導 合値段の公裏、付加量刑 守られている 1~1!iしてL 、る

tヒ、事見事111畢主畠セ'"繭民b重主

13 ヨ正芳言、基Z 参事 岳その他〈区市町 村 lこ婁 主副局圭き羽生。)~矢口預iH!!i 守られている 1~1屋でFない
4壬〉

，. ，oþ斉引 II ~阜 孝司E 01冨社会。)，輩。);}j.ヲ旨挙事 毒事草E毛香筆夢。)BFI::::金サヲーもヨ量
守られている 1~1!iしてL 、る

解 f.!Ei盤、童謡向上

15 奪!i，耳長1 穿嚢 牟ヨE 01亘社会。)，輩。);}j.ヲ旨挙事 支主主主当ご間〉至宝蕗皐声】ー上、毒事事its
守られている 1~1!iしてL 、る

!IIO)'霊0)1皆挙事弓釜It

16 冨~LlJ~阜 理昆 季事 01冨社会の陪のみ指導 ~:!ß:自勺三E主要 守られている
把 握してし、起し的、把握可
省E

17 石川県 参事 岳その他〈用途により指導 審 査担当者、 設 計 者、施 主 の 守られている
把握してい起し的、把握可

方 J去を定 める〉 日円こ会守す日る重E詰撃と5度目i嘩 省E

18 福井県 軍昆 孝司E 01冨社会。)，輩。);}j.ヲ旨挙事 守られている
把 握してし、起し的、把握可
省E

19 山梨県 穿嚢 牟ヨE 司)*占リヨ釜く，旨当事 キ6!炎目号。)1皆挙事 守られている
把 握してい起し的、把握可
省E

値 工屈階。〉審査轟詰付け、

20 ~聖子頃1 有 H26.9月頃 季事 01冨社会の陪のみ指導 事前相談。〉充実、助畢的な
守られている

把 握してし、起し的、把握可

インtンティブの付与 、翼拍 省E
性 の ある基準。〉見直し

21 崎阜県 理昆 参事 01盲品会。)，輩。);}j.ヲ旨挙事 守られている

22 轟J匝弘県 軍昆 孝司E 01冨社会。)，輩。);}j.ヲ旨挙事 守られている 1~1!iしてL 、る

23 書聖美町長1 穿嚢 牟ヨE 司)*占リヨ釜く，旨当事
事業者や 言語十者力、適 合の意

守 られ ている
把 握 してい起し的、把握 可

百在宅堅持 つこと 省E
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悶 1 白主晶 {悼こっ札、τ 問2-1 付加最伸帽り

ー
書道府県 バリ7コリー語〈望量

号 名 事旬】3者宅~.. 国正の 間正計画 時正の 雷十雇翫1)'里
自主轟例名 櫨行日

計画 め理由曹
事輯~睦ぎの，主れ 付加轟例 名 瞳行日

き+直通 由曹
事蕗手聴きの，車川

三重県県土笠暗部理
三重県ユ二J'ーサJレデ

協損害提品ふ尭7居 、適合
" 三重県 ザイニペヌ〉まぢづくり推進晶 H1L3.19量量

箪開尭課
{刊

Il空付桔京、横査、交何

25 滋賀県
治賀県土木交通g~珪 だれそ泊Y圭みたくなる福 H7.10.1無

事積E前協、適臨合書Z擢E交珪ふ付尭措京7居、交、
革聾 祉滋賀のまちヴくり晶例

tt 

京都府建設交通部 京都府福祉のま宅百くり
事前↑lI!義、確認申措11I揖

京都府福祉のま=<
事前↑酎種、確認申措描揖

"京都府 H1.3.14無 書添付、完了属、完了曜 H16.10.1罵 書添付、尭 7居 、完了曜
理詰指導課 晶例

I~~ 適合誌交付開京、交付
り長例

認、適合恒交付措章、交付

H14年以 時引用定理開閉"~州こっ ，圭10より
時別特定理範明は、理詰

27 大眠府
大眠府住宅まちづくり 大隈府福祉のま宅百くり

H5_'_1 性剖中
来貝直 し L、て事前協賠(，H昆模施詰 大苫侵府福祉のまぢづく H2UO_1有 今櫨のアヲ

確認、売7韓査書号~)，虫ユて
盟理詰指事室 轟例 してい屯 審〉、 尭 7);1;(ヲモ7瞳置、通 リ轟倒 剛全力、示

チェックL、 会話交付えよし〉 された

特別同宣珪詰物以外Eび
鴨 g'l特定珪範守相こっ札、て、

" 再庫県
兵庫県県 土笠暗部ま 兵庫県福祉のまぢづくり

H5.10.1彊E 小現曙問責撞宿署は、30 再庫県福祉のまぢづく
H23.7.1彊E 理詰確認、暗査時にチzツ

宅百くり周都市政革調 晶例 目前届出、尭 7居、検査、適 り圭削
ヲJスト添付し審査

会 Il交付

串良県県土マネジメン
庖昌弘内容審査、指導助

"串良県 ト書ま宅問くり推進周
高良県住みよL、福祉の ま

H8.'.1韓民
言、工事完了居、 〈完了瞳

理軍曹
ぢづくり晶例 査担し〉適合Il交付措京、

枝童、交付

来時~柔県土盤情g!'
和詑"-l島県福祉のまぢづく

協損害、協揖結果通実臥 工

301;fo:tiね.u恩 都市住宅用車詰住宅 H8.I0.11揖 事責7居、適合瞳査、E主定
u! 

リ条例
害責円

J集車両県黒生活環地部くら 轟例~5
理詰確認、完了瞳宜曹をi!l

31 島珂県黒 しぶ更〉苦心局住宅政賓
鳥取県福祉めま宅ヴく H20_3_28有 年ごとに

じてチェック、申佳却こより適

E粟 り晶削 見直す組
会11交付

定

島植県土木部理詰住 島瞳県ひとにやきしみ喧
属品ふく寛7lD，完了検査

32 島暗唱 H12.'.1無E 首し〉適合m膏求、審査、交
宅課 ぢづくり晶例

ヂ?

33 11現i島県 I司.u黒土木部盟諸指 f現.u黒11I~止めま宅口"くり
H12.4.1無

属品ふ工事尭7届揺出〈寛
導課 長例 7睡宜、適合Il買円相し〉

広島県福祉のまを口"くり
，まとの竪 司匹前III揖書撞出適合通

"広島県 広島県土木局理詰課 H8.'.1 性副中 合性を図 1在日 寛 7居、ヲE7瞳査、適
晶例

る 合Il交付

d正コ県土木建築部建 tlJ[J県福祉のまを口・<'J 属品書提出、完了居 、売了

35 岨 コ唱
詰 指導謀 轟例

H9.3.24罵 性査、適合11交円請求、交
tt 

憧島県ユニバーサルデ 重詰確認申描時にt耐華客 t豊島県ユニバ ーサル 重量確認申措時に協揖書
裡島県県土笠暗呂町主 デザイユAこよるまぢづ

36 檀島唱
宅揖建詰指導室

ザイニAこよるまぢづくりの HI9.3.20担E 提出、尭 7J置、尭 7睡査、
くりの撞過に関する長

HI9.3.20量 提出、寛 7居、尭7瞳査、
描過に閣する晶例 適 合Il交吋描京、交付

剛
適合11交付措京、交付

香川県土木部理詰指 香川県福祉のまち出くり
工事曹手帥目前庖昌弘 尭

37 香川県 H8.326賓E 7居、韓畳、迎会話交付措
導課 長例

輩、交付

相墨届日出番、副本を確認@

" 愛雄県
霊峰県土木~~珪詰住 愛暗唱人にやさしL喧ち

H8.3.19揖
詰寄~，悉付、〈尭7届、完

宅聾 づくり長削 7唖査駐し〉適合Il吏付随
求書、検査、交付

39 高~'"恩 高畑黒理 詰指導評
高~倶黒ひとにやさししま

H9.'.1彊E 庖社4、尭 7Jia、(寛了揖査担
ぢづくり晶例 し〉適合11詰京交付

福陪m理詰富市部理 福!否問福祉のm.'凸.くり 工事薯字削目前庖品ふ完

40 福岡事息 HlO.'.1無E 7属、韓置、唖査結果通
高指導課 晶例

知適合11交付

県民二」
庖出番提出、寛7居、〈寛

佐賀県県土づ くり本部 佐酌黒福祉のま宅百くり 3口こ壬主コ
41 佐賀県

理 詰{圭宅課 長例
HIO.'.l 瞳剖中

た晶例と
7睡査弘も〉適合m膏京、

するため
現 量出悶置、適合話交付

長崎県福祉のま守づくり
届と包書提社主尭ア居 、〈尭

"畏崎県 畏崎県土木g!'l!詰揖
晶例

H9_'_1無 7瞳査らも〉適合証交付開
輩、横査、交付

睡窓県高齢者、陣嘗者皆
事前協雄、審査、協接結果

瞳本県書道魯者、障害
事前1副義、審査、協t髪結果

43 瞳本県 瞳本県土木部理詰住 の自立と社会的活動へ H7.4.1型民 の通知〈尭 7属、完 了瞳 者害の自立と社会的 H18.12.15型軽 の通実目人理詰曜121こよる審
宅局理詰輯 の参加問〉促進に閲する

査、適合11交付なし〉 活動への参加陪促進
査

晶例 に聞する轟例

大分県連詰住宅謀指 大知県福祉のま宅百くり
庖社ふ完了Jia、〈完了捜査

究分県福祉のま宅問く
“大分県 H1.3.15無 駐し〉適合Il交付詰京、交 H24.3.21罵

導審査問 長岡
や?

リ晶酬

宮崎県理詰佳毛頭理 宮崎県人にやさしい福祉
事前III韻書提出尭7暗

'5 富崎唱
範 指導型当 のまちづくり晶例

Hl2.4.1罵 査申摘、尭了性査、適合Il

交付

鹿児島県土木部理詰 鹿児島県福祉のまちヴく
工準30日前庖止ふ工率尭

461ft児島県 Hl1.4.1担E 7居、〈寛7暗査な1_，)適合
碑計画指導保 リ晶例

Il交付措京、交付

沖縄県福祉慢陸盟諸車 沖縄県福祉のま:5:5(~J
工事30日前厄出、工事寛

47 沖縄県 H9.'.1翼民 7居、完了横査、適合II吏
害保世福祉課 長例

付措京、交円
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間 2-2 付加長例

間4 届 出 制度lこ-X'て
制定計画

司昏 車道府県
号 s 予宣の 不適合の場合の 指導内 適合草11帽 1上するた綬刻コま 守られな H2仔-24年の適合棋f兄の

有買手、
ヲら主E・弓完用 有景

寄 何が必要1>，
民間櫨聞の庖出

い理由 1~1雇

24 三 重県 習慣主 有 母庖出の陪のみ指導
パリアコリーに吋する唱臣、

守られてい る 把握できない
理詰主それぞれの意 識向上

25 滋賀県 理長 有 。 届出 の問、。以み指導 長f刊の聞知、県HPで公開す
守られている

把握してし喝、明、杷揮可
る適合uのメリット周知 省E

2. 芳更者"荷 畢 有 <D事~I.J~く3旨挙事 把 握してい屯い 1"1屋して1..)td:1".、力、1"1車可
省E

27 大 限 府 有 骨届出の陪のみ指導
事章者力、適合することでメ

守られてい る
R司五傘g'UI~1屋、 包~~汚glJ ;;t:

リットを珪じること 把握してい担い

2. 再庫県 有 。粘り強く指導

2. 高良県 費畏 有 哩明書法会。)J堂。〉み3旨挙事
居直者への呼U削 二すと強

守られている
把握してい担札明、把握可

ft、適合誌の周知 省E

30 奪回毒ね.lJ，黒 畢 有 <D李&'J~釜く9旨挙事 署E査 検 査 担当者0)11<キ;:tJ 守られてい る 把握できない

H5轟例制定t劃こ年 h 適合車

31 島府県 購
か低下し、県 民め時正を京
める声も静J、費 歩肘金制ある
;圭に基 づく晶f吋 =田正

32 星ち帯旦虜1 費畏 有 @居出の障のみ指導 白主晶例制l置の周知 守られている
把握していな札明、杷揖可
省E

33 fl'U民黒 理費E 有 岳届出の陪めみ指導 守られてい る
把握していなt明、把握可
貨を

34 広島県 薫 有 母届出町陪のみ指導
括計阻~ill~おける珪詰主や

守られている 把握してい る
誼計者の普及啓量

35 llJ(コ虜1 罵 有 骨庖出の陪むみ指導 翼幅I~応じた整備基準の墾 守られてい る 1~1置していないか把握可
fj首 省~

3. 理島県 有 <2>届出の陪d以ち指導 守られている
把握してい担、、η、把握可
省E

37 香 川 県 有 岳届出町陪のみ指導
長例の意葺1こっ札、て十分理

守られている
把握しτいな札明、把握可

解を樽ること 省E

3. 霊峰県 理'" 有 <3>!oB出のまま蛙哩 瞳I~笠帽1こ吋する臨時制度 守られている
把握していな丸、が把握可
省~

3. 高畑黒 罵 有
申その他(!ÕB出即時I ~指 4必要性を草草者に理解して

把握してい恥い
把握していな札前、把揖可

話事、主~lj量"ま1..字'Ícl粟 もらうこと 省~

'0 字'..1喜弘Il! 費畏 有 @居出の陪のみ指導
輯場用床材。〉代官措置が-..13

守られている
把握してい担札明、把握可

要 省E

" 佐賀唱 有 横目中 有 岳庖出の障のみ指導
強制力を持たせる、量敵な

把握している
器準拍定、補助での主揖

" !'i仏苛場毛 理費生 有 。粘り強く指導 届出制度の周知 守られてい る 把握している

" 揖本県 有 。枯リ強く指導
費付窓口で事前協揖を行う

守られている 把握できない
ょう周知が必要

“ 
大缶、黒 愚 有 岳届出の陪のみ指導

所有者、獄計看昔、瞳工 王者へ
守られている 把握できない

の周知、税制優遇害の付加

'5 宮崎県 習慣主 有
@ その他〈勧昔や通知を

指導の融居 守られている 把握でき担い
和食Z寸〉

，. 贋児島県 黒 有 <2>届出の陪~O)<み指導
:><'Jット又I;;t:r:;県'1、ただし聾

守られている 把握できない
情基準の見直し力、必事

‘3 i'!>咽県 睡 有 <D牽&'Jヨ釜く守旨議事 誼置者に理解と協力を京め
守られている

把握してい担札曲、把握可

て~><必要 省E
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問1自主条押引こコいて 問2-1付加条fl'腐り

番号 政南市名
)"1)7ヲ1)-法(建
築物)所管課 2~iEの 政E計画の11 2~iEの

自主条例名 織行日
計画 自答

事務手続きの;荒れ 付加条例名 随行目
計画
計画の11由筈 事務手続きの;荒れ

札幌市都市局建築
事前協i語、完7居、完

札幌市福祉のまぢづ 7検査、適昔話交付、
18札幌市 指導部建築安全推

くり条例
H11.6.11無

鴇定通告施設表示根交
進課

付

191f山吉市
仙台市建築指導課 仙台市ひとにやさし

H8.6.21無
届出、工事完了届、完

指導係 ~ Iまぢづくり条例 了検査、適合iiI交付

さいたま市建設局
さいたま市だれもが 届出、工事完7属、完

切さいたま市 住みよい福祉のまち HI7.1.1無 7検査、適昔話交付詩 無(県条例〉
建築部建築総務課

づくり条例 求、交付

横浜市建誌局指導 横浜市福祉のまぢづ 付加;i:，fj1leの
事前協議書、完了届、 横浜市高齢同昔、障害者 福まち翁(州こー

52横浜市
都建築企画課 くり条例

H9.1.1有
一本化

検査、適合liI主付i音 箸か円、聞こ利用できる H17.1.1有 本化H26.1施行 建策確認め隙に審査
求、交付 建築物に関する粂例 予定

暗認申i音の提出先が川 櫨認申i音の提出先が
崎市、 又I~確認申持の 川崎市である場合|立、

53川崎市 川崎市まぢづくり局 川崎市福祉のま雪づ Hl0.I.II!1!¥ 
手続きを要しな~I場合、 川崎市福祉のま雪づく

H21.10.II!I!¥ 自主条例届出ごより審
指導部建築指導課 くり条例 届出、工事売7属、検 リ条例 査。民間確認機関の場

査、適合話交付請求、 合は、モの桜田町こおい
交付 て審査

京都市都市計画局京都市建築物等の 用途変更苔に
事前協議、協議書交

京都市建築物筈の1i'1)
付、完了居、完了検査、 1骨範等による基 建築確i到こおいて審

59京都市 建築指導部建築審パりアフυ』の促進 HI6.3.31 検討中 コいて器準の
検査i書iiI交付、迎合建

アヲ1)-の促i量に閉す HI6.3.31有
準の緩和 査、完7検査の実絶

査課 に閲する条例 緩和
築物守」ク警交付

る条例

福岡市建築指導部 福岡市福祉のま哲づ
届出、審査、工事完7

66福岡市
建築審査課 くり条例

居、検査、迎合証交付

i喜求、交付

持日l附定建築物も条例

世田苔区ユ二Ii'-
世田甚区j高齢者、障害 に基づく手続きが行わ

79世田谷区
都市笠自首都都市

サルテザイン推進会 HI9.1.1蕪
届出害、審査、売了届、 者箸が安全で安，[.'1-，て

HI9.1.1蕪
れる。確認申請は審査

デザイン課
{刊

現場調査、適合証交付 利用しーやすい建築物に ;査として処理。民間確
関する条例 認検査機関羽'1途に

審査処理

都市整備~ß 建築 練馬区福祉のま哲司 事前協議書提出完了
練馬区福祉のまぢづく

事前協議書提出、完7
87練馬区 課福祉のまきづく くり推進条例 H22.10.1無 届提出、検査、整備水 H22.10.1無 届提出、検査、整備水

り{悪 準語交付
リ推進圭{刊

準語交付

事前協議書提出、完7

91 町田市
町田市都市づくり~ß 町田市福祉のまぢづ

H5.12.21無
庖・遇昔話交付i書求提

無(都条例〉
土地利用問整課 くり総合推進条例 出、検査、検査;高!iI迦

合証交付

92高山市 高山市基盤整備部 高山市I1にもやさ」 HI7.8.28 届出制度!ない認定証 高山市i劃=もやさしい HI8.12.22無 建築確i:2申請で審査
都市整備線 ~ Iま雪づくり条例 受付申i昔、受付 重曹づくり粂例

富崎市都市鎧{車部 富崎市福祉のまちづ
事前協蟻書提出、売7

93富崎市
建築指導課 くり条例

HI3.1.1愚 届縄出、検査、適合詑
交付
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問2-2付加条例

問4届出制度lこっし叱
制定予定

番号 政令市名
予定の 予定時期 有無 不適合の場合の指導内 迎合率が向上するためには民間確認機関の守られな H20~24年の迎合状況の
有無 容 何が必要か 届出 い理由 leli

事前Is!損害に迎合を促す文
48 札幌市 無 有 ②届出の隙のみ指導 書を添付するがその効果が 守られている 把握でき恕い

えよく対応lこ苦慮

建築主への啓発、部分的に
49 仙台市 無 有 ②届出の際のみ指導 |で島也も、迎合箇所在I曽やすようお 守られている 把握してIIる

効果的なPR_迎合E書簡物の
把握していない/J¥把握可

50 さいたま市無 有 ②届出の隙のみ指導 支探、届出の確認申請前へ 守られている
の変更、審査指導の工夫

SE 

笠{掃の隙の適切tJ指導、通
52 横浜市 有 ②届出の際のみ指導 合随訟の公表、メリットの8'1守られている 把握できない

出

53 川崎市 有 ①粘り強く指導
事前相談、届出受付時に条

守られている 把握している
f~'1の意義や内容を伝える

59 京都市 有 ①粕り強く指導
SF笠備について迎合マーク

守られている 把握でき恕い
毒事を交付し意識向上を図る

66 福岡市

79 世田谷区無 有 ②届出の際のみ指導
'SF，UDの啓発・事業者等

守られている 把握している
の表~・製品開発の推進

87 練馬区 有 ①事占り強く指導
箆備のメリットを{まえて笠{蝿

守られている 把握してIIる
内容の向上lこつ拡げる

91 町田市 無 有
@その他〈理白書籍の添

補助金や。径富許可との道明 守られている
把握している〈用途別の

付〉 み〉

92 高山市 把握できない

'BFのわかりやすL唱見日月と
93 宮崎市 無 有 ①車占り強く指導 理解、・縫{高畠i韓を簡略化し 守られている leliしている

a*的なBFを充事唱させる
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市北海道 2寄轟県 3岩手県 4宮縄県 5秋田県 6山形県 ア福』島県 8~雛県

No 漣禁楠町種類 届出斑 適合施 眉畠臆 通告艶 眉品聾 適合漣 届出臆 適合麗 居品施 適合縄 届出施 適合施 届出施 適合施 届畠艶 適合筆

設重量 設要員 設重量 設数 設数 設数 設数 設数 設数 設数 設数 設重量 設重量 設重量 設猿 設数

時刻支援李被
17 E込t.<f.~. _ べ~べ~ ト。 。

学鮫れを除。
上記に

2 富む 7 8 3 11 13 4 

3痛院主lt診療所 18 。
16 22 8 32 15 41 35 27 

4劇場、観覧援、 醜画包買l主演芸域 。。。。 。8 2 8 6 

5集会場買は公会堂 28 。
7 。 22 8 27 10 8 41 35 。

6展示場
3 。 。8 。。4 。。。

百宜庖、 マ、ーサッ卜号。り他的蜘品販
49 3 

7 亮業を営む庖鎖
王宮5l士5 
。 34 s 84 31 ト30 3 66 53 25 

べ二べ二8 311亮市場 書む 。8 。
ホ予 J~~は輯館

16 9 。 3 
6 。

2 9 6 2 

10 
事務所

36 。 3 8 
。。

4 4 4 2 

11共同住宅、寄宿舎豆低下宿
224 。 。。

3 3 
‘ 保憧所、 後君事畢その他不椅定。つ ¥ ¥ 。。

12多重量的事が利用する官公署 8 2 
老人ホーι、福祉ホ』ムその他こ
ねらに摘す令ものt主として高庫署、

13 緯奮者等が利用するものに限る.)
は以外的老人ホーι、福祉ホ』ム

49 。 67 。 60 2 120 103 45 

買は保育pAその他これらに縞する 上記に 68 4 
14色町 書む 2 31 
老人福祉セン型、ー、児童厚生盛設、

¥ ¥ 15 垂体障害者福祉セン宮、ーその他こ
れらに類するもの 29 。 52 28 。
体育館(ー貴重公共の用に供されるも

時に限る〉、水泳場〈ー鰻公共舟用

に供されるも町に限るト 著しくは

16 ポ~- リンヲ揖買は逮妓場 4 。 8 3 
。

i6Jol聖fii5蕊脊E臣、 東京海、 オ戸「リン ト←

ヲ基1Iその他これらに議 する運動縄 上記に

17 富む 。
18槽鞠館、美術館主は図書館 。 。8 。 。
19公揖浴場

2 。 。8 。。3 2 2 

20 
鉄金庖

24 。 2 8 
9 。15 4 22 20 

芋平パじ二~耳TI庖r:7'羽ヲヲヲ、

型F.dンBスホールその他ζねらにま書する 上記に 。
21 富む 。8 。
2包屋望霊量、賀'05表h 装ソリ屋‘-、銀y行ツ、重班事置lJ<'局a与そヨ昆町f也

12 。
こ居れ盆.らに績..るサーピス2障を営む

8 。 8 8 31 6 22 17 3 
畠動車教習所主は李習益、 華道敬

01""" ¥ 
23室、囲碁教室その他ζねらにま毒する

色町 。。 。 。。。
24工堤

46 。 】¥¥ 2 
車両町停車域主は貴重量自若しくは鏑

25 空機的発事誌を槽威する漣築鞠で
揖奮の露健主It情合U町用に供す 3 。
るもの 。 8 。
畠動車町骨留所主怯駐車のための

施設(ー般的公共の用に棋されるも 。
26 のにm~る} 。。 。8 。。。

ペミ又ミ;;;26以外的自動車町押官所主肱駐 上記に
27 車町た酌骨隆詮 富む 。8 。
28公揖置所 3 。

5 。 3 8 

29公禁用事廊 ¥ ¥ ¥ ¥ 。。。
30※複合施設 。。
31 ※その1~

9 。
合計 543 2 177 13 210 3 253 96 109 7 350 298 152 



203

第 1 回 アンケート調査「調査票２」（栃木県～新潟県）

9栃木県 10群馬県 H埼玉県 1~子葉県 13烹黒書官 H神奈川県 15覇軍潟県

ト品。 主主祭嗣の種緩 届出施 適合施 属品施 適合篇 居出縄 適合鑓 届出穂 適合趨 眉畠施 適合施 居品施 適合施 届出施 適合施

量生数 設数 設数 草融 設数 設数 設数 設数 設教 量生数 設数 量産数 設数 設量生

同期支援学綬

記:6."島一一ω 。 ~_ç6.t"，\"， ωω 

/ / 
401 6 、
No1にまとめて

~ 
学慣れを除。

6 。 記義 11 

3属院叉lまお寝所 54 5 
37 29 4 85 24 8 

41111媛、観覧場、眠画纏叉は演芸棒 5 。。 1 。。
5集会副E叉lま公会堂 38 6 

10 39 16 3 

6昆示場邑
4 2 。 。。 3 

百貨后、マーケットその他的拘品販
921 20 

7 亮業を営む庖舗 39 

c>きt>さ
592 67 13 

両ei71:"J:E窃で
8 却亮市相E 。 記義

ホテル叉l:t旅館
9 2 2 。。 。。
10 
事務所 。 17 53 

3 。
11其同住宅、寄宿舎叉l:t下宿

50 7 22 
67 14 

保健所、税務署そ的地不持定。つ
19 10 

時多数の老が利用する官公薯 。 13 
老人ホーム、福祉ホームモ町他こ

しどfピ;n"，に摘す9も町《主として;:;:;臨者、 l ij~ IU 
13 健害者等が利用するも町に限る.) 178 2 6 
日以持田老人ホーム、福祉;t，-ι

陶 13にまとめ
叉は保育所その他これらに類する

て記載14もの 179 20 
老人福祉tン型』、児童厚生筋設、

1/ 1/ 15垂体健害者福祉セン型』そ町他こ ト1013にまと時
れらに殺するも町 て記事主 97 36 
体育包〈ー般公共町周に官賞されるも

めに限る)、水泳堤(ー般公共的用
2 に供されるも町に限る)、若しくは

16 不-1れFヴ場叉紙連銀場 6 3 。 2 2 。
r6~J苦軍司自11(菅沼、-;)(，}(官f、茸fζごIJンー

1/ 1/ 出 16にまとめ

17 
I~I.II その他これらに殺する運動施

て記載

18情禍健、 美術館叉l:t図書館 。 。。 。。
19公県i吾埠 。 。。。 。
鉄会后

No7にまとめて
~O 4 171 記義 8 
ヨF約 百じ』てflI理I苫ごヂヰ門事''1:ー

No4にまとめて

~ 1 
型.ンd、スホ- J~そ町他これらに殺する 記義

屋'..量、貸Jd家、γ装リ屋、-、銀J行tノ、奥郵X!J便てJ局缶、そ望町書L他

包含こ'"れ盆gらに殺するけ』ピス2震を営む
6 2 。52 10 2 

畠動車数習所叉l主筆習墾、華道教

× × 日 室、図曇教室そ町他これらに緩する NO可1-<1:と9)(
もの 。 ， 

~4 工塚 。 11 2 19 
11 2 

8 2 
車両町博車窓叉lま館館著しくl:t簸

~5 空機的発吾容を構威する建築鞠で
障害の震隠叉l主情合いの用に侠す

。
るもの 。 。。。
自動車町博留所叉は駐車のた時の

施主聖〈ー般的公共的用に摂されるも

~6 めに限る) 19 

ヌラミ ト旬包6にまと時~6以持田昌動車町博宮前叉l:t!l:

~ 7 室町た崎町施設 。 て記載

時公舟便所 12 4 。 15 。 2 2 

叩公共用事鹿 IX IX 。
30※複合施設

10 4 46 18 5 

31※その他 。。17 
合計 294 5 532 541 1085 543 86 241 66 
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第 1 回 アンケート調査「調査票２」（富山県～静岡県）

同富山県 17石川県 18福井県 同山梨県 包0長野県 H峨車県 目静岡県

N。建築期的種綾 居出績 適合讃 届出施 適合施 眉品施 適合施 届出蹟 適合施 居畠鑓 適合施 届出施 適合施 届出縄 適合施

設重量 設数 設数 草註司匝 設教 設教 設数 設数 皇室数 設数 設数 設重量 設教 設教

1 
時JlIJ支援学校 。。。。

言，c，e，島一一 。。。 g 3 

2 
掌慣れ を銭。

2 。 8 4 4 2 。 g 
3策院叉はま掌理所

6 3 31 5 14 7 4 。 g 15 8 
4劇副島、観覧場、眠函館叉は演芸場 。。 3 。。。 g 6 4 
5集会場叉lま公会堂

19 10 20 5 9 3 。 g 63 39 
6展示場

23 。。。 g 2 
百貨居、マーケットそ田他的拘品販

7 亮撲を営む庖舗 31 28 105 11 21 12 14 。 g 23 

8 却亮市場 。。。。 ヲア/ 。 g 
ホテル叉限措置E
9 。。 9 。 。。。 g 3 2 
10 
事務所

66 。 。。 g 4 2 
11共同住宅、寄宿舎叉は下宿

3 2 68 6 2 2 。 g 8 4 
保健所、税務署その他不樽定かっ

12多数町署が利用する官公11 。。。。 。。。 g 5 5 
老人亦、ーι、福祉ホームそ町他こ

k 
れらに類するも町〈主として高齢者、

13 障害者曹が利用するも町に限る.) 77 12 36 12 。 g 134 83 
13以タトの老人ホーι、福祉赤、ーム
叉は保育所その他これらに殺する
14 もの 59 16 y 12 2 2 。 g 
老人福祉セン11-、児童厚生鑓設、

IJ llJ 15垂体健奮者福祉セン11-そ町他こ
れらに類するも町 J 20 23 5 。 g 
体育館〈ー般公共 の用に供されるも

のにORる〉、水泳場〈ー鰻公共の用
に供される色町に限る〉、 著書しくは

16 ボーリンヲ堤叉は遊綬堤 >- 2 。 3 2 。 g 
f6~Hnj5ぽ督官g:-;)(主主 14: 京二りジ

17 
|沌語そ町他これらに類する運動鑓 。。。 g 
18間隔信、美術館叉lま図書館 。。。 。 g 3 3 
19公無浴場 。。。。 。。。 g 
20 
険金庖

38 7 

/ ~フ
。 g 

専 ;手 i-~' ι二 : m辺諸:子=1F'5亨'7:-

空ンスホールその他これらに類する
21 ，σ3 。。 。 g 
22 
「屋l!!I!!O、貨也安ソ装リ屋ー、銀ン行7、M郵便届愚Iその他

|こ『主れ盆醤らに類するけー ピス業を営む
44 2 5 2 5 2 。 g 23 17 

自動車教習所叉は掌習塾、華道敬

/ 1/ 包3室、 困是正聖霊その他これらに類する
もの 。。 8 。 。 g 3 。
24 工壕 / v 8 2 37 2 。 g 5 
車両町停車場叉は船舶若しくは航

て日
空機的発事堤を槽威する主主築隔で

抽富田桑陪叉l主情合U町用に供す
るもの 。。 2 。 g 
自動車町押宮前叉は駐車 のため町

施設〈ー鰻町公共の用に供されるも

26 のにORる〉 。。。。 。 g 
/ / 26以持の畠動車問押留所叉は駐

27 車町た崎町施設 。 。 g 
28 公無便所 。。10 4 。。。 g 。
包9公共用事廓 / 1/ 。。。。 。 g 
30 指複合艶設 。 2 。
31 指そ町他

戸場、# 
。 。

合計 176 110 587 64 107 29 130 51 2 332 197 
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第 1 回 アンケート調査「調査票２」（愛知県～奈良県）

自愛知県 Hニ重県 日滋賀県 目黒都府 日大阪府 28兵庫県 日奈良県

ト品。 主主祭嗣の種緩 届出施 適合施 属品施 適合篇 居出縄 適合鑓 届出穂 適合趨 眉畠施 適合施 居品施 適合施 届出施 適合施

量生数 設数 設数 草融 設数 設数 設数 設数 設教 量生数 設数 量産数 設数 設量生

、同期支援学綬
36 5属晶君聖 38 28 31---ωω 

2学慣れを除。 s 。上記に含む 6 

3属院叉lまお寝所 120 16 11 
21 。 34 26 21 

4111'媛、観覧場、眠画纏叉は演芸棒 4 5 
。 。 。

5集会副E叉lま公会堂 41 16 2 
11 。 20 19 50 28 g 

6昆示場邑 39 3 g 。 3 3 
8 

百貨后、マーケットその他的拘品販
54 

7 亮業を営む庖舗 403 71 一一一一 68 59 157 45 

8却亮市相E 66 2上記に含む

ホテル叉1:t旅館
9 

。
3 。 3 2 

10 
事務所 12 。

3 71 59 
120 

11其同住宅、寄宿舎叉1:t下宿 40 9 
17 2 6 6 

32 
7 

保健所、税務署そ的地不持定。つ 届出
3 3 時多数の老が利用する官公薯 不要 。 。 s 7 

老人ホーム、福祉ホームモ町他こ
;n"，に摘す9も町《主として;:;:;臨者、
13健害者等が利用するも町に限る.) 571 48 67 
日以持田老人ホーム、福祉;t，-ι
叉は保育所その他これらに類する 176 60 
14もの 上記に含む

老人福祉tン型』、児童厚生筋設、
15垂体健害者福祉セン型』そ町他こ 5 
れらに殺するも町 75 8 27 24 
体育包〈ー般公共町周に官賞されるも

めに限る)、水泳堤(ー般公共的用
。

に供されるも町に限る)、若しくは

16不、-1丸Fヴ場叉紙連銀場 13 5 4 
fH耳鼻筋n:昔日館、-;J(，i<鴻:耳，-;::-'J::;;-

17 
ヲ翠き容その他これらに殺する運動施

。上記に含む

18情禍健、美術館叉1:t図書館
。 。 。

。

19公県i吾埠 2 。
。 。 2 2 

。

20 鉄会后 111 10 
32 

~-石流じ- 軍事王室庖アデイFヲヲブ、民 92 3r-叩勾

21 
型F.ンσ3スホ- J~そ町他これらに殺する

12 。上記に含む 。 。

包含 屋'..量、貸Jd家、γ装リ屋、-、銀J行tノ、奥郵X!J便てJ局缶、そ望町書L他

75 6 34 
こ直れ盆壷らに殺するけ』ピス2震を営む

10 4 21 18 24 16 12 
畠動車数習所叉l主筆習墾、華道教 にT分'''' 
日 室、図曇教室そ町他これらに緩する 5 
もの ま買 2 。 。 。

24工塚 108 2 
。 9 8 13 

9こ含む
7 

車両町博車窓叉lま館館著しくl:t簸
25 空機的発吾容を構威する建築鞠で
障害の震隠叉l主情合いの用に侠す

7 。 8 8 

るもの 。 。 4 
自動車町博留所叉は駐車のた時の

施主聖〈ー般的公共的用に摂されるも 。 。 5 
26 めに限る) 。 。

26以持田昌動車町博宮前叉l:t!l:
。 。

官 室町た崎町施設 g 。上記に含む

時公舟便所
2 。 4 4 

叩公共用事鹿 。 。 。

30※複合施設
2 。

。

31※その他 。

3 。 。 11 5 

合計 1174 198 238 18 321 267 326 162 330 8 135 
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第 1 回 アンケート調査「調査票２」（和歌山県～徳島県）

30和歌山県 31車取県 32$;恨県 33岡山県 34広&県 35山口県 36徳島県

N。建築期的種類 届出縄 適合施 居畠積 適合趨 居出績 適合鑓 届出施 適合施 届出施 適合施 眉畠施 適合施 眉出施 適合施

設教 設教 設数 設数 設主主 設数 設数 設数 設数 設数 設数 設重量 設室長 設教

1 
情JlIJ支媛学侠

E己主主主主Lι ωω 援と担保~-勾 ω .~~L'ふる日叩勾叩 29 21--…一 記録4よい勾叩“
2掌絞れを除。

8 6 

3揖院叉は訟療所 49 3 
28 15 40 5 

4 1Sg壕、 量買箆亀島、 睡函館叉 lま~芸副島 。。 。
5集会湯叉1;1:公会堂 13 。

11 7 6 

6展来援
5 

百貨居、マーウットその他的鞠品販

7 亮業を営む届舗 80 57 60 7 L “ J.~. 5 

8初完市場

ホテル叉は続健
s 

3 。
10 
事務所

3 
8 

11共同住宅、寄宿舎叉1;1:下電
18 4 

28 

保健所、税務署その他不時定がつ

12多重量的者が利用する宮公JII

老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに殺するも町〈主として高信者、

13 障害者曹が利用するものに限る.) 127 
13以タト町老人ホーι、福祉ホーι

32 92 9ω 釣勾叩

叉は保育所その他これらに類する

14もの 11 s 
老人福祉セン哩』、児童厚生筋量産、

15垂体障害者福祉セン岳、ーその他こ 27 y 

れらに殺するも町 7 113 24 
体育館〈ー般公共的用に供されるも

のに限るト 水泳媛〈ー般公共的用

に供されるものに限るl著しくは
16 ボーリンヲ壕叉肱遊授場 3 
16]s;(苦fijjif"脊話、吉正深海ア司f¥'':::'り:;;

3 2 01 5 

17 
|ヲ設穆そ町他これらに殺する運動施

2 

18博嗣程、美術館叉lま図書信
2 2 

2 。
19公無浴場 7 。
20 
飲食庖

19 14 3 。
￥石流じ-ア純lJ);!i:T￥ドグラブ、ω 14 
ヲンスホールそ町他これらに殺する

2 1 1~σ3 

nl;屋Z受、話貸J占喪、'装ノリ屋ー、-銀J行t、J 縄郵文Z便'"局缶、そ3の~ 他
16 

|こ『室れ盆壷らに殺する守』ビス業を営む
9 6 5 4 

自動車教習所叉lま学習霊、華道教
自 室、図書量教室そ町他これらに殺する

もの

H 工壕
3 

車問的押車場叉は船舶若しくは航

25 空機的発事鳴を槽属する主主祭拘で
摘富田桑隠叉1;1:得合い町周に侵す 3 

るもの

自動車町停留所叉は駐車のた崎町

施設〈ー般的公共的用に供されるも

26 のに限る〉 。。
26以持司自動車町博留所叉lま駐
27車のため町施主主

回公無便所

四公共用事廓

30摂複合施設 6 。
31提その他 12 。。

371 33 
合計 340 157 202 40 
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第 1 回 アンケート調査「調査票２」（香川県～熊本県）

37呑JIJ県 38愛媛県 39高知県 40福岡県 引佐賀県 判長時県 前期本県

N。建築期的種綾 居出績 適合讃 届出施 適合施 眉品施 適合施 届出蹟 適合施 居畠鑓 適合施 届出施 適合施 届出縄 適合施

設重量 設数 設数 草註司匝 設教 設教 設数 設数 皇室数 設数 設数 設重量 設教 設教

1 
時JlIJ支援学校 13 5 。。 ~çろ主主主Lι ω 民吋

2掌慣れ を娘 。
9 8 

.........:..t:' 回二附 。。38 38 
3策院叉はま掌理所 24 7 

6 2 7 2 39 39 

4劇副島、観覧場、眠函館叉は演芸場 2 。。
5集会場叉lま公会堂 16 4 

2 3 3 3 

6展示場
3 

4 。。。。g 
百貨居、マーケットそ田他的拘品販

43 32 
7 亮撲を営む庖舗 25 9 9 28 11 32 32 

8却亮市場 9 
"，.::~.t:1 同日脚

ホテル叉限措置E 4 
9 

。 。
10 
事務所

6 
4 。

11共同住宅、寄宿舎叉は下宿 56 
4 11 

12 
15 25 25 

保健所、税務署その他不樽定かっ
3 12多数町署が利用する官公11 。。y 7 

老人亦、ーι、福祉ホームそ町他こ
れらに類するも町〈主として高齢者、 307 159 
13障害者曹が利用するも町に限る.) 14 
13以タトの老人ホーι、福祉赤、ーム
叉は保育所その他これらに殺する 山=.同 同x:..t

14もの 8 9 2 117 18 
老人福祉セン11-、児童厚生鑓設、
15垂体健奮者福祉セン11-そ町他こ 出=.同 同x:..t

れらに類するも町 4 5 5 112 112 
体育館〈ー般公共の用に供されるも

のにORる〉、水泳場〈ー鰻公共の用
3 に供される色町に限る〉、 著書しくは

16 ボーリンヲ堤叉は遊綬堤 。。
iirJ;J苦njH志望F誕アフ主主主ra:耳'r.::'りシ
|沌語そ町他これらに類する運動鑓 出=~乙 同 -=:..t
17 2 2 2 

18間隔信、美術館叉lま図書館 .........:..t:' 回二附 。 2 2 
19公無浴場 。。。。。g 
20 
険金庖

3 6 
15 3 

5 
￥平T~じ三;了1耳E軍活: ラニ可p軍事7'ケ

空ンスホールその他これらに類する 日二院 聞は批

21 ，σ3 F 7 

22 
「屋l!!I!!O、貨也安ソ装リ屋ー、銀ン行7、M郵便届愚Iその他

20 11 
|こ『主れ盆醤らに類するけーピス業を営む

3 y 7 
自動車教習所叉は掌習塾、 華道敬

包3室、困是正聖霊その他これらに類する 他曲C~乙 同:o::..t

もの

24 工壕
9 

13 2 。。
車両町停車場叉は船舶若しくは航

て日
空機的発事堤を槽威する主主築隔で

2 。
抽富田桑陪叉l主情合U町用に供す
るもの 。。 s s 
自動車町押宮前叉は駐車 のため町

施設〈ー鰻町公共の用に供されるも 2 
26 のにORる〉 2 
26以持の畠動車問押留所叉は駐
27 車町た崎町施設

28 公無便所 3 
2 。24 24 

包9公共用事廓 。。
30 指複合艶設

9 6 。。
31 指そ町他 。。
合計 59 95 2 17 17 549 251 181 35 309 309 
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第 1 回 アンケート調査「調査票２」（大分県～横浜市）
制大分県 時宮崎県 柑鹿児島県 47沖縄県 48札幌市 刊仙台市 50さいたま市 日描浜市

No 漣禁楠町種類 届出斑 適合施 眉畠臆 通告艶 眉品聾 適合漣 届出臆 適合麗 居品施 適合縄 届出施 適合施 届出施 適合施 届畠艶 適合筆

設重量 設要員 設重量 設数 設数 設数 設数 設数 設数 設数 設数 設重量 設重量 設重量 設猿 設数

時刻支援李被
14 11 。 5 。 。 。

トー

2掌鮫れを除。
21 15 6 49 2 10 。 4 12 7 70 39 

3痛院主lt診療所
13 15 27 13 31 3 16 12 4 71 u 

4劇場、観覧援、 醜画包買l主演芸域
。 。 8 3 2 。 。 。 。 。 2 

5集会場買は公会堂
。 。 14 

‘ 
8 22 3 18 。 14 5 4 9 6 

6展示場
。 。 。 。 8 。 8 2 。 。 。 。

百宜庖、 マ、ーサッ卜号。り他的蜘品販

7 亮業を営む庖鎖 17 15 46 s 33 18 165 2 ト 52 4 63 6 37 22 

81311亮市場 。 。 。 17 。 。 ー 。 。 。 。

ホ予J~~は輯館
9 2 2 4 2 8 10 4 。 。 。 。 。 2 

10 
事務所

25 8 F 3 5 。 5 。 21 y 

11共同住宅、寄宿舎豆低下宿
7 2 30 2 8 55 12 59 29 45 12 123 28 

保憧所、 後君事畢その他不椅定。つ

12多重量的事が利用する官公署 。 14 。 。 4 5 5 
老人ホーι、福祉ホ』ムその他こ
ねらに摘す令ものt主として高庫署、
13緯奮者等が利用するものに限る.) 30 2 80 56 31 6 18 11 204 136 
は以外的老人ホーι、福祉ホ』ム
買は保育pAその他これらに縞する 98 72 126 。
14色町 15 51 34 10 10 
老人福祉セン型、ー、児童厚生盛設、

15 垂体障害者福祉セン宮、ーその他こ
れらに類するもの 29 90 3 9 12 6 
体育館(ー貴重公共の用に供されるも

時に限る〉、水泳場〈ー鰻公共舟用

に供されるも町に限るト 著しくは

16 ポ~-リンヲ揖買は逮妓場 。 。 2 3 。 。ト 1 。 。 。 5 。
i6Jol聖fii5蕊脊E臣、東京海、 オ戸「リン

17 
ヲ基1Iその他これらに議 する運動縄

。 。 。 。 8 。 。 。 。 。 4 2 

18槽鞠館、美術館主は図書館
。 。 。 。 8 3 。 。 。 。 。 。 10 3 

19公揖浴場
。 。 。 。 8 。 。 2 。 。 。 。 。 。 。

鉄金庖
百貨 百貨

20 。 。 12 12 s 庖筈 庖筈 11 。 9 18 10 
芋平パじ二~耳TI庖r:7'羽ヲヲヲ、

庖筈 庖筈
型F.dンBスホールその他ζねらにま書する
21 。 。 。

‘ 
8 。 。 1こ力日 1:力日 2 。 。

2包屋望霊量、賀'05表h 装ソリ屋‘-、銀y行ツ、重班事置lJ<'局a与そヨ昆町f也 庖筈 庖筈

こ居れ盆.らに績..るサーピス2障を営む
lこ力日 lこ力日

。 。 25 2 8 18 6 葺 葺 7 3 。 17 11 
畠動車教習所主は李習益、華道敬

23室、囲碁教室その他ζねらにま毒する

色町 。 。 3 。 8 。 。 。 。 。 。 。 。

24工堤 所1: 所1:

3 2 。 3 8 5 。 加算 JJo:i呈 。 。 。に含む に含む
車両町停車域主は貴重量自若しくは鏑

25 空機的発事誌を槽威する漣築鞠で
揖奮の露健主It情合U町用に供す
るもの 。 。 。 。 8 6 2 。 。 。 。 。 3 3 
畠動車町骨留所主怯駐車のための

施設(ー般的公共の用に棋されるも

26 のにm~る} 。 。 。 。 8 。 。 。 4 。 2 。
26以外的自動車町押官所主肱駐
目 撃のための麗設 。 。 。 。 8 。 。 ー 。 。

28公揖置所
3 3 3 8 5 。 。 。 。 。 2 2 

‘ ‘ 
29公禁用事廊

。 。 。 。 8 。 。 ー 。 。 。 。

30※複合施設
7 7 4 8 3 2 2 。 20 16 

31 ※その1~

6 。 。

合計 176 133 261 11 421 177 428 14 179 15 199 67 629 340 
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第 1 回 アンケート調査「調査票２」（川崎市～宮崎市）

53川崎市 関東都市 66福岡市 79世田替区 87綬馬区 91町田市 92高山市 93宮崎市

N。漣築帽の種類 属品施 適合施 属品施 適合施 属品施 適合施 属品施 適合施 属品施 適合施 属品施 適合施 属品施 適合施 属品施 適合施

設数 量生数 設数 量生数 量生数 設数 量生数 設数 量生数 量生数 設数 量生数 設数 設数 量生数 設数

椅別主様牢綬

包学慣れを除。 26 20 
32 6 

3 
7 2 

3 窮院買は~揮所 17 9 19 
67 17 7 17 3 

4劇場、観賞場、眠函館主は漬霊場 3 。 。
5集会場買は公金堂 8 3 

2 2 5 3 

6展示場 。。
3 

百貨庖、マーサットその他的嗣品販
69 42 

7 亮業を営む庖錨 75 58 48 21 7 44 23 

8卸亮市場 。。 。
ホテル買は脇信
9 

。
18 。 。

10 
事務所 5 

2 6 4 7 

11共同住宅、寄宿舎買は下宿 111 55 
29 83 30 37 9 5 。

保燈所、税務署その他不精定がつ
6 5 12多数町唱が利用する官公串 8 10 3 3 

老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに摘す②ものt主として高齢者、 11 u 
13 障害者等が利用するものに限る.) 22 6 6 3 48 22 
日以外的老人ホーム、福祉ホーム

買は保育所その他これらに量揮する 33 22 
14もの 22 33 8 
老人福祉セン型、ー、児童厚生施設、

151~母体障害者福祉セン型、ーその他こ 20 7 
れらに級するもの 51 44 12 4 
体育館(ー般公共的用に供されるも

的に限る)、水泳場(ー般公共的用
2 

に供されるものに限る)、著しくは

16 ボーリンヲ場買は逮扱場 2 10 3 
f6];l聖f 画自体育倍、，R~世E耳、司号、ーリン

ヲ睦場その他これらに類する運動施 。。
17 

18岡剛館、美術館主は図書館 。。。 。
19公舟浴場 。
包0
飲金庖 3 。

15 20 7 8 3 23 8 
三平ャパじ、ー、1耳TJ泊、子平ドヲヲヲ、
型札ンσ、スホールその1~これらに瀕する 。。
包1 。
Z屋Z監、買'"喪、'装ノリ屋、-、L銀Y行7、眠郵Z恒~I庖吾、そ寛の1~

9 5 
22 こ'"れ盆盃らに類する秒、ーピス業を営む

34 8 13 5 2 12 2 
自動車紋習所主は辛習盤、議選数

自室、図量敬霊その1~これらに殺する 。。
もの 。
H 工場 4 

4 。
車両町停車爆買は船舶著しくは航

25 空機的発畠鳴を情威する漣iI'l剛で
蹄宮町乗降買は荷台いの用に慣す

15 。
るもの 。 。
自動車町停留所主は駐車のための

施設(ー般的公共的用に棋されるも

包6的に限る) 。 。 3 3 
旬以外的自動車町停留所主肱駐 。。
包7車のための施設 。
日公舟置所 。。

7 5 

悼公共用李鵬 。。 。
30※複合施設

24 12 

31 ※その1~

8 

合計 375 194 397 247 177 127 33 178 74 
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第 1 回 アンケート調査「調査票３」（北海道～埼玉県）

年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度 平成24年度 平成28年度
合計

GIi古率は平均)

1 届出量買 737 661 1208 

北 届出時笠{高基準適合数 4 2 6 
海 完了検査合格数 。
道
適合証交付数 20 。 20 

適合率 0.027 。 0.0135 

2 届出数 記入なし 。
膏 届出時笠{高基準適合滋 デー虫が笠偏されていない 。
森 完了検査合格数 。
県
適合証交付数 。
3 届出数 180 245 198 309 210 932 

岩 届出時笠{高基準適合数 16 26 日 13 12 63 
手 完了検査合格数 4 5 4 
県
適合証交付数 16 26 日 4 日 54 
適合率 0.089 。106 0.04 0.013 0.062 

4 届出数 184 187 180 132 214 132 897 

富 届出時笠{高基準適合滋 。
城 完了検査合格数 。
県
適合証交付数 21 10 15 11 6 14 63 
適合率 。114 0.053 0.083 0.083 0.028 0.0722 

5 届出数 431 207 257 895 

秋 届出時笠{高基準適合数 399 181 240 820 
田 完了検査合格数 220 88 100 408 
県
適合証交付数 130 54 54 238 
適合率 0.51 0.425 0.389 0.441333333 

6 届出数 83 109 132 192 

山 届出時笠{高基準適合滋 7 7 日 14 
JI~ 完了検査合格数 。
県
適合証交付数 。 2 
適合率 。 0.009 0.0045 

7 届出数 352 476 300 439 320 1567 

?iii 届出時笠{高基準適合数 340 437 280 381 267 1438 
島 完了検査合格数 。
県
適合証交付数 3 。
適合率

B 届出数 100 160 132 日7 152 631 

守主 届出時笠{高基準適合数

---------------------------
。

城 完了検査合格数 ------------------- 。
県
適合証交付数 ---------- 。
適合率

届出数 154 161 174 315 
9 届出時笠{高基準適合滋 58 56 29 114 
栃
完了検査合格数 。

木

県 適合証交付数 56 36 22 92 
適合率 0.364 0.224 0.292 

届出数 263 172 298 733 。
届出時笠{高基準適合数 不明 不明 不明 。
u 
馬 完了検査合格数 不明 不明 不明 。
県 適合証交付数 13 10 5 28 
適合率 0.049 0.058 0.0168 0.04126667 
届出数 1537 1167 1298 767 1090 1026 5859 

届出時笠{高基準適合滋 563 363 387 260 298 216 1871 
埼

玉 完了検査合格数 266 165 163 97 130 77 821 

県 適合証交付数 77 。
適合率 。173 。141 。126 。126 。119 。137
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第 1 回 アンケート調査「調査票３」（千葉県～岐阜県）

年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度 平成24年度 平成28年度
合計

GIi古率は平均)

届出数

------------------
(平威目年)51 549 1066 

2 
届出時笠{高基準適合数

---------------------------------千
完了検査合格数 ------------戸-----葉

県 適合証交付数 77 67 75 48 55 322 

適合率 0.093 。1 0.0965 

届出数 1，078 1，078 
3 
届出時笠{高基準適合数 。
東
完了検査合格数京

。
16 適合証交付数 26 26 

適合率 0.024 0.024 
@ 
届出数 590 672 453 524 527 2239 • 
'‘ 届出時笠{高基準適合数 ※1 267 179 79 76 50 601 
'" 
'‘ 完了検査合格数

。
-
" 適合il交付数 135 85 34 41 14 295 
同

適合率 0.229 。126 0.075 0.078 。127. 
届出数 71 44 33 19 167 . 
届出時笠{高基準適合数 ※1 - 14 12 10 36 

完了検査合格数 。. 
適合証交付数 。
届出数 384 355 354 252 264 1609 
5 
届出時笠{高基準適合数 222 176 149 64 76 687 
JIi 
j易 完了検査合格数 不明 。
県 適合証交付数 42 11 32 46 131 

適合率 0.118 0.031 0.127 0.174 0.1125 

届出数 208 167 156 105 176 128 812 
6 
届出時笠{高基準適合数 182 121 109 60 110 57 582 
富
山 完了検査合格数 165 93 97 54 61 47 470 

県 適合il交付数 140 76 70 37 50 42 373 

適合率 0.673 0.455 0.449 0.352 0.284 0.4426 

届出数 1190 1013 721 489 587 4000 
7 
届出時笠{高基準適合数 61 51 88 101 64 365 
石
)11 完了検査合格数

。
県 適合il交付数 9 12 6 5 14 46 

適合率 0.008 0.012 0.008 0.01 0.024 0.0124 

届出数 102 113 115 64 110 504 
8 
届出時笠{高基準適合数 。
福
井 完了検査合格数 26 35 46 21 29 157 

県 適合il交付数 26 35 46 21 29 157 

適合率 0.255 0.31 0.4 0.328 0.263 0.3112 

届出数 提出なし 。
9 
届出時笠{高基準適合数 。
山
梨 完了検査合格数

。
県 適合証交付数 。
2 届出数 180 131 190 181 130 173 812 。
届出時笠{高基準適合数 74 45 64 60 51 43 294 
長

聖子 完了検査合格数
。

県 適合証交付数 11 7 10 9 10 7 47 

適合率 0.061 0.053 0.053 0.05 0.077 0.0588 

2 届出数 436 378 256 160 191 169 1590 

届出時笠{高基準適合数 304 263 175 109 121 60 1032 
岐
阜 完了検査合格数 163 175 109 77 83 31 638 

県 適合証交付数 33 26 14 11 15 10 109 

適合率 0.374 0.463 0.426 0.481 0.435 0.4358 



212

第 1 回 アンケート調査「調査票３」（静岡県～鳥取県）

年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度 平成24年度 平成28年度
合計

G畠古撃は平瑚)

2 届出数 437 376 263 327 307 1403 
2 届出時笠{高基準適合数 268 268 227 158 192 156 1113 
車事
岡 完了検査合格数

。 。
県 適合証交付数 180 136 107 138 日7 561 

適合率 0.412 0.362 0.407 0.422 0.40075 

2 届出数 2094 1968 2345 1347 1740 2065 9494 
3 届出時笠{高基準適合数 1817 1669 1725 927 1119 1188 7257 
愛
望日 完了検査合格数 522 558 623 446 319 256 2468 
県 適合証交付数 522 558 623 446 319 256 2468 

適合率 0.249 0.283 0.266 0.331 。183 0.2624 

2 届出数 391 554 361 419 401 2126 
4 
届出時笠{高基準適合数 240 227 131 149 155 902 

重 完了検査合格数 118 。
県 適合証交付数 188 190 124 133 635 
適合率 。146 0.343 0.343 0.317 0.28725 

2 届出数 137 86 253 220 239 206 935 
5 届出時笠{高基準適合数 ー ー ー ー ー 。
;u 
完了検査合格数賀 ー ー ー ー ー 。
県 適合証交付数 20 15 26 27 18 15 106 
適合率 0.146 0.174 0.103 0.123 0.075 0.1242 
2 届出数 273 289 253 171 264 244 1250 
6 届出時笠{高基準適合数 不明 。
京
!is 完了検査合格数 136 139 226 200 501 

府 適合証交付数 133 61 42 44 17 280 

適合率 0.46 0.538 0.813 0.856 0.66675 

2 届出数 166 326 295 492 
7 届出時笠{高基準適合数 133 230 223 363 
大

阪 完了検査合格数 44 221 235 265 

府 適合証交付数 。 。
適合率 0.265 0.678 0.4715 

2 
届出数 1，051 1，374 1，512 945 189 5，071 s 

S毛 届出時笠{高基準適合数
『・

'‘ 完了検査合格数'‘ 

" 適合証交付数 377 243 304 303 36 1，263 
同
適合率 0.358 。177 0.201 0.321 。19 0.2494 

2 
届出数 256 373 304 229 19 1，181 s 

S毛 届出時笠{高基準適合数
『・

'‘ 完了検査合格数'‘ 
金金 適合証交付数

• 適合率
2 届出数〈公共別〉 162 170 224 132 200 196 888 
9 届出時笠{高基準適合数 。
奈

良 完了検査合格数 83 104 100 82 45 44 (57) 414 

県 適合証交付数 59 52 62 30 37 11 240 
適合率 0.512 0.612 0.446 0.621 0.225 0.4832 
。。届出数 184 152 207 182 266 991 

手目 届出時笠{高基準適合数 。
寄R完了検査合格数 。
山
適合証交付数 24 74 86 70 51 305 ，同

適合率 0.13 0.487 0.415 0.384 0.192 0.3216 
3 届出数 把握していない 。
届出時笠{高基準適合数 。

鳥

取 完了検査合格数
。

県 適合証交付数 。
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第 1 回 アンケート調査「調査票３」（島根県～福岡県）

年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度 平成24年度 平成28年度
合計

GIi古1!!は平均)

3 届出数 117 120 94 34 60 425 
2 届出時笠{高基準適合数 。
島
完了検査合格数l~ 

。
県 適合il交付数 11 日 7 5 6 37 

適合率 0.094 0.067 0.074 。147 。1 0.0964 

3 届出数 175 137 196 255 324 332 1087 
3 届出時笠{高基準適合数 94 66 97 142 163 146 562 
岡
山 完了検査合格数

。
県 適合il交付数 。
適合率

3 届出数 479 427 459 256 371 342 1992 
4 
届出時笠{高基準適合数 62 100 83 57 75 57 377 
広
島 完了検査合格数

。
県 適合il交付数 33 52 35 33 33 23 186 

適合率 0.069 。122 0.076 。129 0.089 0.485 

3 届出数 256 236 236 171 228 161 1127 
5 届出時笠{高基準適合数 。
山
完了検査合格数口 47 42 25 89 

県 適合il交付数 28 23 60 34 34 13 179 

適合率 。109 0.097 0.254 0.275 。184 。1838
3 届出数 51 49 44 74 90 72 30日
6 届出時笠{高基準適合数 17 18 13 12 6 6 66 
i豊
島 完了検査合格数 ------------。県 適合il交付数 25 20 9 45 

適合率 0.338 0.222 0.28 
g 
届出数 57 61 62 34 45 106 259 ， 

• 届出時笠{高基準適合数 2 。，u 

'‘ 完了検査合格数 2 9 日 2 3 24 -
" 
適合il交付数 2 9 日 2 3 24 

同
適合率 0.035 。148 。129 0.059 0.067 0.0876 

g 
届出数 32 17 17 10 15 91 ， 

• ，u 届出時笠{高基準適合数 。
'‘ 
完了検査合格数 5 11 6 2 25 -
" 適合il交付数 5 11 6 2 25 

'‘ 適合率 0.156 0.647 0.353 0.1 0.13 0.2772 
3 届出数 347 161 96 604 
8 届出時笠{高基準適合数 。 2 3 
愛
媛 完了検査合格数

。 2 3 

県 適合il交付数 。 2 3 

適合率 0.003 。 0.02 0.007666667 

3 届出数 99 52 70 28 17 49 266 
9 届出時笠{高基準適合数 97 50 68 27 17 49 259 
高
望日 完了検査合格数 10 9 。 。 3 2 22 

県 適合il交付数 10 9 。 。 3 2 22 

適合率 。101 。173 。 。 。176 0.09 

4 届出数 430 386 426 328 549 409 2119 。
届出時笠{高基準適合数 137 130 164 190 372 268 993 ?; 
岡 完了検査合格数 65 68 95 163 251 144 642 

県 適合il交付数 65 68 95 163 251 126 642 

適合率 。151 。176 0.223 0.5 0.457 0.3014 
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第 1 回 アンケート調査「調査票３」（佐賀県～さいたま市）

年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度 平成24年度 平成28年度
合計

GIi古率は平均)

4 届出数 112 135 130 95 195 667 

届出時笠{高基準適合数 43 45 43 28 50 209 
{左
賀 完了検査合格数 13 12 22 25 37 109 

県 適合証交付数 13 12 20 25 36 106 

適合率 。116 0.089 。169 0.263 。19 。1654
4 届出数 --207 222 139 233 169 日01
2 
届出時笠{高基準適合数

-----
207 222 139 233 152 日01

長

崎 完了検査合格数 54 109 88 107 日7 129 445 

県 適合証交付数 54 109 88 107 日7 54 445 

適合率 0.527 0.396 0.77 0.373 0.5165 

4 届出数 150 232 844 459 528 542 2213 
3 
届出時笠{高基準適合数 88 131 112 37 61 200 429 
古里

本 完了検査合格数
。

'用 適合話交付数 。
4 届出数 176 176 
4 
届出時笠{高基準適合数 131 131 
大
分 完了検査合格数

。 。
県 適合証交付数

適合率 0.006 0.006 
4 届出数 104 107 63 241 262 777 
5 
届出時笠{高基準適合数

--------------------
24 24 

富
崎 完了検査合格数 ---------- 。
県 適合証交付数 11 16 4 15 11 57 

適合率 0.106 0.15 0.063 0.062 0.042 0.0846 

6 届出数 133 169 165 95 142 122 704 

廃 届出時笠{高基準適合数 48 日 13 2 3 7 74 
児 完了検査合格数 。
島
適合証交付数 4 2 7 。 。 14 ，同

適合率 0.03 0.012 0.042 。 0.001 0.017 
4 届出数 114 113 221 293 421 458 1162 
7 
届出時笠{高基準適合数 92 79 181 244 353 304 949 
;中
縄 完了検査合格数 62 38 25 87 172 154 384 

県 迦己証交f、l数 10 8 3 24 61 41 106 

適合率 0.544 0.336 。113 0.3 0.409 0.3404 

4 届出数 381 531 505 267 428 2112 

8 届出時笠{高基準適合数 135 78 107 45 48 413 

干し 完了検査実総数 44 日7 128 100 139 498 
4量
完了検査合格数 20 40 49 29 24 162 
市
適合証交付数 20 40 49 29 24 162 

適合率 0.052 0.075 0.097 0.109 0.056 0.0778 

4 届出数 255 265 272 129 179 1100 

9 届出時笠{高基準適合数 35 49 26 16 15 141 

{山 完了検査実施数 157 142 131 日7 40 557 
台
完了検査合格数 42 34 26 18 10 130 
市
適合証交付数 38 39 32 20 14 143 

適合率 0.165 0.147 0.118 0.155 0.078 0.1326 
事. 届出数 198 130 186 514 
a 届出時笠{高基準適合数 33 23 52 108 

• • 完了検査実総数 19 15 38 72 

• 完了検査合格数 18 17 38 73 
ヨ民 適合証交付数 18 17 38 73 . 
、ー 適合率 0.091 。131 0.204 。142
' 届出数 19 14 18 51 . 
a 届出時笠{高基準適合数 8 6 13 27 

• 完了検査実総数 12 6 14 32 • 
‘" 
完了検査合格数 9 10 14 33 . 適合証交付数 9 10 14 33 
a 
適合率 0.473 0.714 0.778 0.655 
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第 1 回 アンケート調査「調査票３」（横浜市～宮崎市）

平威12年度 平戚 15年度 平成18年度 平戚21年度 平成 24年度 平成 28年度
古 計

年度 G盛古宰は平岡〉

: 届出数 675 565 540 299 494 2573 
健 届出時整備基準適合数 548 413 263 177 235 1636 
軍長

有E 元了検査実随数 。
" 完了検査合格数

。
同
適合証交付数 日日 100 1日日

適合車

; 届出数 日0 60 84 50 日0 354 

.‘ 届出時整備奉準適合滋 日0 59 75 47 71 332 .. 
司区 π 了検査実値数 。
4企 完了検査合格数 。
'‘ 適合証交付数 20 13 33 

適合率 0.4 0.16 0.28 

; 届出数 303 210 342 日55

'" 届出時整備基準適合数 145 1 04 170 419 .. 
市 元了検査実随数 154 119 99 372 

" 
完了検査合格数 63 56 41 160 

同
適合.i!交付数 7 21 5 33 

適合寧 0.208 0.267 0.12 0.164 

: 届出数 24 41 33 9日
』闘 届と包時整備基準適合数 21 39 33 93 
-・司区 元了検査実徒数 12 28 9 49 

4金 π 了検査合格Jil 7 28 日 43 

'‘ 適合証交付数 2 B 。 10 

適合率 0.292 0.683 0.242 0.405666667 

5 届出数 294 329 472 394 501 1990 

9 届出時整備基準適合数 294 329 472 394 501 1990 

京 元了検査実随数 226 376 433 1035 
吾E 完了検査合格数 226 376 433 1035 
市
適合証交付数 1035 226 376 433 

適合車 0.479 0.95‘ 0.864 0.765666667 

6 届出数 。
6 届出時整備奉準適合数 。
t孟 π 了検査実雄数 。
l司 完了検査合格数 。
市
適合.i!交付数 。
7 届出数 161 174 279 203 293 1110 
9 届出時整備基準適合数 103 238 341 
世
完了検査実地政 日4 1 ~::J 108 lol 記lo o8::1 田

谷 元了検査合格数 25 25 24 92 170 336 
区 適合証交付数 78 29 107 

適合率 0.155 0.144 0.086 0.453 0.58 0.2836 

ヨ届出数 74 160 161 395 ， 
届出時整備基準適 合数 」戸----

J戸---
---戸"
------- -------

種邑

匡時 冗了検 査実値数 5 白日 144 237 

元了検査合砲事責 5 日日 144 237 
民 適合話交付数 1 41 13日 180 
問

適合率

; 届出数 24 21 21 66 

.届出時整備基準適合数
司 ----------------戸戸-----B 冗了検査実縫数 3 16 30 49 

4企 冗了検査 合格数 3 16 30 49 
• 適合.i!交付数 5 日 日 21 

適合率 0.208 0.762 0.656666667 

9 届出数 191 164 135 106 127 723 

1 届出時整備基準適合数 191 164 135 106 127 723 

"T 冗了検 査実値数 65 64 51 66 33 279 
田 元 7検査合砲事責 5日 64 48 64 33 267 
市
適合話交付数 267 5日 64 4日 64 33 

適合率 0.304 0.39 0.356 0.6 0.26 0.382 

9 届出数 12 12 14 38 

2 届出時整備基準適合数 9 6 5 20 

高 冗了検査実縫数 。
w 
ヲt了検査合格数 。

市
適合証交付数 。
適合率

9 届出数 155 199 231 102 166 日53

23 E 届出時整備基準適 合数 126 152 187 72 93 630 
自@ 冗了検 査実値数 42 135 160 62 92 491 
市

元了検査合格数 34 116 144 58 日7 439 
民 適合話交付数 34 116 144 5日 87 439 
問

適合率 0.219 0.583 0.623 0.569 0.52‘ 0.5036 

' 届出数 27 22 30 27 12 11日
〈弘

届出時整備基準適合数 22 29 23 9 110 ヨ忌 27 
画冗7検査実施数 9 30 49 20 10 11日

± π 了検査合格数 9 30 47 20 10 116 
金適合言E交付数 9 30 47 20 10 116 

士通合平 0.333 0.741 0.833 0.7814 
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第２回自治体アンケート調査

①調査期間 2014 年 3 月 28日～４月 21 日

②調査対象自治体

59 自治体

（内訳）・47都道府県・12 基礎自治体

③回答 51自治体

（内訳）39都道府県

12 基礎自治体（札幌市、さいたま市、横浜市、川崎市、京都市、福岡市、世田谷区、練

馬区、町田市、高山市、宮崎市）
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                              平成２６年３月２８日

福祉のまちづくり条例（建築物）担当課 御中

東洋大学ライフデザイン学部人間環境デザイン学科   

教授 高橋儀平                                                                 

東洋大学福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻

博士課程後期 岩浦厚信

建築物バリアフリー化の指導に関する調査について（依頼）

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

別便のメールにおいて、「福祉のまちづくり条例施行後の成果と課題について」の調査結

果を報告いたしました。

今回の調査について、「調査票１」では、委任（付加）条例を定めた自治体は、19 自治体

（13 都府県、３政令市、2 特別区、１市）あり、自主条例は、56 自治体（46 都道府県、６

政令市、２特別区、２市）が定めていました。また、自主条例を定めた自治体のうち、今

後に委任条例の施行を予定する自治体は、2 自治体でした。

また、自主条例を定めたほとんどの自治体において事前協議等の届出制度を定めており、

届出等における適合率を向上させるための意見として、優遇措置や啓発の必要性、指導強

化、整備基準の見直し等の意見があがっていました。

そのほか「調査票２」では、自主条例や委任条例の対象用途について、自治体ごとに大

きな違いはみられませんが、対象規模は様々でした。

次に「調査票３」では、自治体ごとの届出等の整備基準に対する適合率は０％～100％と

様々でした。そして、不適合の要因には、バリアフリー法に定める「建築物移動等円滑化

基準」の内容が多く含まれていました。

以上のことから、各自治体の条例の内容が異なるためか、自治体ごとにバリアフリー化

の現状や取り組み状況は大きく違うものと思われました。

そこで、調査を行った自主条例や付加条例を施行している 59 自治体に、自主条例及び委

任条例によるバリアフリー化の指導の状況やお考えをお聞きしたいと考えます。

つきましては、年度末と年度当初にいたるご多忙の時期にたいへん申し訳ありませんが、

別紙「アンケート用紙」にご回答いただき、平成２６年４月２１日(月)までに下記のアドレ

スまで電子メールで返信ください。

なお、この調査を研究以外の目的で使用することはございません。また、調査結果につ

いてはご報告させていただきますので、アンケート調査にご協力いただきますようお願い

いたします。

提出及び問合せ先

〒880-8505 宮崎市橘通西 1 丁目１－１

宮崎市都市整備部建築指導課 岩
いわ

浦
うら

厚
あつ

信
のぶ

TEL  0985-21-1813   FAX  0985-21-1815
E-mail asuran@miyazaki-catv.ne.jp
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問1

問2

問3

問4

自治俸名

担当部署名

記入蓄名

電話番雪

メー島Yドレス

アンケート1

※貴自治体で施行する条例 (自主条例、 委任条例〉について、お箇きしますー

以下の①~④の事室若手続きの流れについて、5r守られている」、4r筏ね守られている」、3
「やや守られていなし¥J、2r守られていない」、1r分からなし¥Jとして、 5段提言評価で叙字
を入れてくださいーなお、制度上設けられていない項邑については記載は不要です。

事務手続きの流れ
評価点数

※ 1~5までの

評価

①事前相談

②届出

③完了届

③適合証交信申し出

前回の謂査において、 『適合率が向上するために必要なこと」について、 ①唇発 〈建築主、施設
管理者、設計者の憲議向上〉、②指導強化 〈委{工条例{己、 勧告、公表、 、指導徹底、罰則規定の
追加等〉、③優遇提言置 〈メリッ ト創出、福関金、税制優遇)、④霊信基準の見直し (基準の筒館
化、 実情に応じた基準設定等)の意見があげられていましたー 実自治体において、委任条例化以

外で適合率が向上するために行っていることはありますか，あれば、以下にご記入くださいー

現在、委任条例を定めた自治依は19で、今後2つの自治俸が委任条例の施行を予定しています
が、委任条例化は進んでいないと蓄えられます.地方公共団俸において委任条例化が進まない理

由は伺だと蓄えますかー以下lご、ご意見をお箇かぜくださいー

前回の謂査において、 『届出等の不適合の要因」にはバリアフリー法に定める 「建築物移動等円
湯化基準」の内容が多く含まれていましたe そこで、勺ートri7でノケートク1Iご「建築物移動等
円湧化基準Jの審査項目について、届出や完了検査等ににおいて各項邑ごとに5r守られてい
る」、4r稼ね守られている」、3rやや守られていなし¥J、2r守られていなしり 、1r分から
ない」 として、 5~階評価で数字を入れてください。

※ 賃筒は以上です，

質筒lこ答えていただき、たいへんありがとうございました.
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/ ~ ι 

パリアフリー
評価点数

No 笠{車箇所 建築物移動筈円滑化基準 ※1-5J; 
法政令 での評価

出入口
第18条第2~買 ①幅lま80cm以上
第2号 ②戸は車いす使用者が通過しやすく、前f主に水平部分を設ける

①表面は滑りにくい仕上げ

2 廊下筈
11条、第18粂 ②幅lま120cm以上
第2~買第3号 ③区間50m以内こ之lこ車いすが託回可能えよ場所

@戸は車いす使用者が通過しやすく、前f主に水平部分を設ける
①手すりを設ける

②表面は滑りにくい仕上げ

3 階t畳 第12粂
③t置は識別しやすいもの
@f置はつまずきにくし喝の

⑤点状ブロック筈の敷設

⑥原則として主えよ階絡を回り階段としえよい

①手すりを設ける

②表面は滑りにくい仕上げ

第13条、第18
③前後の廊下等と識別しやすいもの

4 傾斜路
条第2項第4号

@点状ブロック筈の敷設

⑤幅lま120cm以上〈階ねlこ{井設する場合lま90cm以上〉

⑥勾配lま1/12以下〈高さ16cm以下の場合lま1/8以下〉

②高さ75cm以内こ之lこ踏幅150cm以上の踊場を設ける

①工レベー虫ーの設置

②かごの規格〈出入口幅、幅、奥行き〉の確保
工レベー虫ー

第18条第2~買 ③乗降ロヒ'-1ま150cm角以上
5 その他の昇降

第5号 @かご内及ひ乗除ロビーlこ車いす使用者用意IJ御装置の該墨4躍
⑤停止予定階、現在位置を表示する装置の設置

⑥t見覚隊害者用に音声装置、点字表示の制御装置筈の該墨
①車いす使用者用便房の設置

②股IIHI座、手すり筈の設置

6 便所 第14粂
③車いすで利用しやすいよう十分伝空間の確保

@水洗器具〈オストメイ卜対応〉の該墨

⑤床置式の小便器、壁11ト式小{更器〈受け口の高さが35cm以下のものに限る〉の設置

7 
ホテル・旅館

第15条 車いす使用者用客室の1以上の設置
の客室

①利用円滑化経路には股差を設けえよい、もしくは傾斜路、工レベー虫ーの設置

②幅lま120cm以上
敷地内通路 ③区間50m以内こ之lこ車いすがむ回可能な場所

8 
移動箸円滑化 16条、第18条

@表面は滑りにくい仕上げ
経路 第2~買第7号

⑤ねには手すりを設ける

⑥t畳は識別しやすいもの
②ねはつまずきにくし喝の

①車いす使用者用駐車総設の設置

9 駐車場 第17粂 ②幅lま350cm以上

③利用居室までの経路が短い位置に設ける

①工レベー虫ーその他の昇降機、便所又は駐車施設があることの表示を見やすい位置

10 標識 第19粂
lこE貴ける

②標語樹立、内容が容易に識別できるもの(日本工菜規格Z82101こ適合〉

①工レベー虫ーその他の昇降機、便所又は駐車総設の配置を表示した案内板筈の設置
〈配置を容易にf慰霊できる場合lま除く〉

11 案内設備 第20条 ②工レベー虫ーその他の昇降様、便所の配置を長字その他の方法〈文字筈の浮き悶;り又
は音による案内〉により規覚障害者に示す設備を設ける

③案内所在設ける〈①、②の代管措置〉

視覚隠害者案
①線状ブロック筈・点状ブロック軍事の敷設又I~音声誘導装置の設墨

12 内設備までの 第21条 ②車路に領する部分lこ点状ブロック筈を敷設

経路 ③t量・傾斜がある部分の上端にi丘掻する部分lこ点状フlロック筈を敷設
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①事務手続き遵守状況

事務手続きの流れ
2 3 5 白

北海道 奇森県 岩手県 秋田県 山形県

①事前相談 ー 4 

②届出 5 5 4 5 5 

③完了届 5 ー 4 5 

@迎合iiE交付申し出 5 5 

16 17 19 20 22 
事務手続きの;荒れ 富山県 石川県 山製県 長野県 静岡県

①事前伺i興 4 4 

②届出 5 5 5 5 5 

③完了届 4 5 

@迎合iiE交付申し出 5 2 5 

事務手続きの流れ 31 32 33 34 35 
鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

①事前相談 規定無し 4 4 

②届出 5 4 4 4 4 

③完了届 5 3 4 4 

③迎合!iE交付申し出 2 4 

事務手続きのj荒れ
43 44 46 47 

札幌市
熊本県 大分県 鹿児島県 沖縄県

①事前相談 / 4 

②届出 4 5 5 4 

③完了届 / 5 2 4 3 

@油会話交付申し出 / 

※適合

5 
!iE交付

3 l百求は
任意

事務手続きの流れ 町田市 高山市 宮崎市

①事前相談 4 
※事前中目

l興・迎合

②庖出 4 5 

③完了届 3 4 

@迎合目交付申し出

集計(数字l::t自治体数)

i平{面 5点 4点 3点 2点 1月、

①事前相談 3 11 。 3 
②届出 26 16 。 6 
③禿7庖 11 '7 5 2 3 

@~合証交付申し出 '6 5 4 3 

7 日
福島県 茨城県

5 5 

5 

23 25 
愛知県 滋賀県

義務では
ーない

4 5 
議務では

ーない

線拐で1:1:
5 ない

36 37 
徳島県 香川県

4 

4 

4 2 

5 2 

仙台市
さいたま
市

3 

3 

3 4 

4 

言十

18 

49 

38 

29 

10 11 12 14 15 
群馬県 埼玉県 千葉県 神JIi't川県 新潟県

5 

5 5 4 5 

5 3 4 5 

5 5 5 5 4 

26 27 28 29 30 
京都府 穴(7阪釧府i血 兵庫県 奈良県 和歌山県

~ 
設けていな

い

5 5 5 

4 5 4 5 

~ 任意 5 

38 39 40 41 42 
愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県

4 / 5 

5 4 5 4 5 

4 4 4 5 

5 5 レど任意!置~ 5 

川崎市 京都市 福岡市 世田谷区 練馬区

制I宣伝し 5 4 4 

4 5 4 4 

3 4 5 4 4 

2 4 4(※1 ) 

※1 !:I.漏水準証の評価

(5段階評価の目安について〉

5r守られているJ→80%以上

4r概む守られている司60%以上~日0%未満

3rやや守られていない→40%以上~60%朱満

2r守られていないJ→40%未満

H分からない」
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②条例に適合させるために行う施策（都道府県）

自;台f草: 2.条例適合させるために行う施策

建築基準法に基づく「北海道建築基準法施行条例』において、用途・規模を限定して特別の 配慮を要する特

寸
殊建築物を定め、当該特殊建築物が『利用者用の屋外への出入口等』、『利用者閉め廊下等J、「利用者用

北海道
の階段』、「利用者用の居室の 出入口J、『利用者用の便所JIこ関する基準|こ適合しなければならない ことを

規定しており、確認申請等の 審査時に、『北海道建築基準法施行条例J、『北海道福祉のまちづくり条例」、
r J ¥ 1)アフリー法JIこかかる審査・指導を一体的に行うことで、建築主や設 計 者等の 意識向上を図っています。

B .HP等での啓発
烹1晴県 -基準に適合しない建築物に関しては，基準に係る項目の代替案を提示してもらう

11 
検討中埼玉県

14 -研修開催やリーフレ、ント配布など、事業者等のハ1)アフリーに対する理 解促進
神奈川県 . f憂れたパリアフリー施設に対する表彰制度や公開制度など、事業者等のハリアフリーに対する意 欲向上

①啓発

ー設計事務所等向けの講習会を年1回開催。

②指導強化

16 ー審査担当者向7講習会を年1回開催〈届出者への積極的指導の依頼等〉
新;男県 ー優先施設への指導強化。 (2Cにonf以上の病院、駅舎、長期滞在型商業施設等の 建築主への直接訪問等に

よる指導〉

③整備基準め見直し

-今後予定

1白

富山県

ーハ リアフリーアド パイザ一派遣制度

建築主、設計者の要請に応してハリアフりーア下ハイザーを派遣し建築物めハりアフ

リー化についてアドハイスしている。

17 -施設整備促進融資制度
石川県 条 例の基準に適合するように設計された施設に対して低利の融資を行っている。

• J ¥ 1)アフリ一社会推進賞

県内の 施設で条例の基準に適合する施設で;)¥リアフリー化の工夫をしている施設を表

彰している。

19 
ー事業主や市町村からの相談時における指導、助言山製県

普及、啓発事業の 実施〈平成25年度取り組み内容〉

-人にやさしい 街づくり貨の実施

23 ー人にやさしい 街づくり地域セミナーの開催(3市町〉
愛知県 -県政お届け講座の 実施(2団体〉

ー設計士珂 ナの講習会の 開催(5回〉

-建築士会の 会報誌に整備基準の 解説について連続講座を掲載何回)

26 
特にあリません京都府

27 条例の規定により、 事前協議及ひ完了届の 事務を市町村に委譲しているため、 大阪府が直接協議をしてい
穴阪府 ないが、 不適合とするまでのブロセスにおいて基準の趣旨を可能な限り設計者に伝え、画 一的ではない運用
(7割適合〉 とするよう市町村にお願いしている。

28 
市町が届出受付時に指導を行っ 口、る。兵庫県

29 
HPへの掲載、届出ー提出督促奈良県

31 
②指導強化〈委任条例化〉、③優遇措置〈補助金〉鳥取県

32 
特に行っていない。島根県

33 
建築計画概要書の チェ、ンク時に、届出の要否について確認している。岡山県

34 
事前協議時に，協議者に対し，指導・助言を行ってい ます。広島県

36 
制 度の 普及 啓発等の 実施。山口県

36 
現在検討中。f聖島県

37 
特になし。香川県

38 
特になし愛媛県

39 
特にありません。高知県

40 年に1田県民向けの広報誌を発行し、福祉のまちづくりの推進を行っている。また、基準不適合が明らか に
福岡県 なった場合にI~ 、 届出者へ指導を行っている。

41 
届出があった際lこ、指導助言を行っている。佐賀県

43 
①ホームペ ージによる啓発、事前協議受付窓口及ひ説明会等での 設計者への啓発

能本県 *なあ、 「適合率を向上させるjことが目的ではないか¥不特定かつ多数の人が利用する物販庖舗等がリ01ζ
配慮した改修をされる場合には、建築費の一部を助成する制度を設けている。

44 適合証め交付を「大分県中小 企業向け融資制度JIこおける『大分県地 域産業振興資金仔亘祉の まちづくり条
穴分県 j~1に基づく施設整備資金〉融資JIこ係る認定の要件としている。

46 
不適合項目を適合さぜるよう努力をf足す行政指導の 文害を届出者へ 送 付している。鹿児島県

47 
① 啓発〈建築主、施設管理者、設計者め 意識向上〉

沖縄県 「沖 縄 県福祉のまちづくり宣』をはじめ、建築主の理解促進のため、県広報誌やウェブザイトを活用するなど、

県民のハリアフリーに対する普及啓発を目的とした取り組みを行っている。
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②条例に適合させるために行う施策（基礎自治体）

自;台{本 2.条例迎合させるために行う施策

-事前相談では条例に適合した計画に努めるように依頼しております。
札幌市 -事前協議届出書を返却する際に、「不適合な箇所について必要な措置を講ずるように努めることJと記載さ
れたスタンプを押印し、建築主や設計者に迎合を促しております。

仙台市 特になし

-委任条例(付加条例)について
確認申請よりも早い時期|こ、自主条例の届，tがあった場合|こ、不適合部分でバリアフリー法|こ抵触しそうな
部分については、注意して審査するように指定確認検査機関に連絡している。

さいたま市 -自主条例について
バリアフリー化盤備を行うための工事資盆の一部を指定盆融機聞が低い盆手11で融資する制度や、認可保
育園登l痛の補助盆鵠111葺の利用要件として、適合をとることを条件にしているζとにより、適合$の向上を図っ
ています。また、適合している物件について、適合プレートを交付し、適合をアピールできるようにしている。

①啓発
協議ガイド等を作成し、窓口での指導やHP等で広報すること等により設計者等への周知を図っています。
I~J)協議ガイド:条例の概要、手続ぎ内容等について

整備マニュアル・基準の考え方、詳細について
手引き:協議書類作成時の具体的な図示の仕方等について

川崎市

④整備基準の見直し(実情に応じた基準設定等)
条例の「整備基準の遵守」という項目の中で、実情に応じた適応除外規定を設けています。運用上「ただし
書き適合Jと呼んでおりますが、整備基準に適合していないため適合証の交付はしておりません。
I~J)増築や用途変更等の際に工事範囲外で基準迎合するζとが雑しい箇所がある場合

施設の利用形態により基準に合わせた設計が絡しく、妥当な基準への代替措置が講じられている場合

本市では、一定のバリアフリー謹備バリアフリー謹備がなされた建築物に対して、顕影制度(rみやζユニ
京都市 パーワルデザイン適合建築物マークJ又は「みやζユニバーワルデザイン優良建築物マークJの交付)を設け
ており、基準適合への意識向上を図っております。

福岡市 整備基準の見直し

世田谷区 良い塗備事例のパンフレットを渡すとし、った啓発を行っている。

練馬区
迎合率の向よのためではなく、委任条例の理解を深めてもらうため、事業者研修や施設管理者に対して研修
会を開催している。

当市の条例ではハリアフリー化の基準を適合を義務とする「遵守基準Jと、適合を努力義務とする「整備基準J
との2段階で指導しており、j墓守基準については条例に勧告・命令・公表の事後処分を定めつつ、強力に指

町田市 導している。市北部が丘陵地であり、また既存建築物の用途変更など、建築条件上道守基準に迎合するζと
が絡しい物件もあるが、そういった場合は設計者に理白書を作成させ不適合箇所とその理由を明確にさせる
ζとで、建築玉、設計者に条例の趣旨・基準の理解を促し啓発している。

高山市 特になし

-宮崎県及び宮崎市のホームページへ適合証交付施設を掲載する。
-市民や事業者に対する出前諮座開催やパンフレ、yト配布
-公民館や福祉施設建設の際に市の補助金の利用には適合証交付を要件とする。

宮崎市
-優れたバリアフリー建築物を適合証交付施設の中から顕聴し、地元紙や市のホームページに掲載してい
る。

-条例施行前の既存対象施設に対して、バリアフリー整備費の1/2かつ120万円までの補助制度を設けてい
る。

-小規模施設に対する整備基準の緩和
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③委任条例化が進まない理由（都道府県）

自治{本 3.委任条例化が進まない理由

2 -委任〈付加〉することで、建築主への負担が増えることについて怒念される。
吾森県 -建築物を適合させることで受けるメリ、yトが少ない。

7 
-委任した場合、各市町村の人伝1財源的負担が生じるため、調整できないものと考える。

福島県
〈申請手数料を徴収していないため、委任条1列しても財源が増えない等)
-審査内容に専門性が必要とされるため。

B 
委任条例〈バリアフリー;去に基づく附加条例〉は，建築主等に対し負担をしいるものであるため，

茨城県
予測定には地域の実情lこ応じた慎重な対応が必要であるため。
なあ，本県では，現在，委任条例(バリアフリー;去に基づく附加条例〉の制定の予定はない。

10 
群馬県においては、今後検討予定(所管は建築住宅課)

君主罵県
12 
自主条例と委任状例の役割分担を整理する必要がある。千葉県

14 
本県では委任条例化されているため、理由は不明。

神奈川県
16 
バリアフリー法の施行以前より、自主条例を施行しているため。富山県

20 
特にありません〈本県は委任条例化に向けて現在調整中)

長野県

22 
既存の自主条例がある中、新しい条例を作る目的や必要性等が不明です。同種の条例が2つ

静岡県
存在することで、事業者や設計者等の混乱を招く可能性も考えられます。新しい条例を作るより
も既存の自主条例をよリ有効なものとすることが必要と考えています。

23 
理由については、わかりません。

愛知県
26 
特にありません

京都府

27 

(7穴書阪IJ適府合〉
バリアフリー法の基準で十分だと考えているため、ではないでしょうか。

28 条例で届出や事前相談を義務づけるなど、 )"リアフリー法第14条第2l買が規定される前から手
兵庫県 続きが定められており、委任条例によらない指導が行われているためと考えられる。

29 
特になし

奈良県

30 現在の福祉のまちづくり条例は十分周知されており、基準も守られているため、委任条例いする
耳目寄);w県 必要がないため。

31 
-委任条例化することで、不適合が罰則対象になり、施設所有者等からの反発が予想される。

鳥取県
-自主条例との2本立てになれば¥審査の手間が増える。(鳥取県は委任条例制定時に自主条

伊lは廃止〉

32 バリアフリー新;去の施行以前に、各自治体において自主条例を定めであり、 その内容による周
島根県 知及び規制を既に推進していることから、あらためで委任条例化を進める必要目性がない。

33 岡山県福祉のまちづくり条例では、パリアフリー;去に上乗せした整備項目を55討す、小規模な施設
岡山県 の新築等をする事業者にも届出を課しであり、委任条例化を進める必要性が低いため。

34 その地方の自然的社会的条件の特殊性による基準等の付加の必要性が認められないからで
広島県 はないかと思います。

36 
特になし

徳島県
37 
特になし。

香川県
38 

自主条例による取組みで当面の対応は良いと考えているため。
愛媛県
39 
委任条例策定の必要性が感じられないため。

高知県

40 
委任条例では特定建築物にのいて付加基準を設けるものであるが、多くの地方自治体が策定

福岡県
している自主条例では特定建築物以外の施設においても基準を設けることができるため、委任
条例を制定する必要性が小さくなり条例化が進まないのではないかと考える。

41 
委任条例で定めるバリアフリー化を義務付ける施設について、 慎重に検討を要するため

佐賀県
43 
本県では、委任条例化済みです。音量本県

44 
分からない大分県

46 
鹿児島県福祉のまちづくり条例によるバリアフリー化を優先すべきと考えているため。

鹿児島県
47 

委任(付加〉条例化する必要性が整理できていない。沖縄県
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③委任条例化が進まない理由（基礎自治体）

芭;台体 3.委任条例化が進まない理由

礼申見市では、「干し峨市福祉のまちづくり条例Jの適合率が極めて低く、委任条例を制定すること
札幌市 は、建鍛主に過大な負担をかける恐れがあることから、5島l苦条例化は「札峨市循祉のまちづくり

条例Jの適合状況の推移を考慮し・慎重に進めていく必要があると考えております。

仙台市

-建策物の1見織が小凄かったり、利用者数が少ない建言語主については、事いす便局の絞置やエ
レベータ』の~ll:置など過度の負担が婁mされると、建築計画を根本的に見直さざるを得ないこと

さいたま市 が想定されるため。

-自主条例があると建築確認申請で再度バリアフリーの審査をされることになり、同じような内

容の2重審査|こはるため

当市では委任条例を定めておりますので、参考までに策定までの経過概要を記します。検討

当初、神奈川県下各行政庁でバリアフリー法委任条例化に向けた協議を行いました。その協議

川崎市
内容を踏まえ、 川崎市建策基準糸例の規定のうち福祉的要素の強いもの(出入口幅、廊下幅

等)の -~ßを バリアフリーj去の委任条例として:j:E:整備をしました。当市の場合は 『県下での意思
統一H条例の再整備Jといった事情があり、委任条例化が比較的スムーズであったと恩われま
す。以上のような要因なく新たな規制陀追加する場合、条例化はかなり難しいと考えられます。

本市! とおいては、平成7年| ご 「京都市人にや~しいまちづくり要綱Jを制定し、平成1 6年には 「京
京都市 都市建築物等のハリアフリーの促進に関する条例Jとして、条例化することで、積極的にハリアフ

リー整備を進めております。

111岡市 事前協餓E転が95%以上な~れており， 設i苦条例Jヒする必要性がない 。

世田谷区
世田谷区は委任条例があるので、当たり前という印象ですが、やはり他自治体では福祉部署が

担ってしまい、都市整備部署との連携にハードルがあるように感じます。

績鳥区 条例化の必要性の 1~~と人手不足。

東京都がハリアフリー;去からの委任条例を制定しており、その基準を上回って市委任条例を制
町田市 定する場合(そういう必要が無ければ市委任条例を制定する意義が無い。)、都条例との整会等

が技術的、政治的に鎚しいためと考えられる。

観光都市である晶山市は、「住みよいまちは行きよいまちJを基本的な考えとして「安全・安心-

高山市
快適なバリアフリーのまちづくりJに取り組んでおり、その取り組みを推進するために付加条例を
制定した経絡があります。二の二とから言って、地方公共団体のトップの意識向上が最も大切で

|まないかと考えます。

-市組織内、市民における委任条例化の必要性について意識白書成が進んでいない。情報提供
宮崎市 の必要性があること。また、自主条例によって、ある程度バリアフリー化がすすんでいる(届出に

対する適合証交付の割合が5喜1]) ので、それも問題視~れていないー因に考えられる。
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④審査項目の評価（都道府県１／４）

整備箇 1 2 3 5 6 7 10 12 
14 

No 強策鞠移動等円滑化基準 神奈川
所 北海道 膏森県 岩手県 秋田県 山形県 福島県 群馬県 千葉県

県

1出入口
@帽lま80cm以上 4 5 5 5 5 4 4 4 

4 
②戸は車いす恒用者が通過しやすく、前後に水平野分を設ゆる 4 5 4 4 5 5 4 4 

@轟面は滑りにくい仕上げ 5 5 5 5 5 5 4 

2殿下等
@幅は120cm以よ 4 5 4 5 5 4 5 4 

@区間50m以内ことlこ車いすが包囲可能な場所 4 5 4 5 5 5 4 
5 

@戸は車いす龍用者が通過しやすく、前後に水平額分を設ゆる 5 4 5 5 5 4 4 

@手すりを設ゆる 5 5 5 5 5 5 4 5 

@畠面は滑りにくい仕上げ 5 5 5 5 5 5 4 

3階m
<3>1主はi:I別しやすUちの 5 4 5 4 5 5 4 

@駐はつまずきにくいもの 5 4 5 4 5 5 4 
5 

@点、税ブロッヲ等(J)敷設 5 4 5 3 4 3 4 

@原則として主な階駐在回り路陸としない 4 5 4 5 4 5 4 5 

@手すりを設ゆる 4 5 5 5 3 5 3 4 

@畠面は滑りにくい仕上げ 5 5 5 3 5 5 4 

@前後町降下等と訟別しやすいもの 5 4 5 3 5 4 4 

4傾斜路 @点、税ブロッヲ等(J)敷設 5 4 5 2 4 3 4 4 

@帽は120cm以よ(陥ml:併設する嶋古lま9Qcm以上) 4 5 5 5 2 5 4 4 

@勾配は1/12以下(高さ160m以下町鳩古は1/8以下) 4 5 5 5 3 5 4 4 

@怠さヲ雪cm以内ζと1:路幅1雪OcmTl上め踊場宅設ける 5 5 5 g 5 4 4 
@工Lペー型、ーの設置 5 4 5 3 5 4 4 

工L @かこの規格(出入口幅、帽、奥行き)町碕保 5 5 5 4 5 4 4 
ペー @提陪ロピーは150cm角以上 5 5 5 4 5 5 4 
E 号、ーモ

@かこ内及び提隠ロピーに車いす恒用者用制御装置の設置 5 5 5 4 5 4 4 
5 

的1i!!町
昇降機 @停止予定階、現在位置を墨mする装置の設置 5 5 5 4 5 4 4 

@視覚障害者用に奇声装置、点字喜市町制御装置等町設置 5 5 5 4 5 4 3 

@車いす恒用者用置房町設置 5 4 3 5 5 4 4 

@眼目11更座、手すり等町設置 5 5 5 5 5 4 4 

@車いすで利用し申すいよう+分な空間的碕保 5 5 5 5 4 3 3 
6置所

@水洗器具(オストメイト対応)町設置 5 4 5 2 5 5 3 
4 

@庫盆式的小恒器、量目恒常小理器(受11目的高さが350m以下
5 4 5 4 5 5 4 

のものに限る)町設置

ホテル・

7紘館の 車いす恒用者用客室の1以上の設置 5 4 5 2 5 3 4 
富塗

@利用円滑化経路には庖差在意切ない、もしくは傾割齢、工L
4 5 4 5 4 4 5 4 ペー型、ーの設置

敷地内 @幅は120cm以よ 4 5 5 5 5 5 5 4 
過酷

@区間50m以内ことlこ車いすが伝固可能な場所 4 5 4 5 3 4 5 4 8移動等
@轟面は滑りにくい仕上げ 5 5 5 5 5 5 4 

4 
円滑化

経~ @段には手すりを設ゆる 5 5 5 4 5 4 4 

@段はi:I別しやすUもの 5 4 5 3 5 4 4 

<l>mはつまずきにくいもの 5 4 5 3 5 4 4 

@車いす恒用者用駐車施設の設置 5 4 5 4 5 4 4 

9駐車場 @幅It350cm以よ 5 4 5 5 5 5 4 5 

@利用居室までの経路が短い位置に設ゆる 5 4 5 5 5 5 4 

@工Lペー型、ーその他的昇降機、置所主は駐車施設が晶ることの
5 5 5 3 5 4 4 墨示を見やすい位遣に設11る

10繰越
@標訟は、内容が密息に訟別できるもの(日本工提成格Z8210
に適合) 5 5 5 3 5 4 4 

@工Lペー型、ーその他的昇降線、置所主は駐車筋量的配置を轟
5 4 5 3 5 4 4 示した12内板等町設置(配置を富島に視認できる場合は除。

11 案内設 @工Lペー型、ーその他的昇降線、置所的配置を点牢その他的方
偏 ま(文章等町浮き彫り買は膏による12内)により視覚陣書唱に示 5 4 5 3 5 3 3 

す設備を設11る

@案内所在設11る(<!l、@町代替掴盆) 5 3 5 3 4 3 3 

視覚障 @級紙ブロッヲ等・点、11(7ロッヲ等町教窓買は奇声務準装置の設 5 4 3 3 3 3 4 
害者12 盆

12内設備 @車齢に接する部分に点11(7ロッヲ等を歎設 5 3 3 2 4 3 4 4 
までの @庖・傾斜が晶る部分的上端に近接する宮部分に点以ブロッヲ等を
経~ 敷設 5 3 3 3 4 3 4 
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④審査項目の評価（都道府県２／４）

27 

No 
整備箇

建築拘移動等円滑化基準
16 17 19 20 22 23 25 26 大阪府

所 富山県 石川県 山梨県 長野県 静岡県 愛知県 滋賀県 京都府 (7割適
合〉

1出入口
@帽lま80cm以上 5 5 5 5 5 5 5 

②戸は車いす恒用者が通過しやすく、前後に水平部分を設ゆる 5 4 5 5 5 5 

@轟面は滑りにくい仕上げ 5 4 5 5 4 5 

2 16下等
@帽は120cm以上 4 4 4 4 5 4 5 

@区間50m以内ことに車いすが包囲可能な場所 5 4 4 5 4 5 

@戸は車いす龍用者が通過しやすく、前後に水平部分を設ゆる 5 4 5 5 5 5 

@手すりを設ゆる 5 5 5 5 5 5 5 

@畠面は滑りにくい仕上げ 5 4 4 5 5 5 

<3>1主はi:I別しやすいもの 5 4 4 5 5 5 
3階m

@駐はつまずきにくいもの 5 4 4 5 5 5 

@点、税ブロッヲ等町敷設 4 3 4 5 4 5 

@原則として主な階段を固り陥mとしない 5 5 5 5 5 4 5 

@手すりを設ゆる 5 4 5 5 4 5 

@畠面は滑りにくい仕上げ 5 4 5 5 5 5 

@前後町降下等とi:I別しやすいもの 5 3 5 5 5 5 
4傾斜路 @点、税ブロッヲ等町敷設 4 3 5 5 4 5 

@帽は120cm以上(階駐に併設する鳩古lま9Qcm以上) 4 4 4 4 5 4 5 

@勾配は1/12以下(高さ160m以下町嶋古lま1/8以下) 4 4 5 5 5 4 5 

@高さ750m以内ことに路幅150cm以上町踊鳴を設ゆる 4 4 5 5 5 5 

@工Lペー型、ーの設置 2 5 5 4 5 
工L @かこの続格(出入口幡、幡、奥行き)町碕保 4 4 4 5 5 4 5 
ペー @提陪ロピーは150cm角以上 5 4 5 5 4 5 
E 号、ーモ

@かこ内Eぴ震陪ロピーに車いす龍用者用制御装置の設置 4 4 5 5 5 4 5 的1i!!町
昇降機 @停止予定階、現在位置を墨示する装置の設置 4 4 5 5 4 5 

@視覚障害者用に膏戸装置、点字墨市町制御装置等町設置 4 4 5 5 5 4 5 

@車いす恒用者用慣房町設置 4 3 5 5 5 4 5 

@眼目11更座、手すり等町設置 4 4 5 5 5 5 5 

@車いすで利用しやすいよう+分な空間的碕保 4 3 5 5 5 5 5 
6置所

@水洗器具(オストメイト対応)町設置 4 2 3 4 5 

@庫盆式的小恒器、豊掛式小恒器(受11目的高さが350m以下
5 3 5 4 5 5 5 

のものに限る)町設置

ホテル・

7織館町 車いす龍用者用書室町1以上町設置 4 5 4 5 
書室

@利用円滑化経由には庖霊を設切ない、もしくは傾斜路、工L
4 4 5 3 5 4 5 ペー型、ーの設置

敷地内 @帽は120cm以上 4 4 4 4 5 4 5 
通路

@区間50m以内ことに車いすが包囲可能な場所 5 4 4 5 5 8移動等
円滑化 @畠面は滑りにくい仕上げ 5 4 4 5 5 5 
経路 <5>mには手すりを設ゆる 5 4 4 5 4 5 

<1>1主はi:I別しやすいもの 5 4 4 5 5 5 

@駐はつまずきにくいもの 5 4 4 5 5 5 

@車いす龍用者用駐車施設の設置 5 3 5 4 5 5 5 
9駐車場 @幅lま350cm以上 5 4 4 5 5 5 5 

@利用居室までの経路が患い位置に設ゆる 5 4 5 5 5 5 5 

@工Lペー型、ーその他的昇降機、置所主は駐車施設があることの
5 3 5 5 5 5 墨示を見やすい位置に設ゆる

10繰越
@標訟は、内容が富島に訟別できるもの(日本工業続格Z8210
に適合) 5 4 5 5 5 5 

@工Lペー型、ーその他的昇降機、置所主は駐車施設の配置を墨
4 2 5 5 5 4 5 示した案内板等町設置(配置を寄息に視認できる場合は除。

11 案内設 @工Lペー型、ーその他的昇降線、置所的配置を点字その他的方
偏 ま(文字等町浮き彫り買は吾による案内)により視覚障害者に示 2 5 5 4 5 

す設備を設11る

@案内所在設ゆる(<!l、@町代替措置) 4 3 4 4 5 

視覚障 @線11<7ロッヲ等・点、11<7ロッヲ等町敷設買は音戸誘準装置の設 3 3 5 3 5 4 5 
宮署実 置

12内設傭 @車齢に銭する部分に点紙ブロッヲ等在敷設 4 2 5 3 5 4 5 
までの <3>m・1唖剥が晶る部分的上端に近接する部分に点11<7口ッヲ等を
経路 敷設

4 2 5 4 5 4 5 
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④審査項目の評価（都道府県３／４）

整備箇 28 29 
30 
32 33 34 35 36 No 強諜拘移動等円滑化基準 和歌山

所 兵庫県 奈良県
県
島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県

1 出入口
@幅lま80cm以上

届
4 5 5 5 3 

‘ ②戸は車いす龍用者が通過しやすく、前後に水平都卦を設ゆる
出
4 5 5 4 4 

‘ @畠面は滑りにくい仕上げ の 4 5 5 5 4 5 

2 1.6下等
@幅は120cm以上 受 4 5 5 4 3 

‘ @区間50m以内ことに車いすが伝固可能な場所 E望 4 5 5 4 3 5 

@戸は車いす龍用者が通過しやすく、前後に水平都卦を設ゆる 4 5 5 4 4 5 

@手すりを設ゆる つ 4 5 5 5 4 5 

@畠面は滑りにくい仕上げ 4 5 5 5 4 5 

3陥底
<3>Sは誼別しやすいもの て 3 5 5 4 4 5 

@Sはつまずきにくいもの 1;1: 4 5 5 4 4 5 

@点、税ブロッヲ等町敷設
市
4 5 5 3 3 2 

@原則として主な陥底を固り陥底としない
町
4 5 5 5 4 5 

@手すりを設ける が 3 5 5 4 4 4 

@墨面は滑りにくい仕上げ 事 3 5 5 5 4 5 

@前後町.6下等と~別しやすいもの 務 3 5 5 4 4 

4 傾斜路 @点、Vi7ロッヲ等町敷設 を 3 5 5 4 3 

@幅は120cm以上(陥庖に併設する場合It90cm以上) 11- 3 5 5 5 3 

@勾配は1/12以下(高さ160m以下町場合111/8以下) つ 3 5 5 4 4 5 

@高さ750m以内ことに路幅150cm以上町目前鳴を設ゆる て 3 5 5 5 4 5 

@工Lペー型、ーの設置 お 4 5 5 5 4 

工L ②かこの規格(出入口帽、幅、奥行き)町碕保 り 4 5 5 4 3 
ペー @捷隠ロピーは150cm角以上 4 5 5 5 4 5 E 型、ーモ f固
的他的 @かこ内Jltぴ索隠ロピーに車いす置用者用意'1掴装置の設置 月IJ 4 5 5 4 4 

昇降機 @停止予定階、現在位置を喜市する装置の設置 の 4 5 5 5 4 5 

@視覚障害者用に奇声装置、点字轟市町制却装置等町設置 基 4 5 5 4 4 

@車いす置用者用置房町設置 i筆 4 5 5 4 3 3 

@腰掛置盟、手すり等町設置 の 4 5 5 4 3 4 

@車いすで利用しやすいよう+卦な空間的碕保 通 4 5 5 4 3 3 
6置所

@水洗器具(オストメイト対応)町設置 4Eとコh 4 5 4 4 4 2 

@庫盆式的小理器、量"I>I!小理器(受11目的高さが350m以下 1犬
のものに限る)町設置 ;兄 4 5 4 4 4 

ホテル・

7旅館町 車いす置用者用宮室町1以上町設置 つ 4 5 5 3 4 
宮室

@利用円滑化経路には陸差在意切ない、もしくは傾斜路、工L て 4 5 5 4 4 5 ペー型、ーの設置
1;1: 敷地内 @幅は120cm以上 4 5 5 5 4 5 

通路
@区間50m以内ことに車いすが伝固可能な場所 県 4 5 5 4 4 5 8 移動等

円滑化 @畠面は滑りにくい仕上げ で 4 5 5 5 4 
経路 <5>Sには手すりを設ゆる 把 4 5 5 4 4 

<l>Sは誼別しやすいもの 握 3 5 5 4 4 

<l>Sはつまずきにくいもの し 4 5 5 4 4 

@車いす龍用者用駐車施設の設置 て 4 5 5 4 4 

‘ 9駐車場 @幅lま350cm以上 4 5 5 5 4 5 

@利用居室までの経路が短い位置に設ゆる
な 4 5 5 5 4 5 

@工Lペー型、ーその他的昇降機、置所主は駐車施設が晶ることの 。
4 5 5 4 4 

高示を見やすい位置に設ゆる
10 標~

@慢誌は、内容が芭息に誼別できるもの(日本工業続格Z8210
4 5 5 4 4 

に適合)

@工Lペー型、ーその他的昇降機、置所主は駐車施設の配置を墨
4 5 4 4 3 示した案内板等町設置(配置を寄息に視認できる場合は除。

11 
案内設 @工Lペー型、ーその他的昇降線、置所的配置を点字その他的方
儀 ま(文字等町浮き彫り買は告による案内)により視覚障害者に示 4 5 4 3 3 

す設備を設11る

@案内所在設ゆる(<!l、@町代替惜置) 3 5 5 3 4 

‘ 視覚障 @級紙ブロッヲ等・点、Vi7ロッヲ等町敷設買は音声誘準装置の設 4 5 4 3 3 2 
奮若葉

盆

12 内設備 @車勘に銭する部分に点紙ブロッヲ等在殺意 4 5 5 3 4 2 
までの @底・傾斜がある宮部分的上端に近接する宮部分に点Vi7ロッヲ等を
経路 敷設

4 5 5 3 4 
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④審査項目の評価（都道府県４／４）

整備箇 37 39 40 41 4ε 43 44 
46 
47 

No 強策剛移動等円滑化基準 鹿児島E河 香川県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県
県
沖縄県

1出入口
@幅lま80cm以よ 4 5 4 5 5 5 5 5 5 

@戸は車いすi軍用者が通過しやすく、前後に水平部分を設ゆる 4 5 4 5 5 5 5 5 5 

@墨面は滑りにくい仕上げ 4 5 5 5 5 5 5 5 5 

2 1&下等
@幅は120cm以上 3 5 5 5 5 5 5 5 5 

@区間50m以内ことに車いすが伝固可能な場所 4 5 5 5 5 5 5 5 

@戸は車いすi軍用者が通過しやすく、前後に水平部分を設ゆる 4 5 5 5 5 5 5 5 5 

@手すりを設ゆる 3 5 5 5 5 5 5 5 5 

@墨面は滑りにくい仕上げ 4 5 5 5 5 5 5 5 5 

3陥1'>
@段は訟別しやすいもの 4 5 5 5 5 5 5 2 5 

@I'>はつまずきにくいもの 4 5 5 5 5 5 5 5 5 

@点、Vi7ロッヲ専の敷設 4 5 5 5 5 5 5 2 5 

@原則として主な階段を回り階段としない 4 5 5 5 5 5 5 4 5 

@手すりを設ゆる 3 5 5 5 5 5 5 3 5 

@墨面は滑りにくい仕上げ 4 5 5 5 5 5 5 5 5 

@前後町殿下等と訟別しやすいもの 3 4 5 5 5 5 5 3 5 
4傾割蹄 @点、Vi7ロッヲ専の敷設 3 5 4 5 5 5 5 2 5 

@幅は120cm以上(陥怠に併設する場合It90cm以上) 4 5 5 5 5 5 5 5 5 

@勾配は1/12以下(高さ160m以下町場合1;1:1/8以下) 4 5 5 5 5 5 5 4 5 

@高さ750m以内ことに路幅150cm以上町踊鳴を設ゆる 4 5 4 5 5 5 5 4 5 

@工Lペー担、ーの設盆 4 g 5 5 5 5 5 4 5 
工L @かこのIJI.絡(出入口幡、幡、奥行き)町碕保 4 5 5 5 5 5 5 5 
ペー @察院ロピーは150cm角以上 4 5 5 5 5 5 5 4 5 
5 I~ヨーそ

@かこ内Eぴ索陪ロピーに車いす龍用者用制御装置の設置 4 5 5 5 5 5 5 2 5 的他的

昇降機 @停止予定階、現在位置を轟市する装置の設置 4 5 5 5 5 5 5 4 5 

@視覚障害者用仁音声装置、点、牢轟市町制御装置等町設置 4 5 5 5 5 5 5 3 5 

@車いす龍用者用恒房町設置 3 3 5 5 5 5 5 4 5 

@暦nl1更庫、手すり等町設置 4 5 5 5 5 5 5 5 5 

@車いすで利用しやすいよう+卦な空間的碕保 4 5 5 5 5 5 5 4 5 
6置所

@水洗器具(オストメイト対応)町設置 4 3 5 ~ 5 4 5 2 5 
@庫盆式的小置君事、量掛式小理器(受11目的高さが350m以下

4 5 5 5 5 5 5 4 5 
のものに限る)町設置

ホテル・

7旅館町 車いす龍用者用富塗町1以上町設置 4 3 2 5 5 5 5 2 5 
書室

@利用円滑化経由には庖差を設切ない、もしくは傾斜路、工L
4 5 5 5 5 5 5 4 5 ペー型、ーの設置

敷地内 @幅は120cm以上 4 5 5 5 5 5 5 5 5 
通蹄

@区間50m以内ことに車いすが伝固可能な場所 4 5 5 5 5 5 5 5 8移動等
円滑化 @墨面は滑りにくい仕上げ 4 5 5 5 5 5 5 5 5 
経路 <5>1'>に1;1:手すりを設11る 3 5 5 5 5 5 5 2 5 

<1>1'>はi:I別しやすいもの 4 5 5 5 5 5 5 3 5 

<l>1'>はつまずきにくいもの 4 5 5 5 5 5 5 4 5 

@車いす龍用者用駐車施設の設置 3 4 5 5 5 5 5 4 5 
9駐車場 @幅lま350cm以上 4 5 5 5 5 5 5 4 5 

@利用居室まで町経由が患い位置に設ゆる 4 5 5 5 5 5 5 4 5 

@工Lペー型、ーその他的昇降線、置所主は駐車施設があることの
3 5 5 5 5 5 5 2 5 墨示を見やすい位置に設ゆる

10標訟
②標訟は、内容が富農に訟別できるもの(日本工業規格Z821。
に適合) 3 5 5 5 5 5 2 5 

@工Lペー型、ーその他的昇降線、置所主は駐車臆設の配置を皐
2 5 / 5 5 5 5 3 5 示した案内板等町設置(配置を密息に視認できる場合は除。

11 案内設 @工Lペー型、ーその他的昇降線、置所的配置を点牢その他的方

/ 偏 ま(文宰等町浮き彫り買は音による12内)により視覚障害者に示 2 5 5 5 5 5 3 5 
す設備を設11る

@案内所在設ゆる(<!l、@町代替揖盆) 2 5 /"'" 5 5 5 5 3 5 

視覚陣 @線Vi7ロッヲ専・点、Vi7口ッヲ等町敷設買は奇声務準装置の設 2 5 5 4 5 4 5 2 5 
害者12 盆

12内設織 @車蹄に接する部分に点Vi7口ッヲ等を数設 2 5 5 4 5 5 5 2 5 
までの @怠・傾剥がある郡分的上識に近接する部分に点Vi7ロッヲ専を
経路 敷設 2 5 5 5 5 5 5 2 5 
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④審査項目の評価（基礎自治体）

No E富繍箇所 強築初移動専問滑化基準 札幌市
仙台 さいた

京都市 福岡市
世田谷
綴馬区 町田市 高山市 富崎市

市 ま市 区

@幅lま80cm以上 3 5 4 5 5 5 5 4 4 
1 出入口 ②戸は車いす龍用者が通過しやすく、前裕に水平都卦在意11

る
3 5 4 5 3 5 5 4 4 

@墨面は滑りにくい仕上げ 4 5 4 5 5 5 5 4 5 

@幅は120cm以上 3 5 4 5 5 5 5 4 5 
包殿下等 @区間50m以内ことlこ車いすが伝固可隙な場所 4 5 4 5 5 5 5 4 4 

@戸は車いす龍用者が通過しやすく、前後に水平部分在意11
3 5 4 5 5 5 5 4 4 る

@手すりを設ゆる 4 5 4 5 5 5 5 4 5 

@畠面は滑りにくい仕上げ 4 5 4 5 5 5 5 4 5 

3 階駐
<3>Sはi:I別しやすいもの 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@Sはつまずきにくいもの 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@点、税ブロッヲ等町敷設 2 5 4 4 3 5 4 4 3 

@原則として主な階駐在回り路陸としない 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@手すりを設ゆる 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@畠面は滑りにくい仕上げ 3 5 4 5 5 5 5 4 5 

@前後町8下等とi:I別しやすいもの 3 5 4 5 4 5 4 4 3 
4 傾割蹄 @点、税ブロッヲ等町敷設 2 5 4 4 4 5 4 4 3 

@幅は120cm以上(陥SI:併設する嶋古lま9Qcm以上) 4 5 4 5 5 5 5 4 5 

@勾配は1/12以下(高さ160m以下町嶋古lま1/8以下) 3 4 4 4 5 5 5 4 3 

@高さ750m以内ことに路幅150cm以よ町踊鳴を設ゆる 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@工Lペー型、ーの設置 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@かこのIJ!絡(出入口帽、4語、奥行き)のE童保 2 5 4 5 5 5 5 4 4 
工Lペー

@察院ロピーは150cm角以上 3 5 4 5 5 5 5 4 4 
5 I~ヨーその他
的昇降機 @かこ内Eぴ察院ロピーに車いす龍用者用制御装置の設置 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@停止予定階、現在位置を喜市する装置の設置 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@視覚障害者用に音声装置、点、宰轟市町制御装置等町設置 2 5 4 5 5 5 5 4 4 

@車いす龍用者用置房町設置 3 5 5 5 5 5 4 3 

@暦nl1更庫、手すり等町設置 4 5 4 5 5 5 5 4 3 

6 置所
@車いすで利用しやすいよう+卦な空間的碕保 3 5 5 5 5 5 4 3 

@水洗器具(オストメイト対応)町設置 2 5 5 5 5 5 4 3 

@庫置式的小恒器、量nI;I:'J、恒器(受け目的認さが350m以
4 5 5 5 5 5 4 4 下のものに限る)町設置

7 ホテル・除
館町宮室

車いす龍用者用芭霊的1以上町設置 4 5 5 5 4 5 

@利用円滑化経齢には怠差を設りない、もしくは傾斜齢、EV
3 5 4 5 5 5 5 4 3 

的設置

敷地内通 @幅は120cm以上 4 5 4 5 5 5 5 4 5 
蹄 @区間50m以内ことlこ車いすが伝固可隙な場所 4 5 4 5 5 5 5 4 5 
8 移動等円

@墨面は滑りにくい仕上げ 4 5 4 5 5 5 5 4 4 
滑化経路

@段には手すりを設ゆる 2 5 4 5 5 5 5 4 3 

@段は訟別しやすいもの 3 5 4 5 5 5 5 4 3 

<!>Sはつまずきにくいもの 3 5 4 5 5 5 5 4 4 

@車いす龍用者用駐車施設の設置 3 4 5 5 5 5 4 4 

9 駐車場 @幅It350cm以上 4 5 5 5 5 5 4 4 

@利用居室までの経路が短い位置に設ける 4 5 5 4 5 5 4 4 

@工Lペー型、ーその他的昇降機、置所主は駐車施設があるこ
3 5 4 5 4 5 5 4 4 

10 標訟
との墨示を見やすい位置に設ゆる

②標訟は、内容が芭息に訟別できるもの(日本工業規格Z82
3 5 4 5 3 5 5 4 4 

10に適合)

@工Lペー型、ーその他的昇降線、置所主は駐車施設の配置を
墨示した案内板等町設置(配置を寄息に視認できる場合は除 5 4 5 4 5 5 4 4 
く)

11 案内設傭 @工Lペー型、ーその他的昇降線、置所的配置を点宰その他的
方法(文章等町浮き彫り買は音による察内)により視覚障害 3 4 4 5 4 5 5 4 3 
者に示す設備を設11る

@案内所在設ゆる(<!l、@町代替掴盆) 5 4 5 5 5 5 4 4 

視覚陣書 @級以ブロッヲ等・夕、Vi7ロッヲ等町敷設買は奇声務準装置。 2 5 4 4 4 5 4 4 3 

12 
者案内設 @車蹄に接するZ冊分に点Vi7ロッヲ等を敷設 2 5 4 4 4 5 4 4 3 
織までの

@怠・傾剥がある宮部分的上端に近接する部分に点Vi7ロッヲ
経路

等在放設 2 5 4 4 4 5 4 4 3 
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（３）第３回自治体アンケート調査

①調査期間 2018 年 1 月 22日～2 月 14 日

②調査自治体 45 自治体

42 都道府県

（北海道、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千

葉県、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、島根県、岡山県、広島

県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大

分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）

３基礎自治体（福岡市、世田谷区、宮崎市）

③回答 29 自治体

26 都道府県

（岩手県、福島県、栃木県、埼玉県、神奈川県、富山県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、高知県、福岡県、長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県）

３基礎自治体（福岡市、世田谷区、宮崎市）
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                             平成３０年１月２１日

福祉のまちづくり条例（建築物）担当課 御中

東洋大学福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻

博士課程後期 岩浦厚信

〒351-8510 埼玉県朝霞市岡 48-1 髙橋儀平研究室

TEL 048-468-6356  tgihei@toyo.jp

福祉のまちづくり条例対象施設（建築物）実績について（お願い）

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

私は、福祉のまちづくり条例における建築物バリアフリー化の実効性を高めることを目

的に研究を進めております。

さて、平成２５年８月５日付で、福祉のまちづくり条例における届出等の実績について

依頼をした結果、貴自治体から別添「貴自治体調査票」のとおり、平成 12 年度から平成 24
年度までの実績についてご報告いただいています。

そこで、その後の平成 28 年度の実績についてお伺いしたく、同じ「貴自治体調査票」に

よる調査をお願いする次第です。業務多忙の折、誠に恐縮ですが、よろしくお願いいたし

ます。なお、全国の自治体様から頂いた調査結果につきましては、集計後にご報告いたし

ます。

記

１ 提出書類 別添「貴自治体調査票」の「平成 25 年度調査」を参考に、「平成 28 年度」

内容についてお答えください。

２ 提出方法 「貴自治体調査票」を下記メールアドレスに返送してください。

３ 提出期限 平成３０年２月２日(金)

提出及び問合せ先

住所 〒880-0939 宮崎市花山手西２－４－１

E-mail atsunobu13@miyazaki-catv.ne.jp
TEL 0985-53-4610   携帯 090-8357-3546
所属 東洋大学福祉社会デザイン研究科人間環境デ

ザイン専攻 博士後期 3 年 岩浦厚信
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届出(事前協議)等の実績について

自;台体名(

1平成28年度の民間建築物の実績について記入してください。

※平成28年度のデータがない場合は、 27年度のデータを記入してください。

民間建築物

年度 平成28年度

届出妻女

届出時整備基準適合数

完了検査合格数

適合証交付数

2平成28年度の実績と平成24年度の実績と比べて下記の①②③についてお答えください。

①届出時適合率=届出時整備基準適合数/届出数

の{直が上回った理由、もしくは下回った理由を教えてください。

②完了後適合率=完了検査合格数(若しくは適合証交付数)/届出数

の値が上回った理由、もしくは下回った理由を教えてください。

③①及び②の結果、今後どのように適合率を同上させようと考えますか。

3. 1の届出等の処理を行う組織と人買について①②に教えてください。

用l紙

①届出等の審査を行う組織数(出先機関、特定行政庁など)とその担当者数を教えてください。 (1の処
理数に入っていない組織等は不要です。)また、このうち福祉のまちづくり条例の審査等を専門に行う

係がありましたらその組織数と担当者数を記入してください。

|審査組織数 |担当者数 | うち専門部署数 担当者数

②①の担当者が1の業務以外に行う業務があれば簡単にその業務名をご記入ください。

質問は以上です。有難うこさいました。
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【調査票 1】

2012年度 2018年度
c D D/C E E/C F F/C 日 H H/G I/G J J/G 

No 自治体名 完了検 ①完了 ②完了 完了検 ①完了 ②完了

届出数
届出時 届出時

査合格 後適合
適合iiE
後適合 届出数

届出時 届出時
査合格 後適合

適合iiE
後適合

適合数 適合率
量買 率

交付数
率

適合数 適合率
量買 率

交付数
率

1岩手県 309 13 4.2% 4 1.3% 4 1.3% 210 12 5.7% 5 2.4% 8 3.8% 

2福島県 439 381 88.8% 0.0% 0.0% 320 287 83.4% 0.0% 0.0% 

3栃木県 181 58 34.8% 0.0% 38 22.4% 174 29 18.7% 0.0% 22 12.8% 

4埼玉県 1090 298 27.3% 130 11.9% 0.0% 1028 218 21.1% 77 7.5% 77 7.5% 

5紳奈川県 524 78 14.5% 0.0% 39 7.4% 527 50 9.5% 0.0% 14 2.7% 

8富山県 178 110 82.5% 81 34.7% 50 28.4% 128 57 44.5% 47 38.7% 42 32.8% 

7長野県 130 51 39.2% 0.0% 10 7.7% 173 43 24.9% 0.0% 7 4.0% 

8岐阜県 191 121 83.4% 83 43.5% 15 7.9% 189 80 35.5% 31 18.3% 10 5.9% 

S静岡県 327 192 58.7% 0.0% 138 42.2% 307 158 50.8% 0.0% 87 28.3% 

10 愛知県 1740 1119 84.3% 319 18.3% 319 18.3% 2085 1188 57.5% 258 12.4% 258 12.4% 

11 三重県 419 149 35.8% 0.0% 133 31.7% 401 155 38.7% 0.0% 118 29.4% 

12 滋賀県 239 0.0% 0.0% 18 7.5% 208 0.0% 0.0% 15 7.3% 

13 京都府 284 0.0% 228 85.8% 44 18.7% 244 0.0% 200 82.0% 17 7.0% 

14 大阪府 328 230 70.8% 221 87.8% 。0.0% 295 223 75.8% 235 79.7% 。0.0% 
15 奈良県 200 0.0% 45 22.5% 37 18.5% 198 0.0% 44 22.4% 11 5.8% 

18 岡山県 324 183 50.3% 0.0% 0.0% 332 148 44.0% 0.0% 0.0% 

17 広島県 371 75 20.2% 0.0% 33 8.9% 342 57 18.7% 0.0% 23 8.7% 

18 山口県 228 0.0% 42 18.4% 34 14.9% 181 0.0% 25 15.5% 13 8.1% 

19 徳島県 90 8 8.7% 0.0% 20 22.2% 72 B 8.3% 0.0% 91 12.5% 

20 香川県 45 3 8.7% 3 8.7% 3 8.7% 108 2 1.9% 0.9% 0.9% 

21 高知県 17 17 100.0% 31 17.8% 31 17.8% 49 49 100.0% 2 4.1% 2 4.1% 

22 福岡県 549 372 87.8% 251 45.7% 251 45.7% 409 288 85.5% 144 35.2% 128 30.8% 

23 長崎県 233 233 100.0% 87 37.3% 87 37.3% 189 152 89.9% 129 78.3% 54 32.0% 

24 熊本県 528 81 11.8% 0.0% 0.0% 542 200 38.9% 0.0% 0.0% 

25 鹿児島県 142 3 2.1% 0.0% 0.7% 122 7 5.7% 0.0% 。0.0% 
28 沖縄県 421 353 83.8% 172 40.9% 81 14.5% 458 304 88.4% 154 33.8% 47 10.3% 

27 福岡市 529 371 70.1% 385 72.8% 252 480 317 88.0% 382 75.4% 248 

28 宮崎市 188 93 58.0% 87 52.4% 87 137 88 48.2% 51 37.2% 48 

29 世田谷区 293 238 81.2珂 170 58.0珂 330 261 79.1揮 140 42.490 
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【調査票２】１／４

自治体意見

No 
自治体

名 2012年度と2018年度の届出時適合率 2012年度と2019年度の完了後適合率 今後どのように適合率を向上させようと
の比駁しての考え の比駁しての考え 考えるか。

各項目ごとの適合率は概ね80%省で推移
しており、 BFIヒの必要性について、一定
程度理解されていると思われる。多大な

平戚24年度届出時適合率 13/309 平1ill24年度完了後適合率 4/309=
設備投資が必要となる場合や、配置計画

=4.2% 1.3% 
上難しい場合があるため、 BFIヒの必要性

平1ill28年度届出時適合率 12/210 平1ill28年度完了後適合率 5/210= 
について、理解を促進する取組を実絡

3 岩手県
=5.7% 2.4% 

し、建築主に対する指導を行い、達成度

上記の理由については、誤差の範囲 上記の理由については、誤差の範囲
の向上を目指している。具体な対応策と

であると思慮される。 であると思慮される。
しては、出先機関及び関係官F局とも連携
した周知の取組み及び適合iiE及び適合ブ
レ世トの交付により、取組筈について県

民の目に骨量れる機会を1曽やし、理解を促
i草するとととしている。

平成28年度 83. 4%、平成2 現在も実b在しているが、引き続き、届出

7 福島県
4年度 86. 7% 人にやさしいまちづ〈り条例に対す 番審査時に基準に適合していない場合

届出時適合率は下回っていますが、 る完了検査は実B在していません。 は、所有者へ条例の趣旨をI~え、条例に
理由は不明です。 適合するように誘導する。

本県では全ての笠{高基準を満たさな
人的対応答の1-1;管措置により、実際の利

いと「適合」とならないが、基準を
用上は支障ない建築物を「適合」と取り

g 栃木県
満たさな〈とも、人的対応答の代管

同左 撮っていくととの検討等、実態に即した
措置により、実際の利用上は支隊な

対応を考えてい〈必要があると考えられ
いとする建築物の届出が1曽えてきて

る。
いるととが考えられる。

11 埼玉県
届出物件ごとにヒアリンダ筈を行っ 届出物件ごとにヒアリンダ筈を行っ

届出向に指導筈を行っていきます。
ていないため、回答できかねます ていないため、回答できかねます

H24 14.50/0= (78件/524件)x H24 7.4%= (39件/524件)x 100 
100 H28 2.8%= (14件/527件)x 100 -特定行政庁や各土木事務所〈条例審査

神奈川
H28 9.4%= (50件/527件)x 01由〉協議件数はほとんど変わら 窓口〉において、指導を徹底させる。

14 
県
100 ないものの、適合件数が減少したた -バリアフリ叫に閲する音及啓発活動を

01由〉協議件数はほとんど変わら め。 過して、県民〈事業者を含む。〉に対し

ないものの、適合件数が減少したた 併せて、適合証請求の件数も減少し て、意識のE書成を図る。
め。 たため。

〈下がる〉 あ〈まで、富山県民福祉条例は努力義務

18 富山県 たまたま平戚28年度は、件数は少な ほぼ同{直である。 であるが、事業者筈に対して笠値基準に

いが詳細は不明。 適合するよう指導に努めていきたい。

長野県福祉のまちづくり条例に基
長野県福祉のまちづ〈り条例では、

づ〈特定絡設笠{高基準への適合につ
適合証の請求は任意であり、年度ご 届出時点で特定絡設の笠{高基準に適合さ

20 長野県
いては、努力義務となっており、年

とに届出の用途、規模、件数が異色、 せるよう指導するとともに、適合iiEの交
度ごとに届出の用途、規模、件数が

るため、単純に比鮫はできないと考 付を申請するよう指導したい。
異なるため、単純に比鮫はできない

える。
と考える。
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【調査票２】２／４

自治体意見

No 
自治体

名 2012年度と2018年度の届出時適合率 2012年度と2019年度の完了後適合率 今後どのように適合率を向上させようと
の比叡しての考え の比叡しての考え 考えるか。

理由:不明 理由:不明
平成24年度:届出時笠{高基準適合 平成24年度:完了検査合格数/届

21 岐阜県 数/届出数=0.83 出数=0.43 特別な従業筈は検討していない。
平成28年度:届出時笠{高基準適合 平成28年度:完了検査合格数/届
数/届出数=0.41 出数=0.22

〈下がる〉
〈下がる〉

-完了時の適合iiE交付請求は、任意
-笠{高基準は努力義務規定となって

規定であり申請者の判断(適白iiE不
22 静岡県

おり、健設の多様化により、用途に
要)により必ずしも請求されない。 誘習会答での周知啓発

よっては笠備基準の内容(点字ヲ、
また、福祉のまちづくり条例適合証

ロック敷設筈(つまづきの要因筈と
を取るととのメリットが不足してい

判断))が敬遠される事例がある。
る。

-適合率を向上させるために、平成24
年度より届出をしていない事業者に対し

て督促を行うとと、笠{高基準に適合して

-届出時適合率が下がった理由とし
いない事業者に対して笠{高基準を退守す

て、 「建築主」の適合への意識がjJ!:
るよう指導する文書を送付してきた。ま

下してきたととが考えられる。(平
-完了後適合率が下がった理由とし た平成27年度より、窓口における指

23 愛知県 Ji)l25年度のアンケ世ト調査より、
て、適合誌の交付するととにメリッ 導・助言の強化として、担当と主査叉は

不適合になった要因として、 「建築
トがないと考える「建築主」の1曽加 課長繍f左の二人体制の指導や事業者への

主」の意向によるとの回答が過半を
が考えられる。 訪問による直接指導などを実絡してき

占めていた。〉
た。とのような取組の効果として、平成

26年度を授に、平成27年度、平成2
S年度~適合平が向上してきているた
め、引き続き取組を継続していきたいと

考えている。

〈上がる〉 〈ほぼ検ばい〉 小規模飽設の総主の意識改善がー番の方

三重県の条例では他県と比叡して小 三重県の条例では他県と比叡して小 主主であると考えますが、直線申し入れる

24 三重県 規模の絡設に対して笠{高基準を定め 規模の絡設に対して笠{高基準を定め 機会がない。設計相談があった場合には
ているため〈続固としているため〉 ているため30%前後の数値となって 条例の届出をするように指導している
30~40%省の数値となっています。 います。 が、適合に至っていない物件がある。

〈検ばい〉

25 滋賀県
各市町に届出事務に閲する権限移譲

各市町に届出事務に閲する権限移惑を
を行っているととから、 i~~æは不明

行っているととから、 E給自は不明です。
です。

〈ほぼ検ばい〉

完了後適合率及び適合誌の交付枚数
やむを得ない事由がある場合で、笠{高基

届出時笠{高基準適合数が不明の為、
は減少していますが、近年、既存絡

準に適合していない場合には、利用者筈
28 京都府

把握できません。
設を活用した建築物が1曽加してお

が円滑に利用できるよう事業者に配慮事
り、笠{高基準への適合が難しい場合

項を求めるとととしています。
カ，，1曽えているととが原因のーっと考
えられます。

〈上がる〉

事前協議及び完了届の事務を市町村 〈上がる〉
今後も適合義務対象のものだけに留まら

に移譲しており、大阪府は直按協議 。主〉各年度の受付件数で単純計算
ず、努力義務対象の建築物についてもで

27 大阪府
していないが、協議において不適合 したもの。事前協議の届出と完了届

きる範囲で基準に適合させるよう大阪府
とするまでに、バリアフリ世笠備の の届出は年度をまたいで行われると

福祉のまちづくり条例ガイドラインを活
必要性を設計者にj~え、配慮を求め とが多く、正確に集計するととが困

用し、啓発してい〈。I!ょう市町村にお願叫てゆた 難。
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【調査票２】３／４

自治体意見

No 
自j合体

名 2012年度と2018年度の届出時適合率 2012年度と2019年度の完了後適合率 今後どのように適合率を向上させようと
の比駁しての考え (J)比駁しての考え 考えるか。

笠{高基準を満たしていない項目があ

る場合でも、受理してし、るので.iE礎
君主完了後適合率は不明。 審査のね階で、指導や助言により笠{高基

29 奈良県 届出時適合率不明
完了検査合格数:H28年度省憾の 準に適合させるよう努めてもうちう。
子、世~'ê'H28年度に完了届が提出さ また、届出数を向上させるため、継続し
れ、それ以降受理に至っている件 た啓発筈を行う。
数。( 0内:H28~28年度省憾の
子、世~から拍出 〉

〈下がる〉
用途変更害、笠{扇基準の全てに適合

条例適合の重要性を絡主毒事にPRする。
33 岡山県 させるととが難しい事例が多数ある

ととが適合率の上昇を妨げる一因と
笠{高基準の内容について検討する。

考える。

〈下がる〉
平戚24年度 20.2%→平成28年度
18.7% 

〈下がる〉
-年度によって下がった理由とし 平成24年度 8.9悦→平成28年度 • 28年度に整備基準に適合しない項目に
て，特には考えられないが，全体と

8.7% ついて洗い出し，その原因について検討
34 広島県 して適合率が{瞳い理由は，会ての適

-年度によって下がった理由は特に し，運用基準筈を作成したが，同様な対
用基準に適合するととが困難なケ世

考えられない。届出時適合率と同様 応が必要と考えている。
スが多いと考えている。例えば，殆

な傾向を示していると考える。
どの基準には適合するが，視覚隠害
者誘導用床材の敷設などについて適
用基準に適合しないケ世スが多い。

新築筈届の受理〈工事着工前〉から
完了検査〈工事完了後〉までには時

35 山口県
闘があり、また物件によって工期も
異なるため、年度ごとの「完了検査
合格数/届出数」で適合率を比叡す
るととは費量しいと考えます。

〈積ばい〉
平戚28年度実績の届出時適合率の方 〈下がる〉

38 徳島県
が上回っています。 平戚28年度実績の完了後時適合率の 県ホームベ世ジで・情報提供を行い、事案
理由として、ユニバ世サルヂザイン 方が下回っています。 者の意識の高揚及び知識の音及を図る。
の考え方が事業者〈建築主〉に浸透 ~.!由は不明です。
してきたととが考えられます。

-事塁悪者や絡設管理者筈に対して、適切

(下がる〉
に情報提供を行う。

バリアフリ由主患の特別特定建築物に
-ホームベ世ジやマニュアル筈で、条例

37 香川県
該当する物件数が24年度に比べ2/

現時書当 の概要及び笠{高基準について広〈周知す

3に減少したととが考えられる。
る。
-ホームベ世ジにおいて、適合iiE交付随
設を掲載する。

適合iiEを請求する件級が少なかっ
た。

完了後適合率については、適合iiE請求件
39 高知県 届出時適合率はともに100%。

また、健設利用の観点から基準には
数が少ないだけであり、適合していると

適合できていないが1-1;管措置で笠備
考える。

基準問答に対応している線設が多
かった。
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【調査票２】４／４

自治体意見

No 
自治体
2012年度と2018年度(J)届出時適合率 2012年度と2019年度の完了後適合率 今後どのように適合率を向上させようと名
の比叡しての考え の比駁しての考え 考えるか。

建築物所有者、設計者や絡工業者などの

〈下がる〉
事業者をはじめ、 I玄〈県民へ福祉のまち
づくり条例の音及啓発を行い、条例の趣

平成28年度は、社会福祉飽設の完
旨・目的筈の理解を深め、笠{高基準に適

了後の適合率が平成24年に比べて
合する~i量笠備を行うよう指導に努めて

〈検ばい〉 {底〈なっている。届出の約半数を占
いく。また、 「誘導用床材」、 「注意喚

40 福岡県
届出時の適合率については大幅な1曽 める社会福祉絡設では、高齢者のつ

起用床材」の設置を高齢者のつまづきのi高はないが、引き続き適合率の向上 まづきの原因や車いす使用者の負担
原因や車いす使用者の負担になるととを

のため、助言・指導筈を行う。 になるととを理由に、 「誘導用床
理由に拒む事業者には、使用や管理など

材」、 「注意喚起用床材」の敷設を
の状況を協議した結果その機能を損なわ

拒む案者もいるととが適合率が下
ない代管措竃〈人的対応〉で対応が可能

回った一因と考えられる。
であれば助言し、笠{高基準に適合するよ
うに促す。

当該年度に完了した建築物は、必ず
建築物の計画において、高齢者・陵 しも当該年度に届出があったものと
害者筈が利用するととを想定しない は限らないため、各年度数値は上下

絡主や設計者に対し、条例への適合義務

42 長崎県
ととや、建設問の予算箸で対応でき する@また、適合証の交付はf壬怠申

に闘しさるに広〈周知し、指導を徹底し
ないとと答、健主の様々な理由によ 請であるとと、既存1曽築計画の場合

てい〈とととする。
り一部適合しない部分が生じている は、建物全体が適合しないと交付対
ため。 象とならないととから、検査数と交

付数に差があるものと思われる。

基本的な計画を立てた時点での協議が行

43 熊本県
{直は上回っているが、本県ではその われるように周知し、対象建築物につい
理由を分析していなし、。 て笠{高基準に閲する助言寄を行い向上を

図る。

〈検ばい〉
平成24年度実績に比べ，届出数が 〈下がる〉 誘習会答において，福祉のまちづくり条

48 
鹿児島 減っているため届出時適合率は上 平戚28年度実績では，適合証交付件 例の重要性を伝えるとともに， (努力義
県 回った。 数が0のため，完了後適合率は下 務のため〉可能な限り基準に適合するよ
平戚24年度に比べ，笠{高基準の認知 回った。 う指導筈を行う。
度が上がっているため。

(下がる〉 〈下がる〉
既存絡設の活用による用途変更など 既存絡設の活用による用途変更など

47 沖縄県
で、適合させるととが困難となる事 で、適合させるととが困難となる事 審査機関と連携し、条例の音及・啓発を
例が見受けられる。 例が見受けられる。 図る。
また、条例に閲する県民の理解が十 また、条例に閲する県民の理解が十
分でない。 分でない。

-福祉協議の対象となる用途変更筈
平成10年に福祉のまちづくり条例を

事前協議の際に完了検査を受検するよう
48 福岡市

の届出力1多〈なったため
制定し建築主や設計者に福祉に対す

指導を行っている。
る意識が浸返してきたため

平戚24年度届出時適合率58% →
平成28年度届出時適合率48%
届出数は小規模建築物の割合が高

平戚24年度完了後適合率52% → 事前協議I~階での丁寧な相談・指導によ
〈、予算の問題や絡主の意向害によ

49 宮崎市 り適合率が{屈し、ため。また、ス世
平戚28年度完了後適合率37% り届出時適合率の維持・向上に努め、完了

)~世筈の中規模庖舗で健主の意向に 届出時笠{高基準適合数とともに完了 検査の受検漏れが無いように指導し、適

より誘導ブロックを君主設しない物件
検査数も減っているため。 合iiE交付数の向上を図る。

が多い傾向にあるためと考えられ
る。

50 
世田谷
ほぼ同じ数値である。 ほぼ同じ数値である。

窓口での案内及び協議を丁寧に行うとと
区 が重要と考えます。
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【調査票３】１／２

管理 審査 条例審査機関

No 自治体名 福 建 福 建 うち

t止 日~ t止 日~ 
条例審査機関 審査組織4担当者数

専門 担当 担当者の福祉のまちづくり条例以外の担当
官F官F官F官F 音F署 者数 薬務
r， r， r， 門 幸世

19 (出発 45(出発 建築確認申請審査、検査及び届出の受理

3 岩手県
県振興局・特 桜関12+4接関32+。。箸〈建築基準治・建築物省エネ記長・バリア
定行政庁 特定行政 特定行政 フリ由法・果E書記長・リサイクル記長・建築士

庁7) 庁13) 記邑筈〉

福島県各建設

7 福島県 事務所・特定 10 34 建築基準添箸の審査・検査薬務

行政庁

県土木事務
g 栃木県 所・特定行政 12 12 建築基準記長に閲する実務。

庁

-閉発許可に係る審査、完了検査

-建築基準記長に係る施工型・許可・認定事

県建築安全セ
務、相談事務

11 埼玉県 ン担世 15 99 。。-定期報告に閲する事務
• CASBEE審査事務
-建設リサイクル記長事務

-建築計画概要書筈め写しの交付事務

県土木事務
建築基準記長に基づく審査、現地確認審

14 神奈川県 1 所・市〈特定 15 18 
バリアフリ由主車に閲するとと筈

行政庁〉

建築基準添に基づ〈建築確認、建築叉は閉

土木セン
発行為の許可、富山県畏観条例に基づ〈犬

規模行為の届出、建築物のエネルギ世消費
18 富山県 J;r世・特定行 7 21 。。

性能の向上に閲する説得に基づく届出及び
政庁

富山県野外広告物条例に基づ〈屋外広告物

の許可等

県建築住宅 治令に基づく審査、検査及び届出の受理

20 長野県
謀、建設事務

17 38 。。箸〈建築基準治・建築物省エネ記長・バリア
所・特定行政 フリ由法・果E書記長・リサイクル記長・建築士
庁 記邑筈〉

県建築事務 建築確認薬務、バリマフリ由主患に基づ〈認

21 岐阜県 所・特定行政 4 18 。。定、省エネ主主に基づく認定、都市計画記長に
庁 基づく閉発許可答。

土木事務所・

22 静岡県
特定行政庁県

7 。。建築基準治関係薬務 ・バリアフリ由主車関
建築安全推進 7 係業務 ・耐震改修促進治関係業務など

謀、

〈愛知県〉

-音及、啓発事業として、人にやさしい街

づ〈り賞の実随、人にやさしい衛づ〈り地
県住宅計画課 綴セミナ世の閉催、県政お届け講座の実

1釘づ〈り事案 絡、設計士向けの誘習会の開催、建築士会

23 愛知県 ダル世プ、特 7 23 1 (愛員4 の会報誌に笠{高基準め解説について連続講
定行政庁 (6 座掲載などを行ってνる。
市〉 〈特定行政庁〉

-建築確認審査薬務、省、エネ添審査薬務、

リサイクル治薬務、長期優良住宅審査薬務

箸ほか

建築確認審査部局で行っているため専属僚

県建設事務
員はいない。

24 三重県 14 58 。。建築基準添関係、建築物省エネ記長、建設リ
所、四日市市

サイクル治〈ー郁特定行政庁を除<>、 16
市計画記長〈一部特定行政庁を除<>
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【調査票３】２／２

管理 審査 条例審査機関

No 自治体名 福 建 福 建 うち
祉 j，S f止 築

条例審査桜関 審査組織 担当者数
専門 担当 担当者め福祉のまちづくり条例以外の担当

li~ 苦F 音F 部 部署 者数 業務
門 門 r， 門 事史

25 滋賀県
市町〈建築 ・

19 
各市町に届畠事務に関する権限移譲を行っ

福祉部門〉 ているととから、詳細は不明です。

京都府土木事 -温暖化対策関連届出に関するとと
務所建築住宅 府7，衿

13 (府
-建設リサイクル法に関するとと

2& 京都府 室宇治市都市 定行政庁 -建築指導に関するとと 〈確認筈〉
笠{属部建築指 1 

のみ〉
-耐震改修i.:D差に隠するとと

導課 -定期報告草憶に隠するとと

27 大阪府
市町村・府担

43 
当窓口

29 奈良県 1 
土木事務所 ・

8 20 。。建築基準法定期報告受理、建築基準法第12
特定行政庁 条5>頁絡告審査、害

県建築指導

33 岡山県
謀、県民局建

10 10 。。建築基準添筈に係る申諮筈の審査・指導
設部管理課・ 答。

特定行政庁

34 広島県 市町 30 30 。。-建築基準主主宰只こ隠する事務審
建韓基準滋に関する事務 ・建築物のエネ
ルギーf育費性能の向上に関するま呈f童に隠す

県建築指導 る事務 ・高齢者、隠害者筈の移動等の円

35 山口県
課 ・特定行政

14 55 。。滑化の促進に関する浴後に関する事務 ・庁、県土木事 郡市計画法〈第29条筈〉に関する事務 ・
務所 建築士主主に関する事務 ・都市の蝕炭素化

の促進に関する法律に関する事務 ・浄化
4曹涼に関する事務

3& 徳島県
県都市政策

B 14 建築確認業務
課 ・徳島市

37 香川県
県建築指導

3 10 
-建築基準法通ご関する審査指導め他建築物

謀、高松市 省、エネ法警の届出や報告の審査業務

県建築指導

39 間島県
謀、幡多土木 2 

8 建築物め確i，-P...検査に関するとと。

県土釜備事務
出発1 出発3所、各市建築 建築基準法L建設リサイクル治、省エネル

40 福奇県
確認申請担当

l、特庁 l、特庁
ギ-~阜、主主Z主禁法、宅建禁法筈め業務

窓口
3 不明

県建築課・県
〈長崎県〈主に地方機関)> 
-建築基準議関係業務 〈確認申請審査毒事〉

42 長崎県 振興局土木事 11 3& 。。及び建築関係記長令業務 〈バリアフリー法、
務所長崎市、

建築物省エネ主主害事の審査審〉
佐世保市

-建築富絡菜務

県広線本音~}主

43 富島本県
築担当窓口 7 

29 。。建築確認申請の審査、事前相談対応薬務な徳本市、j¥代 ど
市、天草市

県建築課、県
1邑綴振興局土

4& 庚児島県 1 木建築課、震 11 11 確認審査など
児島市筒害福

祉課

県土木事務
47 沖縄県 所・特定行政 12 

庁

48 福司市 住宅都市局建築 1 12 
-確認申請審査業務
-建築確認検査業務

建築基準訟に基づく許可・長主認 ・認定・指

49 宮崎市 宮崎市建築指導 1 4 
定に係る審査業務、長期優良住宅認定、中
高層建築物等に関する指導業務、バリアフ
リー法め審査業務
郡市ヂサ、イン全般に関する事業め盆雷・運

50 世田谷区 郡市笠備政策部 1 13 l 5 
富風果づ〈りに関する事業や計画作成・運
用ユニバーサルヂザインの着及啓発事業や
計画作民主・運用
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（４）第 1 回自治体ヒアリング調査

①調査期間 2014 年 11 月 13日～14 日

②調査自治体 大阪府、兵庫県、鳥取県
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                             平成２６年１０月２７日

大阪府住宅まちづくり部建築指導室

建築企画課長 様

東洋大学ライフデザイン学部人間環境デザイン学科   

教授 高橋儀平                                                                 

東洋大学福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻

博士課程後期 岩浦厚信

〒351-8510 埼玉県朝霞市岡 48-1 髙橋儀平研究室

TEL 048-468-6356  tgihei@toyo.jp

建築物バリアフリー化の指導に関する聞き取り調査について（お願い）

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

私どもは、すべての建築物のバリアフリーについて、研究を進めております。これまで

２回の調査（「平成 25 年 8 月 2 日付け」及び「平成２６年３月２８日付け」）については、

ご多忙にもかかわらずご回答いただき、誠に有難うございました。

この２回の調査において、委任条例や自主条例における対象建築物の用途や規模、事務

手続きの内容、建築物のバリアフリー化の現状も大きく違うことがわかりました。

これらの自治体の中でも、貴自治体の建築物のバリアフリー化に対する取り組みは、小

規模建築物のバリアフリー化を含めた条例の規定や行政指導の体制などたいへん優れたも

のであると判断いたしました。

そこで、ぜひ貴自治体の建築物のバリアフリー化に対するお考えをお聞きしたいと考え

ております。

つきましては、下記の日程で聞き取り調査にお伺いしたいと考えますので、お忙しいと

ころたいへん恐縮ですが、ご教示いただきますようお願い申し上げます。

なお、調査内容に関する資料について、ご恵与いただければ幸いです。

記

１ 訪問日  平成２６年１１月１3 日（木）１０：３０～１１：３０

２ 調査内容 別添（調査票）

３ 調査員  岩浦厚信

      住所 〒880-0939 宮崎市花山手西２－４－１

      E-mail asuran@miyazaki-catv.ne.jp
      携帯 090-8357-3546

       職業 宮崎市税務部資産税課主幹

          〒880-8505 宮崎市橘通西 1 丁目１－１ TEL  0985-21-1743
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【自治体名】
月IJ紙

質問
①委任条例において、病院や集会場、福祉施設等はOrずから、物販庖、飲食庖等は200rrf以上と対象

規模を引き下げていますが、対象用途とその最小規模を定めた理由を教えてください。

回答

質問 ②自主条例において、事前協議の対象用途と規模(コンビニ100~200ぽ来満等)を定めた理由を教えてください。

回答

質問
③EV設置等の建築物移動等円滑化2基準の適用を500所以上としていますが、 500所以上とした理由を教えてくださ

回答

質問
③建築物移動等円滑化基準I~、多機能{更房等の設置や階段下端部の注意喚起用床材設置、そのほ
かの基準を付加した理由を教えてください。

回答

質問 ⑤委任条例施行後の成果や課題がありましたら教えてください。

回答

質問
⑥委任条例(確認申請)と自主条例(事前協議)を分けてバリアフリー化の指導をしていますが、それぞ

れの良い点や課題がありましたら教えてください。

回答

質問 ⑦適合証交付をやめた理由を教えてください。

回答

質問 ③自主条例I~おいて完了検査を11-わない理由を教えてください。

回答

質問 ③手IJ子補高官制度の設立目的とその活用状況I~っし、て教えてください。

回答

質問
⑪陣害者差別解消法施行I~伴ない、委任条例や芭主条例の改正等の検討をされていますか、または
どのような場合に改正等が必要になると考えますか、お考えを教えてください。

回答
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調査日 2014 年 11 月 13 日～14 日 調査自治体 大阪府、兵庫県、鳥取県

【調査票１／２】

自治体名 |大阪府 兵庫県 鳥取県

調査日時等

i問責日 :2014年11月18日10 : 30-1 1 
1I問資自 :2014年11月14日9:00-1 

1 : 30 1 
10: 00 

調査場所:住宅まちづくり部建築指導室建|
li岡査場所:生活環捜部くらしの安心局

第傘画課 | 
|住まいまちづ〈り腺

ヒアリング者..福祉担ウン措J.!fグループ怠 |
|ヒアリング者:j曽井 紹介氏

賀華民 E 

l問資自 :2014年11月14日14 : 00-1 
5: 00 
調査場所:県土笠{高官Fまちづくり局都市政
策腺都市政策即i
ヒアリング者:森崎 鋭光〈としき〉 氏
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【調査票２／２】

自治体名 大飯府 兵庫県 鳥取県

③自主条例の
バリアフリー化を誘導 〈補完〉するものと 従来の規定になレ事項を自主条例に

1貴書1] して位置づけた。基準を満たすため、画一 追加した。柔敏弘、運用が可能〈鏡則6 強制力がないため委任条曹lト見直した
自哲也、基準でな〈ある程度柔敏弘、指導力河童E条2J頁〉

⑨自主条例|こ 鉄道駅のパリアフリー徳助制度や公共鎗設
τ乳、てめ喜害発 のバリアフリー格績の提供をホームページ
等 害により行う。

⑩自主条例め
努力義務であるため事業者(!IIの意向によめ 自主条例のみだった時期には届出がな 努力義務で、ある自主条例では、基準への適i終量等〈民間

指定Di毒性貴重
笠備の可否が左右され指導が:蟻廷になる場 されない場合や笠備基準に適合しない 合率の低下町鳴き、制定当時69.8%→ 

検錫君。
合がある 笠{置が自在される場合もあった 平成 17年度28.8%であった

小規模の購買縫設筈は、生活に密着

した身近な施設であり、高齢者筈の"J
コンビニは、府民ti¥日常よく利用するもの

用頻度も高いととから、高齢者筈が安
H19改正のバヲリックコメントの意気につ

⑫l、規模施訟 であ旬、規模が 100rri'以よ200rri'来満 会かっ快適に利用できるよう笠備すぺ いて、新18条静l陀比践した場合、面積要件
のパリアフリー のものが大多数を占めるため自主条伊助対

き基準を定め、2002年に自主条例に追
は従来の条例と問答もし〈主主緩和されてお

加した。規定は努力義務であるため、
fヒ 象とした。 (20 Orri'以上主主雲f壬条曹l初対

実重加生について担保で、きてレる訳で
り 、 小銭模な旋設の~1~連立可能で、ある富田

象〉
なL、が、一定:nの居畠はなされてお 答

炊 事業者 〈建築主〉筈への意識啓発
はなされているものと考える。

1994年に「対隔福祉のまちづくり推進委
員会Jを設置した。そして、より一層、福 兵庫県は、 「ユニバーサJは土会づくり 1997年に自主条例を随行しており、 「鳥取
祉のまちづ〈りの稽遂に資するよう推進委 ひょうど推進会議』を2005年に設立し 県福祉のまちづくり推進1商品義会』は前年め

⑫当事者を含
員会は2012年に、 『大阪府福祉のまちづく た。ユニパーサル社会づ〈りに質問す 1998年に設立している。当初主主自主条O'Iを

む福祉めまち
り審議会」に改めτいる。 る絶滅団体、医療・福祉団体、線館・ 提言する機関であり、条曹l随行後は進捗状
審議会は、学識経験者、福祉・ 医療関係固 公共交通機関警の民間事業者などの地 況警を審議する桜簡で、ある。協議会におL、

ヌ リ推J!*II綴 依障害者団体、事業者団体、行政関係筈 樹土会を構成する多様な主体め参加を て自主条例の進捗状況につレての検証が行
に丸 、て の34名で、構成している。条例の管理と審議 f専た県民運動として事茶を展開する。 われ、年々実効性が低下してレたととか

会め事務局は、大阪府住宅まちづ〈り部建 2014年現在守、481会員 (275団体・ ら、改善要望が出され、2008年に自主条例
築指導室建築盆画祭で、ある。 企業、個人188名〉で、ある。 を廃止して、委任条例のみを定める。

利子矯給量omごついて、金量量桜弱からの倍
福祉のまちづ〈句事業福助金制度は、自主

り入れについて実質金利1%程度の利子繍
条例の当初からある制度

⑬福祉めまち 給するととで改善を促進させるとと;IJ'JII
ヌ リ事業補助 L、。平成6年度に制度を立ち上げた力九億

目的:特定建築物O)BF化推進
活用状況 :H 19以降、 物~底、ホ子ル、 線

金制度等につ 金利時代に入ったととに伴う制度活用件数 館を中心Lこ23件 (3~牛/王手〉
いて の滋少により 〈平P.l<14年には利用者0)

財源:単独県費〈社会資本整備提案~)
平成 18年に制度廃止。(繍助額は年数万

補助率1/2(国1/4・県118・市町村1/8)
円だった〉

福祉のまちづくり事業として、福t止の
まちづ〈りアドバイザーによる絡設の
点検・ 助言を行う「チェッウ&7~.パ

適合語交付につレT、委任条例の対象用途 イザー制度」や鎚設のパリアフリー・I量 適合言E交付につレて、 申i吾~~基づき交付し
⑬その他め福 につレてはすべて基準に適合しているた 絡め提供を行う「バリアフリー情報公 てレる。
祉のまち女り め、建築基準主主に基づ〈検査清掃勧再発行 表制度』、利用者筈の意見を適切に皮 交付状況は、H22~6、 H23~5、 H24~

事業等につい されれば適合誌を完f号する必要がない。自 映した~i童笠i眉ー 管理運宮を行った縫 3、H2争、-2

て 主条例だけのものに適合誌を交付すると漫 設に対する認定を行う「県民ユニパー
~L:b'生じるため取りやめた。 サル総設認定草IJljむ などを行う。との ※従来の条otごあった制度を残した

自治体は、建築部門の専門部署が中心
とな旬、福祉のまちづく りを推進して
いる申

⑮障害者差別
県が行っている様々な縫実〈奮及啓死事

角幸j員長去施行に 国が「合理的お宮E慮』の建築物客の笠
伴なう委任条

固め基本方針警が策定されていないため、
{廊こついて示した場合は改正が必要と

菜、主主設へのBF(ヒ笠倫補助事薬害〉によ

Of等め改正に
それらを注視し今後検討

なる
り 、 ひとまず条例の改正力~要と考えてL、

τ乳、て
なL、
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（５）第２回自治体ヒアリング調査

①調査期間 2016 年 1 月 27日～6 月 3日

②調査自治体 福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県、福岡市、

神奈川県、横浜市、世田谷区、練馬区（11 自治体）
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                             平成２８年１月１９日

福岡県建築都市部建築指導課 様

東洋大学ライフデザイン学部人間環境デザイン学科   

教授 高橋儀平                                                                 

東洋大学福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻

博士課程後期 岩浦厚信

〒351-8510 埼玉県朝霞市岡 48-1 髙橋儀平研究室

TEL 048-468-6356  tgihei@toyo.jp

建築物のバリアフリー化及び福祉のまちづくり施策に関する

ヒアリング調査について（お願い）

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

私どもは、安全で快適な建築物のバリアフリー化を目指すことを目的に研究を進めてお

ります。これまでの２回の調査（「平成 25 年 8 月 2 日付」及び「平成２６年３月２８日付」）

につきましては、ご多忙にもかかわらずご協力いただき、誠に有難うございました。

この２回の調査において、自治体によって委任条例や自主条例における対象建築物の用

途や規模、事務手続き等の規定や、福祉のまちづくりの課題を解決するための施策も大き

く違うことがわかりました。そこで、ぜひ貴自治体の建築物のバリアフリー化に対するお

考えや福祉のまちづくり施策等の内容についてお聞きしたいと考えております。

なお、この自治体のヒアリングについては、１０自治体ほど計画しており、博士論文と

してまとめる予定にしています。調査結果につきましては貴自治体がホームページ等で公

表されているもの以外の情報について、自治体名を公表することはありません。

つきましては、下記の日程で聞き取り調査にお伺いしたいと考えます。お忙しいところ

たいへん恐縮ですが、ご教示いただきますようお願い申し上げます。

なお、調査内容に関する資料について、ご恵与いただければ幸いです。

記

１ 訪問日  平成２８年１月２７日（水）１５：３０～１６：３０

２ 調査内容 別添（調査票）

３ 調査員  岩浦厚信

      住所 〒880-0939 宮崎市花山手西２－４－１

      E-mail asuran@miyazaki-catv.ne.jp
      携帯 090-8357-3546

       職業 宮崎市税務部資産税課主幹

          〒880-8505 宮崎市橘通西 1 丁目１－１ TEL  0985-21-1743
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[調査票1)

貧自治体が17う福祉のまちづくり推進施策等についでお聞きします。忽当する事業がありましたら、事業目的や内容、成果、課題についてお聞かせくださ
い。なお、調査内容に関する資料についでご賞与いただければ幸いです。

No 事業名 正式事業名と目的 内容 成果 際坦

福祉のまちづくり

1 推進協験会等の
住民協働の普及

啓発組織

2 福祉のまちづくり
推進計画等

広報詑やHP等
3 によるものや鱗
演会、研修会な

どの啓発事業

適合註受付施設

4 等を紹介するパ

リアフリーマップ

福祉のまちづくり

対象施般の肋

5 成、融資制度等
思号

パリアヲリーアド
パイザー制度等

6 の民間施設に対
する支援事業
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【胴査票2]

質問 ご回答

自主条例について、整備基準に対する適

1合率を向上させるために行っている施策

やお考えがありましたら教えてください。

既存施設や小規模施設のハリアフリー化

2を普及させるために行う施策やお考えが
ありましたら教えてください。

委任条例化の予定はありますか、委任条

I~Iをすでに定めているとζるは改正の予定
31ilご'dいますか。そのJ!由を含めで教えで
ください。

民間確認検査機関と貧自治体で行う建築
確認申請の割合について、 おおよその比

率を教えてください。また、民間確tE検査
4機関|こおいて、自主条例の自治体への届
出指導や、バリアフリー;去の審査等に関し

て正しく行われているかわかりますか、事責

えてください。

建築物のバリアフリー化|ごついて、建築主

や設計者、障害当事者等からの意見や要

5望を聞く機会を設けていますか教えてくだ
さい。また、その内容について教えてくださ

い。(別紙添付でも可)

他自治体の施策で、宣自治体において実

6施してみたい事業や参考となる事業があ
りましたら教えてください。
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調査日 2016 年 1 月 27 日～１月 29 日 調査自治体 福岡県、佐賀県、長崎県

【調査票１／２】

自;台{本名 福岡県 佐賀県 長崎県

ド腫日時等

調査a: 2018年1月27日 〈水)15 :30 
~18 : 30 

調査場所 :福岡県建築都市部建築指
導課

ヒアリング者..盆画係秋田諭生氏、
主事葛原原子氏

調査日:2018年1月29日 〈金) 9: 3~ I調査目 :2018年1月28日 〈木) 1 5:0~ 
10:30 118:00 
調査開月:佐賀県総括本部ユニバーサl調査場所:長崎県福祉保健部福祉保健
Jレ社会推進夕、ループ l課
ヒアリング者:主査徳安1専行氏、副主lヒアリン夕、考:地獄福祉却i 小JI[京子
査田中依皇子氏 l係長、J!I上年仁係長

ゆ条伊防施行状

院について

1998年に自主条例のみを制定してし、 11998年に自主条炉}のみを徳行ずる。 ，
I~ :，~ ~~or_:::~~~~'::~~':"'~~ !: '? ~~ 1 1 997年に自主条例を縫行する。 条砂防

る。条例のタイプは「総合型」であ |条例。タイブは「総合型Jで、ある。自主l
I~~:~~ ;:.:!. ~~_~! ..:.. ~:!!=~ ~~~ ::=~..~ ~ Iタイ プは「総合型」で、ある。自主条例

る。自主条例の管理は福祉労働部隊|条例(J)管理は県民環綾節県民協働課ューl
| ーlは福祉保健部福祉保健課が管理し、事

がい福祉課で、届出警の事務手続き |バーサル社会推進担当の専門音~~を設霊l
I~ . -~~~="!!~!=~~::!~!:~~~~La. 1務手続きは土木節建築課が行う。

は建築都市部建築指導課が所管 |し、事務手続きは建築部門が所管する。 ・
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【調査票２／２】

自;台{本名 福岡県 長崎県佐賀県

| 許可筈桟断る原動嚇する説
|明会警に出席し、 f福祉のまちづ〈

⑤自主条Olllこつ

いての魯発等 り条例』に関する説明を実姥する。

主に建築士を対象とした「建築物のUD
習会」を実箆し、バリアフリー(1;の考え

方の普及を図ってレます。また、公共的

結設UD化支緩相談窓口を設蓋し、既存卜公園設計などトイレづくりを含め
絡設の改修についてソフト的対応と合わ|て 住民参加によるワータショップで、
せて改善方法をアドバイスしています。|公包づくりを行う。258ごついては、佐賀県調査票⑤参 l浦上駅は、住民の意見に対応して改

11事を行う。

-民間9 行政1
・福祉のまちづ〈り条曹'It~ついて
は、特定行政庁が民間確認後歪欄

題吋指定礎|確認し来…創制ま逐猷次届畠
l「⑦時一拶悌 よりの報告艶 牝凶Lに叩ご
認F桟吏萱機関〉 するように速絡する。たた、し、す、でで、

に工事着工してレる場合があった。
'BF'法は、関係規定となってお
り、 適正に行われTいる。

平成26年度ペース建築確認済みの割合
民間:行政 〈県+佐賀市)=7: 3 
※建築物(l~4号〉 の確認E膏みfキ事妨、ら
箪畠してL、ます
※計画駄目は除いてレます

民間観検査機関において福まち剤1防 |なし
届畠指導がなされてレるカヰま不明で、す。

物販底>>>100伽子以上、病院や飲食庖
|③小規模施設の |など白1>300'"以上を対象艶固とするな |小規模施設に対する緩和基準は設けてレ|小規模縫設に対する緩和基準は設付て
パリアフリー化 |ど民閣総設の小規模縫設もこ対するバ |ない。 I~、ない。

リアフリーfヒには積極通?で、はない

福祉のまちづくりの総合的な推進を
目的とした「福岡県福祉のまちづ〈
り協議会」と建築部門にお付る「福

岡県ひとにやさしいまちづくり1磁義
⑤当事者を含む福|会」を1998年に設立して、活動を実
祉のまちて火り唯|縫したが、自治体に主主いて事薬剤面
進絡調翻こついて |を守号、" r福司県福祉のまちづ〈り

1商品護会』は2008年度に、 「福岡県ひ
どにやさしいまちづ〈り協議会」は
201似芋度で、終了
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⑪福祉めまちづく
リ事業補助金制

度等について

-笠備基本計画策定事業
-福祉のまちづ〈りモヂル事業
①移動ネッ トワータ施設笠官軍事業
②既存建築税政善事業
・福祉のまちづくり優良建築物{お量
事業
-福祉のまちづ〈り音及啓発事業
平成24年度で、事業終了

トイレ洋式(1;福助金
来客用トイレがある民間極量や公共施設
に対し、事日式から持式への便器取管えな|なし

どの費用の-Il'を県が徳助する。

。その他め福祉

のまちづくり事業

等につむて

市町村のパリアフリー笠備基本計画
策定事業と市町村や民舗に対する縫
設整備補助事菜、協議会めワーキン
グ音階の調査E服、年2固め講演
会、広報誌 r)、ートフルタウンふく
治かJ ( 1 997年~200S年度〉 、 「ひ

とにやさしいまちづ〈りニュースJ
( 201 0年度~)とれらの活動を署長義
する協議会の訴事会と全体会議を年

1回行ったカ1'.. ~基金の切り崩し終了
によ旬、 とれらの事穿摘、広報誌発
行を嫁して2012年度で、すべて終了し
た。

「福祉のまちづくり条例適合証交付随

設一覧」 笠償基潟こ適合してレると
メールマガジン 「佐賀UD通信』、広報チl認める施設で、 かっ交付申請力主あった
レピ番組「さ倒JDステーション』、さがl鎚設一覧
ω実践議屋、公共的自車設ユニバーサルヂIr高齢者・侵害者住宅改造助成事業」
サ、イン化支援相談窓口、 UD畠前講座、観I~既存住宅をバリアフリーに笠備する
光のユニバーサルヂサ、インなどの多〈のIP輩、工事費の一部を助成、工事K要す
UD事業を行う lる経費の1/3以内とし、力り 繍助金

の額は22万円 〈市町助成金を含む〉を
限度
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調査日 2016 年 1 月 29 日～2月 22 日 調査自治体 熊本県、大分県、鹿児島県

【調査票１／２】

自;合体名 熊本県 大分県 鹿児島県

laJJ室日時等

調査日:2018年2月22日 〈月)15: 0 1 
|調査目:2018年1月29日 〈金)18:00--、-，

O~ 1 6 : 0 0 I ~~~ ;: . "y .y~ . ，， " y ~ ，~， . y .yy  1調査日 :2018写2月22日〈月)1 
117:00 1 

調査場所:第本県健康福祉部健康福祉政 I ;~';;~~，.: _ ...L. .J' ，-..I!!!I .l"，~._~ii;' ... .r __~~___ 10 : 30.......1 1 : 30 
|調査場所:大分県地裁福祉推進室 | 

策課福祉のまちづくり塞 I :'~J~:"~}:" ~，~ ~.J' ~~:~~~~~-'~^:~_ I調査場所:震児島県土木部建築課
|ヒアリング者:地域福祉却i専門員 | 

ヒアリン夕、者:;福祉のまちづくり室参事 I ~ ~ ~;: :;. -a ~~:=~~:'~;-..:. :_-'I~ Iヒアリング者 :計画指導係 係長高
|島幸寺典久氏、建築住宅課指導審査fJl 1 

中村文民，土木部建築課アー トポリス ・Ut却11I~~ ;:-;，，:~:，.，;:=，.;rc 1...""_0'I'-"l' 1:II~'_'.:L"'. I崎習幸氏、技師村元航大兵
|主査庚本健治氏 E 

主任技師倉富華奈良 ' 

|①条例の施行

状況について

『自主・委任一体タイプ』で、ある。 1995年
に自主条例を制定し、 2008年に条例を改正
し委任条例化を行った。条例の性格は 『総
合型」 である。自主条例及び雲f壬規定め管
理は、健康福祉部健康福祉政安課に福祉の
まちづくりを総合的に縫進する専門部署
『福祉のまちづくり室』を設置して行う。

「自主ー委任一体」タイプで粂jJlk乃さ買 l
11999年に自主条例のみを制定する。条

イプは 「総合型」である。1995年に自|
|例のタイプは 『総合'!I!Jである。自主

主条例を制定し、2012年に委任規定め|
|条例の管理は福祉部門で、事務手続き

管理は福祉部門で、自主条jJlk刀事務手|
|は建築部門が所管する。

続きは建築吉F門が所管 ' 
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事寺別事奇定建築物は、 「衿g，皮援学校」
「病院.i室療所J r保健所、税務署
菩J r老人ホームー福祉センター筈J
「縛物館、図書館苓」を100加子以上と

規定してレる。

|⑤委任条例め
課題 / 

「病院.i室療所J r老人ホーム ・福祉
センター害事Jr公衆{里ifiJを Orrf以

また、自主条例では、特定結設を 『病院・ |上、 「物販庖2舗高J r学較J r病院.i髭吉1r病院害J力が"'3鈎0伽子以上、 「物F販居庖

悶穫肱につι少川ト 物娠鮪時庖麟筈Jr噌鳴叩飲綿加食館底J r悶 |会鍋場J r保鍵断所 税務謂嬬署群筈J r老人 I~の…鰭鰯設は 箆能E… に応じ
I~⑤自主諒条紛鮒矧砂伊例伽'1肋lゆめ 髭締抑恥療棚所〈仰収容鶴鰭膳鰯臨E設訴量持恥有

て 3銀畏行筈J r病院筈J r物F販E庖舗Jカが1礼l刊0伽子以 |ホ-ム-福t祉止センタ-筈J r体育館 ・ |て O rrf以上~2000rrf以上の範囲で定め
上としている。 1遊技場審Jr得物館、図書館筈Jr飲|ている。

食庖」筈ほ、1000rrr以上と規定してい
る。

|⑥自主条例 こよ事務手一前…を規定…ーほ規定… L。事務手続事務手…守状況は届蹴「守
る抗駅つ|前…守状況は 『概…てし |問守状況ほ、一 7眉ともに |ち…。 』と…が 完了届
いて る。」としている。 r守られてレる。Jとしてレる。 は 『守られていない。 Jとしてレる。
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【調査票２／２】

自治体名 費掠 県 大分県 鹿児島県

-建築基準法所管沼局としては、窓口
にてflllll'l相談や協i著書ま随時受付してい -ヂ三ツタシートにより、不適合の場

ゆ、て自の主聖条書例につ る。 (8'~:法で定めた叙値基準主主満た 合は修正できるカ古且惜している。適合
発等 しても、実際め使い勝手として連動し のためには所有者の理解が必要 と考え

ていないため、 実沃に合わせた数値を る。
定めてほしい。 筈〉

-平成2S年度は民筒8・行政2
. BFi阜に関しては、 行政民閉め別な

-民間8:行政2
〈適正に審査が行われている。 . ~窃 5 : 行政 5

-自主条例の届出指導については、県 -民局指定確認検査機関に畠されるも
-年に喜掴 自治体と民間指定確認検査機関

指定の民間指定確認検査緩関について のも福祉のまちづく り条例に該当する
とで、意見交換の場を設けており、BI"法。

は、年一度の立入後査の際に各種関係 ものは、県害への届出が必要があり、
しんさに関しても判断基準などの協議を

記長令の届出筈め協力をお車噴いし'n、 それ滋民間指定確認検査機関へも周知
行っている。

る。ただし、大分県に事務所のない民 されTいる。 その確E慌ましていない。
間指定確認検査機関に対する指導権限
ほない。

『物妓庖舗Jr学綬Jr病院・ 2雪療
所Jr劇場，映画館，(ft覧場審Jr集会

刷ゆバ、規リア護フ施リ設ー
場Jr保健所、 税務署筈Jr老人ホー

なし
ム ・福祉セン担世筈Jr体育館 ・遊技 小規模絡E霊もこ対する緩和基準は設けて
場審Jr博物鍔、図書館害Jr飲食 いなν。
底J 筈主主、 1 000nf~Xよと規定しTお
り、小規模縫設のバリアフリー化には
消極的で、ある。

「くまもと ・高齢者や随害者にやさしいま
福祉のまちづく り推進協議会の遠宮な

ちづ〈り推進1畠正義会』を設差する。 との協
どに建築部門も大き〈関わる。ヒアリ

議会は、自主条例を樹 拘 2年前の1993'写5
ングの結果、との自治体は、年掴 の

月に設置して主主り、当初は自主条例制定め
推進会議におレて、自主条例の適合率

③当事者を含む を報告しているととから、適合率の{珪
福祉のまちづく

検討組織として、 自主条炉脱皮後滋、やさ
さが問題とな旬、過 語自治体の熊本県

しいまちづ〈りのあり方や奮及・啓発、 箆策 な し
リ推進。省主官|こっ の推進に関する役割がある。協議会は、宇土

の条静姥 参考に、2012年に委任条例化

いて 会福祉団体、学識経験者、 保健医療団体L を行った。委任条例化後もさちに届出

建設建築図体、行政、防災、教育、雇用、 適合率を向上させるよう要望が出てお

交通、商工、スポーツー文化、'1舗 の2陥
り、現在、mJ語自治依への調査を行い

程度で構成されている。
後討しTいる。 協議会の議事録や審議
資料はホームベー~ご公関してνる

rj鋒本UD建築物笠備促進事業」個人や事
業主の方7J>庖舗などの建物をi種も'/J>利用し
やすいようUDに配慮した改修工事をされる

⑩福祉のまちづ 隅之、市町村とともに建築費の一部を助威
くり事業補助金 する制度を設けています。動成績主主、200万 な し な し

制度等について 円 〈繍助メニューによって50万円〉を限度
とし、パリアフリー法や県やさしレまちづ
くり条悌こおける一定の基準を満たすとと
が必要になります。

「やさしいまちづ〈 り推進計画」に基づく
「おでか~安心 ト イレ音及事業」や 「やさ UD出前議座を小中学絞 (201拝 度SO

⑪その他の福祉
まち発見S撃事業Jr対話によるUD空間笠 較〉やUD製品の展示 (8箇所〉、 条静蛇 管理する福祉部門について、年

のまちて別 事
備促進事業J. UDアドバイザー設計制度 ホ世ムベ目、スごよりバリアフリーfヒさ 2回の福祉のまちづ〈りに閲する広報
〈一般財団記長人 熊本県建築住宅セン れた公央総設や民局姥設を紹介するパ 誌の発行や年12固め研修会答を実縫す

業等に司 、て ~-) リアフリ世マップ (2，98&箇所〉など る
'UDアドバイサ)、総量事業 〈健康福祉政 を行う。
策課福祉のまちづ〈 り室〉
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調査日 2016 年 1 月 28 日～6月 3 日 調査自治体 神奈川県、福岡市、横浜市

自治体名 神奈川県 総長市福司市

旨瞳日時等

調査目:2018年6月3日 〈金)15:00 li殴査目:201~年1月28日 〈木) 9: 30~ 
~15 :40 110:30 1調査日:201&年6月3日〈金)13: 2 O~ 
調査場所:神奈川県保健福祉局福祉 i調査場所:福司市役所保健福祉局総務部114:00 
部地域福祉課 旧安推進課 l調査場所 有牒市建築局建築環換課
ヒアリン夕、者調整夕、ループ 夕、 lヒアリング者:バリアフリー推進係長 lヒアリング者:建築環境係長梶山結実民
1レープリーダー諸星仁志氏 l枚薗輿浩氏

ゆ条例め施行

11だ刻こついて

『自主ー雲佳一体」 タイブで、条例
のタイプは 『ハード笠』で、ある。自
主条曹1~ 1 998年に縫行し委任条例(1:;
は200拝 に改正する。管理と事務手
続きの管理を福祉部門で1号、、、 審査
は県下。市町村や出先機関の建築部
門で寸予う。

「自主・委任一体』タイプで、条例のタイブ
1998年に自主条例のみを施行する。条例Iは「総合型」で、ある。1997年に自主条例を絡
の担イプは「総合型Jで、あ旬、自主条例ni'し、 2005年に委任条静制ヒを行う。条例の管
の管理は福祉音F円に福祉のまちづ〈りのIJ!t.ま福祉部門で、行い、事務手続きの審査は建
瞬間署を設け、担当係長主主建築技師で、l築部門に専門部署を設置して行う。自主条例
ある。事務手続きの審童崩建築部門で171の事務手続きほ届畠から完了検査まで規定す
う。 1るが、主に1000'"を鐙える特定縫設に完7検

査を規定してレる。

BI"主主委低条例と県条例は、公宍的
結設の)~リアフリー化をめざす点で

. 
ゆ委任条例11::に|ての分かりゃすさや、 保条Ø'~形が1:::.主 L~~;:~~~~~-:~;， j-" ::~.I:.;_r.;~~~' Iなしiス 、て |い(1:;させるとどなく、実効性を混{畢
. 目、してLい、〈虐力、ら、E別'I怜々 の条静伊'1'"陀で

するので、Eは主な〈、県条例を改正し、
委f壬条例を添格下条例とした。

ハートピ1レ添の改正によ旬、平成1&年に雲f壬
条例を福まち条例と別の条例として制定し
た。その後に神奈川県とjll崎市が一本化に改

正しており、本市に沿いてもバリアフリーに
関する規定が2つ存在するととの分舟、りづら
さの解消のために、自主規定と委任規定の両
方を規定した新しい福まち条例を市jま宣した。

1 1 r病院害事Jと「物llj庖産量」 ともに500
ゆ委任条例の 1'"以上を規定する。自主条伊陀蛍、
開途規模につい |特定縫設を 『病院害事』が0'"以上、
ヤ 1 r物販庖舗』は、 20伽子以上と規定し

ている。

臨任条例の

雲f壬規定においても自主条例と同様
に民銅指定確認検査桜弱に提出され
るものも含めて確認申請30目前に届
畠を規定して沿り、審査は建築確認
申請前に行う。

平.6.l<3年よ り建築条例における避難箆設の規
定や平践S年に福祉のまちづ〈り条例を定め
た。建築条伊腿平織11年にさ基準の改正を行
い、平践17年のハートピル条例に用途適用面
績をそのまま移行し、それ以外の用途滋福祉
のまちづく り条例の用途規模を踏襲した。な
お、基準を定めるにあたっては、 「積浜市福
祉のまちづ〈り推進会議」め専門節会たおい
て、学海経験者、障害当事者、建築調係者な
ど委員から意見を聞き、肉容を検討した。

/ |i匡雲拘繍叩沼… 定確認検歪4機躍潤に4援皇出されるものも含めて建
築確認申i諸葺の4ω0日前または2初0日前に届畠を幾
定して、建築確認申請とは別に審査してい
る。

8 『棉J 仰向上~500"'*;ì!ó..

綿 叶 … 。叩鐙…に応

自主条例の 『物販庖舗』 が200'"以上~500'"来
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事務手続きは届出から完了検査まで、規定
する。事務手続きの遵守状況は、届畠はl①事責m.畠議不適合
「守られている。』 、完了届も『概ね守lで了、きるだけ適舎になるよう指示し、で、きない
られている。Jとしている。 r施設笠l場合は理白書提出
備マニュアル」を作成し，冊子販売及V:I②事事m.畠議適合司完了不適合
ホームページマめ煮斜タウンローF可能l適合するよう指示し、で、きない場合ほ理由書
として， 笠偽基準をわかりやすく解説しi提出。なお、全部適合力」膏F不適合になる場
てレる。市の職員向けには，絡E童笠IjU!!1合獄、完了届と合わせて変更事前1由説書提出
当者向付研修やバリアフリー修験研修をi指示し、不適合通知書を発行する。
開催し，パリアフリ ーや手続きに関する I~B I"法不適合
意識書発を行っています。また，庁外のl事前協議で4ま適主患にさせる。完了時点で、不通
揺控備・管理者へはホ 4 ムページを通l合が発覚すれば、修正指示とともに、指定機
じて条例や事前協議についてお知らせしl関へ連絡。 (適合判断は積浜市〉
てレます。
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【調査票２／２】

自;台I本名 神奈川県 積浜市福岡市

H19年度かる県・積浜市， JI[O奇市が
宍催で、建築士を対象に「福祉のま

⑥自主条例につ|ちづ〈句研修会」を実絶してお旬、

いての聖書発等 |事前協議の周知を図ってレる。ま
た、平成1拝度からカラーパリアフ
リー誘習会をを実施してレる。
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|小規模揺銭こ対する儲唾準は設け
のパリアアJー |[，いる。
11: 1 

小規模対象箆設昔重和基準を設~てお
旬、小綾模施設に対するバリアフリ由化
には積極的である。 1自主条例において小規模対象縫設緩和基準を

パリアフリー改修の手引き 「みんなに|定めている。
やさしレお庖づ〈り』の作成 ・配布 〈詳
細は調査票1参照〉
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③
福
山
引
い

福祉のまちづくりの推進に隠する基本的事項
につレて調査審議するため、 「穣浜市福祉の
まちづくり推進会議Jを1997年に設立する。

20げ年に潟 こ基づき、 「バリアフリ世基|審議村容は、専門委員会及び小委員会におL、
本計画Jを定めるための推進協議会を設1，検討した事項について審議するとしてい
立し、 201拝に、重点笠繍1世区における|る。犠成立、市民{公募)、学識経験者、事業
道路、 公園、交通施設筈めパリアフリー|者、関係団体など委員30名以内で、ある。権
化{足i量計画や心のバリアヲリー推進によ|進会議の事務局は、健康福祉局絶緩福祉保健
る基本計画を定める。 1郡福祉保健三里で行う。なお、福祉のまちづ〈

り条例の建築物の審査害事を行う建築指導節建
築E毘;l隷においては、推進会議におレてハー
F音F刊を担当してレる。

⑮福祉めまちづ

くり事業補助金

制度等にτ丸、て
公共交通膳量のバリアフリー化のための
矯助制度

条例の対象姥設である既存の公宍的

銘設めバリアフリー改俄=ついマパ
リアフリーアFパイデーを祭料で派
遣する 『パリアフリーアドパイザー

⑪その他の福祉|制度J、 「既存建築物のバリアフ

のまちづKり事 |リーfヒ笠{眉ガイドラインJr宿泊縫
業期こついて 殿向けガイドラインJ rカラーバリ

アフリーサインマニュアルJr心の
バリアフリーリーフレット J rみん
なのトイレステッカーJの作威な
ど、多くの事業を実絶している。

適合iiE交付施設などのバリアフリー化さ
れた縫設を紹介する fバリアフリーマヲ1r統帥福祉のまちづくり剖 IIJ第12条に基
プJ (201拝 1月現怠登録件数984件)1づき、本市の福祉のまちづくりに閲する縫策
や出前議座、公共交通施設のバリアフ |を総合的力、つ計画的に推進するための基本と
リー化のための徳助制度、小規模庖舗筈|なる「稜浜市福祉のまちづくり推進指針〈平
に対するホームページや手引きによるバ |威2拝度~32年度) Jの案能。

リアフリーのための'1査結提供を行う
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調査日 2016 年 5 月 27 日 調査自治体 世田谷区、練馬区

【調査票１／２】

自3台{本名 世田谷区 練罵区

調査日時等

品開査目 :2018年5月27日〈金)10 : OO~ 
調査目:2018年5月27日 〈金)14 : 00~14 :40 1 

110: 40 
調査場所:世田省区都市政策音階Z市ヂザイ、 l./1調査場所:綴馬区建築課福祉のまちづ〈 め
課 ll係
ヒアリング者:都市デザイン企画調笠担当係llヒアリング者 :;福祉のまちづ〈 句係長一
長 岡寄 均民 l 

E谷千i輔氏
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③委任条I~IJ(わ用
途規模について

雲f壬条例の特別衿定建築物(J)畿圏は、主主(J)
r病院害事」が Orri'以ム 「物蜘詩画』カ"200 1半分 (100伽め を原則に、郡条例やとれま
d以上を綾定ずる。との自治問ま、より多<1で切自主条例の対象軍掴を参考にしてい
の用途が小規模を艶固として特別特定建築物 lる。
に定められている。自主条例で怯、 衿定施設1r病院箸Jが Orri'以上、 「物JJiii庖舗」 が
は 「病院害事』について、特別特定建築物をo1200rri'以上を規定する。その飽の特別特定
d以上としているために定めはなし 『物販l建築物も飽設の用途に応じて Orri'以上~
庖舗』は Orri'以上を規定している。 120 0 Orri'以上の艶図で、実情に応じて定めてい

る。

E民間指定確認検査機関の取り扱う建築物も
「両存タイプ』で、ある。自主条例と委任条例 l

I ':"=~: ;: ~~ ~.，~~~~:::;;=~J~:=:~-:=;:';: I含めて、自主条例と委任条例は事前協議め@委任条OI)Q)課 |の管理と百条例の審査毒事の業務を建築部門専l
I;~:.，~=~~-'~'_'~::~=~ ~~~:..:::-I対象としている。 建築確認申請と福祉のま鐙 |門部暑で行うため、両存で、実健ずるうえで、のl
I~;'::~ ..J-"'.，: ~ /'-""...... '.....-'T... ;:>"';;;/~ " -~./""-.......， Iちづ〈 句条例はリンクしているので届畠は
支障はない。 1

.守られている。

1 r病院箸Jについて、事奇跡隔定建築物をo
r物F駒吉章高』 は O rrí'以上~200rrí'来満が自主 l1"': :~r:XJ!!~ ~. ~o._ ::UI ~ ...::"'~_::~:':':-.!Z ... '~_""""........ lnT以上としているために定めはなく 、 「物

⑤自主条OI)Q)用 |条例の鏑固となる。その他の特別特定建築物 l
I:==~~~=::~:~~~，，~ ~~~:"Z~'J~~~~~'t~ 11ru苫舗」は Orri'以上を規定している。 した

途規模について |も施設の用途ド応じて Orrí'以上~1000rrí'以上 |がって 「物販底舗』は Orrí'以上~200rrí'来
の範囲で、実・I置に応じて定めている。 1

E済的1自主条例の範囲で、みる。

届出の際に不適合の場合は、 高条例とも 『届 l委任緩定においても自主条例と同様に畏聞
出時に迎合するよう指導するJとしている。 l指定確認検査機関に提出されるものも含め
l自主条例及び雲佳条例ともに、福祉のまちづ lて建築確認申請富市に届出を規定している。

⑥自主条例こよる 1 t:;'~~~.:1~'::~~::::~=，~~~"_ ~~~~~ ，_~-~ I 
1<くりに関する事3菜毘をすべて1つ句音郡F星寒zで

行正政究f指旨導についてI~ '/~~ ~.I~==!;~1'..~'~oI~' '::~~~~~. ~~ I 
Eう。 商条例の事務処理を同様に行なうとと l個所ごとにバリアフリーの笠{庫状況を示す
で、強制力のない自主条例の適合率を高める1r笠{庵水準語」を交付している。
ょう行政指導を行う。
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【調査票２／２】

自治体名 世田谷区 持車鷹区

審査担当織員も事前協議事専の事務だけで、な l 
|自治体等の審査担当者もこ対しては、理念の

|⑤自主条例こっ I ~ 、 当事者参加の徹llQ)*ちづく 句事業組||継承特舗の向上を図れるよう、業務の中
いてめ啓発等 当し、総会内こ指止めまちづくりを聯し、|守、学習している。

行政指導に生力、してレる。 ，

民期建Z償責査機潤と自治体の建築確認申請
lの割合については、民闘が95司もで・自治体が

l |;27ー して … が民間|⑦自主条O駒課 る。BF'法不適合の判断は、事前協i轟時点、守|刊で、ある。民間閥横査欄 へ畠された
題等〈民間指定oi!;~~ ~:^ ':'-; .~ S=I ~~~=~!:s ::-~ ~;:~~_;~ I建築物の自主条例の届畠につレては、民掴修正されるため、 確認申請時点の不適合はな|
認検査機関〉 、、 |確認後査機関から提出される報告書をむと

v・ Eに確認しており、 届出されてレない場合は
設計者へ届畠の指導を行うとしている。

|③小規模施設の |自主条例におレて小規模対象縫設緩和耳準を|自主条静tこおいて小規模対象主主詮緩和基準
l 一 |を定めており、小規模鎚設に対するバリア

/ ，リアア)-1ヒ l定めている。 1
I.，IIC;............. '1( -.....0 Iフリーfヒに積4量的である。

区め生活環境の笠{舵=関する健策を総合的か l
1 r練馬区福祉のまちづくりを推進する区民

つ計画ヲに推進する上で必要な事項を調査審|1I直線会」は、 2011年に設立され、市民、学
議するために「世田谷区UD環境[笠織審議 | 

|請も号室験者、事業者、関係団体などで、織成さ
会』は、 200拝に設置された。区長の附属機|

|れている。事務局は福祉部管理課及び都市
l関である。署長義創立、学識経験者汲び区民 | 

③当事者を含む福I:~~::~ .，~.!.:;~~ ~~.~~:~~~::~ I笠備部建築課である。l毒i~畏者の 1 7名で、構成している。 審議する肉廿 |
祉のまちづくり徒 I::~;'!-:~::=':J..~.:~BV~'-... O( ;~~ ~:.~:.;~'::~ I所掌事務立、(1)練馬区福祉のまちづくりIt立、(1)推進計画こ関するとと、(2)笠備基準|
組織lこス 、て l及び集合住笹 備基準に仲る基本事項に閲|諾tTfr!東芝F522222主22?

するとと、(3)生活環境整備絡葉の評価点検|
|り総合計画の推進体重f島ごついて、(3)今後

に関するとと、(4)バリアフリー基本構愈こ|
|の区民tQ語義会の実鰭体制につレてである。

関するとと、(5)その他生iお軍j克の笠備に関 E

する基本事項で、ある。

「ユニバーサルデザイン生活環境笠倫補助 l 1:" ~'7~~ :""I.~':'~~: :-;:~~~"''':'''~~/.!.~:':J _ I既存民間姥設に対して、庖舗筈改修に100
⑩福祉のまちづく l金』小規模なお庖答。畠入口、トイレ部分の |

1!:=-~'~~'~~~~~~~ '::::'~~，:-1:. ::" v ::~~~ I方向、宍伺住宅こ対して50万円、小綾模庖
リ事業補助金制I1改善を行おうとする場合の助成制度。補助金|

I~::'~!!~~_<:' ! ~~:::-~~~.~::'~~ l'，"~~~ I~高等に対して30万円文は8万円の助成制度
聞こついて l蜘事業に要する舗 の2側 1までで、かっ|がある。

50万円以内で、ある。 目
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（６）第３回自治体ヒアリング調査

①調査期間 2017 年 12 月 7日～8 日

②調査自治体 京都府、愛知県
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平成２９年１１月３０日

京都府建設交通部建築指導課 御中

東洋大学福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻

博士課程後期 岩浦厚信

〒351-8510 埼玉県朝霞市岡 48-1 髙橋儀平研究室

TEL 048-468-6356  tgihei@toyo.jp

建築物のバリアフリー化に関するヒアリング調査について（お願い）

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

私は、福祉のまちづくり条例における建築物バリアフリー化の実効性を高めることを目

的に研究を進めております。

先日は、急な申出にもかかわらず、貴自治体の「福祉のまちづくり条例の事務手続きと

行政指導の流れ」について、ご回答いただき、誠に有難うございました。

さて、今回は、貴自治体の自主条例や委任条例の事務手続きや行政指導の実際について

別添調査票に従ってお聞きしたく、下記の日程で聞き取り調査にお伺いしたいと考えます。

年末のお忙しいところたいへん恐縮ですが、ご教示いただきますようお願い申し上げます。

なお、調査内容に関する資料がございましたら、ご恵与いただければ幸いです。

記

１ 訪問日  平成２９年１２月７日（木）１３：３０～１４：２０

２ 調査内容 別添（調査票）

３ 調査員  岩浦厚信

      住所 〒880-0939 宮崎市花山手西２－４－１

      E-mail atsunobu13@miyazaki-catv.ne.jp
      携帯 090-8357-3546
      所属 東洋大学福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻

         博士後期 3 年
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【京都府調査票】

建築物のハリアフリー化に関する質問です。なお、自主条例とは地方自治;去に基づく条例、委任条例はハリアフ
リー;去に基づく条例です。なお、調査内容|こ関する資料についてご恵与いただければ幸いです。

質問 ご回答

1.福祉のまちづくりの組織体制について
貧自治体の福祉のまちづくりの位置づけに

ついて、自治体全体で推進する体制として
1いますか、その内容や中心となる組織の
活動について教えてください。

2.自主条例の事前協議について
他の自治体では建築確認申請と同時期に
審査する場合が多いですが、賃自治体は
2建築確認申請前に事前協議を行っていま
す。有利な面等あれば教えてください。

3.委任条例の審査について
委任条例の審査は、建築確認申請におい

て行われています。したがって民間指定確

認検査機関が数多くの特別特定建築物の
3審査をすることになりますが、地方自治体
の責務として自治体が審査する必要性は

ないですか。もし、委任条例の事前協議を
することに問題があれば教えてください。

4.自主条例の役割について

4自主条例は、バリアフリーの強制l力はあり
ませんが、その役割をどのように考えです
か、教えてください。

5.委任条例の改正について
今後において、特別特定建築物の範囲を

5拡大する(さらに号|ぎ下げを行う)などの考
えはありますか。どういうときに改正が必
要になると考えますか。お考えをお聞かセ

くださし、。

6.自治体担当者について

バリアフリーの指導は、専門性が必要だと

6思いますが、数年で異動してしまうと、 11-
政指導に支障があると考えます。貧自治

体の現状やお考えをお聞かせください。
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調査日 2017 年 12 月 7 日～12月 8 日 調査自治体 京都府、愛知県

【調査票１／２】

自治体名

調査日時等

京都府

調査日:2017年12月7日13:3 O~ 14: 30 
調査場所:建設交通部建築指導課
ヒアリング者:建築防災・安全担当 担当 上茜亮民

烹吾隔 では福祉のまちづくり条例に関する建築物の協議
については、建設交通都建築指導課で、福祉のまちづく

①福祉のまち女 |り全般については健康福祉音阿福祉・援護課でそれぞれ
りの組織体制虻つ|所管してレる。公共縫設め笠i置に関しては、各事業譲が
いて |対応してレる。府立施設の笠備にあたり福祉のまちづく

②自主条例の事

前協ま董について

|舗合率を時
ための方策につい

て

|@自主条例の役
害lJ ~ついて

|慌了樋の実
胸 こついて

り条例は守られている。持定行政庁 〈字治市〉を含め条
例の担当者会識を年乙 掴関L、ている。

建築確認申請前札協議を行ヲょとで、f鮮鋭、時聞かかり

ちれ、事業者K福祉のまちづく りの考え方を理解しても
ちい、 設計に反映しやすくなると考えてレる。また、自
主条例では、第18粂におレて「協議対象総E鈴ま笠{眉基準
に適合させなければならない。 Jとしており、とれを根
胞に、 委任条例と同様に強い行政指導をしてレる。

本条例は基和呈念に 『隠害者や高齢者をはじめ全ての府
民が自らの意思で・自由に移動するととので、きる条件(J)笠
備を図るととJと規定しており、努力規定自持、側面を

持っている。そのため、笠織基準の適合に係る協議を行
い、条Ø'J~関する理解を求めながら、 福祉のまちづ〈 り
の実演を図ることが役割であると考えてレる。 (ハーF
とソフトがで、きるのが自主条例と考えてレる。 〉
実効・陸については、 協議めF鶏こ『条例18条において笠備
基準に適合させなければならない。』としており、 『努

めるとと』どはしていなレので、それを根拠に強い行政
指導を行ってレるため、府下の適合率は高い。

愛知県

調査日:20げ年12月8813:3 0~ 1 4 : 30 
調査場所 :愛知県建設節住宅計画課

ヒアリンダ者:簡づくり事業グループ担当:稀主査

福祉のまちづ〈りの組織体紛については、愛知県随害者
計画審を所管する 「飽害福祉課』、人にやさしい衛づく
り推進に関する条Ø'J~所管する 『住宅計画課」 、 交通パ
リアフリーを所管する「交通対案課』などがある。住宅
計画言葉については、住民警との協働組織などは構築して

いない。
f人にやさしい簡づくり推進委員会』は、幅広い視野か
ら専門的な審議を行うとともに、的確な助言を得るとと
を目的として、現在、委任条例化などに対する意見を閏
いている。委任条例化の時期は来定。(委員は当事者を

含め11名ほど〉

工事若手。30目前までであれば、十分と考える。確認申
i畜前としていても、確認申i吾後に届出されるものは受付
せぎるを得ず、現在のままで、十分である。

居畠時過合割旬上のために以下の取り組みを実施してい
ます。
-標準設計で、多数の届出がある事業者 (H27年度はコン
ビニ、H28年度はドラッグストア〉に対して事業者の本
部まで出向き、条例めヰ警合項目についての改善指導を

行いました。
.H27年度より窓口薬務にお付る指導助言を担当1人か
ら担当と主査叉は課長繍{主の2人体制で実縫してレます。
・来届事業者への督促を行い、適合率向上のみならず、
居畠寧向上にも取り組んでいます。とれらの取り組みで、
適合率力満上した。

現在、完了検査を義務付材ていないため、 完了桟査を義
務付~る場合法条例改正が必要になります。完了検査を

義務付ける予定はありません。
現在の体制守、年間2000件の完了検査の実絡は難しレ。
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【調査票２／２】

自治体名 尽都府 愛知県

⑥特別特定建築
特別特定建築物か否かに関わらず、届出対象である。不

物の届出について
適合な個所が判明した場合は、建築指導課に報告し、そ
とで

京都府では、記長第14条に基づく雲f壬条例郁分について
⑦委任条例の審 は、府条例に規定する協議の対象となるので、民悶指定

査について 確認検査機関が確認をする前に各土木事務所〈字治市〉

で協議を行っている。

HPで周知を図る。具体的には、 『京都府福祉のまちづく

り条条例例絡第設19条笠{の眉規マニ定にュアル」、 『京都府福祉のまちづく

⑥委任条例の事
り S条の よる協議筈の手引き」を公開して

前協議について
おり、民間確認検査機関や設計者に一定の周知は図られ

ている。また、申請者に対しては、建築確認申請書に、
条例に基づ〈協議済みの書類を添付するよう指導してい
る。

京都府では、記長第14条に基づ〈委任条例郁分について
は、府条例に規定する協議の対象となるので、民間指定

瞭員数宵は、先輩属高員が新f壬属高員に指導をtl¥、ながら、
⑨自治体担当者

確認検査桜関が確認をする前に各土木事務所〈字治市〉

について
で協議を行っている。府内の各土木事務所の建築住宅室

審査及び行政指導の技術力の維持継承に努める。また、

で、福祉のまちづ〈りに係る協議を行っているが、担当者
毎年実絡される建設技術研修により建築に精通した建築

の人事異動にあっても、 f也のr.i員や府庁の建築指導課と
技術廠負が審査を行う。人にやさしい衛づくり推進委員

連携を図りながら支障がないよう対応している。担当者
会の当事者委員の意見は、条例審査の参考になる。

が当事者と関わりを持つ機会はない。

⑪建築部門で条 建築確認申請を自治体がすべて確認していたとろは、ご

{担防管理すあ， ，シ み収集や下水道など建築確認に合わせて市の薬務受付確

について
認容が集中してνたが、現在、民間確認機関がS割以上を
占めるためそのメリットを感じなくなった。
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話で問い合わせをいたしました。お忙しいにもかかわらず、関係資料を添付いただくなど、

ご回答いただき心から感謝申しあげます。

とくに、ヒアリングを行った神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、福

岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県、福岡市、横浜市、世田谷区、練馬区

の 16 自治体の条例担当者の皆さまには、急な連絡にもかかわらず、真摯に対応いただき、

資料を交え親切にご教示いただきました。心より感謝の意を表します。

この研究の成果は、自治体の皆様に還元したいと考えております。

そのほか、大学院の先輩である西日本工業大学 竜口隆三教授には、論文作成にあたり

解決につながるアドバイスを頂きました。そして、私の両親や妻、娘たちなど、家族の応

援のおかげで、月 100 時間を超える残業を続けることもある中、なんとか大学院を続ける

ことができました。また、ここに書ききれなかった多くの方々など、本論文完成に至るま

で支えてくださった皆様に心から感謝いたしますとともに、今後も我が国の福祉のまちづ

くりの推進に向けて、微力ながら貢献したいと考えております。


